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サントリーグループの CSR

トップコミットメント

国連総会で採択された2030年に向けての地球社会全体の目標である「持続可能な開発目標（SDGs）」、そしてCOP21における歴史的

な「パリ協定」の採択など、2015年は世界が課題解決に向けた動きを加速させる1年となりました。地球規模での環境問題、人口増加

に伴う資源・エネルギー・食料の逼迫、高齢化社会の到来や格差の拡大をはじめ、今、私たちが直面している深刻かつ多岐にわたる課

題に対し、サントリーグループも「国連グローバルコンパクト」署名企業の一員として、グローバルに責任と貢献を果たしていかねばなら

ないという思いを新たにしています。

■企業理念「人と自然と響きあう」が目指すもの

サントリーグループは、「人と自然と響きあう」を企業理念に掲げています。これは世界中の人々に最高品質の商品・サービスをお届け

することで、人々の豊かな生活の創造に貢献すると同時に、常に社会や美しい地球環境との共生を実現するという、サントリーグループ

の根幹に流れる揺ぎない理念です。その根底にあるのは創業以来、脈々と受け継がれている「やってみなはれ」「利益三分主義」の精

神です。

■お客様と響きあえる、新たな価値の創造を目指します

この理念のもと、私たちはお客様満足を追求し、お客様に最高品質の商品・サービスをお届けしてきました。事業の舞台がグローバル

に広がる中でも、私たちの品質へのこだわりは片時も揺るぎません。「サントリー品質方針（All for the Quality）」のもと、すべての商

品において安全・安心はもちろんのこと、最高の美味しさや容器の使いやすさなど、お客様の飲用時・飲食時の品質にも徹底したこだ

わりと向上心をもち続けてまいります。2015年5月には、これからのサントリーの成長を牽引する新たな価値創造の拠点として「サント

リー ワールド リサーチセンター」を開設しました。国や文化を超えた「知の交流」を進めながら世界最先端の研究開発に取り組み、よ

り品質の高い商品の開発とともに、新たな価値の創造に向けた挑戦を続け、世界中のお客様の期待に応えてまいります。

■自然と響きあう事業活動を追求しています

私たちは、企業理念「人と自然と響きあう」をお客様・社会と共有するためのコーポレートメッセージとして、「水と生きるSUNTORY」

を掲げています。このメッセージには「水を育む環境を守りたい」「社会に潤いを与える企業でありたい」そして「水のように柔軟に新し

いテーマに挑戦していきたい」という私たちの思いが込められています。

水と農作物という自然の恵みを事業の基盤とするサントリーには、地球環境の保全に積極的に取り組む責務があると認識しています。

2014年にはグループの環境経営により明確な方向性を与えるため、「環境ビジョン2050」を策定するとともに「2020年目標」を掲げま

した。その達成に向けて、「自然環境の保全・再生」「環境負荷低減」の2つの軸からなる活動をグローバルに推進しています。

とりわけ「水」は人々の生命や生活、そして経済を考える上でも重要な「資源」であり、何よりも優先して取り組むべきテーマです。サ

ントリーの事業活動は地球規模での水の循環の一部であるという認識に立ち、健全な水循環に貢献する事業活動を実践してまいりたい

と考えています。
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■ONE SUNTORY の実現を目指して、社員と響きあいます

「やってみなはれ」という言葉に象徴される旺盛なチャレンジ精神、そして、「利益三分主義」に基づく社会との共生の思い、私は、この

2つの創業精神 Founding Spiritこそがサントリーという企業グループの社会における価値の源泉であると信じています。この精神を世

界のサントリーグループ社員に浸透させていくために、「サントリー大学」や「Suntory Founding Spirits Hall」を立ち上げました。多

様な価値観や発想、能力をもった人材がサントリーグループに集い、共通の価値観を軸に「ONE SUNTORY」として力を発揮すること。

そして、サントリーグループの社員一人ひとりが仕事に生きがいや喜びを感じ、その笑顔の輪が社会にまで広がっていくことこそ、私が

実現したいダイバーシティ経営の姿です。

私たちサントリーグループはコーポレートメッセージ「水と生きる」に込めた思いをグローバルにも力強く展開していきたいと思います。「水

と生きる」に基づくサントリーらしいCSR経営をステークホルダーの皆様のさまざまなお声に耳を傾けながら、誠実に着実に実践してま

いります。今後ともご支援ご指導賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

2016年6月

サントリーホールディングス株式会社

代表取締役社長

新浪　剛史

■サントリーならではの取り組みで社会と響きあいます

サントリーグループは社会の一員として、社会に対する基本的責任を果たすことはもちろん、私たちならではの貢献を通じて、次世代に

持続可能な社会を受け継いでいくことが不可欠と考えています。事業で得た利益の一部は社会への貢献のために役立てたいという、創

業者・鳥井信治郎の「利益三分主義」の精神は脈々と受け継がれており、日本国内においては、社会福祉活動、芸術･文化・学術支援、

スポーツ振興、次世代育成支援など多彩な活動を継続しています。海外においてもこの精神に基づき、各国の社会課題と照らして取り

組みを展開し、世界中のお客様から信頼される企業グループに成長していきたいと願っています。
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サントリーグループの CSR

トップ対談

世界で戦える組織づくりをいかに行い、どのように競争優位を築くのか。そして、価値ある存在となるために必要なものは何か―

かつてサントリーラグビー部のヘッドコーチを務めた、ラグビー界における“名将”エディー・ジョーンズ氏と、真のグローバル企業グルー

プ「SUNTORY」の実現を目指す、サントリーホールディングス（株）代表取締役社長・新浪剛史が考えや思いを語り合いました。

新浪 ：ラグビーワールドカップ2015（W杯）での日本代表チームを率いて
のご活躍、本当にすばらしかったですね。現在は、イングランド代
表ヘッドコーチとしても大変なご活躍です。今日は、まさに世界の
名将から当社のグローバル経営のヒントをいただければと思ってい
ます。

エディー：Ｗ杯での戦いを通じて、日本のラグビー界に何か貢献できたとすれ
ば本当に嬉しい限りです。サントリーには今も特別な愛着を感じて
います。サンゴリアスはもちろんですが、大好きなザ・プレミアム・
モルツにも。

新浪 ：私はラグビーというスポーツと企業経営にはかなり共通点があると
思っています。いまサントリーグループは日本発のグローバル企業と
して世界を相手に挑戦していこうとしています。エディーさんは世界
で戦えるチームづくりをどのように行ったのでしょうか。

エディー：チームづくりでまず取り組んだのは選手たちの「can’  t do（できな
い）」から「can do（できる）」への意識改革です。日本人は世界で
勝てない、という意識をメンバーから払拭することから始めました。
できると前向きに挑戦する気持ちを持たせることが必要なのです。
その上で選手一人ひとりを理解し、その能力を最大限に引き出すマ
ネジメントが大切です。世界に通用するチームになるためには、選
手全員に明確な目標を持たせ、それを共通の価値観として意識させ
ていきました。
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新浪 ：私たちサントリーグループもグローバル化が進むにつれ、多様な人
材を活かしていくダイバーシティ経営が大変重要になっています。そ
してその多様な人材が一体感を持つには共通の価値観が欠かせま
せん。
サントリーには創 業 者・鳥 井 信治郎が 唱えた2つの創 業 精 神
Founding Spiritが脈々と受け継がれています。サントリーならでは
の新しい価値創造に挑戦し続けていこうというチャレンジ精神「やっ
てみなはれ」と社会への貢献を継続的に行っていこうという「利益
三分主義」です。

エディー：大事なことですね。ラグビーで言えば、たとえ個々のレベルでは競
争相手に優っていなかったとしても、同じ価値観、同じ意欲、何を
なすべきかを皆が理解・共有していれば、チームの総合力では相手
の力を上回ることができます。Ｗ杯の私たちのチームにはそれがあ
りました。

新浪 ：共通の価値観をグローバルに浸透させるために、全社員の学びの場
となる「サントリー大学」や「Suntory Founding Spirits Hall」を
立ち上げました。事業エリアを超えた自由闊達なコミュニケーショ
ンも重要です。こうした場でコミュニケーションを活発にして「ONE 
SUNTORY」という合言葉のもと、一体感をより高めていきたいと
思っています。

エディー：「ONE SUNTORY」、良い言葉ですね。サントリーの人たちは皆明
るくて活気に溢れ前向きです。きっと創業者の精神が浸透している
のでしょう。チャレンジ精神はどの国の人たちも大切にしていますし、
この精神があれば、一体感ある強固な組織を必ずつくれると私は思
います。

エディー・ジョーンズ

1960年、豪州生まれ。
1997年サントリーサンゴリアスコーチ／テクニカ
ルアドバイザー就任。2009年より同ゼネラルマネ
ジャー（2010年よりヘッドコーチ兼務）。2012年
から2015年までラグビー日本代表ヘッドコーチ。
現在はラグビーイングランド代表ヘッドコーチを務
める。

新浪 ：エディーさんは、世界に挑戦する代表チームを率いての戦い方で意
識されていたことはありますか。

エディー：グローバルを視野に入れて戦うには、まずは何が自分の強みかを知
ることが大事です。日本の選手の場合、皆よく練習し、忠実でとて
も誠実です。私はそのような彼らの強みを引き出すために練習を推
奨し、誠実であることを認め、忠誠心を発揮できる環境づくりを心
がけました。その上で世界を相手にどのように勝つか、優位に立て
る要素を見つけ、早い展開で相手に考える時間を与えないプレース
タイルを貫きました。

新浪 ：その国の人たちしか持ちえない文化や特長から生まれた「強み」を
しっかりと認識した上で、それをさらに磨き上げることで世界の強
豪相手と互角に戦う力を手に入れたということですね。大変共感で
きます。

エディー：常に自分の強みを探すことが必要です。自分たちが市場のどこにお
いて優位に立てるか、という観点を持つことは経営においても同様
のことではないでしょうか。

新浪 ：サントリーグループは酒類・清涼飲料・健康食品を事業の核とする
総合酒類食品企業です。競争の激しいグローバル市場で成功する
には、このユニークなポートフォリオを活かして、シナジーを追求し、
強みを発揮しなくてはなりません。
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エディー：新しい価値を創造して世界に貢献していく、それはすばらしいことですね。サントリーは前向きに成長を続ける革新的な会
社だと思います。

新浪 ：これらの強みを発揮していくための基盤として、安全・安心で高品質な商品を提供し続け、お客様から信頼をいただくこと
が何よりも大切です。最高の品質、美味しさにこだわり続けること。これこそが、サントリーが長い歴史の中で受け継いで
きた「ものづくり」の精神です。現状に満足することなく、常により高い品質を追求する精神を、グループ全体で共有し根
付かせていきたいと思います。

エディー：先ほどサントリーグループの事業内容を拝見しましたが、世界各国
で事業を展開されていますね。驚きました。商品も実にバラエティ
に富んでいますし大変魅力的です。

新浪 ：ありがとうございます。私たちの強みは、お客様起点の発想で新し
い価値を創造する力だと思っています。サントリーグループは、あら
ゆる世代に商品を提供しています。この幅広い接点からさまざまな知
見を得て、新しいアイデアや活動に活かすことができます。
そうしたお客様起点の発想を活かし、既存のカテゴリーや事業にと
らわれることなく、われわれにしかできないイノベーションを実現して
いきたい。私たちは常にお客様の期待の先にいる必要があるのです。

エディー：お客様起点の発想でイノベーションを起こす。商品が魅力的なのは、
そのような考えがベースにあるからなのでしょう。

新浪 ：「強み」を支えているのがR&D&P（研究開発、生産）の力です。こ
の力で、私たちは数々のイノベーションを起こしてきましたが、その
力をより強化するために、昨年「サントリー ワールド リサーチセン
ター」を開設しました。事業やエリア、文化の違いを超えた連携、
そしてオープンイノベーションを通して技術力をさらに強めていくこ
とで、大きなシナジーを生み出すことができます。そしてより品質の
高い商品の開発とともに、世界に向けて新しい価値を創造すること
で、より多くのお客様からの期待に応えていきたいと考えています。
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新浪 ：日本代表チームはＷ杯で世界から高い評価と称賛を浴びました。日
本は真に世界から認められたチームになったのではないでしょうか。
単に強いだけでなく、人々から認められ、称賛されるようなチーム
を日本人として私は誇りに感じます。

エディー：一人ひとりがモチベーションを高く持ち、世界の強豪相手に一歩も
引くことなく勇敢に戦ったからこその評価だと思います。そのプレー
スタイルは、世界の人々の日本ラグビーに対するイメージを大きく変
えました。ベスト８入りはかないませんでしたが、このチームはファ
ンの人たちの心に生涯残るすばらしいチームであり、私の誇りです。

新浪 ：私たちサントリーグループも、単にグローバルプレーヤーになるこ
と、より大きな利益を上げることだけを考えている訳ではありませ
ん。世界中で価値ある企業として認められる存在になりたいと思っ
ています。「人と自然と響きあう」を企業理念に掲げ、社会・自然と
の共生を果たしながら世界中のお客様の生活、世の中を豊かにして
いくことを目指し活動しています。それが社会からの信頼を獲得し、
事業の成長を側面から支えていくことにつながると考えています。

エディー：何事もそうですが、自分がやっていることを信じきることです。たと
え無謀と思えるような夢でも、目標を定め、できると信じて、やる
べきことをやっていたら必ず実現する。また、そのように取り組んで
いれば、その組織に対する信頼が生まれます。

新浪 ：そうですね。こうした私たちの社会・自然との共生の取り組みをよ
り力強く推進するために、2005年に「水と生きる」というコーポレー
トメッセージを打ち出し、継続的な取り組みを進めています。そして、
このメッセージのもと、サントリーグループのCSR経営をグローバル
で積極的に展開していきたいと思います。

エディー：「水と生きる」、すばらしいメッセージですね。サントリーの思いをグ
ローバルに実現させていくという決意を強く感じます。私が知ってい
るサントリーという会社はとても明るくて、ポジティブ、常に先を見
据えており、成長を続ける革新的な会社です。サントリーは必ず世
界の人々から信頼されるグローバル企業になれると確信しています。
世界に向けて「やってみなはれ」！

新浪 ：本日はエディーさんとお話しさせていただいたことで、グローバルな
CSR経営の実現に向けた思いを一層強くすることができました。世
界のお客様に新たな感動をお届けするため、「ONE SUNTORY」で
社員とともに、夢大きく、やってみなはれで、頑張っていきます！本
日はありがとうございました。
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社会との対話

真に価値あるグローバル企業「SUNTORY」を目指して

2016年4月22日、有識者の方々を2015年5月に竣工した「サントリー ワールド リサーチセンター」にお招きし、同研究所の取り組み

をご紹介させていただくとともに、日本発のグローバルな総合酒類食品企業を目指すサントリーグループのCSR 活動についてディスカッ

ションしていただきました。

● 開催日：2016年4月22日

● 場所：サントリー ワールド リサーチセンター

■有識者

株式会社イースクエア
共同創業者

ピーター D. ピーダーセン氏

株式会社インテグレックス
代表取締役社長

秋山 をね氏

一橋大学大学院
国際企業戦略研究科教授

楠木 建氏

■サントリー

サントリーホールディングス（株）
執行役員

サントリーグローバルイノベーションセンター（株）
代表取締役社長

平島 隆行

サントリーホールディングス（株）
執行役員
コーポレートコミュニケーション本部長

福本 ともみ

サントリーホールディングス（株） 
コーポレートコミュニケーション本部
エコ戦略部 部長

内藤 寛

サントリーホールディングス（株） 
コーポレートコミュニケーション本部
CSR推進部長

富岡 正樹
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グローバル共通基盤として必要なもの

司会 ダイアログに先立ち、サントリー ワールド リサーチセンターをご覧いただきましたが、これからサントリーがグローバ
ル化を進める中で、大事なものは何か、今日の見学も含めてお感じになられたことをはじめに伺えればと思います。

秋山 施設を見学させていただいて、サントリーが大切にしている「人と自然と響きあう」や「水と生きる」という考え方がこ
の建物の中にも随所に感じられました。同時に、サントリーがグローバルに事業を拡大する上でも、基盤となる理念は
軸として守っていくべきものだとあらためて思いました。
ただ、この理念を具体的な活動に落とし込んで個々の国や地域で展開していくとなると、そう簡単にはいきません。た
とえば、サントリーが国内で展開しているさまざまな水の取り組みを水事情が異なる他国にそのまま持ってはいけませ
ん。また、ここ数年で急速にグローバル化が進み、日本国籍以外の従業員が増える中で、ダイバーシティなどの課題も
見えてきていると思います。

ピーダーセン
（以下ピーダー）

優れた組織には3つのものが揃っていると考えています。
まず「アンカリング」。これは理念が寄り添うものとして社員の心に生きていることが大切です。2つめは「アライメント（社
会性）」。「アンカリング」とセットの概念であり、社会とベクトルが上手く合わせられているかどうか。そして「アタクティ
ブネス（自己変革力）」。しっかりとした理念があり、社会とベクトルを合わせながら、どこを目指して「自己変革」して
いくのか。多くの社員の内発的なイノベーション力が出てくるかどうかが問われます。
この「アタクティブネス」にいくつかの側面があります。まず、企業は基本的な操業許可するための、License to 
Operateを獲得しなければなりませんが、競合に負けないためにはステークホルダーからLicense to Grow＝成長許可
を頂く必要があります。これを獲得するために決定的に重要になるのは、できるだけ多くの社員に、License to Create
＝発想、創造する許可を当てることです。創造性と革新力を各人が発揮できるしくみづくりは、社員満足度向上につな
がり、従っては「アウトプット型の生産性」の向上につながり、価値創出をもたらします。License to Growと社員にとっ
てのLicense to Createは密接に関係していると思います。
少なくとも日本においては、いずれもサントリーは優れていると思います。ただ、今後グローバルに展開していく際には
そこをきちんと再点検して、この3つをボトムアップ型で各国の組織に浸透していかねばなりません。

楠木 ダイバーシティにどう取り組むかは世界共通の課題です。ダイバーシティに取り組む場合、ともすれば十年一日のごとく、
社内の男女比であるとか、国籍、年齢、宗教、あるいは障がい者雇用のように、言わばデモグラフィック的な考えに陥
りがちです。
サントリーのようにグローバル化すると、デモグラフィックな多様性は社内で放っておいても高まります。ですから本来
は「インクルージョン」という視点が最も重要なはず。そもそも多様である組織の中で、前提は一様でなく、前提が多
様であるべきなのです。一人ひとり考えていることが違うように、個々の違うものを受け入れる土壌が本来あって然るべ
きだと思うのです。多様性を活かして成果を生むために、インクルージョンの後に必要なのが「インテグレーション」、
統合ですね。そもそも多様な人たちが皆納得し、少なくともこの一点に関しては争うことがないと言う状態にまで高め
ていけるか否か、そしてワーキングルール化できるか―それが経営の腕の見せどころです。
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全世界で理念を共有することの大切さ

司会 日本企業がグローバル化を進める際の課題をお話いただきましたが、サントリーではどう考えていらっしゃいますか。

福本 サントリーは、質の高い弊社ならではの新たな価値を持った商品を創造し、お客様に楽しんでいただく。それによって
得られた利益は次の事業に投資するだけでなく、「利益三分主義」で社会にもお返しする。このサイクルを回す原動力
が創業以来受け継がれている「やってみなはれ」精神、この「やってみなはれ」と「利益三分主義」という2つの創業精
神をグローバル展開の上でもサントリーグループの基盤としていきたいと考えています。
ただ同じ1つの言葉をとっても、国によって受け止めはさまざまです。秋山先生がおっしゃるように、価値観・文化的背
景が異なる世界のサントリーグループ社員42,000人にどう展開していくかが課題です。

富岡 日本発のサントリーが真のグローバル企業として成長するためには、全世界の従業員が理念を共有する、思いを1つに
することから始めないといけないと考えています。まずは海外グループ会社のマネジメント層から始めていますが、日本
でサントリーの生産現場や文化施設、水源涵養（かんよう）のための「天然水の森」などを訪れてもらうと、サントリー
の理念やサントリーがどこに向かおうとしているかなどが腑に落ちるんですね。「人と自然と響きあう」や「水と生きる」
メッセージを発信するだけでは伝わりません。ですから、まずは皆さんに体感していただく、実体験していただく取り組
みを時間がかかると思いますが、しっかりやっていかなければと思っています。

秋山 社外だけでなく、社内含めて発信の仕方は大切です。海外の従業員を「天然水の森」に呼び体験してもらうアンバサダー
プログラムはとても良い方法ですね。そこで腑に落ちた体験者が帰国して伝道師の役割を果たしてもらうところまで考え
ていくのが次のステップでしょう。
グローバルを目指せば目指すほど、逆にどうローカルへきちんと展開していくか―「グローカル」の視点で課題を浮き
彫りにし、個々の事情を踏まえつつ展開していくのがポイントになります。その手段としては、各国各地で働く人たちに
当事者として考えてもらうしくみが良いのではと思います。従業員はもちろん、地域社会の人たちとのコミュニケーション、
ダイアログも欠かせないでしょう。具体的にどうするかを、日本の本部も、ローカルもともに考えていくことがとても大
切です。

楠木 理念共有の話を受けて2つ付け加えたいのは、従業員が共通の思いを持ち、自分の会社のことを好きだと言えるのは素
晴らしいことですが、誰かに愛されるのは誰かに嫌われることと表裏です。ですから、例えばマーケティングで「ターゲッ
ト顧客」を決めるみたいに、企業にとっての「ターゲット従業員」を示していく必要がある。
もう1つ言いたかったのが、皆から愛される企業を目指して商品やサービスの幅を広げていくと、その企業の本来的な
価値がよくわからなくなって、うまくいかなくなる点。サントリーの場合で考えると、食品と酒類の両方を手がけている
とか、世界の5大ウイスキーを全部カバーしているとか、これはこれで非常に大切なことではあるのですが、下手をする
と、何でも有りは何も無いという話になる。ですから「やってみなはれ」の裏側に、サントリーの価値に照らし合わせると、

「これはやらない」という議論が「やってみなはれ」と同じ量ぐらい起きてないと、グローバル化することによって大事
なものを失ってしまうリスクもあります。コアが明確であれば、捨てる物も明確になる。サントリーにそこまで強いアクショ
ンが生まれるような理念があるかどうかです。

ピーダー 人材面から見ても、勝てる会社になれないようでは、どのようなことをやっても人は前向きになれない。結果がついて
こないと、どんなに理念が「やってみなはれ」といっても無理。特に事業を広げていく時にはそこが重要だと思います。
もちろんそこには束ねていく理念が必要ですが、同時にやめることを恐れない、良い社風になっているかどうかが大事
ですね。



011

存在理由を力強く示すことが必要

司会 研究開発や品質保証、環境活動など、サントリーが国内で高く評価されていることは数多くあるかと思います。理念の
共有と結びつけて、いかに国内の強みをグローバルに広げていくか。考えをお聞かせください。

楠木 事業構造が単純で統合マネジメントが強く機能しているような企業であれば、多様性も自然と受け容れられ、フィ
ロソフィ云々という議論は起きません。かたや多彩な事業を食事情も異なる世界各国で展開するサントリーの場合、
経営が主導的にONE SUNTORYをつくっていかねばならない。たとえば左か右で意見が割れたときに、「人と自然と
響きあう」を目指すのだから、そこはやはり右だろうと話しがまとまるかたちになっているのか。
ビジネスとフィロソフィの隘路（あいろ）を進むことは難しいのです。そうした意味でONE SUNTORYがこれだけは
共有すべきだという価値観、大きな概念をより実利的・実用的なものとしてブレイクダウンしていく作業も必要かも
しれません。

平島 研究開発で言えば、大切にしている価値観の1つとしてOPEN MINDすなわち多様性を掲げてこのサントリー ワールド 
リサーチセンターを運営していますが、1年経過して自分たちの強みだけでなく、弱みも見えてきたことが収穫です。こ
れまでは、自分たちが持っているリソースですべてを解決しようとしてきました。美味しさや商品のブレンドにこだわり、
自らの力だけでヒット商品を出してきたことが、ひょっとすると次のステップへ行くスピード感を弱め、ギャップを生んで
いたのかもしれません。それが各国に広がるグループ会社と「知の交流」を進め、さらにはこの関西文化学術研究都市
で進めているオープンイノベーションの環境下では、周りに問えばこれまで自社には無かったものがソリューションとし
て即座に返ってくる可能性があります。それがサントリーの世界観や可能性を大きく広げてくれています。

ピーダー 日本ではサントリーはとてもユニークな会社だと思います。しかし、グローバル化を進め、多様化、多角化、総合酒類
食品、というコングロマリットになると、全く作動原理が変わってきます。
研究開発にしても「アウトプット型」を目指すのは当然として、何のためにアウトプットしているのかという社会発ある
いはアウトサイドインの視点に欠け、個別の部門が単に個々の顧客満足を狙うインサイドアウトの発想だけではONE 
SUNTORYとしての力は発揮できません。サントリーのアウトプットは、何のためのアウトプットなのか。たくさんの事業
会社が、それら個々の事業特性に関係なく「共通の物」を持っているかどうかが問われると思います。

秋山 その共通部分が正に理念だと思います。サントリーが目指す姿、目指す社会、ありたい未来に照らし合わせて、1つひ
とつの仕事や商品をどうその文脈に位置づけていくかの作業が大切です。

富岡 理念に通じる話かと思いますが、少なくとも国内における従業員の帰属意識は高いと思います。継続実施している従業
員意識調査でも高い満足度を維持しています。批判めいた意見も意外によく聞こえてきたりしますが、それもサントリー
のことが好きだから言える話。共通の価値観がものづくりや従業員一人ひとりの仕事に活きているからこその評価では
ないかと思っています。

福本 サントリーが掲げる企業理念「人と自然と響きあう」には、人々に豊かな生活を届けたい、健康を届けたいという私た
ち共通の思いが込められています。酒類に始まり、飲料、健康食品、さらには外食、花などへと事業は広がりましたが、
お客様・社会に豊かさを提供するという点で一つの軸を持って展開してきました。

楠木 おっしゃる通りだと思います。しかし、健康や安全・安心などは、誰も争わない言葉です。それ自体が肯定的な価値を
持っているので差別化にはなりません。もう一歩踏み込んでわれわれの存在理由はここにあると、他社との違いをつく
ること。世の中で必要とされる、独自の存在となるためにはそれが必要になります。
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「水と生きる」サントリーらしい取り組みを世界に

司会 CSRや環境、あるいはサステナブルを目指す取り組みをどうグローバルに広げていくか。具体的に考えられていること
があればお話いただければと思います。

内藤 環境で言えば、やはり一番は「水」ですね。サステナビリティのための原理原則をしっかり構築して、それが各地各様に、
使っている水のことを知り、水を慈しみ、そして水のために何か良いことをしていこうという方向に収れんさせていきたい。
そして、具体的なアクションについては地域課題を踏まえた議論を徹底して重ね、優先順位をつけて決めていく。グロー
バルレベルではまだ道半ばではありますが、身近でグローカルなテーマとして各国各地で展開していきたいと考えていま
す。

ピーダー 今、企業はサステナブルバリューイノベーション（SVI）をやらないといけない時代に来ています。20世紀後半、経済や
社会関連の数値すべてが指数関数的・爆発的に伸びました。それに伴い環境関連の数値、CO2、一酸化窒素、オゾン等々
も同様な指数曲線を描いて増加しました。人類とその文明がこれまで遭遇したことのない事態です。さらに2000年と
近未来2030年を比較しても、新興国の経済成長などに伴って世界人口が増えるとともに、逆に水・食糧・資源等が枯渇、
インプットとアウトプットの差がもの凄く広がっていく。それに対して私たちは何をすべきか、というのがこれからのCSR
であり、そのキーワードがSVIなのです。
企業は単に機能性を追求するだけではダメで、「性能的卓越」と「社会的卓越」をセットとし、これを世界へどう発信し
ていくかが課題。サントリーの場合も、Sustainable Growth（持続的成長）への決意を本当に持っているかどうかが
問われます。グローバル化や規模の拡大に連れ、自ずと水やCO2排出量も増えていく。その中で、他社にはない独自
の成長ストーリーを見出すことができるか。そして、そのストーリーを全員に共有させ内発的なイノベーションへと昇華
できるか。ここが鍵です。

楠木 社会的な課題の解決こそが、企業の強みとなっていく。それをビジネスの領域から考えれば、最近、CSV（共通価値の
創造）が言いはやされているのもうなずけます。今や顧客のニーズを充たすことはどの企業もやっていて差別化にはな
りません。その中で、より大きな課題を解決できた者が勝者となるのは自明の理です。中でも「水」などは、その最た
るもの、最もコアな課題でしょう。御社がどれだけグローバル化しても、まず「日本発のグローバル企業」であり続け
ることが重要で、日本古来からの価値観である「水や自然との共生」、それを世界へメッセージしていくならば聞くほう
も理解しやすいと思います。

福本 日本人にとって「水」は、物質的なH2Oというだけでなく、自然の豊かさであったり、共生への思いであったり、いろい
ろなものを頭に思い浮かべます。「水と生きる」には、企業理念「人と自然と響きあう」に沿ったさまざまな思いを込め
ていますが、これを日本発のメッセージとして伝えていく活動を積極的に推進していきたいと考えています。

楠木 自然との共生という思想が重要ですね。つまり自然とは征服したりコントロールしたりする対象ではなく、サステナビリ
ティという軸からも、必ず自然と調和しなければならないわけです。その点をきちんと海外に説明でき理解されること
が大切です。

秋山 ここでもやはり、ベクトルを合わせるには、どう発信していくかがポイントですね。受け手が理解し、共感できるメッセー
ジとして。

ピーダー 真面目一辺倒だけでなく、必ずそこにFUNがあること。グローバルに広げていった先々でもFUNを忘れないで欲しいで
すね。実は私がFUNを感じる大手企業は、ほとんど存在しません。しかしサントリーには可能性がある。
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終わりに

司会 最後になりますが、皆さんに総括として一言ずついただければと思います。

秋山 「言葉の壁」を破り、何をどのようにメッセージとして発信していくのか―これは国際進出する日本企業すべてに共通す
る課題です。サントリーの活動については、まさにサステナブルな思想が底流にあることは間違いありません。国内で
はすでに暗黙のうちに共有されているものがグローバルから俯瞰したときに各国の人々から受容されるか、言い換えれ
ば、受け手が理解し、共感できるメッセージとしてどう発信していくのか。創業からの精神をもう一度確認し直す良いチャ
ンスではないでしょうか。難しい課題ではありますが、期待しています。

楠木 CSRの切り口で言えば、その企業だからこそできるというものをきちんと示すことがすべて。存在意義を考えていく上
で最もボトムに置くべきことだと思います。それを1つではなく色々なかたちで示せるのがサントリーの素晴らしい点です。
そして、世の中の人が自然と共感して応援したくなるような言葉・コミュニケーションを、商品を超えて、企業としてやっ
ていただきたいなと思いますね。

ピーダー リーディングカンパニーの使命として、ただ良い製品を出していくだけの時代は終わりました。新しい価値・スタンダー
ドを創出していくべき時代です。サントリーには「やってみなはれ」という果敢に挑んでいくスピリットがあります。そし
て社内の雰囲気も明るい。不断のチャレンジを通して応援したくなるようなサントリーをつくってください。その挑戦は、
従業員のモチベーションにも100％つながります。

富岡 サントリーが「水と生きる」の発信を始めたのは2005年。これを社内で消化し、10年かかってようやくサントリーらし
いCSRを語るメッセージとして評価いただけるレベルになってきたのではないかと思います。ピーダーさんがおっしゃっ
たFUN然り、楽しむ風土もまた「サントリーらしさ」であり、社内のDNAに組み込まれています。グローバルなONE 
SUNTORYを目指す際にも、FUNを欠かせないキーワードとして大切にしていきたいと思います。

内藤 とても刺激を受けました。まずグローバルの中での立ち位置というベースの話があり、事業と環境をリンクさせていく
上でのコミュニケーションワードという課題も見えました。グローカルという言葉に、これからの活動のヒントをいただ
けたように思います。より一層、社内での共有・共感を進めていきながら、「水と生きる」サントリーならではの環境活
動を推進してまいります。

平島 これまで、安全・安心でお客様の健康に良い商品をひたすら目指してきたわけですが、皆さんのご意見を聞くにつけ、「サ
ントリーの何が他企業と違うのか」をもっと突き詰めていくべきだと痛感させられました。もちろん研究者一人ひとりは
サントリーに誇りを持っており、世のため人のために何かをしたいという人間ばかりが集まっているのですが、私たちマ
ネジメント側が、ピーターさんのおっしゃるLicense to Createな環境づくりを進めていく必要も感じました。

福本 真のグローバル化という意味で、サントリーはスタートラインに立ったところです。本日は理念を軸にすえることの重要
性を再確認できました。これまでのサントリーの歴史の中で育まれてきた、私たちの考える「サントリーらしさ」の中に、 
グローバルにも価値を持ち得る要素が多々あるというお言葉に勇気をいただけましたこと。また、グローバル化を進め
るにあたって、実際にどう展開していけばよいのかという、まさに私たちがいま取り組んでいる課題について多くの示唆
をいただけましたことを大変ありがたく思います。
皆様とのダイアログを通して、サントリーはどのような企業でありたいか、また、社会とどう向き合っていくか―改めて
私たちの存在意義や本質を突き詰めていく必要性を強く感じました。日本発のグローバル総合酒類食品企業として、企
業理念「人と自然と響きあう」に込めた私たちの思いを、そしてサントリーならではの価値を世界中のお客様にご理解
いただき、認めていただけるよう、これからもCSR経営を推進してまいります。本日は、誠にありがとうございました。
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サントリーグループの CSR

CSR の考え方

サントリーグループの理念
サントリーグループは、「人と自然と響きあう」という企業理念に基づき、最高品質の商品・サービスをお届けするとともに、地球環境

の保全やさまざまな社会貢献活動に取り組んでいます。これらの活動によって、真に豊かな社会の実現に貢献することが私たちの使命

（Our Mission）であると考えています。その根底にあるのは、1899年の創業以来変わらぬ「社会との共生」「自然との共生」の精神、

そして「やってみなはれ」に基づく飽くなき挑戦の精神です。サントリーグループは、企業理念の実践を通じて社会的責任を果たし、お

客様に支持される「Growing for Good」な企業を目指していきます。

社会、自然との共生を実現し、真に価値ある企業となるために、サントリーグループは企業理念「人と自然と響きあう」の実現に向け、ステー

クホルダーとともにさまざまなCSR活動を進めています。

人と自然と響きあう

Our Mission　企業理念

お客様に最高品質の商品・サービスをお届けし、生活文化の豊かな発展と持続可能な地球環境の実現に向かって企業活動を推

進するサントリーグループ。これまで以上によい商品・サービスを提供し、さらに豊かな生活文化や地球規模での環境への貢献

を果たしていくために、グローバルにさらなる成長を続ける企業を目指します。

Growing for Good

Our Vision　目指す姿
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ウイスキーをはじめとする日本の洋酒文化を切り拓いた創業者のチャレンジ精神を受け継ぎ、総合酒類食品企業として、ビールや

清涼飲料、健康食品などのさまざまな事業分野を開拓してきました。この精神は、自由闊達な社風と新たな価値の創造に挑戦し

ていく原動力となっています。

チャレンジ精神‐「やってみなはれ」

事業によって得た利益は、「事業への再投資」「お得意先・お取引先へのサービス」にとどまらず、「社会への貢献」にも役立てたい、

という創業者の精神を受け継ぎ、ステークホルダーとともに持続的な成長を目指します。

社会との共生‐「利益三分主義」

ウイスキーやワイン、ビール、清涼飲料など、私たちの事業の多くは、水や農作物などの自然の恵みによって支えられています。

創業時からずっと変わらない、自然の大きな営みに対する敬意と感謝のもと、私たちは環境経営を推進します。

自然との共生

Our Values　基本となる価値観

企業理念の実現に向けて、私たちが行うすべての活動の基盤であり、サントリーグループが社会に対して責任を果たし、信頼をい

ただくために、大切にしなければならない基本姿勢を定めています。

Our Principles　サントリーグループ企業倫理綱領

「水と生きる SUNTORY」は、企業理念「人と自然と響きあう」に基づく私たちの思いを広く社会と共有するための言葉です。 地

球にとって貴重な水を守り、水を育む環境を守るとともに、社会に潤いを与え続ける企業を目指し、新たな価値の創造に挑戦し

ています。

サントリーグループのCSRの考え方
持続可能な社会に向けて、サントリーグループの理念を実践することそのものがサントリーグループのCSRであると位置づけ、グループ

一体となって活動を推進しています。グループ理念に基づき従業員一人ひとりが社会やステークホルダーとのつながりの中でCSRを実践

できるよう、CSRに関する基本的な考え方を以下のように定めています。
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CSR推進体制
サントリーグループでは、取締役会および各委員会のもと、CSR関

連部門が連携し、グループ全体でCSR活動を推進しています。

その全社横断的機能を果たす専門部署として、2005年よりCSR推

進部を設置しています。CSR推進部では、全社CSR戦略の策定、

部門横断的なCSR課題への対応、CSR情報発信、ステークホルダー

とのコミュニケーションなどに取り組んでいます。また、CSR関連

部門と連携して行動計画を策定し、それぞれのCSR課題について定

例会議を開催し、活動の進捗報告や課題の共有、課題の解決に向

けた討議や社会動向の共有を行い、国内外含めたグループ全体で

CSR活動を推進しています。

ステークホルダーとの関わり
サントリーグループの事業活動は、多様なステークホルダーとの関わりの中で進められています。持続可能な社会の実現に貢献する企

業であり続けるために、私たちはステークホルダーへの責任を明らかにするとともに、さまざまなコミュニケーションを実施。いただい

たご意見や社会のニーズを企業活動に反映し、高い信頼関係や協働関係を継続的に築いていくことを目指しています。

CSR 4つの取り組み
CSRの考え方をベースに、よりサントリーグループらしい社会的責任を果たしていくため、2011年からISO26000を活用したCSR活動を推進

しています。CSR活動の現状把握と課題抽出・認識の共有を行い、7つの中核主題ごとにステークホルダー・エンゲージメントを実施しました。

この結果をもとに、グローバルな社会課題や事業課題の中から、ステークホルダーからの期待・関心度が高く、また、サントリーグルー

プにとって重要度が特に高い課題を抽出した上で、企業理念「人と自然と響きあう」の実現に向けて、これらの課題の整理を行い、4つ

の取り組みにまとめました。今後も私たちサントリーグループは企業理念に基づく活動の実践を通じて、社会的な責任を果たすとともに、

持続可能な社会の実現を図りながらグローバルに成長する、「Growing for Good」な企業を目指して革新と挑戦を続けてまいります。

※ARP：Alcohol-Related Problems（アルコール関連問題）

ステークホルダーとのコミュニケーションの機会

CSR推進体制
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■（1）お客様・お取引先と響きあう／商品・サービス

最高品質の商品・サービスでお客様に感動をお届けするために

お客様の声を広く企業活動に反映させるとともに、サントリー品質方針「All for the Quality」のもと、バリューチェーン全体で品質の維持・

向上に取り組んでいます。また、CSR調達やアルコール関連問題にも積極的に取り組んでいます。

■（2）自然と響きあう／環境

限りある水や資源を、次の世代に引き継ぐために

持続可能な豊かな地球環境を次世代に引き継ぐべく、「環境ビジョン2050」を定め、「自然環境の保全・再生」「環境負荷低減」の2つ

の軸で、グループ全体での環境経営を推進していきます。

■（3）社会と響きあう／文化・社会貢献

地域に根ざした活動で、明るい未来を築くために

創業の精神「利益三分主義」に基づき、「芸術・文化」「スポーツ」「社会福祉」の分野を中心に、「次世代育成」「被災地支援」「地域貢献」

など、時代を見つめた文化・社会貢献活動に継続的に取り組んでいます。

■（4）従業員と響きあう／ダイバーシティ経営

世界へと夢を広げる、多彩な人材を育てるために

「ダイバーシティ経営」を人事の基本方針とし、新たな価値創造に挑戦する「人材育成」と従業員一人ひとりが最大限に力を発揮する、

創造性あふれる「職場環境づくり」を目指しています。

国連グローバル・コンパクトに署名
サントリーグループは国連が提唱する「人権・労働・環境」についての普遍的な原則、「国連グローバル・コンパクト」（以下10原則）に

署名しています。

1.企業は、国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重すべきである

2.企業は、自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである

3.企業は、結社の自由と団体交渉の実効的な承認を支持すべきである

4.企業は、あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持すべきである

5.企業は、児童労働の実効的な廃止を支持すべきである

6.企業は、雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである

7.企業は、環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持すべきである

8.企業は、環境に関するより大きな責任を率先して引き受けるべきである

9.企業は、環境に優しい技術の開発と普及を奨励すべきである

10.企業は、強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止に取り組むべきである

今後もグローバルでサステナブルな事業を推進していく上で、国際的な規範を遵守し、社会的責任を果たしていくことが、サントリーグルー

プの使命であると考えています。
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CSR の考え方

ISO26000を活用したCSR活動のステップアップ

CSRの考え方をベースに、よりサントリーグループらしい社会的責任を果たしていくため、2011年からISO26000を活用したCSR活動

を推進しています。CSR活動の現状把握と課題抽出・認識の共有を行い、7つの中核主題ごとにステークホルダー・エンゲージメントを

実施しました。

この結果をもとに、グローバルな社会課題や事業課題の中から、ステークホルダーからの期待・関心度が高く、また、サントリーグルー

プにとっての重要度も高い項目を特に注力すべきCSR重点課題として2013年に特定し、策定した行動計画に基づいてグループ全体で活

動を推進しています。

CSR活動の現状把握
■CSR全体会議を開催

■ISO26000のセルフチェックシートを用いてCSR活動の棚卸しを実施

サントリーホールディングス（株）CSR推進部を中心に、CSR関連の主要部署※から代表者約

40名が集まり、ISO26000についての理解を深めるとともに、今後のステークホルダー・エンゲー

ジメントのプロセスを確認・共有しました。

※サントリーホールディングス（株）CSR推進部、品質戦略部、総務部、法務部、コンプライアンス室、人事部、
エコ戦略部、サントリービジネスエキスパート（株）SCM本部、お客様リレーション本部

ISO26000の中核主題ごとに設定されている「関連する期待および行動」の約250項目につい

て、関連部署がセルフチェックシートを用いて対応状況を評価し、サントリーグループの課題を

洗い出しました。

CSR活動推進のプロセス

CSR全体会議の様子

ISO26000のセルフチェックシート
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サントリーグループの課題の認識と共有
■中核主題ごとに関連部署が集まり重要課題を議論

7つの中核主題ごと※に関連する部署が集まり、今後サントリーグループが優先的に取り組む

べき重要課題を議論しました。

※ 人権と労働慣行については、相互に関連性が高いことから2つのテーマを同時に議論しています

有識者と重要課題を確認
■中核主題ごとに社外有識者と第1回意見交換会を開催

社内で議論した中核主題ごとの重要課題について、2012年3-4月に社外有識者と意見交換会を実施し、確認しました。

継続的に意見交換会を実施していくことで、さらなるステップアップにつなげていきます。

CSR行動計画の策定・実行
6つのCSR重点課題のそれぞれのテーマに基づく中期目標とアクションプランを策定し、グループ全体で活動を推進しています。

人権・労働慣行をテーマにした議論の様子

重点課題の特定
ステークホルダーからの期待・関心度と、サントリーグループにとっての重要度から、優先的に取り組む6つのCSR重点課題を特定しま

した。

6つのCSR重点課題
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CSR 行動計画

お客様・お取引先と響きあう 商品・サービス

■お客様第一に安全・安心で健康に貢献する高品質な商品・サービスの提供

重点項目 中期目標 2015年度の実績 2016年度アクションプラン

お客様視点
に基づく品
質保証

お客様からのより一層の信頼向上

・お客様の声の解析を通じた品質課題の継続的
な抽出と課題の解決を実施

・物流・保管分野にもフードディフェンス活動を
展開

・「食の安全・品質」に関する出前授業活動の
体制強化に向けたオペレーション効率化と行政
との連携開始

・食品表示法・新食品表示基準への対応推進

・お客様の声の解析を通じた
品質課題の継続的な抽出と
課題の解決

・食品表示法・新食品表示基
準への対応推進

・HPを通じた安全・安心への
取り組みの情報拡充

グループ全体の品質保証体制強化
とシナジー発揮

・グループ会社への品質方針浸透、品質マネジメ
ント強化・推進

・グローバルな法規情報・リスク情報のネットワー
ク構築に向けた海外グループ会社・法規チーム
とのコミュニケーション開始

・海外グループ会社への品質ナレッジの共有・展開

・安全性科学センターにて国際規格ISO/IEC17025
を水分析で取得

・FSSC22000をビール３工場が取得

・外食グループ会社の「品質保証活動ガイドライ
ン」を制定

・グループ会社への品質方針
浸透、品質マネジメント強化・
推進

・サントリー品質スタンダード
の制定・展開

・海外グループ会社への品質
保証に関するナレッジの共
有・展開

・飲食をともなうイベントの品
質保証体制強化

お客様との
コミュニケ 
ーション

お客様の声をこれまで以上に広く
深く聞くことによるお客様との関
係性の深化

・お客様センターの応対品質向上に向けた継続
的活動実施

・対応スタッフの応対スキル向上のためのトレー
ニング、商品知識の勉強会実施

・お客様センター品質評価の実施と改善活動
PDCA強化

・ユーザビリティ向上を追求したホームページの
リニューアル

・英語問い合わせ対応体制の拡充（HPに問い合
わせフォーム開設）

・お客様センターの応対品質向
上に向けた継続的活動強化

・対応スタッフのクレドマイ
ンドの浸透、トレーニング、
勉強会の実施

・外部診断等の客観的な応対
品質評価とその結果による
PDCA活動の推進

・デジタル進化に伴うお客様
との新たなコミュニケーショ
ン方法の開発・推進

お客様の声
を企業活動
へ反映

お客様の声を商品・サービスに活
かすしくみの拡充と国内外全グルー
プへの浸透

・お客様視点での商品化の各プロセスでの事前ア
セスメント活動の実施

・お客様の声を経営や商品化へ活かすVOC活動
の拡充（定期的なVOC会議の実施）

・アセスメント活動のしくみ
化、ナレッジ化の強化

・お客様の声を活かした商品・
サービスの改善

・VOC分析手法の進化と商品
開発へのVOC活用の推進
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■酒類を扱う企業として責任あるマーケティングと適正飲酒の普及と啓発

重点項目 中期目標 2015年度の実績 2016年度アクションプラン

適正飲酒の普及・啓発 消費者に対する適正飲酒の普及・啓発

・イッキ飲み防止キャンペーンや
STOP!未成年飲酒キャンペー
ン等の実施

・モデレーション広告の継続実施

・未成年者飲酒の防止やイッ
キ飲み防止の啓発活動を
継続強化

積極的な働きかけによる
酒類業界全体の取り組み
向上

業界をリードしてWHOのアルコール
世界戦略に対する業界コミットメント
を実行

・デジタルマーケティング年齢認
証のしくみを導入検討

・エナジードリンクのプロモー
ションを行わないことを継続

・業界コミットメントの実行
継続

・グループ内でのARPリスク
意識の醸成・定着

■サプライチェーンを通じたCSR活動の推進

重点項目 中期目標 2015年度の実績 2016年度アクションプラン

原材料調達・物流におけ
るCSR活動の推進

サプライチェーンにおけ
るCSR調達の推進

・お取引先とCSR調達 方針を共有した上
で、アンケートを継続実施

・海外グループ会社とCSR調達方針を共有
（グローバル調達会議の実施）

・ウーロン茶の原料調達先に対して人権課
題のヒアリングを実施

・物流協力会社と連携した「安全推進委員
会」を通じた安全性推進のしくみ強化

・CSR調達アンケートの継続実施

・環境アンケートの新規実施

・海外グループ会社の活動内容
のヒアリング

・原料調達先に対する人権課題
のヒアリング継続実施

物流における安全性向上
・物流における安全性推進の継

続・強化
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自然と響きあう 環境

重点項目 中期目標 2015年度の実績 2016年度アクションプラン

自然環境の
保全・再生

生物多様性の象徴である野鳥の保護
活動をグローバルに展開
国内すべての「天然水の森」において
ワシ・タカ類の営巣・子育てを実現
海外における野鳥保護活動の支援

「天然水の森」の面積を、国内の自社
工場で使用する地下水量を育む面積
の2倍に拡大（12,000ha）

・「天然水の森」15カ所で鳥類調査を
行い、植生調査結果も勘案した森林
ごとの課題を整理

・「サントリー世界愛鳥基金」におい
て新設した「水辺の大型鳥類保護」
部門での第一回助成を実施

・「サントリー世界愛鳥基金」への助
成を通じた、日本国内外の野鳥保護
活動への支援

・「愛鳥活動」サイトの更新、愛鳥活
動パンフレットの新規作成による情
報発信の拡充

・「天然水の森」ごとの中長期ビジョ
ンに基づいたさまざまな施 業を実
施。また、作業道開設・獣害防止柵
設置などの技術者育成研修を各地で
実施。3月に「天然水の森 日光霧降」
を新設したほか､ ｢ぎふ東白川｣「きょ
うと西山」「阿蘇」等で既存の ｢天然
水の森｣ も拡大

・「水育(みずいく)」活動内容の充実、
水や水を育む自然の大切さの啓発と
価値の発信を強化

・参加者数「森と水の学校」2,286名、
「出張授業」15,065名、延べ10万人
を突破

・「出張授業」の対象エリアを岐阜県
へ拡大

・ベトナムの小学校での「水育」を実。
参加者数1,600名

・従業員森林整備体験研修の実施（3
年計画の2年目）

・猛禽類を中心に ｢天然水の森｣ で
の鳥類調査を引き続き実施しつつ､
餌動物の繁殖環境の整備や狩猟･
営巣環境に配慮した総合的な森林
整備を推進していく。「サントリー
世界愛鳥基金」については､ 各種
団体への助成を通じた、日本国内
外の野鳥保護活動への支援も継続
的に進めていく

・ ｢天然水の森｣ では引き続き､ 中
長期ビジョンに基づき､ 間伐･作業
道開設・獣害防止柵設置・広葉樹
林整備・地域性苗木の育成等のさ
まざまな施業を実施し、技術者育
成研修も各地で実施していく｡ ま
た､ 併せて「育林材※1」の活用を
推進し、｢天然水の森｣ の協定面
積拡大も進めていく

・「水育」活動内容充実、水や水を
育む自然の大切さの啓蒙と価値の
発信強化

・「水育」参加人数計画（「森と水
の 学 校 」2,100名、「 出 張 授 業 」
15,000名）

・ベトナムの小学校での「水育」拡大。
参加人数計画2,400名

・社員森林整備体験研修の実施（3
年計画の3年目）

水の大切さの啓発と価値の共有

環境負荷低
減

サントリーグループ※2の自社工場での
水使用を35％削減※3

自社工場での水使用のさらなる削減
（原単位：07年比22％削減）

製造設備・容器の洗浄や冷却に使用
する水の削減

サントリーグループ※2バリューチェー
ン全体のCO2排出を24％削減※3

バリューチェーン全体でのCO2排出量
のさらなる削減（原単位：07年比22％
削減）

容器の軽量化、再生資源の活用、工
場の省エネ、国内最小電力量の自動
販売機の積極導入など

※1 健全な森を育てるための整備で出てくる木材のことをサントリーでは「育林材」と呼んでいる

※2 サントリーグループ売上高（2012年）の80％以上を占める事業会社群（海外を含む）

※3 2007年における事業領域を前提とした原単位での削減
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社会と響きあう 文化・社会貢献

重点項目 中期目標 2015年度の実績 2016年度アクションプラン

東日本大震
災の復興支
援

自治体・NPOなどと連携した復興
支援活動強化

・支援活動の継続

・「チャレンジド・スポーツ」支援プログラ
ムの振り返り実施と内容拡充

・車いすバスケへの支援開始

・水産高校生への奨学金2年延長（2017年
まで）。延べ約3,000名に支援を実施

・学童保育施設建設支援 3棟

・支援活動の継続

・「チャレンジド・スポーツ」支援
プログラムの内容拡充

・車いすバスケへの支援継続

・水産高校生への奨学金2年延長
（2017年まで）

・学童支援プログラムの実施

社会貢献活
動のグロー
バル展開

事業進出エリアにおける社会貢献
活動の推進

・ベトナムでの次世代環境教育の開始
　6つの小学校で約1,600名を対象に実施

・他エリアでの社会貢献活動の展開検討

・ベトナムでの次世代環境教育の拡
充

・他エリアでの社会貢献活動の展開
開始（エスプラネード等）

次世代育成
支援

文化・スポーツ活動を通じた次世
代育成支援強化（2015年参加者
目標100,000名）

・文化・スポーツ活動を通じた次世代育成
支援プログラムへの参加者拡大（参加者
100,000名）

・文化・スポーツ活動を通じた次世代
育成支援プログラムへの参加者維
持・拡大（参加者目標100,000名）

従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

重点項目 中期目標 2015年度の実績 2016年度アクションプラン

人権の尊重
人権尊重を第一とする組織風
土の醸成とグループ全体での
人権マネジメントのしくみ構築

・全国生産拠点18事業所において人権セミ
ナー実施（テーマ：職場を明るくする人権）

・人権講演会と全国の営業拠点へのセ
ミナー実施（テーマ：変化する内外
情勢と人権課題を6月に実施予定）

人材育成
人材育成システムのしくみ強
化と従業員の「やってみなは
れ」の促進

・4月に「理念学部」「経営共創学部」「基盤
人材学部」からなるサントリー大学を設立

・さらなる「やってみなはれ」の発揮に向け、
事前エントリー型の業績表彰制度（「有言実
行やってみなはれ大賞」）をグループ全体で
実施

・サントリー大学をプラットフォームと
した「企業理念」「創業精神」の理解・
浸透を促進

・第1回「有言実行やってみなはれ大
賞」の選考・表彰を実施。4月から
第2回をスタート

ダイバーシ
ティの推進

多様な価値観や発想を受け
入れ、活かすことにより、よ
り大きな価値を創出するダイ
バーシティ経営の実現

・50代を対象とした「キャリアワークショップ」
で、シニア期のキャリアを考える機会を提供
するとともに、定年後を見通した「ライフプ
ランセミナー」を定期的に開催

・4月に4名の知的障がい者が入社

・2016年採用に向けて学生を対象としたイン
ターンシップを実施

・女性フォーラム、社外との合同プロジェクト
等、グループ全体での女性活躍推進に向け
た取り組みを実施

・シニアのさらなる活躍に向けて、現行
施策の充実を図りながら継続実施

・知的障がい者の採用を計画的に拡大

・インターンシップの継続、拡充

・女性活躍推進に向けて各社ごとに目
標・行動計画を策定したうえで、行動
計画に沿った活動を推進

ワークライ
フバランス
の推進

働き方の革新と一人ひとりが
能力を発揮できる職場づくり

・フレックスタイムのさらなる活用に向けて、
トライアル促進を実施

・計画年休の取得マネジメント強化

・夏季連続休暇の促進強化

・さらなるワークライフバランスの実
現、働きがい・やりがいの向上、生
産性の向上を目指し、全社で働き方
改革をスタート

・経営陣が旗振り役となり、具体的な
アクションプランを推進するとともに、
組合とも協力してＰＤＣＡを回すこと
で、継続性・実行性を高めていく



024

CSR の考え方

CSR 情報の掲載方針

サントリーグループ CSRコミュニケーションブック2016

■対象範囲

■発行

「サントリーグループ CSRコミュニケーションブック2016」は、サントリーグループが企業

理念「人と自然と響きあう」の実現に向けて重点的に取り組んでいる活動やサントリーらし

い取り組みに焦点をあて、わかりやすく、編集しています。

サントリーグループ CSRサイト2016
「サントリーグループ CSRコミュニケーションブック2016」よりも詳細な情報を網羅的に掲載しています。CSR関連データ集やグループ

会社独自の取り組み、社会との対話などの情報も充実していますので、目的に応じて閲覧ください。（GRI「サスナビリティ・レポーティング・

ガイドライン第4版」（G4）の「中核」に準拠して報告）また、本サイトの情報を網羅した「サントリーグループ CSRサイト2016＜PDF版＞」

もご用意しています。

サントリーホールディングス（株）を含む国内・海外グループ会社337社

・ 環境データは、サントリーグループ売上高の過半を占める事業会社群が所有する国内生
産24工場、海外生産43工場（P.25）

・ 人事データは、サントリーホールディングス（株）、サントリー食品インターナショナル（株）
と雇用契約を結ぶ社員を対象（P.33 〜 36）

2016年6月（次回は2017年6月発行予定）

データは2015年1月1日〜 2015年12月31日の実績です。活動については、直近のものも含めます。

・GRI「サスティナビリティ・レポーティング・ガイドライン第４版」（G4）

・環境省「環境報告ガイドライン（2012年版）」

・ISO26000（社会的責任に対する手引）

サントリーグループは冊子やWebサイトなどを通じて、さまざまな形でCSRの取り組みをお伝えしています。

対象組織

対象期間

参考にしたガイドライン



025

サントリーグループの CSR

CSRトピックス

2015年5月、グループの基盤研究、技術開発の機能を集約した新しい研究開発拠点
「サントリー ワールド リサーチセンター（SWR）」を設立しました。SWRはこれまで
3カ所に分散していたサントリーグループの拠点を集約したものです。

CSR Topics

Suntory World Research Center
「知の交流」を推進し、新たな価値創出に取り組むために

一人ひとりが、学び続け、成長し続けることが組織の成長につながるという認識のも
と、2015年４月に「サントリー大学」を開校しました。サントリーグループがグロー
バルに発展していくための人材育成プログラムの総称です。

CSR Topics

サントリー大学開校
一人ひとりの学びが企業を成長させる

ペットボトル開発において、樹脂使用量の削減（Reduce）、再生素材の使用（Recycle）、
石油由来原料を再生可能原料で代替（Bio）していくことで、環境への負荷を低減し
ています。これがペットボトルの「2R+B」戦略です。

CSR Topics

「２R+B」戦略
ペットボトルの「2R+B」戦略で環境に配慮

サントリーホールは今年、開館30周年を迎えるにあたり、ホールの目指す方向を示
すキーメッセージを“Hibiki to the World”としました。「美しい響き」を、よりグロー
バルに、そして一人でも多くの方々にお届けしたいという思いを込めています。

CSR Topics

サントリーホール開館30周年
よりグローバルに、多くの方々に「世界一美しい響き」
をお届けするために
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CSR TOPICS

Suntory World Research Center

サントリーの研究開発

分散していた拠点を集約

サントリーグループは、創業以来、品質第一を守り通すことを商売の基本とし、お客

様の喜びと健康、幸せに貢献できる商品をお届けするために、商品開発、基盤技術・

研究に力を入れてきました。そして、サントリーグループの“持続的な成長・発展のた

めには、研究開発部門の強化が不可欠”という思いから、研究開発活動の推進による

“新たな価値の創造”に継続的に取り組んできました。

1919年、創業者・鳥井信治郎が、社長直属の研究組織である（製品）試験所を設立。

化学者として情熱を注いだ二代目社長・佐治敬三は、終戦翌年の1946年、当時の民

間企業には珍しい研究財団である（財）食品化学研究所を設立。1973年には、中央

研究所（旧：研究センター）を開設し、生命科学に関する研究の充実に重点が置かれ、

基礎研究、新製品開発、新事業へ進出するための研究・技術開発の拠点になりました。

2015年5月、グループの基盤研究、技術開発の機能を集約した新しい研究開発拠点

「サントリー ワールド リサーチセンター（SWR）」を設立しました。SWRは、世界的

な研究機関が集積している「けいはんな学研都市」（京都府・精華町）に建設した研

究開発拠点で、これまで3 ヵ所に分散していたサントリーグループの拠点を集約した

ものです。サントリーウエルネス（株）健康科学センター、サントリービジネスエキス

パート（株）安全性科学センター、サントリーグローバルイノベーションセンター（株）、

公益財団法人サントリー生命科学財団　生物有機科学研究所が、「健康科学」「微生

物科学」「植物科学」「水科学」「環境緑化」といった領域で世界最先端の研究を行い、

国内外に活動を広げるサントリーグループの研究開発を牽引していきます。

サントリーグループの企業理念「人と自然と響きあう」を表現するため、“水”、“緑”、“土”をモチーフにした建築デザインと開放的で

オープンなスペースを実現するとともに、自然エネルギーを活用した環境配慮型設備を導入。家具や建材には、「サントリー 天然水の森」

の育林材※を有効活用しています。また、会社間、部門間の垣根を超えた共同研究や、外部機関や海外とのコラボレーションなどを促

進しながら、新しい価値の創出に取り組んでいます。

※育林材：サントリーグループでは、持続可能な水と森を育むための活動から生まれた木材を「育林材」と呼んでいます

1F エントランス

サントリー ワールド リサーチセンター
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400人の研究所員が集結し、「知の交流」が生まれる

SWRでは、1階のエントランスから4階までを開放的な吹き抜けでつなげ、SWR

内外の交流が促されるような場を設けています。分野の異なる研究者同士がコ

ミュニケーションを図りながら研究を行えるように「共用実験室」を設置。また、

全従業員の固定席を廃止し、100％フリーアドレスのオフィス空間でセンター内

の従業員同士の交流を促します。また、さまざまな研究者の方々をお迎えし、

サントリーの基盤研究内容を知っていただくエリアや、交流や協業・イベントが

開催できるエリアも設け、多様な人々との交流にも積極的に取り組んでいます。

SWRの研究所員一人ひとりは、専門性を深化させるだけでなく、グループ内の

みならず外部の大学や企業の皆様とさまざまな分野で「知の交流」を深めること

で視野を広げ、共に未来価値を創造したいと考えています。
知の交流

基礎研究こそサントリーのよりどころ

新たに設立した「サントリーワールドリサーチセンター（SWR）」は、基盤技術・

研究を世界中から多様な「知の交流」を通じ、お客様に新たな感動体験をお届

けできるように、新事業の芽、新商品の開発に取り組んでいます。幅広い分野で

の未来価値創造を目標に、７つの革新的な研究テーマに挑戦しています。

SWRで取り組んでいる７つの研究テーマ

その研究開発の分野で、基盤技術・研究を担っているのが、私たち「サントリーグローバルイノベーションセンター（SIC）」です。

食品・酒類・健康食品・花など、既存事業の成長を支え、またサントリーグループの将来の新規事業を創造することを目指し、

世界中のサントリーグループ会社、外部の研究機関・研究者等とのネットワークをつなぎ、基盤技術・研究を行っています。

時代の変化を捉えて ｢個客｣ と ｢社会｣ の“潤い”に結びつく未来価値を創出し ｢既存事業成長｣ と ｢新事業創造｣ に貢献

する研究特化会社として、大切にしている価値観が８つあります。

人々のライフスタイルや価値観は、IT技術関連の急速な変化もあり、地球規模で且つかつてないスピードで変化しつつあります。

社会とお客様への洞察力を徹底的に養い、研究領域の深い専門性をもつプロフェッショナル集団として、未来へのシナリオ構

想力を培わなければなりません。そして、専門分野・性別・年齢・国籍など多様な人材が集い、個性を活かしながら切磋琢磨し、

異質な智が触発することによって新しいアイデアやイノベーションが生まれることを目指しています。

グローバルに多様性を極めるライフスタイルが出現する中、我々はサントリーに受け継がれる挑戦の精神“やってみなはれ”、

あくなき探究心を発揮し、グループ成長を牽引する研究成果を創出することで、お客様に喜びと健康、幸せを提供できるよう

貢献してまいりたいと考えています。

サントリーグローバル
イノベーションセンター（株）
代表取締役社長　平島隆行

VOICE

Future Consumer Insight / 市場・個客 Mutual Respect / チーム

Science and Technology Insight / 技術 Communication / 対話

Entrepreneur / 構想 Responsibility / 責任

Open Mind / 多様性 Yatte-Minahare / 挑戦
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「青いバラをもっと青く」を追求し続けて

私はいま、青いバラをもっと青くするプロジェクトに携わっています。サントリー

が世界で初めて開発した青いバラ「SUNTORY blue rose APPLAUSE」が発売

された2009年に、私はサントリーに入社しました。実は、私がサントリーを志

望したのは、学生の頃に、青いバラの開発者の一人であり、大学の先輩でもある

田中良和さんの雑誌記事を読んだことがきっかけです。その当時はまだ青いバラ

は開発途中であり、サントリーが当時最新技術であったバイオテクノロジーを駆

使して、世界初の青いバラを咲かせることを目標に挑戦を続けているという内容

の記事でした。私は花が好きで、新しい植物をつくる仕事につきたいと漠然と考

えていたため、その記事を読んで感動し、さらに、記事に登場する「最新技術」

「世界初」というキーワードや、サントリーの夢を追い続ける姿やあきらめずに挑

戦を続ける姿をかっこいいと思ったことを今でも覚えています。

青いバラの花色はまだ淡い青紫色です。私は、誰から見ても青色であるバラを咲

かすことを目標に、日々研究に取り組んでいます。バラを国花としているイギリス

の方々にも認めていただけるようなロイヤルブルーが目指す青色の1つです。

青いバラが咲くと信じて研究に取り組む毎日ですが、思うように結果が出ないことはもちろんあります。しかし、“やってみなは

れ”精神のもと、「絶対に諦めず、最後までやり遂げる」を信条に日々邁進してまいります。

これからは、基盤研究、技術開発の拠点として新設されたこのＳＷＲで、社内外に関わらず多くの研究者の方々との「知の交

流」を通じて私自身の研究者としての視野を広げ、もっと青いバラの開発はもちろん、その他にもお客様に“幸せ”“驚き”“感

動”をお伝えできるようなことにどんどん挑戦していきたいと思っています。植物には、未知の力がまだ秘められているはずで

す。研究を通して、その力を引き出し、新商品の開発につなげていけたらと思います。美しい花を見て、人は心を動かされます。

青いバラが開発されたときも、お客様から、私たち研究者が励まされるような温かい声をたくさんいただきました。これからも、

常にお客様を念頭におきながら全力で仕事に取り組んでいきたいと思います。

サントリーグローバル
イノベーションセンター（株）
興津奈央子

VOICE

未知への扉を開き、持続可能な世界の再創造に貢献

トクホ飲料「伊右衛門 特茶」や「黒烏龍茶」、サプリメントの「セサミン」、青い

バラ「アプローズ」。これらはいずれも、サントリーが長年続けてきたポリフェノー

ルサイエンスから生まれた商品です。これら新しい価値をもった商品には、商品

として世に出る前の研究や技術研究が欠かせません。サントリー ワールド リサー

チセンターでは、世界中からの多様な「知」を招き、交流していくことで、お客

様に新たな感動体験をお届けできるような、新しい事業の芽を発掘し新商品を

創造していきます。すべての探究・創造の大前提に「安全・安心」を位置づけた

上で、未知への扉を開く革新的なリサーチによって、持続可能な世界の再創造

に貢献します。 社内外の研究者がオープンに交流できる多目的エリア
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サントリー大学開校

サントリー大学 開校

サントリーグループはこれまでも企業の成長の源泉は人材にあると考え、人材育成に

取り組んできました。

当社を取り巻く環境が大きく変化している中で、グループの一人ひとりが、学びつづけ、

成長しつづけることが組織の成長につながるという認識のもと、2015年４月に「サン

トリー大学」を開校しました。「大学」と名前はついていますが、門や校舎があるわけ

ではなく、サントリーグループがグローバルに発展していくための人材育成プログラム

の総称です。

サントリーグループは、1899年の創業以来、酒類や清涼飲料にとどまらず、健康食

品・外食・花などさまざまな事業分野を開拓してきました。私たちの事業領域が拡大し、

グローバル展開が加速する中、安全・安心で高品質な商品・サービスを提供する責任

は重みを増しています。今後もサントリーが成長していくためには、創業の精神「やっ

てみなはれ」をグループ共通の価値観として強く共有することで「One Suntory」を

実現することが必要だと考えました。

サントリー大学のミッションは、サントリーに集う個々人の能力の向上を図り、魅力あ

る人材をつくることであり、未来を見据え、学び続ける意欲を啓発すること。そしてビ

ジョンは、グループ全員が、創業の精神を理解し、”Global One Suntory”を実現す

ることです。

創業者・鳥井信治郎の「やってみなはれ」というチャ
レンジの精神こそが、サントリーを成長させてきた
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① 理念学部 ：創業の精神の共有を図り、「Global One Suntory」を実現するために

新たに設立した「サントリーワールドリサーチセンター（SWR）」は、基盤技術・研究を世界中から多様な「知の交流」を通じ、お客様

に新たな感動体験をお届けできるように、新事業の芽、新商品の開発に取り組んでいます。幅広い分野での未来価値創造を目標に、７

つの革新的な研究テーマに挑戦しています。

② 経営響創学部：将来の経営人材・グローバルリーダーシップ開発に向けて

当社を取り巻く環境変化が大きいなかで、強いビジネスリーダーを継続的に育成していくために、高いビジネスレベルを目指してキャリ

アストレッチの機会を提供します。従来の業務の枠を超えて、社外／海外／異業種との接点を多彩に組み込むとともに、常に経営戦略

とリンクしながらカリキュラムを用意しています。

グローバルプログラムとしては、将来のグローバル経営人材となるため、サントリーリーダーシップ・コンピテンシーを軸に選抜チームリー

ダー層にGlobal Leadership Development Programなどを実施しています。

③ 基盤人材学部 ：サントリーグループ全員が学び、成長し続けるために

社員一人ひとりが能力を確立し、キャリアオーナーの自覚をもって、自らキャリアを切り拓くための場を提供する学部です。日本国内の

従業員を対象に、「サントリアンとしての成長（新人からマネージャー層までの階層別研修）」及び「キャリア自律・自己啓発（キャリア支

援）」という2軸をもとにプログラムが組まれています。若手からマネジャー層までサントリーを支える一人ひとりが成長し続けること、そ

れがこの学部に込めた思いです。

サントリー大学の主な活動

サントリー大学には、理念学部、経営響創学部、基盤人材学部の３つの学部があります。
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グローバル成長の源泉は人材にあり／設立2年目、そして今後へ向けて

サントリーグループは、今や世界中で42,000人の仲間たちが働く組織体となり

ました。この42,000人一人ひとりが、学び続けることで成長し、その強みをグルー

プの成長につなげていくことが極めて重要です。さらには、創業の精神を共通価

値として共有し、国や言語、文化を越えて、真にONE SUNTORYとなることも

欠かせません。その目的のために、鳥井理事長、新浪学長のもと、昨年（2015

年）、サントリー大学を開校しました。

改めてサントリー大学とは、人材開発本部で行っている全てのプログラムを包含

するサントリーの人材育成の大きなプラットフォームです。

サントリー大学にどうやったら入れますか、試験はありますか、と聞かれること

がありますが、サントリー大学はサントリーに集う全ての人のものであり、試験も

審査もなく全員が既にサントリー大学の学生なのです。その意味は、サントリー

に集う人は、年齢・立場・役職によらず、常に学び続け、成長し続ける、という

ことになります。

サントリーを離れるまで、誰も卒業もできないので、いくつであっても、どこにい

ても、ずっと学び続け、成長し続けなければならない、それが大学のコンセプト

です。

スクールカラー

サントリーのコーポレートカラーであるウォーターブルーにサントリーのSUNにち

なむサンシャインゴールドを組み合わせ、自由に動き育ち成長する「水」と無限

のエネルギーを与えてくれる「陽光」をイメージしています。水と光、さらには空

と土。サントリーならではの、自然の恵みに由来する2色により、学び続け、成

長し続ける思いを表しています。

サントリー大学の構成

３つの学部が基本になります。まず「理念学部」。これはサントリー大学の大き

な使命である、企業理念・創業の精神を共有していくためのものです。続いて「経

営響創学部」。大きな環境変化の中、強いビジネスリーダーを継続的に育成して

いくために、キャリアストレッチの機会を提供します。社外／海外／異業種との

接点を多彩に組み込むとともに、常に経営戦略とリンクしながらカリキュラムを

用意します。最後に「基盤人材学部」。サントリーグループは現場を支える一人ひ

とりの成長がエンジンとなります。その一人ひとりがキャリアオーナーの自覚をも

つことを支援し、自らのキャリアを切り開くための場や手法を提供することが目

的となります。

設立2年目、そして今後へ向けて

サントリー大学の設立以降、アンバサダー・プログラムなど、国を越えた交流を推進してきました。そして大学設立2年目の

今年（2016年）1月、創業の精神をより広く従業員の皆さんに伝える新たな拠点として、Suntory Founding Spirits Hallをお

台場に設立しました。これは、創業の精神を体感するための空間であり、サントリーの歴史から、やってみなはれ、利益三分

主義を表す14の事物を展示しています。サントリーグループに集う一人ひとりが、それらの展示に向き合い、その意味を考え、

内省し、新たな気付き・エネルギーを得ていくための、まさに「学びの舎」としていきたいと思います。

今後はこのSuntory Founding Spirits Hallをダイバーシティの中心として行きます。サントリーグループに集う一人ひとりが創

業の精神を自分のものとして共有し、知恵を結集してイノベーションを起こせることを目指していきます。

創業117年。それは挑戦の歴史と先輩たちの努力の成果です。しかし、未来を創るのは、今、サントリーグループに集う

42,000人の私たち一人ひとりなのです。先輩たちに負けない大きな夢を描き、やってみなはれ精神を発揮して、Global One 

Suntoryとして新しい歴史を築いていきたいと思います。

サントリーホールディングス（株） 
執行役員
小野 真紀子

VOICE

「Suntory Founding Spirits Hall」の
オープニングセレモニー
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「２R+B」戦略

軽量化、リサイクル、植物由来原料の導入で環境負荷を低減

商品を守り、品質を保持する役割をもつペットボトルやびん、⽸などの容器包装の多くは、お客様が中味を消費した後、廃棄物になり

ます。サントリーグループは容器包装の社会的な影響を認識し自主基準「環境に係る容器包装等設計ガイドライン」設定（1997年）以

降、飲料業界トップレベルの環境に配慮した容器包装開発に取り組んでいます。

ペットボトル開発においては、樹脂使用量の削減（Reduce）と再生素材の使用（Recycle）により徹底した資源の有効利用を図りつつ、

可能な範囲で石油由来原料を再生可能原料で代替（Bio）していく考え方で取り組むことで、環境への負荷を低減しています。これがペッ

トボトルの「2R+B」戦略です。

また、ボトルの軽量化に加え、ラベルの薄肉化・リサイクル材原料の使用、キャップの軽量化・植物由来原料の導入など、総合的に取

り組んでいます。

※2R+Bは登録商標です。
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「2R+B」で、ペットボトルのサステナビリティの理想型を追求

Reduce（リデュース）、つまり石油由来原料をできるだけ使わな

いようにしようという考え方は、90年代から当社でも浸透してい

ました。サントリー天然水2ℓのボトルは、91年には80gあったも

のを2007年までの16年をかけて47gまで、40％以上軽量化して

きたのです。

ただ業界で大きなエポックになったのは、当社が47gのボトルを

36gまで軽量化したことでした。やみくもに軽くするのではなく、

デザイン性のあるものを、持ちやすさや注ぎやすさを保ったまま

軽量化する。これは並大抵のことではできません。実際、実現ま

で2年がかりでした。これを皮切りに、業界では軽量化合戦が始

まりましたから、当社が軽量化の先陣を切ったのだという自負は

あります。

また、Recycle（リサイクル）ではわが国で初めてボトル to ボト

ルのメカニカルリサイクルシステムを、協栄産業（株）様と協働で

構築しました。PET樹脂の不純物を高温・減圧下で吸い出して純

度を高め、再びペットボトルとして利用するものです。

再生PET樹脂導入当初の使用率は50％でしたが、現在は100％

にまで拡大しております。また、こうした材料に関する技術は、

材料メーカーにとっても業界全体にとってもオープンにするべき

だと考え、安全性評価のデータも含めた技術全般を公表し、業

界全体で活用できるようにしています。

よく環境負荷低減の3Rというとき、Reduce・Recycleと、もう1

つはReuse（リユース）ですが、ペットボトルの場合、ある種の

成分と非常に相性がよく、汚れやすいという特徴があり、再利用

には適しません。そこで、その代わりに何かできることはないか、

という考えで導かれたのがBio（バイオ）、つまり植物由来原料を

石油由来原料の代わりに使うことです。 Bio（バイオ） では、「サ

ントリー天然水」（550mℓ）に植物由来原料を30％使用したペッ

トボトルをすでに導入しています。また、100％植物由来原料の

ペットボトルの開発にも取り組んでいます。これは米国バイオ化

学ベンチャー企業・アネロテック社との共同開発であり、実証プ

ラントの建設も決定しました。数年先をめどに、天然水ブランド

を中心に導入していきたいと考えています。

 

このように、Reduce・Recycle+Bioを組み合わせていくのが「2R+B」戦略ですが、Reduceにはおのずと限界があります。で

はRecycleか、Bioか。よくそういう質問を受けますが、究極は50％・50％ではないかと考えています。ペットボトルを可能な

限りペットボトルに再生する、加えて石油由来原料からBioにシフトする、それが理想型ではないかと。究める先は、まだ遠い

ですね。

VOICE

底部の「くびれ」は、ばねのように上下方向に対する強度が増
すように設計

サントリービジネスエキスパート
SCM本部　新包材技術開発本部　部長
岸 重信
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Reduceへの挑戦

サントリーグループは、ペットボトルの軽量化による原材料の削

減（Reduce）を進めてきました。サントリー天然水のボトルは、

550ｍℓにおいては国産最軽量の11.3ｇを実現。2ℓボトルにおい

ても、最軽量クラス※1である29.8ｇとなっています。またラベル

についても、2014年4月から12μm（マイクロメートル※2）のラ

ベルを「サントリー天然水」2ℓペットボトル、550mℓペットボト

ルに導入し、以降、他のロールラベル製品にも全面展開していま

す。キャップについても、30φ（ファイ）キャップにおいて国産

最軽量となっています。

※1 2016年1月現在

※2 1,000分の1mm

厚さ12μmの国内最薄ロールラベル

BtoB（ボトルtoボトル）Recycleへの挑戦

PET樹脂のリサイクルは、2010年、ラベルへの導入から始まりました。2011年には、回収後のペットボトルからペットボトルをつくりだす

B to Bメカニカルリサイクル※1システムを協栄産業（株）との協働で構築し、「リペットボトル」※2を、国内飲料業界で初めて開発・導入しま

した。このシステム構築の際には、回収したPET樹脂を高い品質にまで戻し品質保証する必要があったため、サントリービジネスエキスパー

ト（株）品質保証部安全性科学センターの科学的知見を最大限に活用し十分に安全であることを検証したうえで、開発しました。

翌年には再生PET樹脂100%の「リペットボトル」製造を実現し、 「サントリーウーロン茶」「伊右衛門」2ℓをはじめ多くの商品に採用し

ています。

※1 メカニカルリサイクル：マテリアルリサイクル（使用済みの製品を粉砕・洗浄などの処理を行い、再び製品の原料とすること）で得られた再生樹脂をさらに高温・
減圧下で一定時間の処理を行い、再生材中の不純物を除去し、飲料容器に適した品質のPET樹脂にする方法

※2 市場から回収したペットボトルのメカニカルリサイクルによる再生PET樹脂を原料として50％以上使用したペットボトル

代表的なペットボトル商品軽量化の変遷（「サントリー天然水」）
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Bioへの挑戦

サントリーグループは、ペットボトル開発において、可能な範囲で石油由

来原料を再生可能原料で代替していくことを目指しています。2013年に

は植物由来原料30％使用のペットボトルを「サントリー天然水」550mℓ 

に導入しています。

将来的には、「サントリー天然水」ブランドを中心に植物由来原料100％

ペットボトルの実現に向けて全力で取り組んでいます。開発にあたり、ペッ

トボトル原料の70％を構成するテレフタル酸の前駆体「パラキシレン」を、

食料用原料のサプライチェーンに影響が出ないよう、非食用の植物由来

原料（ウッドチップ）のみから生成することを目指しています。

100％植物由来原料を生成する実証プラントの一部



036

グローバルへの挑戦／日本の技術を、各国の事情に合わせて展開

グローバルに事業を展開しているサントリーにとって、グループ会社の現状を見渡した

場合、培ってきた環境対応技術は、現地企業に比べて大きく優位な状況にあります。

ですから各国で私たちの技術を活用すれば、より環境に配慮した企業としての地位を

固めることができると考えられますし、成功事例を聞いた各グループ企業から支援要

請が増えています。ただ、ストレートに技術活用すればすべて成功するかというと、そ

うはうまくいかない部分もあるのです。

たとえば欧州のグループ企業であるオランジーナサントリーフランスは、軽量化によっ

て商品のプレミアム感を損なうのであれば決して受け入れないという土壌でした。すぐ

へこんでしまうような容器はNGというわけです。ですから、パッケージ刷新の結果、

機能性が上がった、デザインもよくなった、軽量化「も」達成できた、という方向で

展開しなくてはなりませんでした。「Oasis」という飲料の2ℓボトルは、この刷新によ

り57gから42ｇへ26％の軽量化を達成しました。

オーストラリア、ニュージーランドに展開するフルコア・グループでは、サントリーグループに加わる以前はペットボトルを外部から

購入していました。こちらに工場内でペットボトルを製造する自製技術を持ち込むことで、ペットボトルを輸送する時のCO2排出量を

削減し、加えて、日本の容器設計技術を展開することで、軽量化も達成しましたので、ダブルで環境負荷の低減につながっています。

サントリーペプシコ・ベトナム・ビバレッジでも、もともとペットボトルのもととなるプリフォームは内製せず、外部から分散して調達して

いました。ベトナムでは毎年20％売り上げ増というフル稼動の状態でしたので、インドネシアのサントリーガルーダ・グループ社に工程

検証の協力をしてもらい、ベトナムにプリフォームの内製技術を持ち込みました。この際に、ホット充填用のペットボトルの口の部分に

必要だった結晶工程を省くことで使用エネルギーを削減し、口の部分を短く、胴の部分の肉厚を薄くするという軽量化を実現しました。

軽量化については各国での支援事例が増えましたが、ボトル to ボトルリサイクルについては、まだまだ日本レベルに引き上げるのは

難しいかもしれません。というのも、日本のように使い終わったペットボトルを洗って、キャップも外してリサイクルに回すという習慣

が、まだグローバルには定着していないのです。「2R+B」戦略のいっそうのグローバルな進展には、環境にフレンドリーな商品は軽

量化が進み、多少へこみやすくてもカッコいいものだ、そしてペットボトルはキレイにしてリサイクルするものだ、という意識を定着さ

せる、消費者の啓発こそが必要だということを実感しています。

VOICE

サントリービジネスエキスパート
SCM本部　包材開発部　課長
小林俊也

グローバルでの環境負荷低減への取り組み
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CSR TOPICS

サントリーホール開館 30 周年

1986年、「音の宝石箱」サントリーホールの誕生

創業者・鳥井信治郎の「利益三分主義」「利益は社会に還元すべきである」

という考え方を背景に、文化への献身は、サントリーの遺伝子として

継承されてきました。1961年にサントリー美術館を、1969年に財団

法人 鳥井音楽財団（サントリー音楽財団を経て、現 公益財団法人 サ

ントリー芸術財団）を、さらには1979年に財団法人（現 公益財団法人）

サントリー文化財団を設立してきたのも、この遺伝子の作用にほかなり

ません。

サントリーホールは、クラシック音楽ファンだったサントリー二代目社

長 佐治敬三の多年の夢として、1986年に誕生しました。建設にあたっ

ては「世界一美しい響き」を基本コンセプトに掲げ、第一線で活躍する

世界的指揮者 ヘルベルト・フォン・カラヤン氏をはじめとする多くの指

揮者・演奏家の方々や、ホールの設計者、音響設計の権威など、佐治

敬三の「念には念を入れる」性格によって、音楽を愛する各界のさまざ

まな人々の意見が取り入れられました。

サントリーホールはそれ自体が共鳴箱となっています。消え入るようなピアニッシモの美しい響きをホールのすみずみまで伝えるため、

客席配置を当時の日本にはなかったヴィンヤード（ぶどう畑）型とし、床、壁、天井、座席などの形状や材質を入念に検討。模型を用

いたさまざまな音響テストを幾度も繰り返しながら、理想の姿を追求しました。ヴィンヤード型を熱心に勧めた世界的指揮者 ヘルベルト・

フォン・カラヤン氏が、後に、「まるで音の宝石箱のようだ」と感想を述べています。

1986年10月12日
パイプオルガンのA音を鳴らして開館宣言をする　初代館長
佐治敬三
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日本を代表するコンサートホールとして、いっそう多彩な事業を展開

東京初のコンサート専用ホールとして開館したサントリーホールでは、

ウィーン・フィルハーモニー ウィーク イン ジャパン、ホール・オペラ®

やオープンハウスなどの、創造的で質の高い自主企画公演、東京交響

楽団＆サントリーホール「こども定期演奏会」や「それいけ！オルガン

探検隊」、レインボウ21、サントリーホール アカデミーなどの、音楽文

化の継承と発展を視野に入れたエデュケーションプログラムなど、開か

れたホールとしてさまざまな取り組みを実施してきました。

日本を代表するコンサートホールとしても、国内外の多くのクラシック

音楽ファンやアーティストから高い評価と支持を集め、1986年の開館

以来、すでに16,569公演を実施、1,743万人※のお客様にご来場いた

だいています。開館30周年となる2016年は、世界一流のアーティスト

による豪華で多彩な公演を1年を通じて展開していきます。中でも従来

からサントリーホール独自の企画としてクラシック音楽ファンの皆様に

親しまれている３つのフェスティバル、6月の室内楽の祭典「チェンバー

ミュージック・ガーデン」、8月の現代音楽の祭典「サマーフェスティバル」、

そして秋の世界トップ・アーティストによる「サントリーホール フェスティ

バル」をこれまでにない規模と内容で展開します。

※2015年12月末現在

「チェンバーミュージック・ガーデン」

「サマーフェスティバル2015」
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「音楽って楽しい！」という原点を伝え続けることで、次世代の音楽ファ

ンを増やしたい

サントリーホールは、1986年の開館以来、音楽のもつ深い喜びを

分かちあえる場となることに努めてきました。未来を担う子どもたち

やプロフェッショナルを目指す若い音楽家たちに向けたプログラムに

加え、すべての人に身近なホールとなるためのさまざまな取り組みを、

現在では「ENJOY! MUSIC プログラム」と称しています。音楽を「教

わる」よりもまず先に、「深く楽しんで味わって」もらいたい―そうい

う私たちの願いをENJOYという言葉に込めています。

その中でも、子どもたちに向けたプログラムは、次世代の音楽ファン

を増やすための重要な柱として特に力を入れていて、3歳から高校生

まで、ライフステージに合わせたラインナップを組んでいます。どの

プログラムにも、ただ音楽を聴いてもらうだけでなく、参加・体験の

要素を取り入れているのが特徴です。

現在私が担当しているのは、創作と鑑賞をリンクさせた2つの芸術

体験プログラムです。3 〜 6歳対象の「いろいろドレドレ」は、2014

年春にサントリー美術館とともに立ち上げた「サントリーアートキッズ

クラブ」のイベントとして2015年より開催、1時間の中に美術のミニ・

ワークショップとお話つき演奏を盛り込み、子どもたちの創造性や

感受性を楽しく引き出す工夫をこらしています。また、港区立小学校

4年生を対象とした「港区＆サントリーホール Enjoy! Musicプロジェ

クト」は、国際的な指揮者・大野和士の発案のもと、身体表現や絵

画制作などの「体験」を通して能動的な音楽鑑賞に導くことを目的に、

まず小学校で事前授業を実施、後日サントリーホールでオーケスト

ラのコンサートを鑑賞するという、地域・学校と提携したあまり例の

ない大規模な教育企画となっています。

ほかにも、日本初となる子どものためのオーケストラ定期演奏会「こ

ども定期演奏会」（小学生以上）、パイプオルガンのしくみを楽しく

学べる夏休み企画「それいけ！オルガン探検隊」（4歳以上）、大ホー

ルでの土日祝日の公演に小・中学生を招待する「佐治敬三ジュニア

プログラムシート」、ウィーン・フィルが出演する贅沢な鑑賞教室「青

少年プログラム」（中・高生対象）などを展開しています。

並行して、プロを目指す演奏家を育成するアカデミーも開講していま

すが、クラシック音楽ファンの方々が圧倒的にご高齢になっている今、

クラシック音楽好きの若い人たちを今後いかに増やしていけるかが、

最重要の課題と考えています。

時間はかかりますが、ライフステージに合わせた音楽プログラムを提

供し続けていくことで、音楽ファン、サントリーホールファンは少しず

つでも増えていくと信じています。これからも、「音楽って楽しい！」

という感覚を伝える活動を長く続けていきたいと思います。

VOICE

3 〜 6歳対象の芸術体験プログラム「いろいろドレドレ」

港区立小学校4年生を対象とした
「港区＆サントリーホール Enjoy! Musicプロジェクト」

公益財団法人　サントリー芸術財団
サントリーホール　企画制作部
プログラミング・ディレクター
長谷川亜樹
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サントリーホール建設にあたり、私は、初代館長である故・佐治敬

三氏とともに、ヨーロッパのコンサートホール視察に同行するという

幸運に恵まれました。その際、当時のコンサートホールの客席配置が、

長方形の、いわゆるシューボックス（靴箱）型が主流であった中、世

界的指揮者のヘルベルト・フォン・カラヤン氏から、サントリーホー

ルは、演奏者と観衆が、より近く、一体となってコンサートをつくり

上げることのできるヴィンヤード（ぶどう畑）型にするべきだと、大

変熱心に勧められたことが印象深く、昨日のことのように思います。

2016年の今年、開館30周年を迎えるにあたり、私はこのホールを、

単なるコンサートホールではなく、音楽を中心に人が集まり、交流

できる場所にしていきたいと考えています。そのために、海外でも注

目されるような質の高い自主企画の制作など、このホールでしかでき

ないこと、このホールだからできることに挑戦し続けていきたいと思います。

日本で演奏するのであれば東京、東京で演奏するのであればサントリーホールで、といってくださる海外の演奏家の方や、中に

は「サントリーホールしかない」とまでいってくださる方がいらっしゃいます。また、中国や韓国などアジアのホール関係者の方々

が、サントリーホールを見学に来ていただいています。このようにサントリーホールが海外の方々から高く評価いただいているこ

とは、館長として本当にうれしい限りです。ただその分、私たちの責任はますます大きくなってきていると実感します。そのこと

も踏まえ、これまで以上に日本を代表するコンサートホールの１つとして強いリーダーシップをとっていきたいと思います。

VOICE

世界の人々に向けて、“Hibiki to the World”

サントリーホールは今年、開館30周年を迎えるにあたり、ホールの目指す方

向を示めすキーメッセージを“Hibiki to the World”としました。日本で愛され、

多くのクラシック音楽ファンによって育まれてきた『Hibiki』 （＝「美しい響き」）

を、よりグローバルに、そして一人でも多くの方々にお届けしたいという思いを

込めています。

またグローバル化への対応として、海外のお客様へのサービス向上を目指し

英語でのチケット購入サイトを開設し、取り扱い対象公演を拡充しているほか、

ホール内の楽屋やこだわりを紹介するバックステージツアー (応募制)では、外

国語案内も実施しています。また2015年4月より英語版の公式ツイッターを開

始、2016年5月より公式Facebookページも開始するなど、海外のお客様に

定期的に情報を発信することで、世界一流のアーティストが集うホールである

ことをグローバルにアピールしていきます。

30周年 メッセージ「Hibiki to the World」＆ロゴマーク

サントリーホール館長
堤 剛
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お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先と響きあう 商品・サービス

お客様に信頼され、ご満足いただける商品・サービスを提供し続けるために、サントリーグループは、お客様とのコミュニケーションを

大切にし、お客様の声を広く企業活動に反映するとともに、サントリー品質方針「All for the Quality」のもと、商品・サービスの企画・

開発から水や農産物、包材などの原材料調達、製造、流通、販売・サービスに至るすべてのプロセスで品質の維持・向上に取り組んで

います。また、グローバルな総合酒類食品企業として、アルコール関連問題にも積極的に取り組んでいます。

グループ品質マネジメント
の推進

健康で豊かな生活への
取り組み

すべてのプロセスにおける
お客様視点の品質保証

お客様コミュニケーション

適切でわかりやすい
情報開示

CSR調達

海外を含めたサントリーグループ全体で、
品質保証の徹底に向けたしくみを構築し、
One Suntoryの実現に取り組んでいます。

お客様の健康で豊かな生活に貢献するた
め、さまざまな商品・サービスを提供して
います。

「サントリー品質方針」のもと、商品企画・
開発、原材料調達、製造、流通、販売・サー
ビスに至るすべてのプロセスで、全従業
員が常に品質の確保・向上に取り組んで
います。

創業以来、お客様満足を第一に対話を重
ね、ご意見やご要望を企業活動に反映し
ています。

お客様に安心・信頼していただくために、
品質保証に関する情報や活動を適切・正
確に、わかりやすくお伝えしていきます。

サステナブルな社会の実現に貢献するた
め、ビジネスパートナーとともにCSR調達
を推進しています。

公正・公平な取引 安全に配慮した物流の推進 アルコール関連問題への
取り組み

ビジネスパートナーとは、公正な評価・選
定や公平な競争機会を基盤にしています。

物流協力会社と連携して、安全で環境に
配慮した物流を推進しています。

酒類を製造・販売する企業の責任として、
アルコール関連問題に積極的に取り組ん
でいます。
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CSR行動計画

■お客様第一に安全・安心で健康に貢献する高品質な商品・サービスの提供

重点項目 中期目標 2015年度の実績 2016年度アクションプラン

お客様視点
に基づく品
質保証

お客様からのより一層の信頼向上

・お客様の声の解析を通じた品質課題の継続的
な抽出と課題の解決を実施

・物流・保管分野にもフードディフェンス活動を
展開

・「食の安全・品質」に関する出前授業活動の
体制強化に向けたオペレーション効率化と行政
との連携開始

・食品表示法・新食品表示基準への対応推進

・お客様の声の解析を通じた
品質課題の継続的な抽出と
課題の解決

・食品表示法・新食品表示基
準への対応推進

・HPを通じた安全・安心への
取り組みの情報拡充

グループ全体の品質保証体制強化
とシナジー発揮

・グループ会社への品質方針浸透、品質マネジメ
ント強化・推進

・グローバルな法規情報・リスク情報のネットワー
ク構築に向けた海外グループ会社・法規チーム
とのコミュニケーション開始

・海外グループ会社への品質ナレッジの共有・展開

・安全性科学センターにて国際規格ISO/IEC17025
を水分析で取得

・FSSC22000をビール３工場が取得

・外食グループ会社の「品質保証活動ガイドライ
ン」を制定

・グループ会社への品質方針
浸透、品質マネジメント強化・
推進

・サントリー品質スタンダード
の制定・展開

・海外グループ会社への品質
保証に関するナレッジの共
有・展開

・飲食をともなうイベントの品
質保証体制強化

お客様との
コミュニケ 
ーション

お客様の声をこれまで以上に広く
深く聞くことによるお客様との関
係性の深化

・お客様センターの応対品質向上に向けた継続
的活動実施

・対応スタッフの応対スキル向上のためのトレー
ニング、商品知識の勉強会実施

・お客様センター品質評価の実施と改善活動
PDCA強化

・ユーザビリティ向上を追求したホームページの
リニューアル

・英語問い合わせ対応体制の拡充（HPに問い合
わせフォーム開設）

・お客様センターの応対品質向
上に向けた継続的活動強化

・対応スタッフのクレドマイ
ンドの浸透、トレーニング、
勉強会の実施

・外部診断等の客観的な応対
品質評価とその結果による
PDCA活動の推進

・デジタル進化に伴うお客様
との新たなコミュニケーショ
ン方法の開発・推進

お客様の声
を企業活動
へ反映

お客様の声を商品・サービスに活
かすしくみの拡充と国内外全グルー
プへの浸透

・お客様視点での商品化の各プロセスでの事前ア
セスメント活動の実施

・お客様の声を経営や商品化へ活かすVOC活動
の拡充（定期的なVOC会議の実施）

・アセスメント活動のしくみ
化、ナレッジ化の強化

・お客様の声を活かした商品・
サービスの改善

・VOC分析手法の進化と商品
開発へのVOC活用の推進

■酒類を扱う企業として責任あるマーケティングと適正飲酒の普及と啓発

重点項目 中期目標 2015年度の実績 2016年度アクションプラン

適正飲酒の普及・啓発 消費者に対する適正飲酒の普及・啓発

・イッキ飲み防止キャンペーンや
STOP!未成年飲酒キャンペー
ン等の実施

・モデレーション広告の継続実施

・未成年者飲酒の防止やイッ
キ飲み防止の啓発活動を
継続強化

積極的な働きかけによる
酒類業界全体の取り組み
向上

業界をリードしてWHOのアルコール
世界戦略に対する業界コミットメント
を実行

・デジタルマーケティング年齢認
証のしくみを導入検討

・エナジードリンクのプロモー
ションを行わないことを継続

・業界コミットメントの実行
継続

・グループ内でのARPリスク
意識の醸成・定着
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■サプライチェーンを通じたCSR活動の推進

重点項目 中期目標 2015年度の実績 2016年度アクションプラン

原材料調達・物流におけ
るCSR活動の推進

サプライチェーンにおけ
るCSR調達の推進

・お取引先とCSR調達 方針を共有した上
で、アンケートを継続実施

・海外グループ会社とCSR調達方針を共有
（グローバル調達会議の実施）

・ウーロン茶の原料調達先に対して人権課
題のヒアリングを実施

・物流協力会社と連携した「安全推進委員
会」を通じた安全性推進のしくみ強化

・CSR調達アンケートの継続実施

・環境アンケートの新規実施

・海外グループ会社の活動内容
のヒアリング

・原料調達先に対する人権課題
のヒアリング継続実施

物流における安全性向上
・物流における安全性推進の継

続・強化
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お客様第一が品質保証の基本
サントリーグループは創業以来お客様第一の姿勢で、商品・サービスの品質向上を追求し続けてきました。2004年には、品質に対す

る姿勢を明文化した「サントリー品質方針」を制定し、全従業員が常に品質の維持・向上に取り組んでいます。

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

グループ品質マネジメントの推進

海外を含めたサントリーグループ全体で、品質マネジメントのしくみを構築し、ONE SUNTORY の実現に取り組んでいます。

グループ全体の品質マネジメント推進
サントリーグループは、グローバル展開と新規領域への事業拡大に伴い、グループガバナンスを目的とする品質マネジメントシステムを

整備・進化させてきました。現在は「サントリー品質方針」のもと、「サントリー品質原則」に則った商品・サービスの品質に関する事

項を「サントリー品質スタンダード」として定め、お客様視点に基づく品質マネジメント活動を展開しています。

今後も、グループ会社と協働して品質マネジメントシステムの内容を充足させていくとともに、国内外のグループ各社への周知を継続し

て進めていきます。

■サントリーグループの品質マネジメントシステムの構成

グループ全体の品質マネジメントを推進するために、「品質保証委員会」を設

置しています。品質保証委員会では、グループ品質戦略に基づく横断的重要

課題の推進を通じて、お客様にお届けする商品・サービスの価値の向上、グルー

プ全体の品質リスクの再発防止・未然防止の徹底等を実施しています。委員会

での討議内容は取締役会等に適宜報告し、グループの経営課題として共有し

ています。

また、サントリーグループは、グループ会社の品質マネジメントシステム強化のためにサントリーホールディングス株式会社CQO　(Chief 

Quality Officer)による品質会議を実施しています。この会議は、グループ各社の品質マネジメント状況を評価し、各社の強みと課題を

明確にして、グループ全体の品質保証力を向上させることを目的としています。2015年は、国内2社を対象として実施し、各社の組織と

品質責任者、レポーティングルート、お客様の声からの品質向上の取り組み、従業員教育など、品質マネジメント体制の把握と今後の

課題設定を行いました。今後も、このような取り組みを継続的に進化させることによって、グループ各社およびグループ全体の品質マネ

ジメント力と品質保証レベルの向上に取り組んでいきます。

「All for the Quality」

わたしたちは、安全で心に響く商品・サービスをお届けし、お客様の夢と信頼に応え続けます。

1.サントリーグループの一人一人が、お客様の立場に立って、誠実に商品・サービスをお届けします。

2.お客様に正確で分かりやすい情報をお届けし、お客様の声に真摯に耳を傾け、商品・サービスに活かします。

3.法令を遵守します。

4.商品・サービスの安全性を徹底します。

5.国際標準を活用し、よりよい品質の追求を続けます。

サントリー品質方針
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法令違反や健康影響、品質異常などの重大なクライシスにつながるリスクを中心に、潜在的なリスクを徹底して抽出・低減する活

動を継続・推進しています。2006年より、生産研究部門の経営層をはじめとする関連部門の責任者が一堂に会する「週例リスク

検討会」を毎週1回開催し、直近の1週間に把握した社内外の品質リスクをタイムリーに共有して対応策を論議するとともに、潜

在的なリスク要因の変化をモニタリングしています。

徹底した潜在リスクの抽出と低減

サントリーグループは、「品質保証委員会」のもとに「外食品質保証委

員会」を設置しています。同委員会では、外食グループ会社が一堂に

会して重大トラブルの未然防止活動を共有・推進し、発生した品質トラ

ブルについてはその原因究明と再発防止に取り組んでいます。

2015年は対策を強化するため、グループ会社共通の考え方を示す「ア

レルギートラブル防止・異物混入防止・食中毒防止」ガイドラインを新

たに制定しました。グループ会社が連携することで、シナジー効果を

高め、お客様からのより一層の信頼獲得を目指していきます。

外食グループ会社における品質保証活動の強化

外食品質保証委員会
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各プロセスにおける主な品質保証活動

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

すべてのプロセスにおけるお客様視点の品質保証

「サントリー品質方針」のもと、商品企画・開発、原材料調達、製造、流通、販売・サービスに至るすべてのプロセスで、全従業員が

常に品質の確保・向上に取り組んでいます。

各プロセスにおける取り組みの詳細は、「サントリーの安全・安心への取り組み」をご覧ください。
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サントリーの4つの国内ビール生産拠点（サントリー武蔵野ビー

ル工場、サントリー利根川ビール工場、サントリー京都ビール工

場、九州サントリーテクノプロダクツ(株)）において、国際的な食

品 安 全 マネジメント規 格「FSSC22000」（Food Safety System　

Certification22000）の認証の取得を完了しました。

サントリーでは、工場をはじめとする製造に関わる部門での品質保

証や食品安全性の体制づくりにISO9001やFSSC22000などの国際

的な標準・規格を導入し、品質保証活動を推進しています。

国内ビール生産全拠点において食品マネジメントの国際規格「FSSC22000」の認証を取得

■2015年トピックス

品質保証本部内にある安全性科学センターは水の元素分析に加えて清涼飲料水の糖度（糖用屈折計示度）および総酸（酸度）

に範囲を拡大し、三得利分析技術（上海）有限公司は茶葉中の残留農薬分析に加えて茶飲料中の茶ポリフェノールにおいて適正

な試験結果を出す能力のある試験場であることを証明する国際規格ISO/IEC17025の認定を取得しました。今後も信頼性の高い

分析を通じてより一層、お客様に安全・安心な商品を提供できるよう努めます。

安全性科学センター、三得利分析技術（上海）有限公司がISO/IEC17025認定範囲を拡大
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わかりやすい商品表示
商品の表示や宣伝・広告表現については、グループ各社の開発・生産・広報・宣伝などの関係部門と連携して、品質保証本部が遵法性・

妥当性を確認するしくみを構築し、正確な表示とわかりやすい表現を推進しています。

■商品への表示例

誤認飲酒防止のための表示例

チューハイなどの低アルコール飲料をソフトドリンクと間違えて誤飲することがないよう、商品に「酒マーク」を表示しています。そのほか、

主要な商品については、⽸ぶたに「おさけです」の表示や、点字で「おさけ」の表示を行っています。

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

適切でわかりやすい情報開示

サントリーグループが提供する商品・サービスをお客様に安心・信頼してご利用いただくためには、商品に正確でわかりやすい表示を記

載するだけでなく、サントリーグループ全体で取り組んでいる品質保証活動をWebサイトなどでわかりやすくお伝えしていくことが重要

だと考えています。

妊産婦飲酒の注意表示例

妊産婦の飲酒について注意を喚起するために、商品に「妊娠中や授乳期の飲酒は、胎児・

乳児の発育に悪影響を与えるおそれがあります」と表示しています。

妊産婦飲酒の注意表示
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賞味期限の「年月」表示

これまで清涼飲料の賞味期限は「年月日」表示が一般的でしたが、お客様へのわかりやすさとともに、在庫管理などに伴う環境負荷を

少しでも減らすため、賞味期限が1年以上の商品についてサントリーグループは「年月」表示（漢字表記）に取り組んでいます。すでに

2013年に「サントリー天然水 南アルプス」の2ℓペットボトルで「年月」表示を開始し、⽸コーヒーや茶飲料を対象に順次展開しています。

安全・安心への取り組みについてわかりやすく情報を開示
お客様に正確でわかりやすい情報をお届けするために、常に適切な情報開示に努めています。Webサイト「サントリーの安全・安心へ

の取り組み」では、品質に関する取り組みをお客様にご理解いただき、親しんでいただけるよう、さまざまな活動をわかりやすく紹介し

ています。2015年の「ものづくりひとがたり」では、“いいお茶にこだわり「美味しい」を創る”緑茶の中味開発者の活動と品質への思

いを紹介しました。また、PCサイトに加えてスマートフォン用サイトの拡充を図り、お客様がアクセスしやすい環境を整えました。今後も、

お客様に安全・安心に対する信頼性を評価いただけるよう、継続的に発信していきます。

自主回収について
品質保証の徹底に努めながらも問題が発生した場合は、迅速・適切に情報開示を行っています。2015年1月から2016年4月にかけて、

新聞への社告掲載を実施した自主回収はありませんでした。

Webサイト「サントリーの安全・安心への取り組み」とサイト内コンテンツ「ものづくりひとがたり」

アレルギーに関する表示

アレルギーについては、原料を調査し、表示の要否を確認しています。また、清涼飲料では「食品表示法」で表示を義務づけられてい

る7品目だけでなく、表示が推奨されている20品目も商品への表示対象としています。酒類についてはアレルギーに関する表示は免除さ

れていますが、ビール類やチューハイなどの低アルコール飲料には、自主的に同法を準用し、アレルギー表示をしています。
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商品・サービスを通じた健康への貢献
サントリーグループは、健康に留意されるお客様のニーズや嗜好にあった商品・サービスの提供を通じて、お客様の健康で豊かな生活

に幅広く貢献しています。

サントリーの研究・開発の歴史は、創業者・鳥井信治郎が唱えた「品質第一」のもと、社長直属の試験所を設置した1919年（大正8年）

にさかのぼります。以来、ウイスキーや赤ワイン、ビール、清涼飲料の開発をする上で、その原料である植物に豊富に含まれる「ポリフェノー

ル」に着目し、その有効性についての研究を続けてまいりました。現在の多様な特定保健用食品（トクホ）や健康食品は、このように営々

と継続し蓄積されたサントリーの基盤研究がもたらしたものです。

特定保健用食品や健康食品の研究・開発にあたっては、「安全性と有用性の科学的裏づけをもった、人々の健康に役立つ商品・サービ

スを提供する」という考え方のもと、お客様の健やかな毎日をサポートし、企業理念「人と自然と響きあう」の実現を目指します。

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

健康で豊かな生活への取り組み

お客様の健康で豊かな生活を支援するため、サントリーグループではさまざまな商品・サービスを提供しています。

「ウーロン茶特有の重合ポリフェノール」に脂肪の吸収を抑える作用があるという研究結果をも

とに開発された「黒烏龍茶OTPP」や、血圧が高めの方に適した「胡麻麦茶」、脂肪の吸収を抑

える「ペプシスペシャル」や「ボスグリーン」、そして史上初めてケルセチン配糖体の脂肪分解作

用を明らかにした「伊右衛門 特茶」など、サントリーはさまざまな効能をもった特定保健用食

品（トクホ）を販売しています。多彩なラインアップでお客様の健康に貢献するほか、美味しく

飲めることを特に重視し、「健康」と「美味しさ」の両立を追究しています。

■研究に基づく特定保健用食品を開発

「日本人間ドック健診協会」推薦
サントリーのトクホ飲料

健康に貢献するサントリーの研究開発体制
サントリーグループでは、サントリーウエルネス（株）健康科学研究所や、サントリーグローバルイノベーションセンター（株）の研究グルー

プを中心に、健康と美に役立つ素材を探索し、その機能を科学的に解明、さらに商品開発部門と品質保証部門と連携しながら特定保

健用食品や健康食品を開発しています。これらの関連部門が横断的に協働・連携しながらさまざまな研究・技術開発に取り組み、グルー

プ全体で新たな価値を創造し、お客様に提案していきます。

■セサミンの機能解明から健康食品発売へ

健康によいといわれてきたゴマの機能の解明に挑戦し、ゴマに含まれる微量成分ゴマリグナン

の1つ「セサミン」の健康効能を科学的に解明。1993年に健康食品第1号として商品化しました。

その後、ビタミンEやトコトリエノール、玄米由来の成分「オリザプラス」との組み合わせによっ

てパワーアップした商品「セサミンEX」を発売しています。

サントリーウエルネス（株）では、そのほかにもさまざまな健康食品を販売しています。

サイエンスに裏づけられた
サントリー独自の健康食品
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お客様とのコミュニケーションを推進
Webサイトや冊子を通じて、お客様にさまざまな情報をお届けしています。

Webサイト「商品情報」サイト内
コンテンツ「トクホのススメ」

Webサイト「サントリーグローバル
イノベーションセンター」

健康情報を掲載している冊子
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お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

お客様コミュニケーション

お客様満足を実現するために
サントリーグループは、創業以来、お客様満足を第一に考え、お客様との双方向コミュニケーションを大切にしています。1976年には、

お客様からのご相談窓口として消費者室を開設。現在は、サントリービジネスエキスパート（株）お客様リレーション本部として活動し

ています。お客様からいただくご意見、ご要望に真摯にお応えし、よりよい商品・サービスの改善・開発など、広く企業活動に反映させ

るよう、取り組みを強化しています。

創業以来、お客様満足を第一に、お客様との対話を大切にし、ご意見やご要望を企業活動に反映しています。

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

■「お客様満足のための基本方針・行動指針」

従業員一人ひとりが、お客様へご満足を提供することを常に意識して行動するために、1999年

に「お客様満足のための基本方針」を明文化。2002年にはお客様センターの「行動指針」を

制定し、お客様センター全員での実践を徹底しています。

お客様センター

私たちは、社会のよき一員としての役割を果たすため、さまざまな活動を通じてあらゆるお客様の更なる満足の確保、維持、向

上に努めます。お客様とのコミュニケーションを大切にし、お客様に信頼され、喜んでいただける安心・安全な製品、サービス、

情報の提供を行うとともに、お客様の声を企業活動に反映させていきます。

1.お客様からのお問い合わせ・ご指摘等に対して、「迅速・的確・丁寧」に対応してまいります。また、公平、公正であるように

努めてまいります。

2.お客様に信頼され、喜んでいただけるさまざまな情報を、お客様に積極的に提供いたします。

3.お客様のご意見・ご要望や社会の求めるものを、社内に適切に反映させてまいります。

4.お客様の権利を保護するため、消費者保護に関する法規および社内の自主基準を遵守いたします。

お客様満足のための基本方針

お客様センターの行動指針

■「お客様対応規定」

サントリーホールディングス（株）とグループ14社※は、基本方針・行動指針を実行するための行動規範として、ISO10002（JIS Q 

10002）に則った「お客様対応規定」を制定しました。この規定では、お問い合わせやご指摘を申し出られたお客様の権利を認識し、

企業活動へのお客様満足を維持・向上することを目的に、お客様対応に関しての積極的な取り組みと責務を明確にしています。さらに

この規定に基づいた詳細な基準・手順を定め、周知徹底を図っていきます。

※サントリー食品インターナショナル（株）、サントリーフーズ（株）、サントリービバレッジソリューション（株）、サントリーフーズ沖縄（株）、サントリープ
ロダクツ（株）、サントリースピリッツ（株）、サントリービール（株）、サントリー酒類（株）、沖縄サントリー（株）、サントリーワインインターナショナル（株）、
サントリービジネスエキスパート（株）、サントリーグローバルイノベーションセンター（株）、サントリーコーポレートビジネス（株）、サンリーブ（株）
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■クレド：CREDO (SUNTORY MIND for Customer Service)

基本方針、行動指針が従業員一人ひとりの心、日々の行動に根付くように、2013年に、お客様対応を担う者としての信条を明文化した「ク

レド：CREDO（SUNTORY MIND for Customer Service）」をお客様リレーション本部全員で作成し、お客様によりご満足いただける

活動を生み出す風土醸成に努めています。

お客様の声への対応と共有、そして活用へ
お客様センターでは、ご連絡を受けた時点で、その内容を情報管理の基幹システムである「Neo HarmoniCS※1」に入力し、担当部門

と連携しながらお問い合わせなどに迅速かつ的確に対応しています。

また、このシステムに対応結果を記録することで、お客様からいただいた貴重な情報を関連部署で速やかに共有し、品質改善、リスク

マネジメント強化などにつなげています。

お客様から寄せられたご意見やご要望を、関連する部門と定期的に共有し、商品・サービスの向上、情報提供の充実などの企業活動や、

従業員の行動へ反映するVOC活動※2を強化しています。

※1 お客様から頂いた情報を共有・蓄積するためのサントリー独自のデータベースシステム。ハーモニクスという名称は、「Harmony（お客様と響きあう）」
と「Customer Satisfaction（お客様満足）」を組み合わせた造語

※2 VOC(Voice of Customer)活動：お客様の声を経営施策に反映する活動

■お客様情報の流れ

■お客様からのお問い合わせ・ご意見やご指摘の内容（2015年実績：98,894件）

※1 ご指摘：お客様から商品や企業活動に対して寄せられたご不満、ご不快の声
※2 お問い合わせ・ご意見：上記以外にお客様から寄せられた幅広いご質問やご意見

お客様からのご指摘を受けて対応を完了した案件については、ご指摘いただいたお客様に「声カード(対応に関するアンケート)」

をお送りし、お客様の満足度をお聞きしています。いただいたご意見は、対応者本人に伝えるとともに、イントラネットを通じ

て全社にフィードバックし、さらなる対応の改善に役立てています。声カードに記入いただいたお客様の93％の方が、「今後も

当社の商品を利用する」とお答えになりました(2015年実績)。

「声カード」の活用
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■お客様のご意見を商品づくりに活用

お客様から寄せられたご意見やご要望を取り入れ、品質改善、商品開発、情報提供の充実などを図っています。より安全で使いやすい

商品の開発を行うためには、お客様の視点がなによりも大切です。お客様からの声に真摯に耳を傾けることで、すべての人にやさしく親

切な商品・サービスの提供を目指しています。

また、商品発売後の改善だけでなく、新商品の開発時においてもお客様の声を役立てる「事前評価活動」を重視しています。開発部門に、

他社商品や他カテゴリー商品に対するお客様の声を共有することで、より幅広い視点での“気づき”を促すとともに、お客様視点での

事前チェックを実施しています。

Webを活用したコミュニケーション
デジタル技術の進化に伴い、お客様センターを通じた電話、手紙、Eメールなどのコミュニケー

ションに加え、Webを通じて、ご自身で情報検索されるお客様には、動画やイラストなどを活

用するなどして、お客様センターホームページの情報拡充に努めています。また、近年外国語

のお問い合わせの増加に伴い、英語でのお問い合わせフォームも新たに開設し、より多くのお

客様からのお問い合わせにお応えできるように努めています。

さらに、SNSを通じてメッセージを発せられるお客様との双方向コミュニケーションづくりの取

り組みも進めています。
サントリーお客様センターホームページ

お客様のご期待にお応えし続けるために
すべての従業員がお客様の視点で行動する企業風土の醸成を目指す「お客様視点醸成活動」を継続実施しています。お客様から直接

ご意見を伺う機会が少ない部門も含め、全従業員を対象に研修プログラムを準備。「お客様視点気づき講座」と「お客様視点体感プロ

グラム」「e-ラーニング」の3つのプログラムを軸に展開しています。

■お客様視点気づき講座

お客様センターに寄せられた情報をもとに、具体的事例を紹介・共有するプログラムで、お客

様の意識や関心の変化、企業への期待、お客様の意識と企業の思い込みのギャップなどを取

り上げています。たとえば商品の表示では、「つくり手側は伝えているつもりでも、お客様の立

場で見ると専門用語がわかりにくい」「説明が不十分で伝わっていないことがある」といった事

例から、お客様の視点で考えることの大切さと難しさを学びます。2005年から毎年実施してお

り、2015年度は約4,000名が参加しました。

お客様視点気づき講座

お客様視点体感プログラム

お客様をより深く理解するために、お客様センターでの電話対応を丸1日体験します。お客様と

の対話から真意を読み取ること、解決方法を自ら考え対応することなど、現場経験を通して学

んだ「お客様視点」をそれぞれの場で活かしていくことを目的としています。このプログラムに

は2005年の開始以降、2015年までの10年間で約450名が参加しました。

お客様視点体感プログラム

■お客様視点醸成　eラーニング

お客様からどのような声が多く寄せられているかの概要、代表的な声など、全従業員が学べるよう2015年にeラーニングを新たにスター

トしました。管理職も含め、国内のほぼ全従業員にあたる約6,800名が受講しています。
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CSR調達基本方針の制定

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

CSR 調達

サステナブルな社会の実現に貢献するため、ビジネスパートナーとともにCSR調達を推進しています。

サントリーグループでは、お客様に高品質な商品・サービスをお届けするため、安全・安心はもとより環境や社会にも配慮するなど、サ

プライチェーン全体においてCSRを推進していくことが重要だと考えています。

そして、調達におけるCSR活動をより一層強化するため、2011年に法令遵守、人権・労働基準、品質、環境、情報セキュリティ、社会

との共生の6項目を柱とした「サントリーグループCSR調達基本方針」を制定し、ビジネスパートナーと連携してCSR活動を推進しています。

サントリーグループは、企業理念「人と自然と響きあう」と企業倫理綱領に基づき、安全・安心で高品質な商品・サービスをお届

けするために、公正・公平な取引を実施し、サプライチェーンのお取引先とともに、人権・労働基準・環境などの社会的責任にも

配慮した調達活動を推進します。

お取引先との良好なパートナーシップを構築し、真に豊かで持続可能な社会の実現に貢献します。

1. 法令遵守と国際行動規範の尊重

各国の法令を遵守し、国際行動規範を尊重した公正・公平な調達活動を推進します。

2. 人権・労働・安全衛生への配慮

基本的人権を尊重し、労働環境や安全衛生に配慮した調達活動を推進します。

3. 品質・安全性の確保

「サントリー品質方針」に準拠し、品質・コスト・供給の最適な水準に基づく高い品質と安全性の確保をめざした調達活動を推進

します。

4. 地球環境への配慮

「サントリーグループ環境基本方針」に準拠し、地球環境に配慮した調達活動を推進します。

5. 情報セキュリティの保持

調達取引に関わる機密情報および個人情報は厳格に管理します。

6. 社会との共生

社会との共生に向けた社会貢献への取り組みを推進します。

サントリーグループCSR調達基本方針（2011年制定）
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■サプライチェーン全体でCSR活動を推進

サントリーグループは「CSR調達基本方針」を制定し、ビジネスパートナーと連携しながら、

サプライチェーン全体でのCSR活動の推進に取り組んでいます。

その一環として、原料部・包材開発部・物流部の主要取引先を対象に、方針説明会とCSR

活動に関する自己評価アンケートを毎年実施しています。2015年のアンケート（19項目・

各3点満点）では、回答企業平均で、原料部2.76点、包材開発部2.93点、物流部2.70点

となり、各社がCSR活動にしっかりと取り組んでいることを確認しました。また原料部では、

ウーロン茶の仕上げ工場に対して、児童労働・強制労働などの人権課題に関するヒアリン

グを実施しました。

サントリーグループは、コーヒーの主要原料として高品質なコーヒー豆の安定供給を

目的に、その一部をブラジルミナスジェライス州セラード地区にある同国有数のスペ

シャリティコーヒー農園である「Bau農園」と契約し輸入しています。同農園は、レイ

ンフォレスト・アライアンス※1やUTZ※2など国際的な認証を取得しており、徹底した品

質管理と労働環境面で大変高い評価を受けています。サントリーグループでは今後も

安全かつ安心な商品をお客様にお届けできるようビジネスパートナーとの取引をしっ

かりと進めていきます。

※1 レインフォレスト・アライアンス：1987年地球環境保全のために熱帯雨林を維持することを

目的に設立された国際的な非営利団体です。

※2 UTZ：持続可能な農業のための国際的な認証プログラムで適正な農業実践と農園管理、安

全で健全な労働条件、環境保護、児童労働撤廃など、すべての基準を満たして初めて認証

されます。

高品質かつ安定供給に向けた契約農園

海外のグループ会社が参加する「グローバルSCM会議」で各社のCSR調達推進の活動内

容を確認するとともに、「サントリーグループCSR調達基本方針」を共有しています。

ビジネスパートナーとの連携強化
サントリーグループでは、サプライチェーンのビジネスパートナーとともに、CSR調達の推進に取り組んでいます。社内の担当者への教

育をはじめ、原材料サプライヤー・製造委託先・物流協力会社の主要なビジネスパートナーに対して方針説明会やアンケートを行い、

CSRの取り組みの必要性を理解いただくように啓発・支援を推進していきます。

グリーン調達の推進
サントリーグループは、「サントリーグループCSR調達基本方針」のもと「サントリーグループグリーン調達基準」（2011年改定）を定め、

ビジネスパートナーとともに環境負荷低減に向けた調達活動を進めています。

現在、お取引先工場の8割が環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001を認証取得するなど、環境対応が向上しています。また

包材開発部は、2015年も「グリーン調達ガイドライン」のお取引先評価基準に基づくグリーン調達総合評価を実施し、23社を対象にし

た評価で平均3点（3点満点）と、環境への取り組みが進んでいることを確認しました。

海外グループ会社と「CSR調達基本方針」を共有

グローバルSCM会議
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お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

公正・公平な取引

原材料のサプライヤーとは、公正な評価・選定や公平な競争機会を基盤にしています。

サプライヤーとの公正・公平な取引の徹底
サプライヤーとの取引にあたっては「サントリーグループCSR調達基本方針」に基づいた「購買管理規定」や「取引先選定基準」に則り、

各社に公平な競争機会を提供しています。同時に、各社の商品・サービスの品質や供給力、財務状況、安全確保、環境保全、社会貢

献などへの取り組みを公正に評価し、ビジネスパートナーを選定あるいは取引継続の可否を判断しています。

ビジネスパートナーとは、お互いに信頼できるパートナーとして力を合わせ、お客様に喜んでいただける商品・サービスの提供を目指し

ています。

■下請法に対応した経理システムを運用

サントリーグループでは、「下請代金支払遅延等防止法（以下、下請法）」に対応した経理システムを構築・運用しています。原料・包

材の発注段階で登録した支払条件などの情報をもとに、予定どおり支払手続きがされていない場合に、管理者画面に警告が表示され、

支払遅延などのトラブルを未然に防止するものです。なお、2015年は原料・包材の取引に関し下請法に抵触する法令違反はありません

でした。※

※2015年12月現在のサントリーグループの「下請法」適用ビジネスパートナー数は、原料部が47社（取引金額比率で約16％）、包材開発部が24社（取引
金額比率で約2％）

■電子手形の導入

2010年、サントリーグループでは、ほとんどのビジネスパートナーに電子手形取引を導入しました。このしくみを導入することで、ビジ

ネスパートナーの資金調達の多様化（早期資金化）に寄与します。また、下請法対象会社への支払条件対応も統一して行うことで、対

応漏れリスクの低減を図っています。

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント
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お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

安全に配慮した物流の推進

物流協力会社との連携

■協力会社各社の安全推進を強化

物流安全5原則

サントリーグループが輸配送業務を委託している物流協力会社と連携して発足した「安全推進委員会」には、2015年末で66社260名

が参加。安全確保・環境配慮・リスクマネジメントなどの取り組みを推進しています。

物流協力会社と連携して、安全で環境に配慮した物流を推進しています。

「安全推進委員会」が制定した「物流安全5原則」を各社従業員に周知徹底するとともに、

委員会事務局※が各社の拠点を巡回して、安全策の実施状況を点検しています。

1.法定速度遵守と防衛運転の実施

2.正しい養生の徹底と3急運転禁止

3.アイドリングストップとタイヤ止めの完全実施

4.ヘルメット・安全靴の完全着用と5Sの徹底

5.合図・指差呼称の励行と安全確認の徹底

※ サントリービジネスエキスパート（株）物流部、サントリーロジスティクス（株）安全推進部のマネジャーお
よび担当者で構成 安全推進委員会ポスター

■「安全推進大会」で活動を共有

サントリーグループは、配送センターや物流協力会社の倉庫、輸配送事業など全国140拠点の責任者が一堂に会する「安全推進大会」

を毎年開催しています。この大会では、勉強会やコンテスト実施などによる安全教育の徹底と優れた事例を紹介して情報を共有するほか、

優秀なドライバーや拠点を表彰するなど、各社の安全に対する取り組みの意欲向上や強化につなげています。

第15回「安全推進大会」 「安全推進大会」での表彰式 「フォークスキルコンテスト」風景

安全管理を推進
物流協力会社の安全管理体制を常に一定水準以上に保ち、継続的に改善していくため、国土交

通省が主導している「安全性優良事業所」の認定取得を推進しています。

サントリーグループの物流協力会社のうち、輸配送事業所全82拠点中81拠点が認定を取得

（2015年末）、認定取得率は99％に達しました。これはトラック運送業界全体の取得率25.3％

（2015年12月トラック協会調査）を大きく上回っています。また、2008年からは対象範囲を直

接業務委託会社から2次協力会社まで拡大し、輸配送の安全管理体制の強化を図っています。

「安全性優良事業所」の認定取得状況
（2015年12月31日現在）
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トレーラスワップ輸送方式を開発
トレーラスワップ輸送は、今まで一泊二日を要していた東京⇔大阪間の長距離輸送において、中継地点での貨物リレーを行うスキーム。

トレーラはヘッド部分とシャーシ部分の切り離しが可能であり、東京・大阪それぞれのトラックドライバーは中継地点まで運転、合流し、

そこでシャーシを交換し、それぞれの出発地へ戻るといった日帰りでの運行を可能としました。この取り組みにより、トラック乗務員の

労働環境改善を図るとともに、積載効率の高い大型シャーシ（スーパートレーラ）を開発し、車両台数削減による環境負荷軽減をあわ

せて実現しました。

今後トラック乗務員はさらに減少していくことが想定されています。一方でサントリーグループの輸送量は年々増加していきます。工場で

作ったものを確実にお客様へお届けする、安定供給のための新しい輸送方法の開発にこれからも取り組みます。

災害時に備えて体制を整備
災害などの有事に備えて、災害伝言ダイヤル「171」や、携帯電話による「災害伝言板」の有効活用を目的とした訓練を物流会社ととも

に実施しています。また、首都圏および近畿圏直下型地震発生時のアクションプランとして、被災地に通常の出荷拠点以外から「サント

リー天然水」を緊急出荷する体制や、出荷拠点が被災した場合の代替出荷拠点の設定など、物流協力会社と対策を共有しています。

トレーラスワップ輸送方式の概要 納車されたスーパートレーラシャーシ



060

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

アルコール関連問題への取り組み

酒類を製造・販売する企業の責任として、アルコール関連問題に積極的に取り組んでいます。

酒類製品を製造・販売することの責任
お酒は古くから百薬の長といわれます。また、コミュニケーションを円滑にし、人々に幸福をもたらす面もあります。その一方で、致酔性・

依存性を有することから、不適切な飲み方によってさまざまな問題が生じるおそれがあることも事実です。

このような特性をもつ酒類を製造・販売する企業として、サントリーグループではアルコール関連問題の予防と適正飲酒の啓発を目的と

したさまざまな活動を続けています。

2002年には、適正飲酒のための基本理念・行動指針を制定しました。

専門組織が責任をもって対応
サントリーグループは、1976年に「サントリー宣伝コード」を制定し、飲酒に関する宣伝・広告表現の自主規制を業界に先駆けて開始

しました。その後、アルコール関連の専門組織「ARP※委員会」と、事務局であるARP事務局（現ARP室）を設置。1.責任あるマーケティ

ングの実践、2.社内外への適正飲酒の啓発、3.研究機関への参加・協力・支援などを行っています。

※ARP：Alcohol-Related Problems（アルコール関連問題）
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サントリーグループは、アルコール飲料の特性を認識し、アルコール関連問題の予防に努めるとともに、適正飲酒の考え方を普

及させることによって、人々のより健康で文化的な生活のために貢献します。

1.アルコール飲料の持つ致酔性、依存性が、身体的、精神的、社会的な問題を引き起こすことを認識し、アルコール関連問題の

予防をめざします。

2.体質の違いや身体の状況、飲酒に対する考え方の違いが尊重されるより良い飲酒環境の形成をめざします。

3.節度をわきまえた適度な飲酒(適正飲酒)は、心身の健康に役立ち、人間関係に潤いを与えるとの認識に立って、お酒の科学的

研究の推進と、その正しいつきあい方についての知識の普及に努めます。

1.飲酒に関する正しい知識の啓発に努めます。

2.社会活動に積極的に協力します。

　・未成年者飲酒防止

　・イッキ飲み防止

　・飲酒運転防止など

3.法令、当社ならびに業界自主基準を厳守します。

4.アルコールと健康に関する医学研究に自ら取り組み、また、支援します。

適正飲酒のために──サントリーの基本理念・行動指針（2002年制定）

基本理念

行動指針
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■１.責任あるマーケティングの実践

責任あるマーケティングの実践

ARP室は、酒類製品に関するすべてのマーケティング活動に対して、適法性・妥当性の社内事前審査を行っています。この審査により、

不適切なマーケティング活動を未然に防止しています。

2006年には、製品表示などについても事前審査をシステム化しました。2007年には酒類の広告･販促活動に関する社内自主基準を改

定し、活動をより強化しました。2007年以降も、業界団体と連携して自主基準の改定を行い、責任あるマーケティング活動の推進に努

めています。

■2.適正飲酒啓発活動

従業員に対する適正飲酒啓発

酒類を製造・販売している企業の一員として、従業員の適正飲酒に関する意識を高めることも重要です。サントリーグループのイントラネッ

トには、ARP室による「お酒を悪玉にしないために――グループ社員一人ひとりにできること。」を開設し、国内グループ会社従業員へ

の啓発を行っています。また、飲酒運転を行った従業員は、公私を問わず諭旨免職以上の処分とすることを就業規則に定めています。

また、2015年からは従業員を対象に適正飲酒に関するセミナーとアルコール体質検査を実施しています。これは従業員が自分自身のア

ルコールの代謝に関する体質を知るとともに、他者への配慮や適正飲酒を広めることを目的に行っています。

社会情勢に対応して「飲酒に関する連絡協議会」が制定した酒類業界の自主基準および社内自主基準を改定しています。

2010年にはCMに妊産婦飲酒の注意表示を実施。また、テレビCMの土・日・祝日の自粛時間を5時00分〜 12時00分までから、

5時00分〜 18時00分までに延長し、年間を通して5時00分〜 18時00分まで酒類のテレビ広告を自粛することとしました。

さらに、2014年に施行された「アルコール健康障害対策基本法」に基づき、不適切な飲酒の誘引防止のための自主的な取り

組みとして、テレビ広告で使用するタレントの年齢を25歳以上に引き上げることや、テレビ広告の飲酒表現で、喉元を通る「ゴ

クゴク」の効果音を使わないことなどを決定しています。

社会情勢に対応した自主基準の改定（業界・社内）

お客様に対する適正飲酒啓発

サントリー独自の取り組み

酒類メーカーとして、お酒の特性や適切な飲み方をお客様に正しくご理解いただく取り組みを行っています。

取り組み 開始年度 概要

モデレーション（適量）キャンペー
ンで節度ある飲み方を啓発

1986年

「酒は、なによりも、適量です。」というメッセージを伝
える「モデレーション広告」を2015年末までに全国紙に
160回以上掲載しています。（2002年には第22回新聞広
告賞「広告主企画部門優秀賞」を受賞しました）

「イッキ飲み防止キャンペーン」
（主催：イッキ飲み防止連絡協議
会）への協力

1993年

イッキ飲み防止連絡協議会が実施している同キャンペー
ンの趣旨に賛同し、第1回からポスター・チラシなどのデ
ザインやノベルティプランニングに協力を続けています。
同協議会は、「イッキ飲み」によって亡くなった方々のご
遺族が中心となって1992年10月に結成されました。
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業界と連携した取り組み

ビール酒造組合や日本洋酒酒造組合などの業界団体の一員として、その活動に積極的に参画しています。これまでに、①未成年者飲酒

防止のためのポスターを交通広告を中心に展開し、②中高生を対象とした「未成年者飲酒防止ポスター・スローガン・学校賞募集キャ

ンペーン」、③妊産婦飲酒防止に向けた商品パッケージへの注意表示などを実施しています。また、2015年からは、④酒類ホームペー

ジのブランドサイトの入り口で20歳以上であることを確認するための年齢認証ゲートを設けました。

学習教材「親子で学べる未成年
者飲酒防止教材」を発行

2005年

子どもとその保護者を対象に未成年者飲酒の弊害をテー
マにした学習教材「親子で学べる未成年者飲酒防止教材」
を発行。首都圏（東京・神奈川・千葉・埼玉）の教育機
関などへのご案内で大きな反響をいただき、その後、配
布対象範囲を全国へ拡大。未成年者飲酒の防止活動に
取り組んでいます。

飲酒運転防止の啓発活動 2006年

欧米などで先行している「指定ドライバー制度」（飲食店
などで車１台につき１人以上の指名ドライバーを決める制
度）は、工場見学受け入れの際に実施。受付時と試飲
会場で、2回にわたり確認し、ドライバーの方にはノンア
ルコール飲料を提供しています。さらに飲食店を運営して
いる（株）ダイナックでは、未成年者飲酒禁止と飲酒運
転禁止のステッカーを飲食店全店に貼付しています。

「2015年 未成年者飲酒防止ポスター・スローガン・学校賞
募集キャンペーン授賞式、受賞作品」

「STOP! 未成年者飲酒キャンペーン」ロゴ

商品パッケージへの注意表示 酒類ホームページ年齢認証ゲート

■3.アルコールと健康に関する医学研究への取り組み・支援

サントリーグループでは、アルコール関連の各種研究に注力しています。1992年から主催・運営している「アルコールと健康」研究会も

その1つで、アルコールが人体に及ぼす影響をプラス・マイナスの両面から研究しています。毎年新しく研究テーマを設定し、同会の会員

となっている大学病院医師の方々に調査・研究を委託しています。

また、アルコール医療の発展に貢献するために、WHO（世界保健機関）から日本で唯一アルコール関連問題の施設として指定された「独

立行政法人国立病院機構久里浜医療センター」と長期の研究委託契約を締結しています。
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アルコール関連問題低減に向けグローバルに活動
アルコール関連問題は、WHO（世界保健機関）で2010年に「アルコールの有害な使用の低減に向けた世界戦略」が採択され、また2013

年の「NCD（非感染性疾患・生活習慣病）予防のためのアクションプラン」でも有害な飲酒の低減が目標の1つとして含まれるなど、各国政

府や公衆衛生機関の専門家が関係者と協議しながら取り組むべきグローバルな課題として位置づけられています。その中で酒類業界も重要な

ステークホルダーと位置づけられています。

サントリーグループはBeam Suntoryとして、これらのアルコールに関する課題に対応するため、国際的な適正飲酒推進の取り組みを進める

組織「IARD」に参画し、世界の主要酒類メーカーによるWHOのアルコール世界戦略の実現に寄与するための「業界コミットメント」の推進

に2013年から取り組んでいます。

「業界コミットメント」の進捗は毎年監査法人による監査を経て「プログレスレポート」として発行されています。

サントリーは、2015年からは、Beam Suntoryとグローバルなレベルでの責任あるマーケティングの実践や、適正飲酒の啓発活動の展開を行う

ため、定期的に会議を開催し、中期的なビジョンのもと、グローバルなマーケティング規定の整備や、啓発プログラムの推進に取り組んでいます。

ビームサントリーは、責任あるマーケティングの取り組みとして「DRINK SMART®」プ

ログラムをグローバルに展開しています。同社では、未成年者飲酒や飲酒運転の防止、

適正飲酒の啓発、飲酒をしない人への配慮といったグローバルな基本原則を踏まえ、関

係団体と協力しながら各市場固有のニーズ・文化に合わせたプログラムを推進しています。

ビームサントリーの「DRINK SMART®」プログラム

プログレスレポート

コミットメント　CEO会議
（左からBacardi, Diageo, BeamSuntory, 

Heineken, AB InBev, Pernod Ricard, 
SAB Miller の各CEO）

ビームサントリー社
との打ち合わせ
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自然と響きあう 環境

サントリーグループの事業の多くは、水や農作物など、かけがえのない自然の恵みによって支えられています。企業理念「人と自然と響

きあう」のもと、環境経営を推進し、持続可能な豊かな地球環境を次世代に引き継ぐことは、私たちの大切な責務です。「水と生きる」

企業として、2014年に「環境ビジョン2050」を策定し、「2020年目標」を掲げました。「自然環境の保全・再生」「環境負荷低減」の

2つの軸で、グループ全体での環境経営を推進していきます。

環境経営

環境コミュニケーション

自然環境の保全・再生

サイトレポート

環境負荷低減

サントリーグループにとって大切な経営
資源である地球環境を次世代に引き継ぐ
ために、グループ全体で環境経営を推進
しています。

環境に関する情報を社会に発信し、ス
テークホルダーとのコミュニケーションを
大切にしています。

「人と自然と響きあう」を企業理念とし、
自然との共生を目指してさまざまな活動
を行っています。

主な掲載内容
・サイトプロフィール
・環境負荷データ

私たちは、バリューチェーン全体を見据え
て、環境負荷低減へのさまざまな活動を
推進しています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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CSR行動計画

重点項目 中期目標 2015年度の実績 2016年度アクションプラン

自然環境の
保全・再生

生物多様性の象徴である野鳥の保護
活動をグローバルに展開
国内すべての「天然水の森」において
ワシ・タカ類の営巣・子育てを実現
海外における野鳥保護活動の支援

「天然水の森」の面積を、国内の自社
工場で使用する地下水量を育む面積
の2倍に拡大（12,000ha）

・「天然水の森」15カ所で鳥類調査を
行い、植生調査結果も勘案した森林
ごとの課題を整理

・「サントリー世界愛鳥基金」におい
て新設した「水辺の大型鳥類保護」
部門での第一回助成を実施

・「サントリー世界愛鳥基金」への助
成を通じた、日本国内外の野鳥保護
活動への支援

・「愛鳥活動」サイトの更新、愛鳥活
動パンフレットの新規作成による情
報発信の拡充

・「天然水の森」ごとの中長期ビジョ
ンに基づいたさまざまな施 業を実
施。また、作業道開設・獣害防止柵
設置などの技術者育成研修を各地で
実施。3月に「天然水の森 日光霧降」
を新設したほか､ ｢ぎふ東白川｣「きょ
うと西山」「阿蘇」等で既存の ｢天然
水の森｣ も拡大

・「水育(みずいく)」活動内容の充実、
水や水を育む自然の大切さの啓発と
価値の発信を強化

・参加者数「森と水の学校」2,286名、
「出張授業」15,065名、延べ10万人
を突破

・「出張授業」の対象エリアを岐阜県
へ拡大

・ベトナムの小学校での「水育」を実。
参加者数1,600名

・従業員森林整備体験研修の実施（3
年計画の2年目）

・猛禽類を中心に ｢天然水の森｣ で
の鳥類調査を引き続き実施しつつ､
餌動物の繁殖環境の整備や狩猟･
営巣環境に配慮した総合的な森林
整備を推進していく。「サントリー
世界愛鳥基金」については､ 各種
団体への助成を通じた、日本国内
外の野鳥保護活動への支援も継続
的に進めていく

・ ｢天然水の森｣ では引き続き､ 中
長期ビジョンに基づき､ 間伐･作業
道開設・獣害防止柵設置・広葉樹
林整備・地域性苗木の育成等のさ
まざまな施業を実施し、技術者育
成研修も各地で実施していく｡ ま
た､ 併せて「育林材※1」の活用を
推進し、｢天然水の森｣ の協定面
積拡大も進めていく

・「水育」活動内容充実、水や水を
育む自然の大切さの啓蒙と価値の
発信強化

・「水育」参加人数計画（「森と水
の 学 校 」2,100名、「 出 張 授 業 」
15,000名）

・ベトナムの小学校での「水育」拡大。
参加人数計画2,400名

・社員森林整備体験研修の実施（3
年計画の3年目）

水の大切さの啓発と価値の共有

環境負荷低
減

サントリーグループ※2の自社工場での
水使用を35％削減※3

自社工場での水使用のさらなる削減
（原単位：07年比22％削減）

製造設備・容器の洗浄や冷却に使用
する水の削減

サントリーグループ※2バリューチェー
ン全体のCO2排出を24％削減※3

バリューチェーン全体でのCO2排出量
のさらなる削減（原単位：07年比22％
削減）

容器の軽量化、再生資源の活用、工
場の省エネ、国内最小電力量の自動
販売機の積極導入など

※1 健全な森を育てるための整備で出てくる木材のことをサントリーでは「育林材」と呼んでいる

※2 サントリーグループ売上高（2012年）の80％以上を占める事業会社群（海外を含む）

※3 2007年における事業領域を前提とした原単位での削減
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自然と響きあう　環境

環境経営

グループ環境基本方針を事業活動全体の基盤とし、グループ全体で環境経営を推進しています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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環境経営

環境ビジョン

「水と生きる」私たちにとって、地球環境は大切な経営基盤。だからこそ、グループ全体で環境経営を推進していきます。持続可能な社

会を次の世代に引き継ぐために、「自然環境の保全・再生」と「環境負荷低減」の両面から積極的に活動しています。

グループ環境活動の基本的な考え方
お客様に水の恵みをお届けする一方で、美しく清らかな水を守り、大切に使い、良質の水を自然に還すことは、水とともに生きる企業と

して、重大な責任であると考えています。

その水で育まれる植物や森林、川・海・大気、そして生き物がつくり出す生態系というすばらしい循環システムは、あらゆる生命の基礎。

サントリーグループは、地球環境そのものが大切な経営基盤と認識しています。

豊かで持続可能な社会を構築するため、海外を含めたグループ全体にこの考え方を浸透させ、「自然環境の保全・再生」と「環境負荷低減」

に最大限の努力を続けていきます。

サントリーグループでは、「水のサステナビリティ」「生物多様性保全」「資源の徹底的有効活用」「低炭素企業への挑戦」など、サントリー

グループの重点課題が明確に見える方針を定めています。よりグローバルでの環境活動を視野に入れ、2015年に5年ぶりの改定を行い

ました。

サントリーグループは、環境経営を事業活動の基軸にし、バリューチェーン全体を視野に入れて、生命の輝きに満ちた持続可能

な社会を次の世代に引き渡すことを約束します。

1．水のサステナビリティの追求

「水と生きる」をコーポレートメッセージに掲げる企業として、事業活動において最も重要な資源である水を大切に取り扱い、自

然界における水の健全な循環に貢献します。

2．生物多様性保全への取り組み

水や農作物に依存する企業として、その価値の源泉である生物多様性を将来にわたって保全することに努めます。

3．イノベイティブな3Rによる資源の有効活用

循環型社会の実現に向けて、不断の技術革新により、原材料・エネルギーなどの3R（reduce, reuse, recycle）を一層推進し、

持続可能なビジネスの構築に努めます。

4．全員参加による低炭素企業への挑戦

すべての職場において、気候変動の要因である温暖化ガス排出量の削減に努めます。

5．社会とのコミュニケーション

豊かな地球環境を次世代に継承するため、社会との対話に基づいた取り組みを行うとともに、積極的な情報開示に努めます。

サントリーグループ環境基本方針（1997年制定、2015年改定）

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

■「サントリーグループ環境基本方針」に重点課題を明示
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■「サントリー環境ビジョン2050」策定　－あわせて「2020年目標」を設定－

サントリーグループの環境経営により明確な方向性を与えるため、2014年に、2050年に向けた「環境ビジョン2050」を策定するとと

もに「2020年目標」を設定しました。

サントリーグループは、自然の恵みに支えられている企業の責務として「自然環境の保全・再生」「環境負荷低減」 を柱に、持続

可能な地球環境を次代へ引き渡すことを目的に、2050年に向け、以下に挑戦します。

挑戦1：主要な事業展開国における自然環境保全・再生への積極的な取り組み

挑戦2：事業活動における環境負荷（自社工場での水使用、バリューチェーン全体のCO2排出）を 2050年までに半減※1

「環境ビジョン2050」 

「環境ビジョン2050」達成に向けて、以下2020年目標を掲げます。

（1）「自然環境の保全・再生」

・ 生物多様性の象徴である野鳥の保護活動をグローバルに展開 

－国内すべての「天然水の森」においてワシ・タカ類の営巣・子育てを実現 

－海外における野鳥保護活動の支援

・「天然水の森」の面積を12,000haに拡大 

－国内の自社工場で使用する地下水量を育む面積の2倍に拡大

（2）「環境負荷低減」

・サントリーグループ※2の自社工場での水使用を35%削減※1

・サントリーグループ※2のバリューチェーン全体のCO2排出を24%削減※1

※1 2007年における事業領域を前提とした原単位での削減
※2 サントリーグループ売上高（2012年）の80%以上を占める事業会社群（海外を含む）

「2020年目標」
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環境経営

事業活動と環境影響

商品のライフサイクル全体での環境負荷低減活動を実践していきます。

商品のライフサイクル全体で環境負荷低減
サントリーグループでは、多岐にわたる事業活動を通じてさまざまな副産物や廃棄物を排出しています。1つの商品が企画・開発されて、

廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル全体を通じて、環境に与える影響を定量的に把握し、環境負荷の低減に取り組んでいます。

また、海外における事業拡大に伴い、グローバルでの環境負荷を捕捉するため、海外生産拠点の環境負荷の把握などを進めています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

■商品のライフサイクル
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■事業活動と環境負荷の全体像（対象期間:2015年1月1日～ 12月31日、国内生産拠点（委託先を除く））

※1 BOD（Biochemical Oxygen Demand）：生物化学的酸素要求量。水の汚染度を表す指標の1つ
※2 電力由来のCO2排出量はGHGプロトコル2007年CO2排出係数を使用
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環境経営

環境マネジメント

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

環境経営推進体制
地球環境との共生が人類共通の最重要課題の1つであるという認識のもと、1991年に環境室と「環境委員会」を設置しました。2010

年には、グループ全体で事業とエコロジーを一体として推進していくことを目的に、サントリーホールディングス（株）内にエコ戦略部を

設置。「サントリーグループ環境基本方針」のもと、各グループ会社の環境経営の強化を図っています。さらに、国内グループでの環境

経営強化に加え、グローバルな環境経営体制の構築を目指して取り組んでいます。

■サントリーグループの環境経営推進体制

ISO14001認証取得をグループで推進
事業活動と環境活動を一体化し、継続的に進化させていく手法の1つとして、グループ各社では環境マネジメントシステムの国際規格 

ISO14001認証取得を積極的に進めてきました。すでに国内のグループ会社※では統合認証取得を完了し、海外グループ会社において

も生産拠点を中心に認証を取得しています。

サントリーグループ各社では、事業のバリューチェーンに携わる各部門が連携を強め、原材料調達から廃棄までの全段階で環境視点を

取り入れた事業活動を推進しています。

※日本版SOX法対象のグループ会社
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2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

人数 595 737 762 835 815

■本社機能・営業拠点での取り組み

サントリーグループ国内事業の本社機能・営業部門のすべてでISO14001の認証取得を完了しています。「サントリーグループ環境基本

方針」を各部署の業務目標に反映させ、活動の結果を定期的にトップへフィードバックしてPDCAを回すしくみを構築しています。

■販売・サービス系グループ会社、文化拠点での取り組み

2015年末現在、販売・サービス系の国内グループ会社19社、文化拠点2拠点において、

ISO14001の認証を取得しています。認証を取得した各社の業務は、1.外食事業および外食企

業へのコンサルティング　2.健康、自然、生活文化をテーマとした開発事業　3.酒類および食

品の輸入および販売、酒類関連備品の販売　 4.情報システムの開発・運用・保守　5.広告制

作　6.文化拠点および施設へのサービス提供　7.食品の企画開発および製造と多岐にわたって

おり、グループ会社の多様な事業活動での統合認証が特徴となっています。

ISO14001の審査

サントリーグループ内部監査員数の推移

環境会計を導入してコストと効果を算出
サントリーグループは事業活動における環境保全への取り組みを定量的に評価する重要なツールとして、環境省「環境会計ガイドライン

2005年版」に準拠した環境会計を活用し、その内容を開示しています。

■生産拠点での取り組み

生産拠点では1998年よりISO14001の認証取得を順次進め、現在までにすべての国内生産拠点での認証取得が完了しています。

ISO14001の内部監査では、各拠点で監査員を任命するとともに、相互に内部監査員を派遣しあうことで、活動事例の水平展開を行い、

監査側と被監査側双方のレベルアップを図っています。海外グループ会社の生産拠点についても認証取得が進んでいます。

■研究開発拠点での取り組み

バリューチェーン全体の環境経営強化に向け、環境に配慮した取り組みを研究開発段階からさらに加速させるため、国内研究開発拠点

においても、2007年にISO14001の認証を取得しました。
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※投資額：投資目的の50％以上が環境保全を目的としたものは全額環境投資とみなしました（検収ベース）

※償却費：投資50％以上が環境保全を目的としたものを2003年までさかのぼり償却費を算出しました

※直接把握が可能な管理活動、研究活動の費用は原則として全額を直接把握しました。直接把握が困難な費用については、工程別に過去の実態調査に

基づいた比率で案分・配賦しました

項目
2014年度 2015年度

環境投資額 環境費用額 環境投資額 環境費用額

事業エリアコスト

公害防止コスト
・水質汚濁防止

・大気汚染防止 ほか
690 1,938 531 1,957

地球環境保全コスト

・CO2削減

・省エネルギー

・コジェネレーション

・嫌気処理 ほか

738 2,713 872 3,391

資源循環コスト

・再循環による節水

・汚泥減量化

・廃棄物再資源化

・下水道処理費 ほか

4 2,813 335 2,462

合計 1,432 7,463 1,737 7,810

上・下流コスト
・容器包装の再資源化委託料

・環境対応容器包装対策 ほか
0 993 0 1,067

管理活動コスト

・環境マネジメントシステム構築・維持

・CSRレポート、展示会

・工場緑化 ほか

0 1,382 0 1,252

研究開発コスト ・環境負荷低減のための研究開発活動 186 486 76 320

社会活動コスト

・天然水の森

・愛鳥活動

・水育（みずいく）活動 ほか

92 447 105 478

環境損傷対応コスト 0 0 0 0

合計 1,710 10,772 1,918 10,928

（百万円）
（対象期間：2015年1月1日〜 12月31日）

■サントリーグループ（国内事業計）の環境保全コスト
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項目 単位 2014年 2015年 原単位ベースでの
対前年度削減効果

事業内エリア
コスト

公害防止
汚染物質
排出量削減

SOx
総量（t） 1.6 1.5

0.3t/年
原単位（g/kℓ） 0.4 0.3

NOx
総量（t） 131.1 157.3

17.2t/年
原単位（g/kℓ） 30.3 34.0

地球環境保全

CO2
排出量削減

CO2
（燃料＋電力）
由来

総量（千t） 344.6 349.1
19.0千t/年

原単位（kg/kℓ） 79.6 75.5

エネルギー
消費量削減

燃料
原油換算（千kℓ） 108 109

6,254kℓ /年
原単位（ℓ /kℓ） 24.9 23.6

電気
総量（百万kWh） 307 313

15,283千kWh/年
原単位（kWh/kℓ） 70.9 67.6

資源循環

水資源
使用量削減

用水
総量（千m3） 21,839 21,877

1,451千m3/年
原単位（m3/kℓ） 5.0 4.7

廃棄物
排出量削減

副産物廃棄物
排出量

総量（t） 239,801 236,697
19,508t/年

原単位（kg/kℓ） 55.4 51.2

再資源化率 （％） 100 100 －

（対象期間：2015年1月1日〜 12月31日）

■サントリーグループ（国内生産拠点）の環境保全効果

項目 2014年度 2015年度

リサイクル（副産物売却）収入 286 315

省エネルギーによる費用削減額 405 644

（百万円）

■サントリーグループ（国内生産拠点）の経済効果

※電気由来のCO2排出量はGHGプロトコル2007年CO2排出係数を使用
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環境マネジメント

サントリーグループ ISO14001 認証取得一覧

国内

■食品関連

・サントリーホールディングス（株）

・サントリービジネスエキスパート（株）

・サントリー食品インターナショナル（株）

・サントリープロダクツ（株）

・サントリープロダクツ（株）榛名工場

・サントリープロダクツ（株）羽生工場

・サントリープロダクツ（株）多摩川工場

・サントリープロダクツ（株）神奈川綾瀬工場

・サントリープロダクツ（株）天然水南アルプス白州工場

・サントリープロダクツ（株）木曽川工場

・サントリープロダクツ（株）宇治川工場

・サントリープロダクツ（株）高砂工場

・サントリープロダクツ（株）天然水奥大山ブナの森工場

・サントリーウエルネス（株）

・サンカフェ（株）

・ハーゲンダッツ ジャパン（株）

■酒類関連

・サントリースピリッツ（株）

・サントリースピリッツ（株）白州蒸溜所

・サントリースピリッツ（株）山崎蒸溜所

・サントリースピリッツ（株）近江エージングセラー

・サントリースピリッツ（株）梓の森工場

・サントリースピリッツ（株）大阪工場

・サントリービール（株）

・サントリービール（株）利根川ビール工場

・サントリービール（株）武蔵野ビール工場

・サントリービール（株）京都ビール工場

・サントリービール（株）九州熊本工場

・サントリーワインインターナショナル（株）

・サントリーワインインターナショナル（株）登美の丘ワイナリー

・サントリーワインインターナショナル（株）塩尻ワイナリー

・サントリーアライド（株）

・サングレイン（株）知多蒸溜所

・（株）エイチ・ビー・アイ

・（株）ファインズ

・（株）岩の原葡萄園

・モンテ物産（株）

・カンバク（株）

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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■営業・販売関連

・サントリー酒類（株）

・沖縄サントリー（株）

・サントリーフーズ（株）

・サントリービバレッジサービス（株）

・コーシン・サントリービバレッジ（株）

・サントリーフーズ沖縄（株）

・ジャパンビバレッジ（（株）ジャパンビバレッジホールディングスほか11社）

・サントリーコーポレートビジネス（株）

・サンリーブ（株）

■研究開発拠点

・サントリーワールドリサーチセンター

・サントリー商品開発センター

■外食・花・サービス・その他

・（株）ダイナック

・（株）プロントコーポレーション

・井筒まい泉（株）

・サントリーフラワーズ（株）

・サントリーミドリエ（株）

・サントリーマーケティング&コマース（株）

・サントリーパブリシティサービス（株）

・サントリー興産（株）

・（株）サン・アド

・（株）コネクト

・サントリーシステムテクノロジー（株）

・サントリーホール

・サントリー美術館

海外
■食品関連

サントリー食品ヨーロッパ

・Orangina Schweppes Group Meyzieu（フランス）

・Orangina Schweppes Group La Courneuve（フランス）

・Orangina Schweppes Group Gadagne（フランス）

・Orangina Schweppes Group Donnery（フランス）

・Orangina Schweppes Group Tordera（スペイン）

・Orangina Schweppes Group Carcagente（スペイン）

・Orangina Schweppes Group Toledo（スペイン）

・Orangina Schweppes Group Sevilla（スペイン）

・Lucozade Ribena Suntory Coleford（イギリス）
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■酒類関連

ビームサントリー

・Alberta Distillers Limited（カナダ）

・Frankfort（米国）

・Clermont（米国）

・Booker Noe（米国）

・Lorette（米国）

・St.Croix（米領・バージン諸島）

・Jalisco（メキシコ）

・Behror（インド）

・Palazuelos（スペイン）

・Valverde（スペイン）

・Courvoisier（フランス）

・Jubert（フランス）

・Ardmore（スコットランド）

・Laphroiag（スコットランド）

・Westthorn（スコットランド）

・Cooley（アイルランド）

・Bowmore（イギリス）

・Auchentoshan（イギリス）

・Springburn（イギリス）

・Glen Garioch（イギリス）

・Bellshill（イギリス）

・Linlithgow（イギリス）

サントリー食品アジア

・Cerebos Group Leam Chabang（タイ）

・Cerebos Group Pinthong（タイ）

・Cerebos Group Taichung（台湾）

・Shah Alam（マレーシア）

・Suntory Garuda Group Sidoarjo（インドネシア）

・Suntory PepsiCo Vietnam Beverage Bac Ninh（ベトナム）

・Suntory PepsiCo Vietnam Beverage Dien Ban（ベトナム）

・Suntory PepsiCo Vietnam Beverage Dong Nai（ベトナム）

・Suntory PepsiCo Vietnam Beverage Hoc Mon（ベトナム）

・Suntory PepsiCo Vietnam Beverage Cantho（ベトナム）

・Frucor Group Wiri（ニュージーランド）

・Frucor Group Kaiapoi（ニュージーランド）
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環境経営

水のサステナビリティ

地球上にある水のうち、人間が利用できる淡水は全体の約0.01％にすぎません。サントリーグループの主な事業は、水や農作物といった、

自然の恵みに支えられています。「水と生きる」サントリーは、水を大切に使い、きれいにして自然に還すだけでなく、水を育む森を守

るなど、自然界における水の健全な循環への貢献――すなわち「水のサステナビリティ」を事業活動における最も重要な課題と認識して

います。

「水のサステナビリティ」の全体像

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう



079

環境経営

2015 年度の目標と実績・評価

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

「環境ビジョン2050」の達成に向けて、「2020年目標」を掲げており、単年度ごとに実績を評価し、次年度の活動計画につなげています。

2015年度の環境活動について

2015年度の目標と実績・評価

2015年度も引き続き、国内の主要グループ会社や文化拠点で環境経営マネジメントシステムであるISO14001を積極的に運用し、環境

経営の推進体制を一層強化しました。今後も事業経営と環境活動を強く結びつけながら、さらなる環境負荷低減と資源の有効活用を

推進していきます。

重点推進課題 2015年度目標 2015年度実績 評価

1.環境マネジメント ・環境ビジョン・環境目標の設定・公表
・「環境ビジョン2050」「2020年目標」

の設定・公表 ●●●

2. 水 源 涵 養　（ か
んよう）・用水使
用量の削減

・「天然水の森」のさまざまな調査結果をもとに、森林をきめ
細かくゾーニングし、5カ年10カ年の中長期整備計画を立案。
学識経験者・行政・林業事業者などとの協力体制を確立し、
多面的な水源涵養活動をさらに推進

・水源涵養活動に関する情報発信をさらに充実

・主要な「天然水の森」について、将来
的に目指す森の姿を中期ビジョンとして
明確化し、整備計画などを策定

・活動報告を拡充し、より知りたいことを
検索しやすいWebサイトへリニューアル

●●●

・生産活動における水使用量削減のさらなる推進
・サントリーグループ※1の自社工場での水

使用原単位※2を2007年比22%削減 ●●●

3.CO2削減 ・バリューチェーン全体でのCO2排出量削減のさらなる推進
・サントリーグループ※1のバリューチェー

ン全体のCO2排出原単位※22007年比
22%削減

●●●

4.容器包装での3R

●リデュース

・ペットボトルのさらなる軽量化

・ガラスびん・紙容器等での軽量化

・樹脂ラベル・紙ラベル・段ボールでの軽量化

●リユース

・リターナブルびんシステムの維持

●リサイクル

・リペットボトルの活用

・容器包装各素材別リサイクル団体活動参画による効率的・実
効的容器リサイクルシステム構築推進

・国産最軽量（2014年1月の導入時点）
となる31.3gの2ℓペットボトルを「伊右
衛門」「サントリー ウーロン茶」などに
導入
※ ミネラルウォーターカテゴリーを除く

・国産最薄（2014年4月の導入時点）と
なる12μmのロールラベルを「サント
リー天然水」に導入

・ メカニカルリサイクル 再生PET樹 脂
100％のリペットボトルの活用継続

●●●

5.廃棄物の削減と
　再資源化

・工場での再資源化率100％維持 ・工場での再資源化率100％維持 ●●●

・食品リサイクル法の業種別目標クリア ・食品リサイクル法の業種別目標クリア ●●●

6.次世代環境教育

・水育（みずいく）「森と水の学校」は、親子で参加できる日帰
りコースを実施。白州校・奥大山校・阿蘇校合わせて約2,500
名参加予定

・水育「森と水の学校」計77回、2,290
名参加 ●●

・水育「出張授業」は、「未来に水を引き継ぐために」をテー
マに、担任の先生と一緒に行う教科連動型プログラムを実施。
約15,000名参加予定

・水育「出張授業」計198校、15,100名
参加 ●●●

目標達成： ●●●　目標達成70％以上： ●●　目標達成70％未満： ●

※1 サントリーグループ売上高（2012年）の80%以上を占める事業会社群（海外を含む）

※2 「原単位」とは単位量あたりの購入・使用・排出量を表す。生産での単位量：製品1kℓ、物流での単位量：販売量1kℓ
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環境経営

従業員への環境教育

グループ全体で環境教育を推進
従業員の環境意識向上のために、計画的に環境教育を推進しています。2015年には、国内の

全グループ従業員を対象としたeラーニング実施や社内イントラネットを通じた情報発信など、

さまざまな環境教育を実施しました。また、担当業務ごとに必要となる特定スキルを身につける

勉強会やセミナーも、定期的に開催しています。

環境に関する情報の従業員へのタイムリーな発信や定期的な環境教育研修の実施など、環境意識の啓発とコミュニケーションに努めて

います。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

■国内の全グループ従業員を対象にeラーニングを実施

国内の全グループ従業員を対象に「環境eラーニング」を実施しています。2015年は24,984名が受講し、受講率は98％となりました。

そのうち、さまざまな職場環境を考慮し、販売・サービス系国内グループ会社、文化拠点の従業員・スタッフ向けに実施した「ケータイ

版環境eラーニング」は、9,794名が受講しました。

2015年度環境e-ラーニング受講状況

対象 受講者

国内サントリーグループ 24,984名

ケータイ版環境eラーニング受講風景

廃棄物処理法管理セミナー
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2015年度環境教育研修

内容 対象 受講者数

入社時研修（環境経営講義） 新入社員 全員

ISO14001自覚・特定教育 工場従業員 全員

ISO14001事務局研修 ISO14001担当者 25名

ISO14001内部監査員研修 ISO14001内部監査担当者 70名

エコプロダクツ勉強会 商品開発担当者 19名

森林整備体験研修 国内グループ従業員 1,488名

廃棄物処理法セミナー 関連する部門の従業員 135名

産業廃棄物「現地確認」実地研修 関連する部門の従業員 20名

■森林整備体験で従業員の意識を啓発

サントリー「天然水の森」では、従業員による森林整備体験への参加を進めており、2013年ま

で多くのグループ従業員とその家族がボランティア活動として参加しました。

2014年からは、サントリーの ｢自然との共生｣ の価値観を従業員一人ひとりが自ら体感し、理

解することを目的に、食品事業・酒類事業を中心に約6,000名の従業員を対象とした森林整備

体験研修としての活動を開始し、2015年度は1,488名が参加しました。

■イントラネットで環境行動を促進

社内イントラネットでは、環境に関する基礎知識、事業に関わる環境関連法規、社内ガイドラインなどを共有しています。また、オフィ

スや家庭でも実行しやすい環境行動の事例を紹介するなどして、従業員の環境活動への参加を促しています。

■社内報や映像を通じた環境啓発

サントリーグループの環境活動や環境情報は、社内報「まど」や社内イントラネットの「e-まど」

でも紹介しています。社内報は、従業員の意識だけでなく、その家族への啓発にも役立ってい

ます。また、一部の研修において、サントリーの環境活動をまとめたDVDを上映しています。

従業員の森林整備研修

DVDを用いた研修
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社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

自然と響きあう　環境

自然環境の保全・再生

自然環境の保全・再生を実現するために
サントリーグループの事業は、水や自然の恵みに支えられて成り立っています。水や自然の恵みをもたらす地球環境を未来へ引き継いで

いくため、私たちは事業活動における環境負荷低減だけでなく、「天然水の森」における自然環境の保全、豊かな生態系の象徴である

野鳥の保護の重要性を社会と共有する「愛鳥活動」、水の大切さを子どもたちに伝える「水育（みずいく）」など、自然環境の保全・再生

につながる活動に取り組んでいます。

「環境ビジョン2050」においても、「主要な事業展開国における自然環境保全・再生への積極的な取り組み」に挑戦することを宣言する

とともに、「2020年目標」でも「自然環境の保全・再生」のさまざまな目標を掲げています。

私たちは、「人と自然と響きあう」を企業理念とし、自然環境の保全・再生を目指してさまざまな活動を行っています。
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社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

自然環境の保全・再生

「天然水の森」（水源涵養 / 生物多様性の保全）

「天然水の森」活動
サントリーグループは、商品の製造段階で多くの良質な地下水を使用します。その地下水の持続可能性を保全するために、森林所有者

と数十年にわたる長期間の契約を結び、水を育む森づくりを2003年から行っています。

サントリーでは、この森づくりの活動を「天然水の森」と名づけ、「水と生命（いのち）の未来を守る森」を目指して、飲料・酒類などの

中核となる事業に貢献する活動として取り組んでいます。活動にあたっては、科学的根拠に基づいた綿密な調査・研究を行い、さまざ

まな計画や目標を定めています。また、この活動をより持続可能なものとするために、生物多様性の保全、技術やリテラシーを継承す

るための人材育成支援や環境教育にも力を注いでいます。

「サントリーが必要とする水」から「より広く社会に貢献する水」へ
「天然水の森」は、まず水科学研究所が水の成分分析をはじめ、地形や地下の地質、工場とその周辺の井戸などを調査し、工場で使

用する地下水の水源涵養（かんよう）エリアを特定しています。そして、それぞれの工場が汲み上げる水の量とそれぞれの土地の条件を

勘案して森の設定面積を算出した後、森林所有者と森林整備の契約を結び、水源涵養力の高い健全な森づくりを進めています。締結に

あたっては、原則として30年以上の契約とし、中長期を見据えた活動を行っています。

また、国内自社工場で汲み上げる地下水量を育むために2009年に必要な森林面積の中期目標を設定し、2013年には目標以上の

約7,600haまで拡大しました。さらに2014年には、サントリーが必要としている水だけでなく、より広く社会に貢献していくために、

2020年までに12,000haに拡大する新たな目標を掲げました。これは、2020年時点での国内の自社工場が汲み上げる水の量を育む面

積の２倍に相当します。2015年4月時点で「天然水の森」は全国13都府県18カ所でおよそ8,000haとなり、それぞれの森の特性にあ

わせた水を育む森づくりを進めています。

サントリーグループは、「天然水の森」活動を通じて、水資源や生物多様性の保全に取り組んでいます。
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※1 上記図中では、1つの展開地で複数の契約・協定期間がある場合は、そのうちの長い期間を表記しています

※2 5年ごとに自動更新

※3 西山（京都府長岡京市）では、協議会のメンバーとして地域の森林保全活動に協力しています。この協議会活動は「天然水の森」の総面積に算入して
いません

森林の整備目標の設定
日本の国土の約7割は森林に覆われていますが、日本の森は必ずしも健全な状態とはいえません。より健全な状態にするために、サント

リーは「天然水の森」において以下の森林整備目標を設定し、地域の方 と々ともにさまざまな活動を続けています。

1.水源涵養林としての高い機能をもった森林  

森林土壌は、降った雨をやさしく受け止め、ゆっくりと地面にしみこませ、同時に物理的・

化学的・微生物的な浄化を行っています。さまざまな木や草が茂る森林は、こうした土壌を

守り育みます。

2.生物多様性に富んだ森林  

多様な植物が存在する森林は、多様な動物が住みやすい環境を生み出します。森に棲む動

植物は森林の多様性・健全性を示すバロメーターです。

3.洪水・土砂災害などに強い森林  

森林の木の根には、深くまっすぐに伸びて「杭」の役割を果たすものや、細かい根をびっしり張っ

て土をつかむ「ネット」の役割を果たすものなどがあります。多様な木々が存在することで、

災害に強い森林になります。

4.CO2吸収力の高い森林  

若い木々はCO2を吸収して酸素を生み出しますが、成長の遅い森林はCO2をあまり吸収しま

せん。CO2を吸収しやすい森林を目指し、適切に管理しています。

5.豊かな自然と触れ合える美しい森林  

人が集い、動植物と触れ合える空間をつくります。子どもたちの環境教育のフィールドとして

も活用しています。

サントリー「天然水の森」活動目標
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持続的な森林保全活動
「天然水の森」の健全性を保つためには、持続的な保全活動が必要です。全国に広がる「天然水の森」は、それぞれ異なる特徴と課題

があるため、科学的根拠に基づいた調査・研究（Research）をベースに、それぞれに適切なビジョンの作成（Plan）、施業（Do）、施

業の効果検証（Check）、改善検討（Action）のRPDCAサイクルを回し、50年先、100年先を見据えた活動を行っています。

■科学的根拠に基づいた調査・研究

「天然水の森」を数十年先、百年先に理想的な森にするには、その地域の特性を理解することが大切です。そのためには、地質・土壌・植生・

林学・鳥類・昆虫・砂防・微生物など、多彩な分野の専門家による調査・助言が欠かせません。そこで、大学などの研究機関と最先端

の技術を活用した共同研究や森林整備をエリアごとに行っているほか、行政・森林所有者・地域住民・企業・ボランティアなどの皆様の

協力を得て、各種活動を続けています。
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「天然水の森」の調査・整備の精度や効率を高めるために、最新の地形解析技術であるレーザー航測を活用しています。

これは、従来の地形図や航空写真からは読み取れない緻密な情報を航空レーザーで測るもので、一般的にはセスナ機による

計測が行われますが、サントリーではヘリコプターでの航測システムも活用しています。複雑な地形に沿って飛行できるヘリコ

プターを利用することで、より緻密な3次元地形データ

を計測でき、現場に行くことが困難な急峻なエリアにつ

いても地形状況を知ることができます。

こうしたデータを活用することで各種調査・分析の精

度が上がり、ほかの調査研究やさまざまな施業の実

施をより効率的に進めることが可能になりました。

レーザー航測の活用

竹林の中にそびえる桐の木（3次元
データ断面図）

高密度なレーザー照射による微地形
の把握
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各エリアで最適と思われる整備計画
を立案

さまざまな視点で水調査を実施

■中長期的な活動計画の立案

■プロによる施業

さまざまな視点で調査した結果をもとに、それぞれの森の特徴や課題に応じた中長期の目指す姿や整備計画の立案・策定をしています。

整備計画に基づき、それぞれの森に必要となる施業を実施しています。施業内容は、間伐や下草刈り、作業道づくりなど多岐にわたる上、

高度な技術も必要となるため、しっかりと活動方針を共有した上で地元森林組合や林業事業体に委託しています。

林内に光を入れるための間伐作業

間伐・枝打ち

スギやヒノキの人工林では、適切な間伐・枝打ちを行い、林内に光が届くようにします。これによりさまざまな草や広葉樹が生えて、豊

かな植生が回復していきます。間伐作業で出た材は「育林材」※として利用するために搬出したり、林内で土留め工などに利用します。

※サントリーグループでは、持続可能な水と森を育むための活動から生まれた木材を「育林材」と呼んでいます

道づくり

森の調査や整備には作業道や歩道が不可欠です。「天然水の森」では、自然にやさしく、丈夫で長持ちする道づくりを推奨しています。

「天然水の森」の作業道は、おどろくほど周囲の自然に溶け込んでいます。こういった自然と調和した道は、単に人間が使うだけでなく、

さまざまな動物の通り道になったり、ワシやタカなど猛禽類(もうきんるい)の絶好の狩場になるなど、森に棲む生き物たちの生活環境

の一部として機能することが期待できます。

環境負荷の少ない道づくり

植樹・苗づくり

異なる土地の植物はその土地の生態系を崩してしまうことがあるため、植樹をするときにはDNAにまでこだわり、苗づくりに地元で採れ

た種を使っています。

地元の苗を使った植樹 地元で採取した種子



088

日本全国の森を健全化するためには、「天然水の森」にとどまらず、同様の活動を全国に広める必要があります。そこでサントリー

は、「天然水の森」における研究活動の成果を広く公開しています。また、より効率的な施業技術や作業道づくりといった森

の整備に欠かせない技術やノウハウを伝承するために、「天然水の森」をフィールドとして人材育成のための講習会や実践研

修を実施しています。

森林整備をする人材の育成支援

獣害対策

日本各地で増えすぎた鹿が、地表を覆う下草や樹皮を食べ尽くしてしまう被害が深刻化しています。間伐で林内に光を入れて、草や低木

が生えても、鹿がすべて食べてしまい、生物の多様性が乏しくなるだけでなく、土壌の流出や、表層崩壊の原因となってしまいます。「天

然水の森」では、鹿が入れないようにする植生保護柵を設置したり、鹿が好まない草や低木を育てるなど、生物多様性の崩壊や土壌の

流出を防いでいます。

皮を食べられた木 シカの行動調査

効率的かつ効果的な間伐技術の継承作業道講習会

■モニタリング、再調査

整備した後は、その内容が森の保全に正しく貢献できているのかをモニタリングし、評価します。特に地下水、土壌、鳥類、植物など

生態系全体にどういった変化が生じるかを確認し、必要に応じて計画を見直します。持続的に活動をするためには、このように自然の

変化に柔軟に対応する必要があるのです。

「天然水の森」の活動は、森の水源涵養機能の向上が大きな目的の1つです。

その成果を計るため、サントリーでは、地下水流動シミュレーションを用いた地下水涵養量の定量評価を試みています。地下

水流動シミュレーションによって自工場が使っている地下水を理解する試みは2006年から行っており、地下水がどこを通って、

どれくらいの歳月をかけて工場に届くのかなどのシミュレーションを続けています。

これらのシミュレーション結果を整備計画に反映することで、より効果的な水源涵養活動につなげることが可能となります。

地下水流動シミュレーションの活用

地下水流動モデル水循環過程の概念図（提供：株式
会社地圏環境テクノロジー）
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サントリーホールディングス（株）は、東京大学総括プロジェクト機構「水の知」（サントリー）総括寄付講座を2008年4月に

設立しました。国内外で水問題の解決に向けて研究している東京大学と、水の品質保証や天然水の水源涵養活動を積極的に

推進しているサントリーの両者の知見を活かしたこの講座は、2013年3月に開催された「最終シンポジウム」まで、5年間にわたっ

て実施されました。

この講座は、水に対する社会的な関心を高めることで、水問題の解決と豊かな水環境の創成を推進するとともに、学術分野

における研究者の育成に寄与することを目的としました。

この講座で実施した学生向け講義の記録を「水の知」として出版したほか、日本の「水」に関わるあらゆる事柄をまとめた「水

の日本地図」の出版や、「水の知」を広くわかりやすく伝えるWebコンテンツ「水の知検定」の公開、水リテラシーをメディアの方々

と語らう「サイエンスバー」の実施、サントリー「水大事典」や「水育（みずいく）」わくわく大百科、水育「出張授業」の監修、

教育用コンテンツ「水ドリル」の作成など、「水の知」を広く社会に伝える取り組みを積極的に行いました。

東京大学「水の知」（サントリー）総括寄付講座

「水の知」最終シンポジウム 小学生向け教育用コンテンツ「水ドリル」「水の知」を出版 「水の日本地図」を出版

「天然水の森」の調査や整備は多岐にわたります。「天然水の森」の活動から得られた知

見の共有化と、よりよい整備計画の立案を目的として、2015年11月に「天然水の森フォー

ラム2015」を開催しました。本フォーラムは2011年から毎年開催しており、2015年で5

回目となります。

普段からご指導・ご協力いただいている多彩な分野の専門家の方々をお招きし、水文学は

もちろん、土壌・植生・鳥類・微生物・造林・材利用・砂防・地形解析など、「天然水の森」 

での研究内容、今後の活動方針などを総合的に報告いただくとともにポスターセッション

も開催し､ 討論を深めました。

「天然水の森フォーラム2015 ～水と生命（いのち）の未来を守るために」を開催

天然水の森フォーラム2015

生物多様性の保全
森林の生態系は土壌や草木を底支えとするピラミッドを形成しています。放置された人工林や

鹿などによる食害などを受けた不健全な森では、この土壌や草木が失われています。生態系ピ

ラミッドを健全な状態に保つために、土壌や草木を豊かで多様な状態にする必要があります。

水や農作物を主原料とするサントリーグループの事業活動は、このような健全な生態系によっ

て支えられています。この生態系の健全性を守ることは、サントリーグループの当然の責務で

あるとの認識から、生物多様性とそれを支える自然環境の保全につながる多彩な活動を展開し

ております。

「天然水の森」においても、継続的に生態系モニタリングを実施し、計画的な管理を行ってい

るほか、2011年1月には、経団連の「生物多様性宣言推進パートナーズ」に参画し、生物多様

性の豊かな社会づくりに向け、率先して行動しています。

森林の生態系ピラミッド：土壌、草木を
守ることは、生態系全体を守ることにつ

ながります
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■「天然水の森」を生物多様性の森へ

「天然水の森」の森林整備では、豊かな生物多様性を回復することを大きな目標の1つとしており、専門家による野鳥調査を毎年行って

います。

森林が本来もっている機能を回復すれば、そこに生息する動植物相にも変化があります。動植物相の変化を把握できれば、森林の変化

を動物という一面から追い、生態系の最上位に位置するワシ・タカなどの猛禽（もうきん）類を中心に、彼らを支える生態系全体の状況

を把握できます。現在、2020年目標として「国内すべての『天然水の森』においてワシ・タカ類の営巣・子育ての実現」を掲げており、

野鳥調査を通じて「天然水の森」 の自然を鳥類の目から見つめ、生物多様性豊かな森づくりを進めることを目指しています。

従業員による森林整備体験
「天然水の森」では、従業員による森林整備体験への参加を進めており、2013年まで多くのグループ従業員とその家族がボランティア

活動として参加しました。

2014年からは、サントリーの ｢自然との共生｣ の価値観を従業員一人ひとりが自ら体感し、理解することを目的に、食品事業・酒類事

業を中心に約6,000名の従業員を対象とした森林整備体験研修としての活動を開始し、2015年度は1,488名が参加しました。

「天然水の森」での森林整備体験研修
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環境広告・Webサイトによるコミュニケーション展開
「天然水の森」での水源涵養活動を広くお客様にご紹介することを目的に、2013年6月より環境広告を新聞およびTVCMに出稿しました。

なお、TVCM「サントリー天然水の森」（土づくり篇）は、環境省および一般財団法人 地球・人間環境フォーラムが主催する「第17回 

環境コミュニケーション大賞テレビ環境CM部門」において優秀賞を受賞しました。

また、「天然水の森」の活動や知見などを広く社会の方々にご理解いただくとともに、さまざまな活動に活用していただけるよう、サント

リーホームページ上に専門Webサイトを開設し、森ごとのビジョンや活動事例などをご紹介しています。

新聞広告
「サントリー天然水の森」

Webサイト
「サントリー天然水の森」

TVCM「サントリー天然水の森」（土づくり篇）

「天然水の森」の森林整備作業で生じる「育林材」を有効活用するために、従業員のアイ

デアによって実現したのが、「育林材」を加工したテーブルです。現在、お台場オフィスの

社員食堂および ｢サントリー大学｣ のスペース※2に「天然水の森 ぎふ東白川」の「育林材」

を使用した各種テーブルやカウンターを設置しています。

また、サントリープロダクツ（株）木曽川工場でも、「天然水の森 ぎふ東白川」（同工場の

水源涵養エリア）の「育林材」を活用した打合せルーム用の椅子を作製するなど、さまざ

まな拠点で「育林材」を活用しています。

こういった「育林材」を活用したテーブルや椅子に接することで、従業員は「天然水の森」

の活動を再認識しています。

※1 サントリーグループでは、持続可能な水と森を育むための活動から生まれた木材を「育林材」と呼
んでいます

※2 サントリー大学

「天然水の森」で生まれた「育林材」※1をテーブルや椅子などに活用

「天然水の森」の「育林材」が活用さ
れたテーブル

サントリーグループの国内外の研究開発活動を牽引していく拠点として2015年5月に竣工

した「サントリーワールドリサーチセンター」は、サントリーの「自然との共生」の価値観

を体感できる「天然水の森 奥大山」「天然水の森 きょうと南山城」の「育林材」を使用し

たフローリングや家具を設置しています。

研究者は、こういった自然を体感できる環境の中で感性を磨き、日々新たな価値創出に挑

戦しています。

「サントリーワールドリサーチセンター」（けいはんな学研都市）における「育林材」使用

「育林材」を使用したサントリーワー
ルドリサーチセンターのエントランス



092

自然環境の保全・再生

愛鳥活動

サントリー愛鳥活動の主なあゆみ

野鳥は自然環境のバロメーターといわれています。野鳥を保護することが人間や自然環境を守ることにつながるとの考えから、サントリー

グループは、1973年から野鳥保護の重要性を社会と共有する愛鳥活動に取り組んでいます。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

活動年 活動内容

1973年
 ・ 愛鳥キャンペーンスタート（5月）
 ・ 野鳥のイラストを使った新聞広告第1回掲載（朝日広告賞受賞）
 ・ 白州蒸溜所（山梨県）バードサンクチュアリ（野鳥の聖域）開設

1989年  ・ 「サントリー世界愛鳥基金」創設

1990年  ・ 第1回公益信託「サントリー世界愛鳥基金」助成金贈呈

1993年  ・ 「よみがえれアホウドリ! 1000羽」キャンペーン開始

2006年  ・ 公益信託「サントリー世界愛鳥基金」に「地域愛鳥活動助成」部門新設

2014年  ・ 公益信託「サントリー世界愛鳥基金」に「水辺の大型鳥類保護」部門新設

2016年
 ・  第27回公益信託「サントリー世界愛鳥基金」助成金贈呈（第1回から第27回までに延べ320団体に3億7,646万円の助成金を

贈呈）

第1回愛鳥キャンペーン新聞広告

■公益信託「サントリー世界愛鳥基金」

サントリーは愛鳥活動の一層の充実を図るため、創業90周年記念活動の一環として1989年に

「サントリー世界愛鳥基金」を創設しました。これは野鳥保護を通じて地球環境保全を推進す

るため、国内外の鳥類保護活動を資金面から助成するものです。

公益信託となった1990年から助成を行っており、27年目を迎えた2016年までに延べ320団体

に3億7,646万円の助成を行い、大きな成果をあげています。

2014年にはコウノトリやトキ・ツルなどの保護を対象とした「水辺の大型鳥類保護」部門を新

設し、人々の生活に身近な水田や湿原などで、日本の豊かな水辺の環境保護を一層支援して

います。
第27回公益信託「サントリー世界愛鳥基

金」助成金贈呈式
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オオルリ バードサンクチュアリでの巣箱かけ 定期的な探鳥会

白州蒸溜所バードサンクチュアリ（野鳥の聖域）
愛鳥活動を始めた1973年に民間企業として初めて「バードサンクチュアリ（野鳥の聖域）」を山梨県・白州蒸溜所に開設しました。

豊かな森といくつもの清流に恵まれた白州蒸溜所周辺は、野鳥の渡りの中継点です。バードサンクチュアリでは、鳥たちがすみやすい

森づくりを行うとともに、定期的な探鳥会や巣箱かけなどの活動が、お客様や地域の方 と々一緒に継続的に行われています。

さまざまな啓発活動を実施
多くの方に野鳥に親しんでもらえるよう、Webサイトやツールを通じて、さまざまな情報を発信しています。 Webサイト「日本の鳥百科」

では、解説付きのイラストで鳥を知るだけでなく、鳥たちの楽しい鳴き声や写真によって、野鳥をより身近に感じることができます。

Webサイト「バードウォッチングレポート」では、「天然水の森」など豊かな自然を舞台に野鳥を観察するヒントや注意点を紹介してい

るほか、珍しい野鳥にも出会うことができます。

バードウォッチングを楽しく実施するためのリーフレット「身近な鳥たち －やさしい見分け方－」や、身近に鳥を呼ぶための「エサ台・水場・

巣箱のやさしい作り方」リーフレット、ポスターなども作成しています。

Webサイト「日本の鳥百科」より Webサイト「バードウォッチングレポート」
より

愛鳥活動リーフレット
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自然環境の保全・再生

次世代環境教育「水育（みずいく）」

次世代環境教育「水育」
2016年で開始から13年目を迎える次世代環境教育「水育」。子どもたちが自然のすばらしさを感じ、水や、水を育む森の大切さに気づき、

未来に水を引き継ぐために何ができるのかを考える、次世代に向けたサントリー独自のプログラムです。「森と水の学校」と「出張授業」

の2つを中心に活動を展開しています。

※後援：環境省、文部科学省など

かけがえのない豊かな自然環境を次世代に引き継ぐため、次世代環境教育「水育（みずいく）」を行っています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

■水育「森と水の学校」

「森と水の学校」は、小学校3 〜 6年生とその保護者を対象に「サントリー天然水」のふるさとで開かれる自然体験プログラムです。白州（山

梨県）・奥大山（鳥取県）・阿蘇（熊本県）の広大な自然の中で、「水の大切さ」や「水を育む森や自然の大切さ」を体感します。2004

年に開校し、2015年までに約19,800名の親子の方にご参加いただきました。

なお、「森と水の学校」は環境教育に関わる地元で活躍する専門の講師と協力し、プログラムの企画・運営を行っています。

水育「森と水の学校」参加者累計（3校計）

水育「森と水の学校」

■水育「出張授業」

小学校4・5年生を対象に、小学校で先生方と一緒に行う授業です。映像や実験を通して、自然のしくみや大切さを学び、未来に水を引

き継ぐために何ができるのかを考えます。首都圏と京阪神、愛知県、岐阜県、天然水工場のある山梨県、鳥取県、熊本県で実施しており、

2015年までに約1,193校、約90,000名の児童の皆さんにご参加いただきました。
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水育「出張授業」参加者累計

水育「出張授業」

「水育」サイト

■「水育」サイト

「水育」サイトは、水について楽しみながら学ぶためのサイトです。水をテーマにした自由研究

や水に関するあらゆる知識をまとめた大百科などのキッズページのほか、「森と水の学校」「出

張授業」の詳しい情報も掲載しています。

サントリーグループの事業活動が世界に広がる中、環境活動についてもグローバルに推

進していきたいとの想いから、次世代環境教育「水育」を、海外では初となるベトナムで

2015年3月から開始しました。

国際的なNGOであるLive&Learn（リブ＆ラーン）などの協力のもと、2015年は、ベトナム・

ハノイ市のMy Duc（ミ・ドゥ）とThanh Oai（タン・クァイ）の2地区にある6つの小学校で、

小学3 〜 5年生の児童および教員約1,600名を対象に、水の大切さや衛生管理、水源保

全の重要性などについて学習する授業やサントリーペプシコ・ベトナム・ビバレッジ社の飲

料工場の見学など、オリジナルの学習プログラムを展開していきます。

また、対象小学校においてトイレや洗面所などの設置を支援し、子どもたちの衛生環境の

向上にも貢献しています。

ベトナムの小学校において「水育」を開始！

ベトナムでの「水育」
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社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

自然と響きあう　環境

環境負荷低減

環境負荷低減への継続的な取り組み
サントリーグループは、原材料調達、製造から物流、販売、リサイクルに至るまで、バリューチェーン全体で地球温暖化防止、資源の

有効活用、汚染防止・化学物質管理を実現していくために、容器の軽量化やリサイクル素材の活用、省エネ型の自動販売機の設置など

を進めています。

私たちは、バリューチェーン全体を見据えて、環境負荷低減へのさまざまな活動を推進しています。
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環境負荷低減

地球温暖化防止

バリューチェーン全体での環境負荷低減を目指し、グループ一体となって地球温暖化防止に取り組んでいます。

バリューチェーン全体でのCO2削減
原材料調達から製造・物流・販売・リサイクルに至るまで、バリューチェーン全体でCO2排出量を削減するため、部門ごとに課題を設定

して活動しています。2020年目標として設定した「サントリーグループ※1のバリューチェーン全体のCO2排出を24％削減※2」の達成に向

けて、活動を強化していきます。

2015年は容器の軽量化やリサイクル素材の活用、省エネ型自動販売機の設置、生産活動での再生可能エネルギーの活用などに取り組

むとともに、購入したCO2排出権によるオフセット※3も行い、CO2排出原単位では2007年比22％の削減となりました。

※1 サントリーグループ売上高（2012年）の80%以上を占める事業会社群（海外を含む）

※2 2007年における事業領域を前提とした原単位での削減

※3 世界銀行の「バイオ炭素基金（バイオカーボンファンド）」が支援するプロジェクト（「ブラジルの銑鉄製造所における還元材としての、再生可能バイオ
マス植林地からの木炭の使用」プロジェクトなど）から発生する「CO2排出権」等を他の出資企業とともに取得。2015年のオフセット量は約４万トン
分となります

CDP※1が世界の上場企業に対して行っている環境活動調査「CDP2015 Japan500」にお

いて、サントリー食品インターナショナル（株）が気候変動リスクに対する活動とその情報

開示において高い評価を受け、気候変動パフォーマンス先進企業「Climate Performance 

Leadership Index（CPLI）」である「Aリスト」に2年連続で選定されました。

SCOPE1・2において第三者であるSGSジャパン株式会社から検証意見書を取得しています。

※1 企業や都市の重要な環境情報を測定・開示・管理・共有するための国際NPO

「CDP2015 Japan500」においてサントリー食品インターナショナル（株）が 「気候変動パフォーマンス先進企業」（A
リスト）に2年連続で選定

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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地球温暖化防止

生産での取り組み

省エネ活動や再生可能エネルギーの利用でCO2削減
サントリーグループの工場では、環境に調和した生産活動を行うため省エネルギーを徹底しています。稼動状況を一元的に記録・管理し、

生産工程での省エネ活動に活用しているほか、CO2排出量の少ない燃料への転換や再生可能エネルギーの利用など、さまざまな角度か

ら地球温暖化防止に取り組んでいます。

工場での活動は、定期的に開催されるエンジニアリング担当者会議やサントリーホールディングス（株）が主催するエコ戦略会議などで

共有し、水平展開しています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

■コジェネレーションシステム導入による削減

生産活動では、コジェネレーション（熱電併給）システムを活用しています。これは、自家発電

で生じた熱を回収し、ビールの仕込みやコーヒー、お茶の抽出時に熱源の一部として使用する

ことで、エネルギー効率を70 〜 80％にまで高め、CO2の排出量を20 〜 30％削減できるシス

テムです。2016年4月末現在、国内ではサントリープロダクツ（株）榛名工場、サントリービー

ル（株）利根川ビール工場・京都ビール工場、サントリースピリッツ(株)大阪工場の合計4工場

で導入しています。

利根川ビール工場の
コジェネレーションシステム

■CO2排出量の低い燃料へ転換

ほとんどの工場では、重油から都市ガスやLNG（液化天然ガス）への転換を完了しました。こ

れらのガスは、熱量あたりのCO2排出量が低く、また、硫黄分をほとんど含まないことが特徴

です。

サントリープロダクツ（株）天然水奥大
山ブナの森工場の液化天然ガス施設
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サントリービール（株）利根川ビール工場では、2013年にビール生産能力の増強工事を行

いました。これにあわせて、仕込工程に最新鋭の釜を導入しエネルギーの効率利用を図

るとともに、ボイラーや冷凍設備の更新を通じたエネルギー供給設備の最適化などを行い

ました。これらの結果、同工場の使用エネルギー効率は約20％向上しました。

生産能力増強にあわせた省エネの取り組み―サントリービール（株）

サントリービール（株）
利根川ビール工場の新設釜

■再生可能エネルギーの活用推進

サントリーグループの工場では、太陽光、雪氷、バイオマス、マイクロ水力などのさまざまな再生可能エネルギー（クリーンエネルギー）

の活用を進めています。

サントリープロダクツ（株）天然水南アルプス白州工場では、飲料業界最大規模※の発電能力約490kWの太陽光発電パネルを設置。

工場で使用する電力の一部をまかない、電力会社からの電気購入に比べてCO2排出量を年間約205トン削減できています。

また、2011年から、この天然水南アルプス白州工場および白州蒸溜所の工場見学用に、民間企業初のリチウムイオン電池搭載の電気

バスを導入し、運行には白州工場の太陽光発電による電力も使用しています。

また、サントリープロダクツ（株）榛名工場とサントリービール（株）九州熊本工場では、ソーラーフロンティア（株）および（株）日

本政策投資銀行により屋根や敷地の一部に大規模太陽光発電所（メガソーラー）が設置されています。2工場を合わせた総出力は約

3.2MWで、年間発電量は、約660世帯分に相当し、約1,900トンのCO2削減効果が見込まれます。

※2015年4月末現在、自家消費用として

太陽光エネルギーの利用

飲料業界最大規模の太陽光発電パネル リチウムイオン電池搭載の新型電気バス

雪氷熱の利用では、（株）岩の原葡萄園で、豪雪地域に立地する特徴を活かして、冬季の積雪

を蓄える「雪室（ゆきむろ）」を1898年には設置しており、その雪の冷熱を利用してワインの発

酵や貯蔵の温度をコントロールするなど自然エネルギーをワインづくりに活用していました。そ

の伝統を受け継ぎ、2005年に「雪室」を再建し、現在、ワイン樽貯蔵庫の冷房に活用しています。

また、同じく豪雪地域に立地するサントリープロダクツ（株）天然水奥大山ブナの森工場でも、「雪

室」を導入しており、春季の冷熱負荷の一部をまかなっています。

雪氷熱の利用

サントリープロダクツ（株）
天然水奥大山ブナの森工場の雪室

サントリープロダクツ（株）天然水南アルプス白州工場では、年間を通してほぼ一定の温度（低温）に保たれる地下水の冷熱を、生産設

備の冷却などに有効活用しています。また、低温の地下水をペットボトルに詰める際の結露を防ぐため、エアコンプレッサーやボイラー

で発生した熱を効率的に回収して地下水を温めるなど、冷温熱を有効に活用しています。

地下水の冷熱を利用

サングレイン（株）知多蒸溜所では、1997年からグレーンウイスキー製造時に発生する蒸溜残液とコーン粕を燃料にして蒸気を発生させ、

蒸溜の熱源として使用しています。バイオマス資源の活用によって、LNG（液化天然ガス）の使用量を削減することで、CO2を約6,000

トン削減できます。これはサングレインで使用する燃料の約40％に相当します。

バイオマスのエネルギー利用の促進
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2015年の実績
事業のグローバル化が進む中、各エリアでの実績把握を進めています。2014年は、多方面からの省エネ活動により、各エリアのCO2

原単位は減少しています。

■CO2排出実績2015年（国内生産24工場、海外生産43工場）

※サントリーグループ売上高の過半を占める事業会社群が所有する国内生産24工場、海外生産43工場

※原単位は製造kℓあたりの排出量、削減率は対前年比

※電気由来のCO2排出量はGHGプロトコル2007年CO2排出係数を使用

エリア 排出量（千t） 原単位削減率※

日本 349 5.2％減

米州 182 11.0％減

欧州 120 1.7％減

アジア・オセアニア 103 5.1％減

■CO2排出量（国内生産24工場）

※電気由来のCO2排出量はGHGプロトコル2007年CO2排出係数を使用

・結果：前年比 総量で1.3％増加　原単位で5.2％減少。

※原油換算係数は、経済産業省資源エネルギー庁2005年標準発熱量より算出

・結果：前年比 総量で1.0％増加、原単位で5.4％減少。

■燃料（原油換算）購入量 （国内生産24工場）
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・結果：前年比 総量で1.8％増加、原単位で4.7％減少。

■電力購入量（国内生産24工場）
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地球温暖化防止

物流での取り組み

環境に配慮した物流の実践
原料・包装資材の調達から商品をお客様にお届けするまでの間、物流における輸配送業務でも環境負荷の低減に努めています。具体的

には、モーダルシフトや車両の大型化の推進とともに、自社で開発したシステムによる高効率なトラック輸送も実施しています。2015

年は、販売数量の増加に伴い、CO2排出量は前年に比べて5％増の約11.7万トンとなりましたが、原単位では1％増に抑えました。今後

もさらなる削減に向けて取り組んでいきます。

使用車両の大型化を推進
トラック走行台数を少なくするために、サントリーグループは大型車両での輸送を進めています。とりわけ、生産工場から各地の製品倉

庫へのトラック輸送においては、効率的な配車とあわせてトレーラーによるさらなる大型化を推進しています。

■輸配送時におけるCO2排出量（国内事業）

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

モーダルシフトを推進
中長距離輸送では、トラックに比べてCO2排出量が少ない鉄道・海上船舶輸送に転換するモーダルシフトを推進しています。2015年の

モーダルシフト率は35％となり、500km以上の輸送では68％に達しています。
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■モーダルシフト率の推移

なお、サントリー酒類（株）※1は、2009年に第1回エコシップマーク※2認定事業者に認定され

ています。また、2011年には、国土交通省が推進する「エコレールマーク」の企業認定を受け

ました。

※1 現「サントリースピリッツ（株）・サントリービール（株）」

※2  エコシップマーク制度は、地球環境にやさしい海上貨物輸送を一定以上利用している荷主、物流業者に
対して、「エコシップマーク」の認定が行われるもの。

 「エコシップ・モーダルシフト優良事業者選定委員会」の審査による エコシップマーク

エコレールマーク

さまざまな貨物・荷主を統合して輸送
サントリーグループでは、さまざまな貨物・運送場所について、最適な車両の組み合わせとルートを計算する「統合配車®システム」を導入。

使用するトラックの台数や空車状態で走行する距離・時間の削減を図っています。さらに、他社と貨物情報を共有することにより、1台

の車両に複数の企業の貨物を組み合わせるなど、輸配送時のロスを減らすことで、環境負荷の一層の低減を図っています。また、物流

協力会社に対しては、アイドリングストップ、運行状況を正確に把握・管理できるデジタルタコメーターの装着など、環境負荷の少ない

運転の徹底をお願いしています。

■統合配車®システムのイメージ
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物流協力会社と協働して取り組みを推進
さらなる環境負荷低減を目指して、物流協力会社のうち71拠点（2015年度末現在）は、国土

交通省が推進する「グリーン経営」をはじめISO14001や「エコステージ」などの認証を取得し

ています。また、サントリーグループでは「改正省エネ法」施行に伴い、物流協力会社の月別・

車両別走行距離、燃料使用量、積載量などをもとにCO2排出データを収集し、削減目標を策

定しています。このほか、エコドライブなどの意識啓発、荷崩れ防止のシュリンクフィルムに代

えて繰り返し使用できる「グリーンエコベルト」の使用促進など、協力会社の取り組みを支援し

ています。 「グリーンエコベルト」

他社との共同取り組みを推進
環境負荷の少ない輸送手段として、共同配送やコンテナの共同利用など、他社と協力した物流を推進しています。

実施企業 連携先 内容 開始時期 成果

サントリーグループ キリングループ
千葉県内での清涼飲料商品
の共同配送

2009年7月
年間約46トンのCO2排出量
削減

サントリーロジスティクス
（株）

東洋紡ロジスティクス（株）
片道のみ積載のトラックの
復路に双方の荷物を積載

2010年1月
年間約100トンのCO2排出
量削減

サントリーロジスティクス
（株）

東芝ライテック（株） 鉄道コンテナの共同利用 2011年1月
年間約140トンのCO2排出
量削減

輸入品の輸送に関わる環境負荷低減に取り組むのも、サントリーグループの社会的責任

の1つです。このような考えから、使用されたコンテナを国内で他社と共同利用し、輸出

貨物に転用する取り組みを2011年2月から行っています。これまで、空のまま港に戻さ

れていたコンテナを往復利用（ラウンドユース）することで、効率的な輸送が実現でき、

CO2排出量の削減にもつながっています。

この取り組みは、2013年12月に発表された「グリーン物流パートナーシップ優良事業者

表彰」において「経済産業大臣表彰」を受賞しました。

海上コンテナのラウンドユース（他社との共同利用）

コンテナラウンドユースのしくみ
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地球温暖化防止

自動販売機の省エネ

自動販売機の省エネルギー化
サントリーグループでは、バリューチェーン全体でCO2排出量を削減するうえで、国内事業における自動販売機の省エネルギー化を重

点課題の1つと捉え、さまざまなしくみを導入しています。

■サントリーの自動販売機の主な特長

■自動販売機の消費電力量削減

自動販売機の省エネルギー化に向けて、1995年にピークカット機能を導入したのを皮切りに、より少ない消費電力で稼動できる自動販

売機の導入に努めてきました。2007年からは、従来の自動販売機に比べて、電力使用量を大幅に削減できる「ヒートポンプ式自動販

売機」を省エネ型自動販売機の主力機と位置づけ、設置を推進しています。2010年に採用した機種は、ほぼ全機種がヒートポンプ式

となり、2011年からは投入するすべての新台（一部の特殊機を除く）に「ヒートポンプ式自動販売機」を採用するとともに、LED照明

搭載も開始しました。

2012年からは、通常の「ヒートポンプ式自動販売機」から、さらに消費電力量を約30％削減できる「ハイブリッドヒートポンプ式自動

販売機」の導入を開始しています。

また、整備機※1に対してもヒートポンプ機への改造を実施することで、2017年末には「ヒートポンプ式自動販売機」がサントリーグルー

プの全稼動台数の80％を超える見込みです。

さらに、2013年からはヒートポンプ機能による省エネルギー化に加え、真空断熱材などの使用により保冷効果を高め、長時間の冷却

停止を可能にした「魔法VIN自動販売機」※2の導入も開始し、低環境負荷と夏場の電力ピーク時の負荷低減を両立しています。

※1 一度市場から引き揚げたものを整備して再び有効に活用している自動販売機

※2  真空断熱材などを使用することにより保冷効果を上げ、長時間の冷却停止を可能にした自動販売機です。2013年導入機は日中8時間、2014年導入
機は11時間、2015年導入機は14時間の冷却停止が可能となりました
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■消費電力量国内最小の自動販売機の導入

2014年4月には、さらなる環境負荷低減への貢献を目指し、機材メーカーと協働し、従来の「ヒートポンプ式自動販売機」に比べて、

およそ半分の消費電力量（420kWh/年）で稼動する「超省エネ自動販売機（エコアクティブ機）」の導入を開始しました。2つのコンプレッ

サーを搭載して冷暖で使い分けるとともに、インバーター制御や真空断熱材、電子膨張弁、LED照明など最新の技術を組み合わせて電

力使用を最適な条件にコントロールすることで、国内最小※1の消費電力量を実現しています。

※1 2014年4月現在　国内主要自動販売機メーカーの主要25セレクションにおいて＜サントリーフーズ（株）調べ＞

ヒートポンプ式自動販売機とは、冷却庫室で発生した熱を回収し、加温庫室で活用するシステムを搭載した自動販売機です。自

動販売機の中で熱を有効利用でき、さらに最新式の機材では外気との熱交換もできるなど、省エネに大きく寄与します。

ヒートポンプ式自動販売機とは？

ヒートポンプ式以前の
自動販売機

ヒートポンプ式
自動販売機

© サンデン（株）

■24時間消灯の推奨

自動販売機業界では、地球温暖化防止・CO2削減を推進するため、京都議定書発効以前の1991年より省エネ対策に取り組んできまし

た。その結果、2005年までの15年間で自動販売機1台あたりの消費電力量を約50％削減できました。さらに、2012年に2005年比で

約37％削減することを業界全体の目標として掲げ、屋内設置自動販売機の24時間消灯や、屋外設置自動販売機の昼間消灯※の推進な

どの活動に取り組み、2011年に目標を達成しました。次の中期目標として2020年に2005年比で約50％削減することを業界として目指

していきます。

※自動販売機1台あたりでは、昼間消灯で電力使用量を約10％、24時間消灯で約20％削減できます
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■自動販売機部品リユースへの取り組み

自動販売機においても資源の有効利用の実現に向けた取り組みを積極的に行っています。回収した自動販売機の部品を再び自動販

売機の部品として活用するために、部品のリユースに向けた技術開発ならびに、リユース部品の管理システムの開発を進めています。

2011年には、整備・修理時の部品重量で合計約270トンの再生部品を使用することができました。今後もさらにリユース部品の使用対

象を拡大し、資源有効利用に努めていきます。

■自動販売機廃棄処理の適正化

廃棄自動販売機を回収・リサイクルする「自動販売機廃棄処理システム」を業界に先駆けて構築し、1997年1月から全国に展開してい

ます。また、2001年4月の「廃棄物処理法」の改正を受け、廃棄自動販売機の事前選別から最終処分に至るまで、厳密に管理してい

ます。自動販売機の冷媒として使用されるフロンに関しても「フロン排出抑制法」に基づいて回収量を把握し、適正に破壊処理をしてい

ます。

■緊急時飲料提供自動販売機の設置

災害に強い街づくりに貢献するため、「緊急時飲料提供自動販売機」を開発し、設置を進

めています。普段は通常の自動販売機同様に飲料を販売し、災害発生などの緊急時には無

料で飲料を提供。電源が落ちた場合でも簡単に飲料を取り出せます。2011年3月の東日本

大震災時にも、多くの方々に活用いただきました。バッテリー式に加え、メンテナンス不要

のメリットがあるワイヤー式を導入することで、行政施設や病院、会社などを中心に設置を

進め、2015年末で約17,000台が全国に設置されています。このタイプの自動販売機を今

後も積極的に投入していきます。
緊急時飲料提供ベンダー
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地球温暖化防止

営業・研究開発・オフィス・その他の取り組み

営業部門における環境活動
■営業車両の環境負荷を低減

営業活動で使用する車両には、ハイブリッド車をはじめ省エネルギー車の導入を積極的に進めています。また、走行距離や運転挙動、

燃費などの走行データを取得できる車両運行管理システムを営業車に導入し、データの分析結果を運転者にフィードバックすることによ

り、安全運転に加えエコドライブを推進する取り組みも進めています。

■無線導入による自動販売機オペレーション業務の効率化

飲料自動販売機への商品補充をはじめ日々の自動販売機オペレーションを展開するサントリービバレッジサービス（株）では、2013年

より、全国のオペレーション対象自動販売機に無線システムを導入（15年12月末時点の導入率98％）。これにより自動販売機1台1台の

販売動向が随時把握できるとともに、自動販売機ごとに、補充すべき商品とその本数、補充タイミング、最も効率的な補充ルートなど

が解析できるようになりました。この無線システムの活用によって、自動販売機訪問回数を削減し、補充などの作業時の扉開閉による

電力ロスを削減する等、環境負荷低減につなげています。

■環境に配慮した最新設備

サントリー ワールド リサーチセンターでは自然採光を積極的に取り入れるトップライト※1の採

用など自然エネルギーを積極的に活用するとともに、全館LED照明の配置や、画像センサーに

よる照明や送風の自動制御、温度差送水、天然ガスと電気を併用するハイブリッド熱源機器

の採用など環境負荷低減を図る設備を導入しました。同センターは建築環境総合性能評価シ

ステムCASBEE※2の最高ランクであるSランク評価を取得しています。また、家具や建材には、「サ

ントリー 天然水の森」の育林材※3を有効活用しています。

※1 トップライト：採光や通風のため、屋根に設置される窓

※2  CASBEE：2001年に国土交通省の支援のもと、財団法人建設環境・省エネルギー機構にて開発された
総合的な建築物の環境性能評価

※3  育林材：サントリーグループでは、持続可能な水と森を育むための活動から生まれた木材を「育林材」と呼んでいます

サントリー ワールド リサーチセンター

研究開発拠点における環境活動
約570名の従業員が勤務する研究開発拠点（ワールド リサーチセンター・商品開発センター）では 、2007年にISO14001認証を取得し

て以来、部門全体で日々の業務に環境配慮を組み込んだ活動を推進してきました。2013年は、グループのバリューチェーン全体に深く関

わる研究開発部門として他部門との連携を一層強化するため、研究開発部門で運用してきたISO14001をグループ全体のISO14001へ統

合する準備を進め、外部認証機関による統合認証を取得しました。工場や営業部門と連携強化を図り、環境負荷低減活動を推進しています。
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お台場オフィスの太陽光発電システム

オフィスにおける環境活動
■省エネ設備導入や従業員の行動によるCO2削減・節水

各オフィスでは、日頃から全従業員が省エネルギーへの意

識を強め、さまざまな取り組みを行っています。　東京の

お台場オフィスでは、太陽光発電、再生水の利用、自動

調光システム、トイレ照明やエスカレーターの人感センサー

などを導入しています。また、その他のオフィスでもクール

ビズやウォームビズを展開したり、Web会議を積極的に活

用することで、CO2排出量の削減を推進しています。
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環境負荷低減

資源の有効活用

循環型社会の実現に向けて、自然の恵みである水をはじめ、さまざまな資源の徹底的な有効活用に努めています。
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資源の有効活用

水資源の有効活用

自然界の水の循環に負荷をかけないように、工場での節水活動を徹底するとともに、排水はきれいにして自然に還しています。

・ 結果：前年比 総量で0.2％増加、原単位で6.2％減少

水使用量の削減のため「水の3R」を徹底
サントリーグループの工場では、商品の原料としてだけでなく、製造設備の洗浄や冷却用に多くの水を使用します。限りある水資源を

大切にするため、できる限り使う水を少なくする（Reduce）、繰り返し使う（Reuse）、処理をして再生利用する（Recycle）、「水の3R」

を徹底し、2020年目標である「サントリーグループ※1の自社工場での水使用を35％削減※2」の達成に向けて活動を強化しています。

2015年は、工場での節水活動により、水使用原単位では2007年比32.5％の削減となりました。

※1 サントリーグループ売上高（2012年）の80％以上を占める事業会社群（海外を含む）

※2 2007年における事業領域を前提とした原単位での削減
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■水使用実績2015年（国内生産24工場、海外生産43工場）

※サントリーグループ売上高の過半を占める事業会社群が所有する国内生産24工場、海外生産43工場

※原単位は製造kℓあたりの使用量、削減率は対前年比

エリア 使用量（千m3） 原単位削減率※

日本 21,877 6.2％減

米州 8,015 11.9％減

欧州 5,433 0.5％減

アジア・オセアニア 4,877 5.8％減

※原単位は製造1kℓあたりの使用量を表す

■水使用量（国内生産24工場）
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工場の設備機器を選定する際は、できる限り使う水を少なくする（Reduce）、繰り返し使う（Reuse）、処理をして再生利用する（Recycle）、

「水の3R」を徹底しています。

サントリープロダクツ（株）天然水南アルプス白州工場では、3Rの視点から多様な活動を展開しています。とりわけ、水のカスケード（多

段階）利用といった高度な循環再利用により、水使用原単位で業界トップレベルを達成しています。

■「水の3R」の徹底

清浄レベルごとに回収した
水を200トンのタンクに貯蔵し再利用

サントリープロダクツ（株）
天然水南アルプス白州工場

■雨水も有効活用

雨の多い日本では、雨水も大事な資源です。サントリーグループでは、雨水をタンクに貯めて、

植栽への水やりや空調機械の冷却水などに利用しています。

雨水を植栽の散水に活用している
サントリープロダクツ（株）

神奈川綾瀬工場

水のカスケード利用

製造工程で使用する水を冷却水や洗浄水など5つのグレード（清浄度）に分類し、高いグレードが要求される用途から次のグレードでま

かなえる用途へ段階的に再利用を図る技術です。

排水管理の徹底
サントリーグループでは、排水をできる限り自然に近い状態で自然に還すため、法律よりも厳しい自主基準値を設け、排水品質を徹底

管理しています。工場からの排水は、嫌気性排水処理設備※などで浄化処理し、下水道や河川へ放流しています。その際、測定装置に

よる常時監視と検査員による日々の水質点検などを実施しています。

2014年より、国内工場での排水処理設備のさらなる安定化に向け、各工場の担当者が一堂に会する排水担当者会議を定期的に開催し、

運転管理レベルやトラブル防止体制の向上に取り組んでいます。

※ 微生物（嫌気性菌）を用いて汚濁物質を分解する処理方法

排水担当者会議24時間体制での排水管理
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■容器包装における3Rの考え方

資源の有効活用

容器包装の 3R

容器包装の環境基準を設定
容器包装には、お客様のもとに届くまで商品を守り、よりよい品質を保持する役割があります。しかし、その多くはお客様が中味を消

費した後、廃棄物になります。サントリーグループは、容器包装がもたらす社会的な影響を強く認識し、1997年に自主基準「環境に係

る容器包装等設計ガイドライン」を設定。リサイクルの面からラベルの材質、ガラスびんの色などをガイドラインに沿って設計しています。

また、LCA（Life Cycle Assessment）の観点から、容器包装の環境負荷低減に取り組んでいます。

容器包装における3Rの推進
サントリーグループは、3R（Reduce・Reuse・Recycle）の考えのもと、環境に配慮した容器包装を開発しています。お客様の飲用時

からリサイクル処理を行うまでのユーザビリティに配慮しながら、軽量化をはじめ、より環境負荷の少ない素材の採用、リサイクル処理

しやすい設計に取り組んでいます。

商品設計から輸送、消費後のリサイクルまで、商品のライフサイクル全体での環境配慮を実践しています。
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ペットボトルでの取り組み
環境負荷を最小限に抑える対策として、使用する資源量を極力減らし再生可能な資源を積極的に導入し、同時にお客様の使いやすさも

考慮しながら設計・開発をしています。
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ペットボトルの商品ラベルについても、薄肉化による環境負荷低減に努めています。2012年に

は、国産ペットボトルのロールラベルとしては最薄となる16μm（マイクロメートル※2）のラベル

を実用化しています。2014年4月からは、さらに薄肉化した12μmのラベルを「サントリー天然

水」2ℓペットボトル、550mℓペットボトルで導入し、以降、ロールラベルを採用している全商

品への展開を進めています。これにより、従来のラベルに比べて、CO2排出量を25％削減※3す

ることができます。

※1 ミシン目ではがすのではなく、のりづけ部分からはがすタイプの商品ラベル

※2 1,000分の1mm

※3 フィルム（ラベル）製造工程における削減率

厚さ12μmの国内最薄ロールラベル

国産ペットボトル飲料最薄更新となるロールラベル※1導入

ペットボトルのキャップについても軽量化による環境負荷低減に努めています。2015年1月に

は、常温無菌充填製品※1に国内最軽量となる2.04g※2の軽量化キャップを導入しました。これ

によって「伊右衛門」「サントリー ウーロン茶」「GREEN DA・KA・RA」など、常温無菌充填

用キャップを2.65 〜 2.75gから2.04gに約25％軽量化でき、今後順次展開を進めることで、

年間CO2排出量を約2,100トン削減することができます。

※1 ミネラルウォーター・ホット販売用を除く

※2 28φ（ファイ）キャップにおいて（重量は2015年1月時点での設計値）

国産最軽量ペットボトルキャップ導入

サントリー食品インターナショナル（株）は、「分別・リサイクルのしやすい国産最軽量ボトルの

開発」「国産最薄ラベルのさらなる薄肉化（12μmのロールラベル導入）」といったペットボトル

の環境負荷低減活動が評価され、「第9回3R全国大会」（主催：環境省）において「平成26年

度 循環型社会形成功労者環境大臣表彰」を受賞しました。また、「平成26年度 リデュース・リユー

ス・リサイクル推進功労者等表彰」（主催：リデュース・リユース・リサイクル推進協議会）では「リ

デュース・リユース・リサイクル推進協議会会長賞」を受賞しました。

「平成26年度 循環型社会形成功労者環
境大臣表彰」

社会からの評価

2013年5月にリニューアル発売した「サントリー天然水」550mℓペットボトルには、独自開発

の国産最軽量※2（11.3g）ペットボトル（自動販売機対応商品は除く）を採用しました。従来

のボトルに比べ、石油由来原料の使用量を550mℓペットボトル1本あたり約4割削減していま

す。また、2ℓペットボトルは従来品よりも1本あたり約2割軽量化して29.8gとし、国産2ℓペッ

トボトルで初めて30g以下のボトル重量を実現しました。

※1 国産最軽量といった画期的な軽量化の実現や植物由来素材の使用など、いずれかの手段を通じて環境
負荷低減を図ったペットボトルを総称するために当社が作成したネーミング

※2 国産ミネラルウォーターペットボトル（500mℓ〜 600mℓ）対象。2016年1月現在
グリーンエコボトル

環境に配慮したグリーンエコボトル※1

■Reduce：軽量化

ペットボトル容器に関しては、サントリーグループ独自の

「２R+B」戦略に基づき取り組んでいます。開発において、

樹脂使用量の削減と再生素材の使用により徹底した資

源の有効利用を図りつつ、可能な範囲で石油由来原料

を再生可能原料で代替していく考え方です。

■「２R+B」戦略
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※1 2014年3月現在

※2 当社試算に基づき約7,200トンと換算しました

※3 2012年製造計画に基づく当社試算

代表的なペットボトル商品軽量化の変遷

代表的な商品におけるCO2排出量削減の例（「サントリー天然水」2ℓペットボトル）
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新技術による世界最薄シュリンクラベルを導入

清涼飲料向け商品ラベルは、主にロールラベルとシュリンクラベルの2種類があります。

ロールラベルは巻きつける方式であり、ラベルの薄肉化に適していますが、ボトル形状に制約があります。

対し、シュリンクラベルは熱収縮させる方式であり、さまざまな形状のボトルに対応できますが、工程適性上ラベルの薄肉化に限界があります。

そこで、ボトル形状を選ばずラベルの薄肉化を実現するために、シュリンクラベルとロールラベル、それぞれの長所を併せもつROSO方式（Roll 

On Shrink On）を実用化。2012年3月から世界最薄の18μmのシュリンクラベルを「伊右衛門」500mℓペットボトル（自動販売機専用）

の一部で導入しました。これにより、CO2の排出量を50％以上削減できます。「オランジーナ」420mℓについても展開を進めています。

ペットボトルの自社成型への取り組み

サントリープロダクツ（株）天然水南アルプス白州工場では、PET樹脂「レジン」からPETプリフォームを製造し、ふくらませてペットボト

ルにします。これにより、ボトル成型から中味充填までの一貫した設計・管理が可能になり、樹脂の使用量を削減し、ボトルの軽量化

もしやすくなっています。

さらに、完成品のペットボトル購入時に比べて、輸送時の燃料やCO2排出量も削減できます。また、ペットボトル成型で使用した高圧

エアーを回収再利用することで、効率的にエネルギーを使用し、CO2排出量を削減しています。

PET樹脂 樹脂から成型したプリフォーム 成型したペットボトル

日本でのペットボトル軽量化の製造技術・設計力は、これまで欧州のグループ会社などでも活

かされてきましたが、2014年にインドネシアにおいて、東南アジア最軽量(従来の28gより25％

軽量化した21g)耐熱ペットボトルの開発に成功しました。日本での経験が少ない耐熱ペットボ

トルの軽量化は技術的にチャレンジ領域でしたが、サントリービジネスエキスパート(株)とサン

トリーガルーダ・ビバレッジ、そしてインドネシアのサプライヤーが相互に連携し、プロジェクト

を成功に導きました。さらにこの技術を応用し、ベトナムにおいても最軽量ペットボトル(20g)

を開発。今後もさらなる軽量化に向け、新しいプロジェクトを始動しています。

※耐熱ペットボトル500mℓクラスにおいて（2014年1月導入時点）

日本の技術力を活かした東南アジアでの最軽量※耐熱ペットボトル開発

東南アジア最軽量の耐熱ペットボトル

食品事業で培われた技術を酒類事業にも大いに活用しています。サントリースピリッツ（株）は、

国産最軽量となる110gの4ℓペットボトルを、サントリーウイスキー「角瓶」「トリス〈クラシック〉」

など酒類商品に2016年6月から順次導入しています。従来の134gまたは120gから最大18%

軽くすることで、ペット樹脂の使用量を削減し、年間のCO2排出量が約460トン（17%）※削減

されます。ペットボトルメーカーと協働で、従来のペットボトルで採用していた把手部分を外し、

ボトルの中央に深いグリップ部を新たに採用することで、使いやすさにも配慮しています。

※2016年製造計画に基づく当社試算

酒類事業におけるペットボトル開発

「旧4ℓペットボトル」と
「新・軽量化4ℓペットボトル」
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※1 B to B：「ボトル to ボトル」の略で、ペットボトルをリサイクルして新たなペットボトルに再生すること

※2 メカニカルリサイクル：マテリアルリサイクル（使用済みの製品を粉砕・洗浄などの処理を行い、再び製品の原料とすること）で得られた再生樹脂をさ
らに高温・減圧下で一定時間の処理を行い、再生材中の不純物を除去し、飲料容器に適した品質のPET樹脂にする方法

※3 バージン樹脂との比較

2011年、サントリー食品インターナショナル（株）は、協栄産業（株）と協働で、国内飲料業界で初めてペットボトルのB to B※1メカニ

カルリサイクル※2システムを構築しました。

導入開始時には再生PET樹脂50%でしたが、約1年間の運用結果を踏まえて安定供給が可能なことが確認できたため、再生PET樹脂の

使用量を100%に拡大し、石油由来原料100%のボトルと比較して、CO2排出量（PET樹脂の製造時のCO2排出を含む）を83%※3削減

できる再生ペットボトルの製造を可能にしました。この再生PET樹脂100%のペットボトルは、「サントリーウーロン茶」「伊右衛門」2ℓ

などの商品に多数採用しています。

また、このシステムは、2011年、2012年「循環型社会形成推進功労者等環境大臣表彰」、2011年「地球温暖化防止活動環境大臣表彰（技

術開発・製品化部門）」をはじめ、食品業界初となる2011年「日経地球環境技術賞　優秀賞」を受賞。2012年には第21回「地球環境大賞」

を受賞。2013年には公益財団法人日立環境財団、（株）日刊工業新聞社主催の「環境賞 優秀賞」を受賞しました。

サントリーグループは、ペットボトル開発において、可能な範囲で石油由来原料を再生可能原料

で代替していくことを目指しています。2013年には植物由来原料30%使用のペットボトルを「サン

トリー天然水」550mℓに導入しています。

サントリーホールディングス（株）と米国バイオ化学ベンチャー企業・アネロテック社は、植物由

来原料100%使用ペットボトルの共同開発に取り組んでおり、2016年にペットボトル原料を生成

する実証プラントを米国テキサス州に建設着工しました。将来的には、サントリー食品インターナ

ショナル（株）の「サントリー天然水」ブランドを中心に植物由来原料100%使用ペットボトルを

導入予定です。開発にあたり、ペットボトル原料の70%を構成するテレフタル酸の前駆体「パラキ

シレン」を、食料用原料のサプライチェーンに影響が出ないよう、非食用の植物由来原料（ウッド

チップ）のみから生成することを目指しています。

PET樹脂の国内水平循環「リペットボトル」

■Recycle:ペットボトルを再生

100%植物由来を目指して

■Bio:植物由来樹脂を積極的に活用

サントリー食品インターナショナル（株）は、2010年11月から清涼飲料の主要ブランド「サント

リー天然水」「伊右衛門」「サントリーウーロン茶」などの2ℓペットボトルの一部に、リサイクル

材を原料にした商品ラベルを導入し、現在ではロールラベル方式※の全商品に採用しています。

このラベルは、業界初のリサイクルペットボトルを原料とするロールラベルで、2012年3月には

再生PET樹脂の混合率を60％から80％に引き上げました。

※ミシン目ではがすのではなく、のりづけ部分からはがすタイプの商品ラベル

リサイクルペットボトルを
原料としたロールラベル

実証プラントの一部

リサイクルペットボトルを原料にした商品ラベルの導入・進展
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缶・びん・樽での取り組み

紙パック・段ボールでの取り組み

ビールやコーヒーなどの缶について、お客様の扱いやすさを確保しつつ、使用する資源量を極

力減らすことを目指して軽量化を進めています。

アルミ缶は、2008年にビールの缶のふた口径を小さくし、2014年にはビールやチューハイなど

の低アルコール飲料の缶胴を薄くする取り組みを行いました。また、コーヒーのスチール缶も

缶胴の薄肉化を実施し、着実に軽量化を推進しています。

サントリーグループでは、2011年8月に発足した「日本TCGF※」に参加して、 日本国内での共通

の課題の解決に向けて活動しています。その一環として、環境課題（地球温暖化防止、廃棄物

削減など）への貢献とサプライチェーンの作業効率向上を目指し、飲料のダンボールカートンの

ショートフラップ化に取り組み、2012年春から清涼飲料の小容量ペットボトル製品の一部に導

入を開始しました。これにより、従来の段ボールに比べて紙の使用量を約20％削減できました。

※「The Consumer Goods Forum（TCGF）」の理念に共鳴したTCGF参加企業が、日本において活動する
独自の組織で、消費財流通業界の日本企業が主体となり、製造・配送・販売の協働取り組みを行っています。

ビールや飲食店様向けの清涼飲料などにはリターナブル容器（びんや樽）が多く使用されており、これらは自社ルートで回収・洗浄して、

繰り返し使用しています（2015年は、延べ100百万本回収・再利用）。また、酒販店様や飲食店様から排出される事業系ガラスびんに

ついては、1974年に専門の業者による回収ルートを構築し、流通チャネルでの回収を支援しています。

ワンウェイびんは、各市町村などの効果的な分別・回収ルートを活用させていただいています。

プレミアムモルツの中びんは、2014年に約10g軽量化して460gになりました。ラベルが貼られ

ている胴部分の太さを0.2 ～ 0.3ミリへこませ、びん同士がぶつかっても傷がつかないように設

計されています。また、栓抜きで開栓する際に口欠けしにくい形状に改善をするなど、びん品

質の改善にも取り組んでいます。

缶の軽量化

段ボールの軽量化

びん・樽の再利用

びんの軽量化

■Reduce:軽量化

■Reduce: 軽量化

■Recycle:容器の回収・再利用を推進

「ボス レインボーマウンテンブレンド」
「ザ・プレミアム・モルツ」

「-196℃ストロングゼロ<ダブルレモン>」

「ザ・プレミアム・モルツ」中びん

サイド部の段ボール使用量を削減した
ショートフラップ段ボール
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2010年4月より、焼酎・スピリッツの紙容器を、リサイクル適性の高い容器に順次切り替えて

おり、一部製品を除き切り替えが完了しています。2014年2月には、国産カジュアルワイン「デ

リカメゾン デリシャス」のリニューアルに合わせて、同様の紙容器を導入しました。従来は品

質保持のため、内側にアルミニウム蒸着を施した容器を採用していましたが、紙とアルミニウム

を分離してリサイクルすることが困難でした。新しい紙容器では、よりリサイクル適性の高いシ

リカ（ガラス質）蒸着に変更しています。

「むぎのか」「サントリー梅酒」「デリカメ
ゾン デリシャス」

■Recycle: より回収しやすい容器に

リサイクルできる紙容器への変更

「九都県市容器包装
ダイエット宣言」マーク

容器リサイクルで業界・自治体と連携
サントリーグループの事業は、容器を大量に使用します。その環境負荷を低減するため、業界

団体や自治体と連携し、お客様のご協力も得て、容器のリサイクルを推進しています。たとえば

「九都県市廃棄物問題検討委員会」が推進している「九都県市容器包装ダイエット宣言」※の趣

旨に賛同し、活動に参画しています。

また、サントリーグループでは、「容器包装リサイクル法」を遵守し、事業者の役割である再商

品化委託料を負担するとともに、各種リサイクル業界団体に参画し、効率的なリサイクルシステ

ムの構築と、リサイクルの推進に努めています。

※九都県市（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・横浜市・川崎市・千葉市・さいたま市・相模原市）による、
容器包装減量化に取り組む企業との共同取り組み

■容器リサイクル率（各業界団体データより）

空容器の散乱防止対策を推進
環境美化と資源の有効活用推進のために、空容器の散乱防止活動に取り組んでいます。空容器回収ボックスは、自動販売機1台に1個の

設置を推進しています。また、自動販売機には散乱防止のための「統一美化マーク」を貼りつけ、リサイクルへの意識啓発を図っています。
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容器包装の 3R

容器の回収～リサイクルの流れ

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

ペットボトルの回収
使用済みペットボトルは、従来は回収後、繊維製品や

食品容器などに再生利用されていましたが、最近では

新たなペットボトルとしても再生利用されています。

■ペットボトルの回収・リサイクル

ガラスびんの回収
飲料容器として歴史の長いガラスびんは、その回収・

リサイクルルートも確立されています。リターナブルび

んは回収・洗浄して繰り返し使用され、ワンウェイびん

は使用後に回収され、カレット（ガラスびんを細かく砕

いたもの）に加工されて、主にガラスびん製造の原料

に使用されます。また、断熱材やタイル・路盤材など、

びん以外の用途にも活用されています。

■リターナブルびん

■ワンウェイびん

缶の回収
使用済みの飲料⽸（アルミニウム・スチール）は、資源

として有価で取引され、さまざまなルートを経由して、

⽸や自動車・建設資材などに再生されています。

■缶の回収
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容器包装の 3R

サントリーが参画している業界団体

サントリーが参画しているリサイクル業界団体
公益財団法人 日本容器包装リサイクル協会

URL：http://www.jcpra.or.jp/

活動内容：容器包装の再商品化、普及啓発、情報提供

役職：総務企画委員、ガラスびん事業委員、PETボトル事業委員

公益社団法人 食品容器環境美化協会

URL：http://www.kankyobika.or.jp/

活動内容：飲料容器の散乱防止、環境美化

役職：企画委員

ガラスびん3R促進協議会

URL：http://www.glass-recycle-as.gr.jp/

活動内容：ガラスびんの3R推進

役職：理事、運営委員

PETボトルリサイクル推進協議会

URL：http://www.petbottle-rec.gr.jp/

活動内容：PETボトルのリサイクル推進

役職：理事、総務企画委員、回収・再利用促進委員、広報委員、技術検討委員

アルミ缶リサイクル協会

URL：http://www.alumi-can.or.jp/

活動内容：アルミ⽸のリサイクル推進

役職：理事、企画委員

サントリーが参画している酒類・飲料業界団体の環境関連委員会
全国清涼飲料工業会（環境委員会、自販機委員会等）

URL：http://www.j-sda.or.jp/

ビール酒造組合（環境部会、容器環境部会）

URL：http://www.brewers.or.jp/

日本洋酒酒造組合（環境問題対策委員会）

URL：http://www.yoshu.or.jp/

日本蒸留酒酒造組合（社会環境小委員会）

URL：http://www.shochu.or.jp/

日本洋酒輸入協会（空容器再利用委員会）

URL：http://www.youshu-yunyu.org/

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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容器包装の 3R

容器包装リサイクル法とは

家庭から排出される容器包装廃棄物のリサイクルを義務づける法律です。消費者の分別排出、市町村の分別回収・保管、そして事業者

（容器包装の製造業者、容器包装を利用した商品の製造業者、小売業などの包装利用事業者）の再商品化（＝リサイクル）という役割

分担を定めています。

これに基づき事業者は公益財団法人日本容器包装リサイクル協会に再商品化委託料を支払い、同協会がリサイクル事業者に委託料を支

払って再商品化を委託しています。

容器包装のリサイクルに携わる8団体（ガラスびん、ペットボトル、紙製容器包装、プラスチック容器包装、スチール⽸、アルミ⽸、飲

料用紙容器、段ボール）では、それぞれの3Rの目標を掲げるとともに「3R推進団体連絡会」を結成し、協働して3Rの推進に取り組ん

でいます。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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資源の有効活用

廃棄物の削減と再資源化の推進

循環型社会の構築に寄与するため、副産物・廃棄物の排出量削減と100％再資源化に取り組んでいます。

再資源化率100％を維持
サントリーグループの国内工場では、生産工程で発生する副産物・廃棄物の排出量削減と100％再資源化に取り組んでいます。

2015年は、国内工場から発生した副産物・廃棄物は合計246,558トンとなり、前年より総量は2.8％増加しましたが、原単位では3.7％

削減しました。 また、再資源化率は100％を維持しています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

副産物・廃棄物の排出量（国内生産24工場）

生産の各工程で発生する副産物・廃棄物の再利用の流れ
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排出物の種類 主要用途

2012年 2013年 2014年 2015年

排出量

(t)

再資源

化率(％ )

排出量

(t)

再資源

化率(％ )

排出量

(t)

再資源

化率(％ )

排出量

(t)

再資源

化率(％ )

植物性残さ（糖化粕・茶
粕・コーヒー粕など）

・飼料

・肥料
181,280 100 181,515 100 187,439 100 186,184 100

汚泥（余剰汚泥など） ・肥料 28,145 100 30,100 100 29,522 100 27,194 100

木くず（樽材、パレット）
・家具材

・合板原料
3,434 100 3,266 100 2,693 100 1,610 100

ガラス・陶磁器くず
・ガラス材料

・路盤材
4,054 100 4,109 100 3,928 100 4,136 100

紙くず（段ボール、紙ラ
ベルなど）

・再生紙

・段ボール原料
5,040 100 5,727 100 6,192 100 6,175 100

廃プラスチック類

・パレット

・固形燃料

・補助燃料

5,734 100 4,026 100 4,287 100 4,938 100

金属くず（アルミ、鉄）
・アルミ

・スチール原料
2,435 100 2,600 100 3,016 100 3,277 100

その他 1,459 100 2,870 100 2,725 100 3,182 100

合計 231,580 100 234,214 100 239,801 100 236,697 100

副産物・廃棄物の排出量、再資源化率および用途（国内生産24工場）

■嫌気性排水処理設備による汚泥削減

サントリーグループの工場では、嫌気性排水処理設備を導入し、生産設備の洗浄などで発生した排水を処理しています。嫌気性処理とは、

酸素がない状態で活動する微生物（嫌気性菌）を用いて、汚濁物質を分解する処理法です。酸素が必要な好気性菌による好気性処理

法に比べて汚泥発生量を大幅に減らすことができます。工場では、その処理で発生するメタンガスを燃料に活用しています。

■種類別に再資源化の用途を開拓

サントリーグループから発生する副産物・廃棄物は、さまざまな用途で再資源化しています。

サントリースピリッツ（株）白州蒸溜所では、排水処理能力を向上するため、2012年に嫌気性排水処理設備 の増強を行いま

した。これにより、増強前に比べ、汚泥の発生量※は15％減少しています。また、燃料として活用可能なメタンガスの発生量※

も86％増加しており、省資源・省エネルギーにも寄与しています。

※生産量あたりの発生量

嫌気性排水処理設備の増強――サントリースピリッツ（株）

役目を終えたウイスキーの樽材からつくられた「樽ものがたり」の商品群
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井筒まい泉（株）では、貴重な自然の恵みを無駄にしないために、食品ロスの削減と再利

用に積極的に取り組んでいます。その象徴的な取り組みが、パンの耳の循環利用サイクル

の構築です。

同社の人気メニューであるヒレかつサンドの製造工程では、パンの耳の切れ端が発生しま

す。このパンの耳は、従来から飼料としてリサイクルできる業者様に引き渡していましたが、

パンの耳を混合した飼料が豚の飼育に適していることから、2012年からはこれを飼料とし

て育てたオリジナルブランド豚「甘い誘惑」を開発し、再び同社のとんかつなどの原料とし

て循環利用する取り組みを行っています。

食品廃棄物の循環利用サイクルの構築――井筒まい泉（株）

オリジナルブランド豚「甘い誘惑」

■電子マニフェスト導入による法令遵守の徹底

産業廃棄物を適切に管理するシステムを一新し、2013年から生産工場および研究センターなどに電子マニフェストをベースにした管理

システムを導入しました。新システム導入により、法令遵守の徹底と作業効率の向上を推進しています。
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資源の有効活用

グリーン調達・グリーン購入

グリーン調達の推進
グリーン調達とは、原材料・資材・設備などの購入に際し、有害物質を含まない、資源が有効に活用されている、など環境に配慮した物品・

サービスを優先的に選択することです。

サントリーグループでは「サントリーグループCSR調達基本方針」のもとに「サントリーグループグリーン調達基準」（2011年改定）を定め、

ビジネスパートナー各社とともに環境負荷低減に向けた調達活動を進めています。

グリーン購入の推進
実際の物品の購入においては、グリーン購入に取り組む際の判断基準を定めた「グリーン購入物品ガイドライン」に基づき、グリーン購

入を推進しています。また「グリーン適合品」が定番商品として登録されているネット購買システムを導入し、グループ各社に拡大してい

ます。また、ガラスびんカレット（回収ガラスびんを細かく砕いたもの）を再生してつくられたタイルやブロックなどの購入も進めており、

2015年までに5,489m2購入し、グループ内の各設備に活用しています。さらに、生産工場では、ペットボトル再生繊維を使用した作業

服を季節に合わせて各種使用しています。

サントリーグループでは、ビジネスパートナー各社と協力し、環境負荷の小さい原材料・資材・設備などの調達に努めています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

1.基本的な考え方

 

持続可能な社会の構築のために、サントリーグループ全体で使用する物品・サービスについて、環境負荷ができるだけ小さい

原材料・資材・設備等の購入をめざします。

2.重視する事項

ア）環境汚染物質などを使用しないことに配慮する。

イ）再生資源の使用や小型化などによる省資源や省エネルギー化に配慮する。

ウ）生態系を壊さない資源採取に配慮する。

エ）修理・部品交換などにより長期間使用可能である。

オ）再使用が可能である。

カ）リサイクル設計がなされている。

キ）廃棄処理や処分が容易である。

ク）対象物品に関する環境情報を公開している。

ケ）ISO14001を取得する等、環境保全に積極的な事業者により製造・販売されていることに配慮する。

サントリーグループグリーン調達基準（2011年改定）
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環境負荷低減

汚染防止・化学物質管理

環境リスクを評価して対応策を策定

■SOx排出量（国内生産24工場）

サントリーグループが取り扱う商品は農産物や水を主原料とする商品が多く、ほかの産業と比較すると、原料由来の環境リスクは小さ

いと考えられます。しかし、生産工程では、機器の洗浄・殺菌用に薬品も使用しており、周辺環境を汚染するおそれがないとはいえま

せん。そこで、あらゆる異常・緊急事態を想定し、発生するリスクを評価して対応策を講じています。

大気汚染防止
サントリーグループでは、硫黄分が含まれないガス燃料への転換や低NOxバーナーの採用などにより、SOx・NOxの排出量削減に努

めるとともに、工場ごとに法規制より厳しい自主基準値を設定して、ボイラーなどからの排出ガス中の大気汚染物質を管理しています。

原料の大半が自然由来でも環境負荷は生じるため、環境リスクを想定して必要な対策を講じています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

※2012年は電力ピークカット対応で自家発電機の稼動を行ったため増加しました

■NOx排出量（国内生産24工場）
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水質汚濁防止
法規制などにより厳しい自主基準値を工場ごとに設定し、排水を管理しています。

土壌汚染防止
サントリーグループの工場では、機器の洗浄などに化学物質を使用しています。これらは厳しく管理し、漏出のないように努めていますが、

万が一、洗浄剤・薬品などが漏出した場合でも土壌に浸透しないように、各工場では薬品タンクの周囲に防液堤を設置し、定期点検を

行い、汚染の防止に努めています。

アルコール蒸散対応
ウイスキーの貯蔵工程では、ある程度のアルコールが樽から抜けてしまいます（これを蒸散といいます）。蒸散したアルコールが工場外

に出ないよう、貯蔵庫に回収機器の設置などを行っています。また、定期的にモニタリング（濃度測定など）を実施し、アルコールの

蒸散が低減できているかどうかを確認しています。

化学物質管理
サントリーグループでは「PRTR法（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）」「毒物及び劇物取

締法」「消防法」などの関連法規、ならびに社内の「PRTR法に基づく化学物質管理ガイドライン」（2003年制定）に基づいて化学物質

を管理しています。

廃棄物適正処理・管理
廃棄物の適正管理では、マニフェスト制度の遵守と廃棄物情報の一元管理の強化を目的とし、電子マニフェスト化を推進しています。

2015年は、生産拠点、営業拠点、文化拠点、本社機能、グループ会社を対象に、座学・実地確認・ロールプレイングといった手法で

廃棄物管理の知識・スキル向上を図る「廃棄物管理セミナー」「廃棄物現地確認セミナー」等の研修を実施し、廃棄物の適正処理の徹

底に向けた取り組みを継続しています。

ポリ塩化ビフェニール（PCB）廃棄物の管理
PCB廃棄物は適正に保管し「PCB特別措置法」に基づいて、自治体に保管状況を届け出ています。サントリーグループでは、日本環境

安全事業（株）（JESCO）へ処理委託を登録し、2007年度よりPCB使用機器の処理を開始しました。

PCB使用機器の使用・保管の状況は次の通りです。

保管中 使用中 保有合計

コンデンサ 16 0 16

変圧器 11 0 11

照明器具安定器 2,093 0 2,093

■PCB使用機器の保有数（2016年1月現在）

苦情・事故・訴訟
2015年は、環境に関する苦情、事故、訴訟はありませんでした。
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自然と響きあう　環境

環境コミュニケーション

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

適時適切な情報開示とコミュニケーションを実践
環境の取り組みに関するダイアログやお客様センターなどでステークホルダーからいただいたご意見・ご要望は、目標および活動の改

善につなげています。また、ご意見への回答と合わせて、CSRレポートの発行、ホームページや環境イベントなどを通じた環境情報の

発信を積極的に行っています。

■詳細な情報を伝えるWebサイト

Webサイト「環境活動」で、環境への取り組みについて、詳しい情報を紹介しています。また、定期

的に情報を追加・更新することで、最新の情報をご提供するよう努めています。

サントリーの「自然との共生」に関する情報を社会に発信し、ステークホルダーとのコミュニケーションを大切にしています。

Webサイト「環境活動」
■工場における環境コミュニケーション

サントリーグループでは、ビール、ウイスキー、天然水などの工場で、

年間約70万人のお客様の見学を受け入れています。見学コースの中

には環境コーナーを設置し、活動の内容をお伝えしています。また、

親子で楽しみながら学べるイベントを期間限定で開催し、子どもた

ちに環境を守ることの大切さを感じていただいています。

親子向けイベント 工場の環境コーナー

さらに2014年〜 2016年には、サント

リーの環境活動についてより広くお客様

に知っていただくために、「宇宙人ジョー

ンズのサントリー調査シリーズ」を新聞・

TVCMなどで展開しました（TVCMは

2016年3月で終了）。

■「水と生きる SUNTORY」の想いを社会と共有するため企業広告を出稿

サントリーグループは、「人と自然と響きあう」という企業理念のもと、持続可能な地球環境を次代へ引き渡すための環境活動や社会福祉・教育・

災害支援などの地域貢献、芸術・学術・地域文化の振興、スポーツ支援、次世代育成など、多様な文化・社会貢献活動に取り組んでいます。

こうした活動や商品を通じて社会に潤いを与える企業でありたいという想いをお伝えするため、2005年から「水と生きる SUNTORY」をコー

ポレートメッセージに掲げ、2013年には「天然水の森」の水源涵養（かんよう）活動をテーマにした環境広告を新聞・TVCMを実施。TVCM

「サントリー天然水の森」（土づくり篇）は、環境省および一般財団法人 地球・人間環境フォーラムが主催する「第17回 環境コミュニケーショ

ン大賞テレビ環境CM部門」において優秀賞を受賞しました。

TVCM第2弾「天然水の森・レクチャー」篇 （2014.10月〜）TVCM第1弾「入社前」篇 （2014.7月〜）

新聞広告 「サントリー天然水の森」 TVCM「サントリー天然水の森」 （土づくり篇）
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社会と響きあう 文化・社会貢献

サントリーグループの文化・社会貢献活動の原点は、創業者・鳥井信治郎の「利益三分主義」の精神にさかのぼります。時代を見つめた文化・

社会貢献のあり方を追求し続ける姿勢は、世代を超えて受け継がれており、「芸術・文化」「スポーツ」「社会福祉」の分野を中心に、「次

世代育成」「被災地支援」「地域貢献」など多岐にわたる文化・社会貢献活動に取り組んでいます。

社会活動方針

社会福祉

芸術・文化活動

次世代育成

スポーツ活動

被災地支援

サントリーグループは創業以来、人々が
心豊かに暮らしを楽しむことのできる社
会の実現に寄与するため、さまざまな社
会貢献活動に取り組んできました。グルー
プ各社とともに、グローバルに社会的責
任を果たすため、「サントリーグループ社
会活動方針」を策定しています。

創業からの「利益三分主義」の精神に基
づき、事業の利益を社会に還元する慈善
活動・社会福祉に現在も取り組んでいます。

豊かな生活文化の発展に寄与する芸術・
文化振興に加え、人文・社会科学や生物
有機化学研究の推進にも取り組んでいま
す。

次代を担う人づくりも企業の使命であると
考え、子どもたちの成長を支援する多様
な活動を展開しています。

ラグビー・バレーボールといったスポーツ
の普及を通じて、健全な心と体の育成を
支援し、地域に根ざした活動を展開して
います。

国内外の大規模な災害時に義捐金の寄
付や飲料水の提供などの支援を行ってい
ます。復興支援活動「サントリー東北サ
ンさんプロジェクト」も継続していきます。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

地域貢献

工場緑化を推進し、工場見学実施や従業
員参加による美化活動など、地域に根ざ
した貢献活動を幅広く展開しています。
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CSR行動計画

重点項目 中期目標 2015年度の実績 2016年度アクションプラン

東日本大震
災の復興支
援

自治体・NPOなどと連携した復興
支援活動強化

・支援活動の継続

・「チャレンジド・スポーツ」支援プログラ
ムの振り返り実施と内容拡充

・車いすバスケへの支援開始

・水産高校生への奨学金2年延長（2017年
まで）。延べ約3,000名に支援を実施

・学童保育施設建設支援 3棟

・支援活動の継続

・「チャレンジド・スポーツ」支援
プログラムの内容拡充

・車いすバスケへの支援継続

・水産高校生への奨学金2年延長
（2017年まで）

・学童支援プログラムの実施

社会貢献活
動のグロー
バル展開

事業進出エリアにおける社会貢献
活動の推進

・ベトナムでの次世代環境教育の開始
　6つの小学校で約1,600名を対象に実施

・他エリアでの社会貢献活動の展開検討

・ベトナムでの次世代環境教育の拡
充

・他エリアでの社会貢献活動の展開
開始（エスプラネード等）

次世代育成
支援

文化・スポーツ活動を通じた次世
代育成支援強化（2015年参加者
目標100,000名）

・文化・スポーツ活動を通じた次世代育成
支援プログラムへの参加者拡大（参加者
100,000名）

・文化・スポーツ活動を通じた次世代
育成支援プログラムへの参加者維
持・拡大（参加者目標100,000名）
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社会と響きあう　文化・社会貢献

社会活動方針

サントリーグループは、「利益三分主義」の精神のもと、創業時から地域社会への貢献や芸術・文化・スポーツ活動、環境活動などに

積極的に取り組み、社会・自然との共生を図ってきました。

そして「サントリーグループ社会活動方針」を策定し、その方針のもと、グループ各社とともにサントリーらしい活動を推進していくことで、

グローバルにコーポレートブランドの価値向上を図っていきます。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

サントリーグループは、創業者の「利益三分主義」の精神を受け継ぎ、社是にいう“生命の輝き”をめざして、人々が心豊かに暮

らしを楽しむことのできる社会の実現に寄与するため、社会貢献に積極的に取り組んできました。

私たちは、企業理念「人と自然と響きあう」のもと、お客様に最高品質の商品・サービスをお届けするとともに、生活文化の豊か

な発展と持続可能な地球環境の実現をめざし、グローバルに社会的責任を果たしていきます。

1.「芸術・文化」「スポーツ」「社会福祉」「自然環境」の分野を中心に、次世代育成の見地と地域の実情をふまえた活動を、従

業員とともに推進します。

2.ステークホルダーとの対話を重視し、連携・協働に取り組みます。

3.従業員の多様なボランティア活動を支援します。

サントリーグループ社会活動方針
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社会と響きあう　文化・社会貢献

芸術・文化活動

■公益財団法人 サントリー芸術財団

芸術・文化・学術の振興活動

1961年開館のサントリー美術館と、創業70周年記念事業として1969年に設立された鳥井音楽財団（1978年にサントリー音楽財団に

改称）。ほぼ半世紀にわたって芸術分野で積み重ねてきたこの2つの活動を、創業110周年記念事業として1つに束ねるとともに、21世

紀にふさわしい新たなかたちに革新すべく、2009年に設立されたのが公益財団法人サントリー芸術財団です。

また、2012年4月よりサントリーホールの運営へと事業領域を拡大し、ユニークかつ多彩な事業を通じ、日本の音楽・美術のさらなる

普及と発展への貢献を目指しています。2015年は、年間でサントリー美術館、サントリーホール合わせて100万人を超えるお客様にご

来場いただきました。

サントリーグループは、豊かな生活文化の発展に寄与するため、サントリー美術館、サントリーホールの運営をはじめとして、多様な文

化貢献活動に取り組んでいます。

また人文・社会科学の学術研究助成や、生物有機化学の研究活動の推進も行っています。こうした活動を通じて、次代を担う国際的人

材の育成も目指しています。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

サントリー美術館 ― 「都市の居間」を目指して

サントリー美術館は「生活の中の美」を基本理念に1961年に開館、日本の古美術を中心とし

た企画展と作品の収集活動を展開しています。2007年3月には六本木の東京ミッドタウンに移

転。「伝統と現代の融合」をテーマに建築家・隈研吾氏によって、設計された美術館には、ショッ

プやカフェ、多彩なプログラムを開催するホール、茶室なども整っています。現在は、ミュージ

アムメッセージ「美を結ぶ。美をひらく。」のもと、国宝1件、重要文化財15件をはじめとする

約3,000件の収蔵品を核に多彩な企画展を展開し、日本人の“美への感性”を後世に継承して

いく活動を続けています。 サントリー美術館



133

2015年春の「生誕三百年　同い年の天才絵師　若冲と蕪村」展では、近年人気の伊藤

若冲と俳人として有名な与謝蕪村という、同年に生まれ、ともに18世紀に江戸時代に天才

絵師として活躍した二人を取り上げました。二人の傑作とともに同時代の作品も集め、サ

ントリー美術館ならではの視点を活かした企画が大変話題を呼び、15万人を超える方に来

場いただきました。そのほかにも「尾形乾山」展や10万人近くの方が訪れた「藤田美術館

の至宝　国宝 曜変天目茶碗と日本の美」展など、数多くのお客様に来場いただき、郡山

市美術館で行った館外展も含めて、40万人の方に足を運んでいただくことができました。

2015年4月に、 シンガポール のコンサートホール「 エスプラネード」 で「Pipes in 

Harmony」としてパイプオルガンのコンサートをサントリーホール企画により行いまし

た。この協働の取り組みは2016年のサントリーホール30周年記念公演として引き継がれ、

2014年にサントリーホールで行われた「卑弥呼」公演を2016年5月にエスプラネードで行

ない、会場が満席となる約1,100人のお客様から高い評価をいただきました。

「生誕三百年　同い年の天才絵師　若冲と蕪村」展に15万人を超える来場者

シンガポール「エスプラネード」との連携企画

「生誕三百年　同い年の天才絵師　
若冲と蕪村」チラシ

「卑弥呼」公演チラシ

サントリー美術館ほか六本木界隈のタウン情報をまとめた英語情報誌「Art & About 

Roppongi」の発行や、すべての展覧会で英語イヤホンガイドの貸し出しを行うなど、海

外からのお客様にも楽しんでいただける取り組みも行っています。

英語情報誌「Art & About 
Roppongi」

サントリーホール ― 世界一美しい響きを実現

サントリーホールは、1986年に東京初のコンサート専用ホールとして開館しました。偉大な指

揮者である故カラヤン氏に「音の宝石箱」と評されたヴィンヤード形式の大ホールと、ブルーロー

ズ（小ホール）の2つのホールで、国内外の一流アーティストによる演奏が繰り広げられています。

2015年は年間約600を超える公演に、約62万人のお客様が来場されました。

サントリーホール
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音楽事業 ― 音楽振興のための先進的な取り組み

日本における洋楽の発展に寄与するため、優れた業績をあげた個人または団体を顕彰する「サ

ントリー音楽賞」や、チャレンジ精神に満ちた公演や新進作曲家を顕彰する「佐治敬三賞」「芥

川作曲賞」をはじめ、「日本人作曲作品」の紹介やコンサート開催など幅広い活動を展開して

います。1987年より毎夏に、最先端の音楽作品を紹介するシリーズ・コンサート「サマーフェ

スティバル」を開催し、映像・演劇・舞踊など異ジャンルと音楽の融合にも取り組んでいます。

2015年は長木誠司氏プロデュースにより、日本初演のツィンマーマン「レクイエム」など話題

作の公演も行い、2015年ベストコンサートにも選ばれるなど、高い評価をいただきました。 「サントリー音楽賞」「佐治敬三賞」
贈賞式

サントリーホールでは、初夏から秋にかけて3つの特色ある音楽フェスティバルを開催しています。6月には、ブルーローズ（小

ホール）の親密な空間で室内楽本来の楽しみを伝える「サントリーホール チェンバーミュージック・ガーデン」、夏の最先端の

音楽を紹介する「サマーフェスティバル」は、2013年から新たに年毎のプロデューサーが現代の名曲の数々や多彩でチャレン

ジングなステージをお届けしています。秋には、世界中のトップ・アーティストが集い、芸術の秋を華やかに彩るクラシック音

楽の祭典「サントリーホール・フェスティバル」を2ヵ月にわたって開催しています。

3つの音楽フェスティバルを開催

チェンバーミュージック・ガーデン サマーフェスティバル2015 サントリーホール・フェスティバル2015

サントリー芸術財団はサントリーホールディングスとともに、東日本大震災復興支援活動「東北サンさんプロジェクト」の一環

として、「ウィーン・フィル＆サントリー音楽復興基金」の活動も行っています。

ウィーン・フィルハーモニー管弦楽団と協働で音楽活動の助成や被災地での「子どものためのコンサート」やジュニアオーケス

トラの指導、献奏など、多くの活動を展開しています。

ウィーン・フィル＆サントリー音楽復興基金

ウィーン・フィル＆サントリー
音楽復興基金献奏（岩手県宮古市浄土ヶ浜）
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■公益財団法人 サントリー文化財団

創業80周年を記念し、社会科学・人文科学分野の研究活動や、日本の地域文化の向上に貢献するために、1979年に設立されました。「サ

ントリー学芸賞」や「サントリー地域文化賞」の贈呈、社会・人文科学や地域文化に関する研究や海外出版への助成、財団自ら実施す

る調査研究など、さまざまな活動に取り組んでいます。

近年では若手研究者の支援に注力し、「若手研究者のためのチャレンジ研究助成」「若手研究者による社会と文化に関する個人研究助

成（鳥井フェロー）」「外国人若手研究者による社会と文化に関する個人研究助成（サントリーフェロー）」などのプログラムを充実させて

います。

「サントリー学芸賞」の受賞者は「政治・経済」「芸術・文学」「社会・風俗」「思想・歴史」4部門で、2015年までに313名を数え、そ

れぞれの分野で第一人者として活躍されています。また「サントリー地域文化賞」の受賞団体は全国全都道府県におよんでいます。

■公益財団法人 サントリー生命科学財団

サントリー生命科学財団は、国民の健康と栄養の向上を目的に、財団法人食品化学研究所として1946年に設立、1979年に財団法人

サントリー生物有機科学研究所への名称変更を経て、生命科学と有機化学の融合領域である生物有機科学を基盤とする研究活動と学

術振興を推進し、現在、第一線で活躍する大学教授などの科学人材を輩出しています。

有機分子の関わるさまざまな生命現象のメカニズムの解明を通して、生物種の多様性と共存の真髄に迫る独自の基礎研究を推進すると

ともに、国家プロジェクトへの参画や大学などとの協働により課題解決に取り組んでいます。また、大学などの研究を支援する解析セ

ンター事業、若手研究者への研究助成、大学院生への奨学金、学術集会助成などの研究奨励助成事業、ならびに博士客員研究員制度、

大学などへの教育支援などの研究人材育成事業を行っています。

「サントリー学芸賞」贈呈式 「サントリー地域文化賞」贈呈式 「若手研究者のための
チャレンジ研究助成」報告会

超電導核磁気共鳴分析装置 ヒトゲノムの次世代シークエンサー

■ともに「歌う」喜びを広げる「サントリー 1万人の第九」

サントリー 1万人の第九

1983年、大阪城ホールのオープニング記念イベントとしてスタートし、2015年で33回目を迎え

た「サントリー 1万人の第九」。サントリーグループは、師走の風物詩である本コンサートに第1

回から協賛しています。

1万人がともに「歌う」喜びやクラシック音楽の素晴らしさを感じられる機会として、小学生か

らシルバー世代まで幅広い年代の方々が公募により参加しています。また、新たに宮城･奈良・

沖縄にもレッスン教室を設け、ますます広がりをもったイベントとなっています。

東日本大震災復興支援活動の一環として、2011 〜 2013年は東北会場を設け、大阪城ホール

と中継を結んで開催し、2014年には、岩手県・宮城県・福島県から150名を大阪城ホールへ

ご招待しました。

サントリー 1万人の第九
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社会と響きあう　文化・社会貢献

スポーツ活動

■ラグビー部「サントリーサンゴリアス」

スポーツの普及活動

社会人ラグビーチーム「サントリーサンゴリアス」は1980年に創部し、社会人ラグビーの全国リーグであるジャパンラグビートップリー

グに加盟しています。

スポーツを通じた健全な心と体の育成を支援するため、ラグビーの普及活動を積極的に行っています。毎年開催される「サントリーカッ

プ全国小学生タグラグビー選手権大会」への特別協賛も活動の1つです。2015年9月から行われた第11回大会では、日本全国から多く

の小学生が参加し、タグラグビーを通じてスポーツの意義や楽しさを学びました。また、サンゴリアスの選手が直接指導するラグビーク

リニックも積極的に開催し、2015年は約3,000名の子どもたちが参加しました。

なお、サンゴリアスは、社会貢献活動にも力を入れており、募金活動の協力呼びかけや、河川での清掃活動などを行う「イエロー フラッ

グ プロジェクト」を展開しているほか、東日本大震災被災地でのラグビークリニックなど継続的な復興支援活動を実施しています。

2019年に日本で開催されるワールドカップに向けて、ラグビーの普及活動を強化し子どもや女性など、多くの人にラグビーを知ってもら

う新たな取り組みも積極的に行っています。

サントリーグループは、企業スポーツへの参加や、スポーツ振興のための活動にも力を入れています。チーム活動では、ラグビーとバレー

ボールの自社チームを組織し、リーグ戦に参加しています。両チームとも競技の普及活動を重視し、オフシーズンを中心にラグビークリ

ニック・バレーボールクリニックを積極的に開催するなど、地域に根ざした活動を展開しています。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

ラグビー部「サントリーサンゴリアス」 ラグビークリニック参加者

■バレーボール部「サントリーサンバーズ」

社会人バレーボールチーム「サントリーサンバーズ」は1973年に創部し、社会人バレーボールの最高峰Vプレミアリーグに加盟しています。

スポーツの楽しさをより多くの方に知っていただくための活動として、バレーボールの技術指導や地域のバレーボール大会（2014年に

小学生大会は9回目、中学生大会は36回目、レディースカップは18回目を迎えました）の運営サポートなどの普及活動を行っています。

またサンバーズの選手・スタッフが小中学生を中心に幅広い世代に直接指導するバレーボールクリニックには、2015年は約3,800名が

参加しました。

なおサンバーズは社会貢献活動も積極的に行っており、高齢者向けのボールを使った運動指導、警察と連携した青少年非行防止の啓

発や防犯運動のサポートなど、多様な活動に協力しているほか、東日本大震災復興支援活動として岩手県や宮城県の小中学生を対象

にバレーボールクリニックを開催しました。

バレーボール部「サントリーサンバーズ」 地域を対象にしたバレーボールクリニック
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■サントリーレディスオープンゴルフトーメント

毎年6月の第2週に神戸市で行われる日本女子プロゴルフ協会公認のサントリー主催女子ゴルフトーナメント。また3日間トーナメントが

主流の国内において、メジャー大会同様4日間で争われることから、真の実力が問われるトーナメントとも言われています。サントリー

グループがスポンサーとして応援している宮里藍選手や森田理香子選手をはじめ、国内外のトッププレイヤーが優勝を飾っています。ま

た、インターナショナルオープントーナメントとして、未来を担う国内外のアマチュア選手に広く門戸を開き、若手育成を支援するととも

に、チャリティ活動にも力を入れてきました。

森田 理香子選手(2013年大会優勝時)

■サントリードリームマッチ

■サントリーチャレンジド・スポーツプロジェクト

「サントリー ドリームマッチ」は、1995年から“夢や感動を伝えたい”との想いから開催しているイベントで、これまでに延べ93万人を

超える野球好きの方々に、“夢の球宴”を楽しんでいただいています。

2015年8月に東京ドームで開催された第20回大会では、山本浩二監督率いる「ザ・プレミアム・モルツ球団」と、田尾安志監督率いる「東

北・ジャパン ヒーローズ」が熱い戦いを繰り広げました。

東日本大震災復興支援活動の一環として、2014年から「チャレンジド・スポーツ」支援を開始しました。アスリートへの奨励金や競技

用用具寄贈などを行っているほか、東北の小中学校などで車椅子バスケットボール体験教室を開催。年間2,000名以上に参加いただい

ています。

2015年からは公益財団法人 日本障がい者スポーツ協会および一般社団法人 日本車椅子バスケットボール連盟のオフィシャルパート

ナーとして、復興支援に留まらず、競技活動や大会のサポート、従業員によるボランティアなどに取り組んでいます。

当日の様子（2015年開催時）
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社会と響きあう　文化・社会貢献

社会福祉

社会福祉法人を通じた支援

創業者・鳥井信治郎は「利益三分主義」を唱え、事業の利益を社会に還元することを信念としていました。特に、恵まれない境遇にお

かれた人たちへの慈善活動、社会福祉活動に積極的に取り組みました。サントリーグループは社会のニーズの変化を見据えながら、現

在に至るまで社会貢献活動に継続して取り組んでいます。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

■社会福祉法人 邦寿会
1921年（大正10年）、サントリーの創業者・鳥井信治郎が、社会奉仕への強い信念のもと生活困窮者救済のため、大阪市愛隣地区に

無料診療院「今宮診療院」を開設したことから「邦寿会」は始まります。「邦寿会」という名前は、鳥井信治郎の妻・邦（クニ）の名と

当時の社名「寿屋」の「寿」をとって命名されました。戦後の混乱期には、戦災者・海外引揚者・身寄りのない方のために宿泊施設な

どを提供し、その施設は、母子寮・養護老人ホーム・保育園へと受け継がれていきました。社会福祉法人として活動を続け、高殿苑（特

別養護老人ホーム・1974年開設）、どうみょうじ高殿苑(総合福祉施設・2008年開設)、旭区西部地域包括支援センター（2011年4月

に大阪市から受託）、つぼみ保育園（1975年開設）を運営しています。

また、時代のニーズに応え、訪問介護・通所介護・居宅介護支援などの在宅介護サービスも力を入れています。2017年春、高殿苑、

つぼみ保育園は、新築移転にて竣工を迎え、さらに特色のある快適な施設・豊かな感性を育む保育を目指しています。

フードバンク活動に協力し、児童養護施設等に当社の商品を寄贈
サントリーグループでは、フードバンク活動に取り組んでいる「NPO法人 セカンドハーベストジャパ

ン」を通じて2010年から2015年までに児童養護施設や福祉施設、コミュニティセンター、被災地な

どに対して、清涼飲料をはじめとした食品約52,000ケースを寄贈してきました。寄贈する商品は、あ

くまで市販品と同じ品質であることを条件とし、その品質保証やお客様対応なども市販品と同様に行っ

ています。2010年より首都圏で開始し、さらに2013年からは沖縄へも範囲を広げています。今後も、

このフードバンク活動を継続し、必要に応じた数量を適宜お届けしていきます。

完成予想図 特別養護老人ホーム 高殿苑とつぼみ保育園 総合福祉施設 どうみょうじ高殿苑 高殿苑とつぼみ保育園での交流

都内児童養護施設への寄贈

チャリティ・ボランティア活動の実施
■チャリティ活動

サントリーグループでは、チャリティイベントを通じた地域貢献活動を継続して行っています。また、全国の各事業所では、夏および歳

末助けあい運動における募金活動などに、積極的に参加しています。

チャリティを通じた街づくりを支援

サントリーレディスオープンゴルフトーナメント

サントリーレディスオープンゴルフトーナメントは、1990年の開始以来、チャリティ活動に力を

入れ、開催地の神戸市に消防車両などを寄贈してきました。また、2011年からは東日本大震

災の被災地にもチャリティ金を活用いただいています。2015年は、神戸市に、消防ポンプやスナッ

クゴルフセット、宮城県名取市に消防車両など、計1,300万円相当を寄贈しました。 宮城県名取市に寄贈した消防車両
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■従業員のボランティア活動

サントリーグループは従業員が積極的に社会貢献活動に参加できるよう「ボランティア休暇制度」

を設けています。2015年は約40名がこの制度を利用し、さまざまな活動に参加しました。

また、社会福祉法人「邦寿会」が運営する高齢者福祉施設や保育園では、サントリーグループ

の従業員に窓拭きや草取りなどの作業への参加を募るとともに、新入社員も、研修の一環として、

「どうみょうじ高殿苑」でのボランティア活動に参加しています。

事業所内で昼休みや就業時間外に気軽に参加できるプログラムを新たに立ち上げ、従業員のボ

ランティア活動を促進する取り組みも行っています。2015年はカンボジアなどに絵本や人形を

届ける活動を計9回開催し、約230名の従業員が参加しました。

サントリードリームマッチ2015

1995年から開催しているイベント「サントリードリームマッチ」では、ビールや飲料、グッズ、チャリティシートなどの売上金や出場選

手サイン入りユニフォームのチャリティオークション収益の一部を活用し、プロ野球の現役選手やOBによる野球教室・キャッチボール

教室の実施など東北の野球復興に役立てられました。またその他、東北在住の方を抽選で100名を無料で招待したり、売上の一部がチャ

リティとなる有料席「東北応援チャリティシート」の実施など東日本大震災の復興を応援しています。

東北から100名を招待 チャリティ金を活用した被災地での
キャッチボール教室

「邦寿会」での清掃作業

2014年から実施している社内ボランティア体験「みんなで布チョッキン！」は、従業員が

持ち寄って裁断した布を、カンボジアで支援活動をするNPO法人に寄贈する取り組みです。

布は現地で人形やボールに加工され、その作業費が保護者の貴重な収入になるとともに、

遊具の少ない子どもたちの笑顔につながります。

ボランティア活動「みんなで布チョッキン！」
カンボジアの子どもたちを笑顔に

従業員による布の裁断作業

2014年から実施している社内ボランティア体験「絵本を届ける運動」は、従業員が日本

の絵本に訳文シールを貼り、カンボジアやアフガニスタンといった子どもの本が足りない

地域にNPO法人を通じてお届けする活動です。サントリーグループでは2015年までに約

170冊の絵本翻訳作業を行いました。

ボランティア活動「絵本を届ける運動」
日本の絵本を世界の子どもたちへ

従業員による絵本翻訳作業
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社会と響きあう　文化・社会貢献

次世代育成

次世代育成をさまざまな活動で支援
子どもたちが音楽・美術・スポーツ・環境教育などのさまざま

な分野で、本物や一流に触れる機会を提供しています。少子

化が進み、次世代育成の重要性が高まる中、これらの活動を

強化し、子どもたちの豊かな個性・人格形成を支援しています。

サントリーグループは、未来を担う子どもたちの健やかな成長を支援するため、音楽・美術・スポーツ・自然体験などを通じたさまざま

な次世代育成活動に取り組んでいます。

■サントリーホール ― 次代の音楽家・聴衆を育成

サントリーホールでは、子どもたちに一流音楽家による生演奏に触れていただき感動を経験してほしい、生活の中にクラシック音楽を取り入

れてほしいという考えのもと、さまざまな次世代育成プログラムを企画・運営しています。日本初の子どものためのオーケストラ定期演奏会

「こども定期演奏会」の開催や、港区立の小学校4年生を対象とした「港区&サントリーホール Enjoy! Music プロジェクト」を2014年から

継続的に行っています。そのほかにも、若手演奏家をウィーン・フィルハーモニー管弦楽団メンバーが直接指導する「ウィーン・フィル首席

奏者によるマスタークラス」、演奏家や音楽業界での活躍を目指す若い学生を対象にした「レインボウ21」などのプログラムを実施しています。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

サントリーホールとサントリー美術館の共同企画「いろいろドレドレ」

小学校での「音楽と絵画」を
テーマとした事前授業

子ども奏者による演奏

サントリーホールでの
ライヴ・アニメーションとコンサート

楽器に触れる体験コーナー

「港区&サントリーホール Enjoy! Music プロジェクト」をスタート

港区とサントリーホールは、同区内の小学校4年生を対象に

音楽を中心とした継続的な芸術体験プログラムを2014年に

スタートさせました。2015年は引き続き国際的に活躍する指

揮者・大野和士氏が企画にかかわり、「音楽と絵画」をテー

マに、各小学校における2時間の事前授業を「音楽で何がみ

える？音を描こう！」と題して実施。10月29日、サントリーホー

ルに港区立小学校4年生約1,000名が集まり、大野和士指揮

による東京都交響楽団のコンサートを、フランスのアニメー

ター、グレゴワール・ポンが制作したオリジナルのライヴ・ア

ニメーションとともに鑑賞しました。

「こども定期演奏会」の開催

子どもたちが定期的にコンサートホールに行く習慣を身につけ、

生活の中にクラシック音楽を取り入れてほしいという願いをこめ

て、 2002年から「こども定期演奏会」を開催しています。これは、

日本初の子どものためのオーケストラ定期演奏会です。聴くだけ

でなく参加できることが特徴で、チラシの絵やシーズンのテーマ

曲も子どもたちから募集・採用しています。また、オーディショ

ンにより選ばれた子ども奏者がオーケストラの一員として演奏で

きるプログラムをはじめ、楽団員のレクチャーのもとで楽器に直

接触れる企画や子どもレセプショニスト体験など、参加型企画

の充実を図っています。
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「エデュケーション・プログラム」の実施

サントリー美術館は、ミュージアム・メッセージ「美を結ぶ。美をひらく。」のもと、次世代への教育普及活動に積極的に取り組んでいます。

中学生以下は入館料無料のほか、鑑賞支援ツール「おもしろびじゅつ帖」を無料配布。お客様と美術館をつなぐ交流の場としてスター

トした「エデュケーション・プログラム」では、体験型ミニレクチャー「はじめてひらく　美のとびら」を開催し、毎週土曜日にはスライ

ドを使ったわかりやすい展示解説「フレンドリートーク」を実施しています。展覧会に関連する記念講演会や、特別公演なども開催し、

プログラムに5回参加した子どもたちを「美の達人」として認定する「フレンズ会員」制度を設けています。また、港区を中心とした小・

中学校の児童・生徒の見学受け入れにも積極的に取り組んでいます。

「まるごといちにち　こどもびじゅつかん！」の開催

次世代教育普及活動の一環として、休館日の1日を小中学生とその保護者対象に開放し、さまざまな教育普及プログラムを行うイベント

「まるごといちにち　こどもびじゅつかん！」を2014年夏に初めて開催し、2016年1月にも開催しました。休館日の環境を活かして子ど

もたちがのびのびと楽しく過ごすことで、美術館に気軽に親しむきっかけになってほしいという願いを込めて企画したこのイベントでは、

クイズを解きながら探検気分で展覧会を鑑賞したり、気に入った作品をスケッチしたりできるワークシートを全員に配布したほか、対話

型鑑賞ツアーや展覧会に関連したワークショップも行い、鑑賞と表現活動をつなげて体験できることを重視しました。また、お茶室「玄

鳥庵」での点茶席体験や、畳を敷いたひと休みスペースなど、「生活の中の美」をテーマにしたサントリー美術館ならではの、日本の伝

統文化にも触れる機会を提供しています。

学校団体の見学 フレンドリートーク おもしろびじゅつ帖

■サントリー美術館 ― 子どもたちが美術に親しむ機会を提供

いつでも子どものいる美術館を目標に、子どもたちが気軽に美に親しめるプログラムを提供し、楽しみながら美を愛する心を育む活動

を幅広く展開しています。

クイズ形式での
「びじゅつかんのひみツアー」

専門エデュケーターによる
グループでの対話型鑑賞

サントリーホール 佐治敬三 ジュニアプログラムシート

次若い世代へのクラッシック音楽の継承を願ってやまなかっ

た初代館長 佐治敬三の遺志を継いだプログラム。 小･中学生

を対象に各回ペア3組を大ホールでの土日祝日の公演にご招

待しています。

佐治敬三ジュニアプログラムシート
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■学校法人 雲雀丘学園を通じた支援

鳥井信治郎が1950年に学校法人 雲雀丘学園の初代理事長に就任して以降、同学園の幼稚園か

ら高等学校までの一貫教育を支援しています。鳥井信治郎は「親孝行」の気持ちを大切にしており、

「親孝行な人はどんなことでも立派にできます」が口癖でした。その創立精神は受け継がれ、学

園では現在も、「親は子の成長を願い、子は親に感謝し尊敬するという、人としての自然なこころ

が基本となって、家庭の輪につながり、社会のために尽くす気持ちが湧き出る」と考え、人間教

育に取り組んでいます。2008年からは「環境講座」の開講を支援し、現在は幼稚園、小学校の「花

育（はないく）」、中学校、高校の校外活動・特別授業・講演と体系的に環境を学ぶプログラムを

実施、その活動を支援しています。

■無人島でのキャンプ体験で挑戦する心を育成

サントリーグループは香川県小豆郡にある無人島の余島（よしま）で1950年からキャンプ場を運営している公益財団法人 神戸YMCAと、

2007年から協働で「余島プロジェクト」を推進しています。これは無人島ならではの豊かな自然環境の体験・体感を通じて子どもたち

の夢や挑戦する気持ちを育むプロジェクトで、三浦豪太さんが参加する夏の「アドベンチャーキャンプ」等、年間を通じてさまざまなプ

ログラムを企画・展開しています。2015年は約4,500名の子どもたちが余島を訪れました。

余島キャンプ 余島

植物を育てる「花育」

■次世代環境教育「水育（みずいく）」

水の恵みを商品に活かしてお客様にお届けする企業だからこそ、貴重な水資源を未来に引き継ぐために、次代を担う子どもたちにサント

リー独自のプログラム「水育（みずいく）」を展開しています。「水育」は子どもたちが水の大切さ、水を育む自然や森の大切さに気づき、

未来に引き継ぐために自分たちに何ができるかを一緒に考えるプログラムです。「森と水の学校」と「出張授業」の2つを中心に活動を

展開しています。2016年に活動開始から13年を迎えました。（後援：環境省、文部科学省）

水育「森と水の学校」 水育「出張授業」

■スポーツを通じた子どもたちの育成を支援

サントリーグループは、スポーツを通じた子どもたちの健全な心と体の育成を支援するため、さまざまな活動を行っています。その一環

として、サントリーのスポーツチームも競技の普及活動に取り組み、ラグビー部「サンゴリアス」・バレーボール部「サンバーズ」の選手

が子どもたちを直接指導するクリニックを各地で開催しています。2015年には約6,000名の子どもたちが参加しました。その他、サン

ゴリアスは「サントリーカップ全国小学生タグラグビー選手権大会」の運営サポートなど、子どもたちがラグビーに触れるさまざまな機

会で協力を行っています。またサンバーズは小学校の授業で「体を動かす楽しさを知ってもらうためのボール遊び教室」の開催や、地域

のバレーボール大会の運営サポートなどを実施しています。

ラグビークリニックの様子 バレーボールクリニックの様子
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■支援実績

県を通じて漁業の早期復興を支援するため、宮城県に30億円、岩手県に25億円の寄付金を贈呈

社会と響きあう　文化・社会貢献

被災地支援

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

東日本大震災復興支援活動
サントリーグループは、東日本大震災からの復興に向けて、継続的な支援を展開しています。

震災直後の緊急支援として100万本のミネラルウォーターと被災3県に対して3億円の義捐金を

贈呈。さらに2011年に40億円、2012年に20億円、2013年に25億円、2014年に20億円の

追加拠出を決め、合計108億円の規模で復興支援に取り組んでいます。

太陽のように暖かな光が被災地にさんさんとふりそそぐようにとの思いを込めて、「サントリー

東北サンさんプロジェクト」を立ち上げ、「漁業」「子ども」「チャレンジド・スポーツ」「文化・

スポーツ」の分野を中心に、支援活動を継続しています。

「漁業」の早期復旧のため、漁船や漁具、定置網などの取得を支援するとともに、「子どもた

ち」の健やかな成長を応援するため、水産高校生などへの奨学金をはじめ、安心して学び遊べ

る場所づくり（学童保育施設など）や子ども支援NPOへの助成などを行っています。また、笑

顔と元気をお届けするために、「文化・スポーツ」を通じたさまざまな活動も展開しています。

そして、2014年からは、夢と希望をお届けしたいとの思いから、岩手県・宮城県・福島県を対象に、

「チャレンジド・スポーツ（障がい者スポーツ）」を応援しています。アスリート個人や団体の活

動を資金面から支援する「チャレンジド・アスリート奨励金」、子どもたちを中心に競技やアスリー

トに触れ合う機会を提供する「チャレンジド・スポーツ体験教室」、普及・強化や育成を支援す

る「チャレンジド・スポーツ育成サポート」を中心に、7年間にわたって、10億円の規模で展開

していきます。

4分野の支援活動を表す「サントリー東
北サンさんプロジェクト」のマーク

漁業の復興支援

各県に漁業復興のための寄付金贈呈
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漁業者の負担を軽減するため、宮城県・岩手県を通じて、漁船の取得費用の一

部を負担し、遠洋マグロ用・イカ釣り用などの大型漁船から小型漁船まで約1万

隻の復旧を支援

漁船取得支援

宮城県・岩手県への漁業復興のための寄付金は、定置網・養殖施設などの復旧にも活用

漁具・漁業関連施設復旧支援

漁船取得支援数

10,000約 隻

漁具支援数

1,100約 件

定置網支援数

400約 件

未来を担う子どもたちの支援

水産高校7校の被災した生徒を対象に2012年から5年間、返還義務のない奨学金を支給

水産高校奨学金

奨学金受給性（延べ人数）

3,000約 名

特に厳しい環境に置かれている福島の子どもたちが安心して学び遊べるように、学童保育

施設や指導員研修、園外保育などの支援を展開

福島の子ども学び遊べる場所づくり支援

サマーキャンプなど屋外活動参加者数

8,800約 名

学童保育施設建設数

5棟
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避難生活が長期化している福島の子どもたちをきめ細かく支援しているNPO団体への助

成を3年間実施

福島子ども支援NPO助成

助成団体数

57団体

子どもたちが企画・デザインした施設「石巻市子どもセンター」（宮城県）・｢山田町ふれあ

いセンター｣（岩手県）の建設費全額を支援

｢石巻市子どもセンター｣・｢山田町ふれあいセンター｣ 建設

石巻市子どもセンター年間利用者数

31,000約 名

米国大使館・米日カウンシル-ジャパン主導のTOMODACHIイニシアチブと協働し、

｢TOMODACHIサントリー音楽奨学金｣ では米国の音楽大学に入学する被災地の学生を

支援。

｢TOMODACHIサントリー福島未来ミュージックプログラム｣ では、福島県ふたば未来学

園高校の吹奏楽部生を対象に、米国におけるニューヨーク・フィルハーモニー管弦楽団に

よるワークショップで学ぶ機会を提供

TOMODACHIイニシアチブとの音楽を通じた協働プログラム

寄付額

100約 万ドル

チャレンジド・スポーツ支援

被災地の小中学校や競技施設で、チャレンジド・アスリートによる車椅子バスケットボー

ルを中心とした競技体験教室を開催

チャレンジド・スポーツ体験教室

年間参加者数

2,000約 名

個人・団体への助成を通じ、チャレンジド・スポーツの振興や世界レベルの選手の育成・

強化を支援

チャレンジド・アスリート奨励金

個人部門

99名

団体部門

40団体
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チャレンジド・スポーツの普及および育成のため、公共施設の改修や競技用車椅子など

の競技用具を寄贈

チャレンジド・スポーツ育成サポート

競技用車椅子

23台

STT用卓球台

5台

施設改修

2ヵ所

文化・スポーツを通じた支援

ウィーン・フィル＆サントリー音楽復興祈念賞受賞活動

63団体

ウィーン・フィルハーモニー管弦楽団とともに、音楽活動への助成や被災地でのコンサー

トを展開

ウィーン・フィル＆サントリー音楽復興基金

「こどもたちのためのコンサート」来場者数

6,300約 名

重要無形文化財保持者（人間国宝）をはじめとした伝統工芸作家による出張授業を実施

サントリー＆日本工芸会「おもしろびじゅつ教室 in 東北」

「おもしろびじゅつ教室」参加者数

1,200約 名

被災地の中学校・高校の吹奏楽部生が練習を重ね、最後にはサントリーホールで公演す

るプロジェクトを実施

みちのくウインド・オーケストラ

参加者数

350約 名

仙台市と郡山市でサントリー美術館の所蔵品による日本美術の展覧会を開催

サントリー美術館　出張展覧会

来場者数

32,000名
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｢サントリー 1万人の第九｣ などの文化イベントや「サントリードリームマッチ」・ラグビー

国際試合などにご招待

サントリースポーツチームによるバレーボール教室やラグビー教室、野球教室を被災地

で毎年開催

文化・スポーツイベントに被災地の方を招待

スポーツ教室開催

文化イベント招待者数

9,400約 名

スポーツ教室参加者・試合招待者

5,200約 名

スポーツイベント招待者数

21,400約 名
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災害被災地への支援
サントリーグループでは、国内外の大規模な災害時に義捐金の寄付や、飲料水の提供など、被災者および被災地に支援を行っています。

■主な義捐金の拠出

年 件名 寄付金額 寄付相手先 ニュースリリース

2010
2010ニュージーランド南島大
地震

325万円
Cristchurch earthquake appeal 
fund

2010 宮崎県における口蹄疫被害 1,000万円
宮崎県、社会福祉法人宮崎県共
同募金会

宮崎県における口蹄疫被害に対する義
捐金について

2010 チリ大地震 500万円 チリ大使館
チリ大地震による被害に対する義捐金
について

2010 ハイチ大地震 1,000万円 日本赤十字社
ハイチ大地震の被災地に対する義捐
金について

2011 タイの洪水被害 約250万円 タイ王国政府 タイの洪水被害に対する支援について

2011
2011ニュージーランド南島大
地震

620万円 ニュージーランド赤十字社
ニュージーランド地震に対する義捐金
について

2011
豪州・クィーンズランド州にお
ける洪水被害

800万円
クィーンズランド州 The Premier's 
Disaster Relief Appeal

豪州・クィーンズランド州の洪水被害
に対する義捐金について

2011 〜 東日本大震災

2011年　43億円
2012年　20億円
2013年　25億円
2014年　20億円

（累計108億円）

岩手県、宮城県、福島県、セーブ・
ザ・チルドレン・ジャパンほか

東日本大震災に対する義捐金について

2014 広島における土砂災害 100万円 中国新聞社会事業団

2015 ネパール大地震 300万円 ネパール地震被災救済基金

サントリーフーズ（株）では「緊急時飲料提供ベンダー（自動販売機）」を開発し、設

置を進めています。普段は通常の自動販売機同様に飲料を販売し、災害発生などの

緊急時には無料で飲料を提供。電源が落ちた場合でも、簡単に飲料を取り出せます。

2011年3月の東日本大震災時にも、多くの方々に活用いただきました。行政施設や病

院などを中心に設置を進め、2014年末現在、業界最多の約15,000台が全国に設置

されています。このタイプの自動販売機を、今後も積極的に投入していきます。

災害時に飲料を無料提供

緊急時飲料提供ベンダー
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社会と響きあう　文化・社会貢献

地域貢献

工場周辺地域との共生
サントリーグループの主要工場では、地域住民の皆様との対話や、工場内に造成した公園・遊歩道を開放するなど、地域交流の場を提

供しています。新たに工場を建設する際には、第三者による環境影響評価を行い、周辺住民の皆様にご理解いただくとともに、生物多

機性の保全や工場内の緑化など自然との共生に努めています。

■工場緑化の推進

サントリーグループの工場では、生物多様性にも配慮し、地域の環境と調和した緑化を進めており、緑化優良工場として各地で表彰を

受けています。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

表彰年 表彰工場 表彰名

1987 利根川ビール工場 東京通商産業局長賞

1989 白州蒸溜所 内閣総理大臣賞

1993 梓の森工場 通商産業大臣賞

2002 山崎蒸溜所 経済産業大臣賞

2006 九州熊本工場 日本緑化センター会長賞

2008 高砂工場 日本緑化センター会長賞

2014 利根川ビール工場 経済産業大臣賞

2014 九州熊本工場 経済産業大臣賞

2014 榛名工場 日本緑化センター会長賞

緑化優良工場等表彰（主催：日本緑化センター）

表彰年 表彰工場 表彰名 主催

1986 九州熊本工場 緑化優良工場九州経済産業局長表彰 九州経済産業局

1997 利根川ビール工場
全国植樹祭開催記念
環境緑化コンクール特別大賞

群馬県

2005 九州熊本工場 くまもと景観賞・地域景観賞 熊本県

2011 天然水奥大山ブナの森工場 日本緑化工学会賞（技術賞） 日本緑化工学会

その他の緑化関連表彰
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■工場見学を通じてお客様と対話

美味しさや安全へのこだわり、自然環境への配慮など、商品を通じた取り組みを多くの方に知っていただくため、ビール工場・ウイスキー

蒸溜所・ワイナリー・天然水工場などで、工場見学や特別セミナーを実施しています。製造工程や歴史をわかりやすくご説明するほか、

試飲などをお楽しみいただけます。また、ビールづくりのこだわりや、ウイスキーの楽しみ方などを学べる特別セミナーも開催しており、

全国で年間約79万名のお客様にご来場いただいています。

ビール工場での特別セミナー開催天然水工場での工場見学

全国の事業所で美化活動を実施
全国にあるサントリーグループの各事業所では、周辺の清掃をはじめ、自治体が主催するごみ拾いへの参加など、環境美化に取り組ん

でいます。2015年の「東京ベイ・クリーンアップ大作戦」（2003年から協力・協賛）には、従業員および家族も参加し、住民や近隣企

業の方 と々ともに約80kgのごみを回収しました。

東京ベイ・クリーンアップ大作戦 武蔵野ビール工場の従業員・
家族による多摩川清掃

■グループ会社の取り組み

2010年4月に「お客様の精神（こころ）と肉体（からだ）に安らぎと喜びを与え、明日への創造を生み出すJUNCTIONとなる」という基

本理念と、プロントのブランドカラーである「Green」という原点を見つめ直し「P LOVE GREEN宣言」を発表し、人と自然にやさしい、

また、ワクワクするプロントらしい活動を「P LOVE GREEN」と名づけ、メニューやグッズ、店内環境、エンターテインメントの提供や

社会貢献活動にまで広げています。

その1つの活動として、2010年度の東京都「緑の東京募金」への寄付に始まり、東日本大震災以降は被災地の緑化事業にも寄付し、

2012年および2015年には、農林水産大臣感謝状をいただきました。加えて、東日本大震災で被災した防災林などの植樹活動を現地

の子どもたちとともに実施しています。

「P LOVE GREEN」 ― （株）プロントコーポレーション

植樹の様子
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原料の牛乳の生産地である北海道根釧地区において、2007年から厚岸郡浜中町の霧多布湿

原ナショナルトラストへの支援を行っています。霧多布湿原は国内では3番目に大きな湿原で、

1993年にはラムサール条約にも登録されています。資金面の支援に加え、毎年当社従業員が

地元の方々とともに、木道の補修をするなど湿原の景観保全のボランティア活動を行っていま

す。このボランティア活動は2015年で9回目となり、引き続き毎年実施していく予定です。

霧多布湿原ナショナルトラストを支援 ― ハーゲンダッツ・ジャパン(株)

木道補修風景（2014年）

「地域に花のあるくらし」を多くの方に体験していただくため、公園などに花苗を提供していま

す。2012年からは「赤い花で日本を元気に！」をスローガンに、全国各地の公園や公共施設な

どに花を植え、コミュニティの活性化にも役立てていただく活動「赤い花プロジェクト」を全国

で展開。「サフィニア・レッド」の花苗を全国各地の団体へ寄贈しました。2015年からは活動

の輪をさらに広げて「大きな花プロジェクト」として取り組んでいます。

花を通して地域の活性化を支援 ― サントリーフラワーズ(株)

「赤い花プロジェクト」の植栽
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従業員と響きあう ダイバーシティ経営

サントリーグループは、人材の多様性を推進し、多様な価値観や発想を取り入れ、活かすことにより、より大きな価値を創出する「ダイ

バーシティ経営」を人事の基本方針としています。現在のサントリーグループにとって最も重要な課題は、新たな価値創造に挑戦する「人

材育成」と従業員一人ひとりが最大限に力を発揮する、創造性あふれる「職場環境づくり」です。多様な従業員が失敗をおそれず、よ

り高い目標にチャレンジする人材を評価するしくみも構築しています。
※この章の記載はサントリーホールディングス（株）、サントリー食品インターナショナル（株）、サントリープロダクツ（株）、サントリーウエルネス（株）、サントリースピリッツ（株）、

サントリービール（株）、サントリー酒類（株）、サントリーワインインターナショナル（株）、サントリービジネスエキスパート（株）、サントリーグローバルイノベーションセンター（株）
などに勤務し、サントリーホールディングス（株）またはサントリー食品インターナショナル（株）と雇用契約を結ぶ従業員6,523名を対象とします。（2015年12月31日現在）

人事の基本的な考え方

ダイバーシティの推進

雇用・就業状況

ワークライフバランスの推
進

人材育成

労使関係

一人ひとりがいきいきとやりがいをもって
働き、もてる力を最大限発揮している状
態を目指しています。

多様な従業員が「やってみなはれ」を発
揮できるよう、従業員の属性の多様化を
推進し、違いを受け入れ活かす組織づく
りに取り組んでいます。

サントリーグループで働く従業員につい
て、2015年のデータを掲載しています。

多様な従業員一人ひとりが能力を十分発
揮できるよう、ワークライフバランスに配
慮して、働きやすい環境づくりに努めてい
ます。

公正で納得性の高い人事制度を基本に、
能力を開発・発揮しやすい環境づくりに
努めています。

労使が協力して働きやすい職場づくりに
取り組んでいます。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

労働安全 健康経営

従業員が安心して働くことが企業の活力
につながるとの考えのもと、労働安全を
推進しています。

2016年から健康経営をスタートし、従業
員・家族の心身の健康をさらに推進して
いきます。
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CSR行動計画

重点項目 中期目標 2015年度の実績 2016年度アクションプラン

人権の尊重
人権尊重を第一とする組織風
土の醸成とグループ全体での
人権マネジメントのしくみ構築

・全国生産拠点18事業所において人権セミ
ナー実施（テーマ：職場を明るくする人権）

・人権講演会と全国の営業拠点へのセ
ミナー実施（テーマ：変化する内外
情勢と人権課題を6月に実施予定）

人材育成
人材育成システムのしくみ強
化と従業員の「やってみなは
れ」の促進

・4月に「理念学部」「経営共創学部」「基盤
人材学部」からなるサントリー大学を設立

・さらなる「やってみなはれ」の発揮に向け、
事前エントリー型の業績表彰制度（「有言実
行やってみなはれ大賞」）をグループ全体で
実施

・サントリー大学をプラットフォームと
した「企業理念」「創業精神」の理解・
浸透を促進

・第1回「有言実行やってみなはれ大
賞」の選考・表彰を実施。4月から
第2回をスタート

ダイバーシ
ティの推進

多様な価値観や発想を受け
入れ、活かすことにより、よ
り大きな価値を創出するダイ
バーシティ経営の実現

・50代を対象とした「キャリアワークショップ」
で、シニア期のキャリアを考える機会を提供
するとともに、定年後を見通した「ライフプ
ランセミナー」を定期的に開催

・4月に4名の知的障がい者が入社

・2016年採用に向けて学生を対象としたイン
ターンシップを実施

・女性フォーラム、社外との合同プロジェクト
等、グループ全体での女性活躍推進に向け
た取り組みを実施

・シニアのさらなる活躍に向けて、現行
施策の充実を図りながら継続実施

・知的障がい者の採用を計画的に拡大

・インターンシップの継続、拡充

・女性活躍推進に向けて各社ごとに目
標・行動計画を策定したうえで、行動
計画に沿った活動を推進

ワークライ
フバランス
の推進

働き方の革新と一人ひとりが
能力を発揮できる職場づくり

・フレックスタイムのさらなる活用に向けて、
トライアル促進を実施

・計画年休の取得マネジメント強化

・夏季連続休暇の促進強化

・さらなるワークライフバランスの実
現、働きがい・やりがいの向上、生
産性の向上を目指し、全社で働き方
改革をスタート

・経営陣が旗振り役となり、具体的な
アクションプランを推進するとともに、
組合とも協力してＰＤＣＡを回すこと
で、継続性・実行性を高めていく



154

従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

人事の基本的な考え方

サントリーグループで働く従業員一人ひとりがプロフェッショナルとして自立し、新たな価値を生み続ける集団を目指しています。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

人事の基本的な考え方
サントリーグループは、「Growing for Good」の実現に向けて、従業員一人ひとりがいきいきと、

やりがいをもって働き、もてる力を最大限発揮している状態を目指し、従業員の多様さを前提

とした「ダイバーシティ経営」を人事の基本的な考え方としています。

 ・ 国籍・性別・年齢・障がいなどによる差別をしない「人物本位の採用」

 ・ 個々人の能力を活かすための「適材適所の人材配置」

 ・ 個々人の役割と成果に応じた「実力本位の処遇」

フレッシュで活力ある企業風土を支えるのは、業務の担い手であり、また一人の生活者である従業員です。今後も「やってみなはれ」の

精神のもと、いつでも新しいことに挑戦できる企業であり続けるために、「働きがい」と「働きやすさ」の両立を目指した制度と職場環

境を整えていきます。

■「社員意識調査」で会社の組織風土を調査

サントリーグループは、「Growing for Good」の実現に向けて、職場で働く従業員の意識を継続的にモニタリングし、経営施策に活か

しています。近年は、グループ会社へも広く展開し、2015年は47社で調査を行いました。結果は各社・各部署長にフィードバックし、

それぞれの課題解決に役立てています。
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従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

雇用・就業状況

サントリーグループで働く従業員について、2015年のデータを掲載しています。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

サントリーグループの雇用・就業状況

■正社員数（2015年12月31日現在）

■平均年齢・平均勤続年数（2015年12月31日現在）

2015年12月31日現在のサントリーグループの雇用状況は以下の通りです。

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

2010年 2011年 2012年
2013年 2014年 2015年

SHD SBF SHD SBF SHD SBF

平均年齢 38.3歳 38.3歳 38.6歳 38.5歳 40.4歳 39.0歳 40.9歳 39.6歳 41.7歳

平均勤続年数 15.4年 15.4年 15.5年 15.3年 17.0年 15.8年 17.4年 16.3年 17.3年
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■従業員数データ（2015年12月31日現在）

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※契約社員等：嘱託社員およびアルバイト

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

2010年 2011年 2012年
2013年 2014年 2015年

SHD SBF 合計 SHD SBF 合計 SHD SBF 合計

男性 41 43 42 37 17 54 43 15 58 42 13 55

女性 0 0 1 2 0 2 2 0 2 3 1 4

役員 41 43 43 39 17 56 45 15 60 45 14 59

男性 1,408 1,420 1,489 1,309 634 1,943 1,348 628 1,976 1,392 607 1,999

女性 109 129 140 132 29 161 146 31 177 166 33 199

マネジャー相当職 1,517 1,549 1,629 1,441 663 2,104 1,494 659 2,153 1,558 637 2,195

男性 2,512 2,497 2,447 2,393 704 3,097 2,398 737 3,135 2,432 741 3,173

女性 860 871 900 931 151 1,082 959 168 1,127 964 188 1,152

メンバー相当職 3,372 3,368 3,347 3,324 855 4,179 3,357 905 4,262 3,396 932 4,328

正社員数 4,889 4,917 4,976 4,765 1,518 6,283 4,851 1,564 6,415 4,954 1,569 6,523

男性 435 431 419 389 54 443 296 55 351 205 45 250

女性 90 80 98 93 15 108 88 18 106 81 15 96

契約社員等※ 525 511 517 482 69 551 384 73 457 286 60 346

派遣社員 723 629 616 566 44 610 516 44 560 542 49 591

（名）

■採用人数

（名）

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

2010年 2011年 2012年
2013年 2014年 2015年

SHD SBF SHD SBF SHD SBF

新卒

男性 162 106 75 66 22 75 26 81 20

女性 27 33 50 45 10 51 16 43 18

経験者

男性 18 4 20 23 1 20 0 19 2

女性 5 14 21 15 12 11 9 8 6

合計 212 157 166 149 45 157 51 151 46
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■事由別退職者数・離職率

（名）

※2013年以降のデータは、サントリーホールディングス（株）とサントリー食品インターナショナル（株）を合算

※1 定年には自由選択定年も含む

※2 正社員を対象とする

※3 会社都合は、工場閉鎖・事業売却。転籍は自己都合に含む

※4 離職率は、定年退職者を除く退職者をもとに算出

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

定年※1 166 99 76 47 29 42

自己都合 25 21 26 33 45 42

会社都合※3 0 0 0 0 0 0

その他 7 10 5 19 7 5

合計※2 198 130 107 99 81 89

離職率※4 0.51% 0.43% 0.52% 0.53% 0.70% 0.64%

■新卒採用者在職率

※2008年〜 2010年新卒者を対象に計算

※サントリーホールディングス（株）のみ集計
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従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

人材育成

公正で納得性の高い人事制度を基本に、能力を開発・発揮しやすい環境づくりに努めています。これまでも企業の成長の源泉は人材に

あると考え、さまざまな人材育成施策に取り組んできましたが、取り巻く環境が大きく変化している中で、従来の活動を進化させるとと

もに新たな施策も加え、その総称として2015年4月に「サントリー大学」を設立しました。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

人材育成を主眼に人事制度を構築
サントリーグループの人事制度は、従業員一人ひとりの能力の開発・発揮に主眼をおき、それぞれの能力の発展段階と、発揮した成果

に応じた公正で納得性の高い処遇を理念としています。その基本的な考え方は、以下の3点です。

・従業員一人ひとりが向上心をもってより高い目標にチャレンジすること

・会社は従業員に対して能力・キャリア開発の場を提供し、自己実現を支援すること

・役割と成果に見合った、公正でメリハリのある処遇をすること

■職能資格制度と資格・役割制度

サントリーグループの人事制度の基盤となるのが、「職能資格制度」と「資格・役割制度」です。

「職能資格制度」は、職務遂行能力に応じたランク（職能資格）を従業員に適用するもので、ビジネスのプロを目指して経験を積み重

ねていく段階にある「メンバー相当職」の従業員が対象です。職能資格ごとに、求められる職務遂行能力を明確にすることで、一人ひ

とりを公正に評価・処遇するとともに、向上心や目標達成意識の啓発にもつなげています。

「資格・役割制度」は、職務遂行能力である資格と果たすべき役割によってランクが決まるもので、培ってきた経験や能力を発揮する段

階にある「マネジャー相当職」の従業員に適用しています。
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■公正で納得性の高い評価を実施

実力本位の企業風土を定着させていくためには、従業員一人ひとりをその役割や成果に応じて公正に評価・処遇する必要があります。

そこで、サントリーグループでは以下のように年4回上司と部下が面接し、従業員一人ひとりが納得できる評価に努めています。

職能資格制度の適用対象となるメンバー相当職の従業員は、年初に行う「設定面接」で「業務計画書」を作成し、半期ごとの「振り返り面接」

でその計画に対する業務実績や取り組みのプロセスを振り返り、上司と話し合いながら評価を実施。上司は「フィードバック面接」でそ

の評価結果を伝えるとともに、期待している点や不足している点を具体的に話し合い、評価への理解とさらなる能力開発・成長を促して

います。

また、部下をもつマネジャー相当職については、上司による評価に加えて、部下からの評価も参考にしながら多面的に「担うべき役割を

どれだけ果たしたか」を評価していきます。このように、具体的な事実に基づき、納得性の高い制度を運用することが、実力本位の社

風を定着させ、一人ひとりが高い向上心とともに働ける環境づくりにつながると考えています。

■「チャレンジ目標」の運用

2013年より、メンバー相当職を対象として、「チャレンジ目標」を導入しています。「チャレンジ目標」とは、通常業務に加えて、より難

易度の高い、意欲的な目標を自らが設定し、その成果を人事考課において加点評価するものです。失敗をおそれずによりチャレンジン

グな目標をメンバー自身で設定し、「考動」を起こすことを通じて、サントリーグループのDNAである「やってみなはれ」の風土をより強

化していきます。

■「有言実行やってみなはれ大賞」の創設

2015年、サントリーグループ全従業員を対象とした「有言実行やってみなはれ大賞」を創設しました。これは、自ら旗を掲げ、従来の

やり方にとらわれないまったく新しい発想に基づくチャレンジングな活動によって「やってみなはれ」を実践したチームを表彰するもので

す。初年度となる昨年は、世界中から538チーム・6,747名がエントリーしました。今後もサントリーグループは、世界中で、夢大きく、

切磋琢磨しながら、新たな価値の創造に挑み続けていきます。

前述の「チャレンジ目標」とあわせて、更なるチャレンジングな風土醸成に向けて、取り組んでいきます。

■労使が協力して評価制度を運用

上述の年4回の面接について、労働組合が組合員にアンケートを実施。「上司との面接は十分に行われたか」「評価結果を理解できたか」

などを確認し、組合員一人ひとりの納得度を調査しています。

結果は経営陣にも伝えられ、人事制度の運用や改定に役立てています。また、面談内容が不十分であった場合には、評価者である上

司にヒアリングや指導も行っています。

■評価と連動した賃金制度を運用

サントリーグループの評価指標は、メンバー相当職の場合「業務計画書」に基づく達成度の「成果」と、資格ごとの行動規範を定めた「考

動」からなり、この2つの評価指標が昇給や賞与に結びつく賃金制度となっています。一方、マネジャー相当職については、資格に加え、

担った役割とその役割のもとで果たした成果に応じて処遇する賃金制度を採用しています。

また、会社業績を一定ルールで指標化し、それに賞与原資を直接連動させる「業績連動賞与」および、長期的・安定的な退職給付を

確保する「退職金年金制度」を設けています。

■「キャリアビジョン」の運用

サントリーグループは従来より、従業員が年に1回、自分の職務の状況や異動希望を人事部門に申告する制度を運用しており、こうした

申告をベースに、その人の成長を主眼として配置をすすめてきました。2013年、一人ひとりが自身の成長に向けてキャリアオーナーとな

ることを念頭に、従来のしくみを進化させた育成制度「キャリアビジョン」を新設しました。これは、事前に従業員が記入した「キャリ

アビジョンシート」をもとに長期的な「なりたい姿」と、その実現に向けた取り組みについてマネジャーと話し合い、それを育成と適材

適所の配置につなげていくという、従業員・マネジャー・人事が三位一体となったしくみです。

このしくみを充実させて、一人ひとりのより一層の成長を支援していくべく、2014年には社内イントラネットにキャリアデザインを支援す

る情報を掲載したサイトを新設するなど、運用強化への取り組みを進めています。

また、若手従業員の可能性を広げるため、入社後10年程度の間は複数の仕事を経験するジョブローテーションを実施。適材適所を図

るために4年次、9年次の全従業員面談をはじめ、従業員と人事部との個別面談を積極的に行っています。
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2015年度の仕事に対する意識

■ランスタッドアワード受賞

上記のような取り組みの成果として、ランスタッドアワード２０１６ において、サントリーが「勤務先としていま最も人材をひきつける魅

力のある企業」として第１位に選出されました。

ランスタッドアワードは、世界的な総合人材サービス企業であるランスタッド社が主催。「人材をひきつける魅力ある企業」（エンプロイ

ヤーブランドの高い企業）を表彰するものです。世界２５カ国において共通基準で実施され、最近注目を集める「エンプロイヤーブランド」

に関するものとしては世界最大規模の調査です。日本では２０１２年より実施され、２０１３年：第１位 、２０１４年・２０１５年：第２位

と常に高い順位に位置しており、本年度は３年ぶりに第１位に返り咲きました。

本調査では、日本国内で任意に選出された１８〜６５歳の男女８５００名が、「実際に働きたい企業」を選出する「ランスタッドアワード」

の他、勤務先企業を選ぶ際に重視する「１０の指標」において評価の高かった上位企業を選出しています。

サントリーは、「ランスタッドアワード２０１６」での総合第１位に加え、指標別「職場環境が快適である」、「興味深い仕事がある」の部

門において第１位に選ばれるなど、６部門で上位にランクインしました。各指標におけるサントリーの取り組みを高く評価いただいた結

果といえます。

■従業員の意識や会社の風土を調査

「キャリアビジョン」での面談では、従業員の現状や仕事に対する意識、本人の健康・家族・身上に関することや、異動希望、仕事への

やりがい、満足度などを確認しています。2015年は、79.8％の従業員が自らの仕事にやりがいを感じており、68.5％が満足していると

いう結果が出ています。個人の回答は、本人の希望を考慮した適材適所の配置や、企業活動の方向づけなどに役立てています。

また、サントリーグループでは、組織風土調査を毎年実施し、サントリーグループに集う従業員一人ひとりが日常業務の中で「企業理念」

をどのように認識、理解しているのか、また、それぞれの会社や職場の組織風土、施策、ならびにコンプライアンスについてどのような

意識をもっているのかを調査し、経営層並びに各社・各部門とも共有し、活用しています。

サントリー大学の設立
サントリーグループはこれまでも企業の成長の源泉は人材にあると考え、人材育成に取り組んできました。

当社を取り巻く環境が大きく変化している中で、グループの一人ひとりが、学びつづけ、成長しつづけることが組織の成長につながると

いう認識のもと、2015年４月に「サントリー大学」を開校しました。「大学」と名前はついていますが、門や校舎があるわけではなく、

サントリーグループがグローバルに発展していくための人材育成プログラムの総称です。

サントリー大学のミッションは、サントリーに集う個々人の能力の向上を図り、魅力ある人材をつくることであり、未来を見据え、学び

続ける意欲を啓発すること。そしてビジョンは、グループ全員が、創業の精神を理解し、”Global One Suntory”を実現することです。

サントリー大学には、理念学部、経営共創学部、基盤人材学部の３つの学部があります。
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■理念学部　―創業の精神の共有を図り、「ONE　SUNTORY」を実現するために―

国内外のすべてのグループ会社を対象に、企業理念や「やってみなはれ」「利益三分主義」といった創業の精神について、理解、浸透

を図るための活動を展開しています。

アンバサダープログラム

アンバサダープログラムは海外グループ会社従業員を対象にしたプログラムです。プログラムを通じてサントリーの理解を深めてもらい、

サントリーグループの一員としての一体感を醸成するとともに、帰国後「アンバサダー」として、学んだことを広めていくことを目的とし

ています。参加者は約１週間、様々な講義（学び）、視察（体感）、ワークショップ（議論）を通じ、サントリーが創業より大切にしてき

た創業の精神について理解を深め、帰国後それらを周囲にいかに共有していくか、自身の業務にどう取り込んでいくか、などについて

議論を重ねます。２０１２年の開始以降、２０１６年４月時点で、７００名以上が参加しました。

今後もこの「アンバサダープログラム」をより進化させ、サントリーグループの強みである創業精神を海外グループ各社の皆さんに共有

いただき、真のGlobal One Suntoryの醸成に向けて邁進して参ります。

サントリーホールにて 「水育プログラム」疑似体験にて

階層別研修内での実施

４年次研修や新任マネジャー研修など、各種の階層別

プログラム内に、創業の精神を学ぶセッションをビル

トインしています。具体的には、新任マネジャー研修内

にて、サントリー美術館やサントリーホールを訪問。サ

ントリーの企業理念の体感はもちろん、経営目線での

社会的価値等について学びました。また、新入社員向

けには、山崎蒸溜所やどうみょうじ高殿苑などを訪れ、

サントリーグループの３つのVALUEに対応するプログラ

ムを２日間を通して体感する研修を実施しました。

新任マネジャー研修での
サントリーホール訪問

新人社員による森林整備体験

■経営響創学部　―将来の経営人材・グローバルリーダーシップ開発に向けて―

強いビジネスリーダーを継続的に育成していくために、高いビジネスレベルを目指してキャリアストレッチの機会を提供します。従来の業

務の枠を超えて、社外／海外／異業種との接点を多彩に組み込むとともに、常に経営戦略とリンクしながらカリキュラムを用意しています。

GLF

サントリーグループ各社のなかから選出したシニアリーダー層を対象に、以下３つの目的で「Global Leadership Forum（以下、GLF）」

を開催しています。

・Global One Suntory、サントリアンとしての意識を高く持ち、創業の精神を深く理解し、現場での体現者・伝道師となる

・各社・各機能の範疇を超え、サントリーグループ全体での経営視点を持つ

・対象者間のネットワーキングにより、専門性や経験をシェアし、シナジーの種を見出す

コンテンツの作成・当日のセッション講師として、経営トップ自らが大きく関与しているほか、ゲストスピーカーによるワークショップなど、

参加者にとって良い刺激となる内容を盛り込んでいます。
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GLDP

将来のグローバル経営人材となるため、サントリーグループ全体から選抜されたチームリーダー層を対象に、Global Leadership 

Development Program（ＧＬＤＰ）を実施しています。サントリーグループの統一指標である「サントリー・リーダーシップ・コンピテ

ンシー」を軸に、リーダーシップ開発に取り組む全３回の集合セッションを含む半年間のプログラムです。2015年は日本人7名を含め、

世界各国から21名が参加しました。まずは現場体感やワークショップを通じてサントリーとその創業精神についての理解を深め、その

後チーム毎にテーマを設定。イノベーションの体感やチームディスカッションを経て、その内容を経営答申するという機会を提供するこ

とで、グローバル経営においてリーダーシップを発揮できる人材を継続的に輩出できるように取り組んでいます。

その他の育成プログラム

名称 内容
2015年

実績
2010 ～ 2015

年累計

キャリア
チャレンジ

グローバル業務遂行に必要なスキルを個別に設定・修得（語学力・異文化理解・異文化コミュ
ニケーション・論理的思考力）

10 48

ビジネスス
クール留学

国内留学・海外留学としてビジネススクールで、英語による経営管理学修士（MBA）を修得 3 22

トレーニー
海外グループ会社でのオンザジョブトレーニングを通じて、専門性を磨くとともに、語学力・
コミュニケーション力および異文化理解を修得

10 43

キャリアチャレンジでのフィールドワーク

■基盤人材学部　―サントリーグループ全員が学び、成長し続けるために―

従業員一人ひとりが能力を確立し、キャリアオーナーの自覚をもって自らキャリアを切り拓くための場を提供する学部です。日本国内の

従業員を対象に、「サントリアンとしての成長（新人からマネージャー層までの階層別研修）」および「キャリア自律・自己啓発（キャリア

支援）」という2軸をもとにプログラムが組まれています。

階層別研修

階層別研修では、新入社員、入社4年目社員、新任プロフェッショナル層、新任マネジャー層、新任部長層などの各層毎に、求められ

るスキル/知識・マネジメント能力・リーダーシップ等のテーマでそれぞれ学びを深めています。若手からマネジャー層までサントリーグルー

プを支える一人ひとりが成長し続けること、それがこの学部に込めた思いです。また、営業・生産など各部門では、ステージに合わせた

基本研修プログラムも実施しています。
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一人ひとりのキャリア開発をサポート

サントリーグループでは、2007年にキャリアサポート室を設置しました。専門のアドバイザーによる個別相談やワークショップなどを通

して、従業員一人ひとりの自律的なキャリア開発を、個人の視点に立って支援しています。従業員一人ひとりがキャリアオーナーとして、「イ

キイキと自分らしく」「面白い仕事する」をコンセプトにキャリアワークショップを体系的に行っています。入社４年目ではキャリアを考え

る姿勢づくりを図り、入社12年目では自己のキャリアデザインを描き可能性を追求する、そして、40代ではプロフェッショナルとしてキャ

リアを極めるための深い自己理解のもとに自分らしいキャリアビジョンを描くことをワークショップで行っています。65歳定年制のもと

で50代のメニューも充実させ、自らのキャリアを見直し、以降の人生をよりポジティブなものにしていくサポートをしています。

キャリア開発体系

■さまざまな育成プログラム

従業員一人ひとりが自分らしく、いきいきと働き、自己成長していくためには、自らの仕事人生に自ら責任をもって前向きに主体的に

努力し続けることが必要です。そのため、サントリーグループでは、自己啓発支援プログラム「SDP（Suntory Self-Development 

Program）」を導入しています。特に「応募型研修」は、国内グループ会社の従業員は誰でも共通のプログラムを受講でき、講座コンテ

ンツの学習だけではなく、グループ会社間におけるネットワーク形成としても有用な手段となっています。

さらに近年は、グローバル化への対応として、英語力強化への支援を充実させています。初心者レベルから、日々の業務で活用する高

度なレベルまで、また学び方も、事業所での少人数グループレッスンや、個人のスクール通学、e-ラーニングや通信教など、幅広い支

援体制を用意しています。今後も、前向きに主体的に努力し続ける従業員を支援していきます。

研修の種類 内容 人数

応募型研修※ 従業員自らが描くキャリアプランを実現していくために必要なビジネススキルの修得を主眼とした研修で、
約30種のコース（年間2期）を設置

767

英語力強化※
英語でのビジネスコミュニケーション能力を強化するため、事業所での会話レッスンや、オンラインレッス
ンなど、さまざまなコースを用意。各自がレベルに応じたプログラムを効果的に受講できるよう、多彩な
支援コンテンツを整備

701

eラーニング
業務遂行能力のレベルアップ・業務革新手段の修得を目的とした研修
ビジネススキル・語学・パソコンスキルなどのコースを整備

79

通信教育通学費
補助制度

能力向上を目的とした通信教育・通学にかかる費用の半分を会社が補助する制度（上限あり）
対象となる講座は、業務遂行上必要なスキル（計数・法知識など）の修得、語学向上、資格取得など

200

主な自己啓発支援プログラムおよび2015年度の受講者数

※本人の意思に基づく任意参加制であり、研修費用の一部を会社が負担します
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サントリーグループ独自のプログラム

サントリーグループは、サントリーならではのさまざまな知見やユニークな仕事の進め方などを社内にしっかりと残し、継承していくため

に、2013年から応募型研修のオリジナルプログラムを実施しています。初年度は、「サントリー商品のデザイン」「商品開発」の2講座を

開催し、社内の講師が登壇し、自ら手を挙げたグループ内の従業員を対象に講義しています。

この講座は、自ら参加したいと手を挙げさえすれば、誰でも受講することができます。参加者からは「サントリーのDNAが詰まった、こ

ういう研修をもっと開催してほしい」との声が寄せられています。

「サントリー商品のデザイン」を
講義する加藤シニアスペシャリスト

「商品開発」を講義する山田執行役員

■グループ合同でのトレーニングを実施

国内グループ会社合同新社会人トレーニング

「フレッシュな時に、グループの一員であることの意識を強くもってもらい、将来のシナジー発揮に繋げて欲しい」という考えのもと、サ

ントリーグループは2014年より「グループ合同新社会人トレーニング」を開催し、「社会人としてのマインドセット」や「ビジネスマナー

の基礎」などを学びながら、絆を深めました。なお、2016年は10社※・34名の新社会人が参加し、実施しました。

※サントリーマーケティング&コマース（株）、サントリーロジスティ

クス株式会社、ハーゲンダッツ ジャパン株式会社、サントリー

システムテクノロジ－株式会社、モンテ物産株式会社、サント

リーフラワーズ株式会社、沖縄サントリー株式会社、株式会

社サンベンド、サングレイン株式会社、サントリーパブリシティ

サービス株式会社

グループ合同新社会人トレーニングにて 緊張しながら自社紹介にチャレンジ

今後も、さまざまな業種が集うサントリーグループの強みを活かして、シナジーを発揮し、グループ各社の人材開発の支援に貢献していきます。

国内グループ会社合同マネジャー研修

2016年で5回目の実施となる当研修は、「マネジャーの

スタンダードを学ぶ」をテーマに、マネジャー経験3年

未満の従業員を対象に、10社22名で開催。2日間にわ

たり、自社・自己のプレゼンテーションや先輩マネジャー

による講話、人材育成にフォーカスをあてたロールプレ

イング演習などを実施しました。

■キャリア支援企業表彰を受賞

厚生労働省が主催する「キャリア支援企業表彰2013」において、サントリーホールディングス（株）

が厚生労働大臣表彰企業に選定されました。「キャリア支援企業表彰」は従業員のキャリア形成を

積極的に支援して他の規範となる企業をたたえ、その取り組みを広く周知・普及させることを目的と

するものです。

今回の表彰は、一人ひとりがいきいきとやりがいをもって働き、「やってみなはれ」を最大限発揮する

ために、従業員のキャリア形成を積極的に支援する取り組みが高く評価されたものと考えています。

表彰式では、記念品の盾が
贈与されました
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従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

ダイバーシティの推進

多様な従業員が「やってみなはれ」を発揮できるよう、従業員の属性の多様化を推進し、違いを受け入れ、活かす組織づくりに取り組

んでいます。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

ダイバーシティの推進を加速
新たな価値を絶えず創造していくためには、国籍や年齢などにとらわれることなく、多様な人材、多様な価値観を積極的に取り入れ、

活かすことが重要であるとの考えのもと、2011年にダイバーシティ推進室を設置、2012年には4つの重点領域と５つの重点課題を設定

しました。

また、2013年春には、全課長を対象とした研修を実施。「Change Management」をテーマに、体感型ロールプレイやディスカッショ

ンを通じて、「従業員一人ひとりが最大限に持てる力を発揮するにはどのようなマネジメントが必要なのか」について考動変革を促しました。

■サントリーグループ・ダイバーシティ通信「いろどり」を発行

５つの重点課題の1つである“一人ひとりの「考動」革新”として、2015年より全従業員に向けてサントリーグループ・ダイバーシティ通

信「いろどり」を発行しました。現場でのダイバーシティに関する事例を紹介することで、ダイバーシティの必要性を理解し自分自身の

考動へ結びつけることを目的としています。これまで「経営トップからのメッセージ」「営業現場・生産現場での取り組み」「ハンディキャッ

プのある社員」などの事例を紹介しました。また、自由参加型のセミナー「ダイバーシティセミナー」をシリーズで開催。「○○から働

き方を変える」をテーマに「障がい」「介護」「男性の育児」「LGBT」など多様性に関わるさまざまなテーマを取り上げ、自らの「考動」

革新につなげています。後日でも視聴できるようDVDの貸出も展開し、これまでに延べ約3,300名が視聴しています。2016年もさらに

ダイバーシティの啓発活動を加速させるべく、定期的に情報発信を発信していきます。

こうした取り組みの結果、経済産業省主催「ダイバーシティ経営企業100選」※として選定され

ました。

※「ダイバーシティ経営企業100選」：経済産業省が2012年から取り組みを開始した事業で、さまざまな規
模・業種の企業を対象として「ダイバーシティ経営」への積極的な取り組みを「経済成長に貢献する経営力」
として評価・選定しています。さらに選定企業をベストプラクティスとして広く発信することで、ダイバーシティ
推進のすそ野を広げることを目的としています。
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■海外グループ各社の担当者との「グローバル人事会議」を開催

サントリーグループは、海外グループ各社の人事担当者と

の「グローバル人事会議」を定期的に開催しており、シナ

ジー創出を目的に、「リーダーシップ開発」「将来のキータ

レント育成」などの具体的な課題を設定し、各国・各社の

情報共有やディスカッションを行っています。

また、採用活動においても、英語版採用Webサイトの作

成や留学生向けセミナーの開催、海外に赴いての採用活

動など、グローバルな活動を強化しています。

■「アンバサダープログラム」を開催

2012年から実施している「アンバサダープログラム」は、「海外グループ会社の従業員が日本を訪れてサントリーグループのDNAを学ぶ」「海

外グループ各社に直接出向き、現地でワークショップ等を行う」という２つのプログラムを実行しており、プログラム終了後は、参加者が

各社の“伝道師”としてサントリーグループのDNAを伝えます。 2015年は228名が本プログラムに参加、累計では542名となりました。

「いろどり」誌面より

グローバル人事会議

アンバサダープログラム

■女性の活躍を支援

サントリーグループでは、2025年に女性管理職20％達成を目指しています。継続的に女性管理職を輩出していくために、「意図的なストレッ

チ機会の提供による意識・考動変革」「育児中社員の早期フルモード化」などを課題にあげ、さまざまな取り組みを行っています。

入社4年目の社員を対象とした「4年次研修」では男女ともにライフを含めてキャリアを考え実現していくこと、その準備のために時間生産

性をあげていくことを伝えました。産休前ガイダンス・育休後フォローアップセミナーでは、業務へのより高い意識を醸成（復職後の早期フ

ルモード化）するとともに、セーフティネットとして、保育園に入園できなかった際の「つなぎベビーシッター制度」や、復職後の「緊急時・

病時ベビーシッター制度」にて費用の一部を会社が負担するなど、育児中社員の早期復職・フルモード化の支援も行っています。また、

育休後フォローアップセミナーと同じタイミングで上司向けガイダンスを実施し、マネジメントによる活躍支援の後押しを強化しました。

その結果、女性からは「自分が活躍することで、部署全体への貢献や、後進のロールモデルとなっていきたい」などの前向きで中長期

の視点をもった声が上がっており、マネジャーからも女性への期待感や活躍支援に向けた具体的行動が現れはじめています。

また、意識・スキルの両面で意図的なストレッチ機会を強化するべく、管理職一歩手前の従業員を対象とした「女性リーダーのためのキャ

リアカフェ」や「社外セミナーへの派遣」を行っており、ロールモデルである先輩マネジャーの経験談、社内外の参加者同士の交流な

どを通して、さらなるチャレンジへの意識づけの機会となっています。

また全女性管理職を対象とした女性マネジャーフォーラム・幹事会の実施などにより、女性経営層からの働きかけによるさらなる意識

改革や、ネットワーク強化にも努めています。

そして、さらなる後押しが必要な営業部門では、営業職で女性がさらに活躍するための提言をテーマとした「新世代エイジョカレッジ」や、

「異業種若手営業女性交流会」など、社外と連携した取り組みも積極的に進めています。

これらの活動が相まって、2015年末時点で女性管理職比率は8.1％にまで拡大。「女性が働きやすい、かつ成果をあげている会社」の

実現に向けて、継続的に働き方改革、意識改革などに取り組んでいきます。
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■女性の登用状況

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※ 2015年12月31日

■管理職・非管理職別、男女別要員数（グループ全体）

■障がい者雇用を促進

サントリーグループは、障がい者の方の可能性を広げるため、職域を限定せずに採用活動を行っています。新卒・経験者の両者を対象に、

障がい者の方の専用窓口を設けて告知を強化し、ハローワークとの連携も図るなど積極的な活動を展開しています。さらに、グループ

会社全体での雇用促進も進めており、2012年からはグループ合同での就職ガイダンスを開始。2015年6月1日時点で障がい者雇用率は

サントリーホールディングス（株）が2.46％（雇用者数は93名、うち重度障がい者37名）、サントリー食品インターナショナル（株）が2.10％

（雇用者数は34名、うち重度障がい者18名）となっています。

なお、障がい者の方のさらなる活用推進に向けて2014年より知的障がいの学生を対象としたインターンシップを実施し、2015年春に4

名が入社しました。

毎日元気にさまざまな業務をこなし大きな戦力となっています。2016年春からさらに4名の新戦力が加わり、より幅広い業務にチャレン

ジしていきます。
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■ハンディキャップ休暇制度の導入

障がい者の方にも、より一層いきいきと活躍いただける環境をつくっていきたいという考えのもと、2013年より「ハンディキャップ休暇

制度」を導入しました。障がい者手帳を保有する方を対象に、特別休暇として年5日が付与されます。この制度は、正社員・嘱託を問

わず利用することができます。上司のマネジメントをサポートするために「ハンドブック」も作成、共有しています。

今後も、障がい者の方の雇用を促進していくとともに、より働きやすい環境づくりを進めていきます。

■65歳定年制の導入

年金の支給開始年齢の引き上げなどに伴う経済的な理由や、就労意欲の高まりにより、定年後の就労ニーズは今後も高まるものと考え

られます。一方、定年退職者が業務で培った技術やスキルは、企業にとっても貴重な財産です。

サントリーグループは、シニア層が長年にわたって培った経験や高いスキルを活用して活躍の場を広げるため、また60歳以降の従業員

の就労ニーズに応えるために、2013年4月から65歳定年制を導入しました。この新制度は、60歳到達時の資格・役割に応じて、60

歳以降は新しく設けられた3つの資格（エキスパート資格、メンバー資格、サポート資格）のいずれかを担うこととなります。また、60

歳以降も目標管理制度に基づく成果評価と考動評価を実施し、考動評価の項目は「業務貢献」と「次世代貢献」となります。さらに、

50代のうちに必ず受講する「キャリアワークショップ」で、シニア期のキャリアを考える機会を提供しているほか、定年後を見通した「ラ

イフプランセミナー」も定期的に開催しています。

今後も、ベテラン従業員が長年培った経験と知識を活かして、一層活躍できるようサポートを進めていきます。

■障がい者雇用数と雇用率（2015年6月1日時点）

※ 2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※ SHD：サントリーホールディングス（株）

※ SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

グループ合同での障がい者就職ガイダンス

白州蒸溜所にてお客様セミナーを
担当する佐野さん

品質管理のレクチャーを
担当する森田さん
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従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

ワークライフバランスの推進

多様な従業員一人ひとりが能力を十分発揮できるよう、ワークライフバランスに配慮して、働きやすい環境づくりに努めています。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

■年間総実労働時間

※サントリーグループの標準的な事業所での所定内勤務時間は1日7.5時間、休日数は年間121日、年間所定内勤務時間は1,830時間です

※労働時間については、2013年まではサントリーホールディングス（株）のみの数字です

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

労働時間の適正化
従業員が健康でいきいきと働ける風土づくりの一環として、労使が協力して長時間労働や、年次有給休暇の促進に取り組んでいます。サー

ビス残業の禁止や、早帰り促進のための全社完全消灯ルールの徹底、さらに2014年には業務の効率化に向け「働き方見直しハンドブッ

ク」を作成・展開するなど、ゆとり拡大や生産性向上のための取り組みを強化しています。また、パソコンの使用時間など各種勤怠情

報を日次で確認できるシステムを導入し、セルフマネジメントをサポートするとともに、必要に応じて改善指導などの対策を講じています。

※労働時間については、2013年まではサントリーホールディングス（株）のみの数字です

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

■年次有給休暇取得実績
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施策 内容

フレキシブルな働き方の推進
フレックス勤務、テレワーク勤務の利用を推進
テレワーク勤務の利用者数は、2015年に3,577名となり、約2人に1人が利用
2015年には「テレワーク推進企業等厚生労働大臣表彰（輝くテレワーク賞）特別奨励賞」を受賞しました。

業務効率化の推進
Web会議、タブレット、スマートフォン、モバイルPCの活用を推進

「働き方見直しハンドブック」を活用した会議ルール・資料作成ルール等の見直し

集中タイム 会議やメールを遮断し、集中して業務を遂行する時間をつくり出す

■ワークスタイル変革につながるさまざまな活動

働き方改革
サントリーグループでは、「生産性高く働き、質の高い成果を生み出し、新たな価値創造につなげること、また多様な従業員がいきいき

と働けること」を目的とし、ワークスタイル革新に取り組んでいます。

時間と場所の制約を取り払い、よりフレキシブルな働き方を目指して、2010年には、フレックス勤務のコアタイム原則廃止・対象範囲拡大、

テレワーク勤務※の対象範囲拡大・10分単位での利用を可能としました。また、研究開発部門では裁量労働制を導入し、業務適正に即

したワークスタイル革新に取り組んでいます。加えて、営業部門でのタブレット・スマートフォンの活用など、ITを活用した新しい働き方

も浸透しています。

2015年は、フレックスタイムのさらなる活用や計画年休の取得徹底による年次有給休暇取得促進などにより、さらに、メリハリのある

働き方の実現に取り組んでいます。

※テレワーク勤務：在宅勤務など、事業所外での勤務のこと

■フレキシブルな働き方と制度で、仕事と育児・介護の両立を支援

ワークライフバランスに配慮して従業員を支援
以前から法定以上の福利厚生制度を多く設けるなど、生活と仕事のバランスを保ちながら個々の事情に応じて働ける制度を拡充してい

ます。また、少子高齢化問題に社会全体で取り組んでいく必要性や企業の社会的責任を十分に認識し、現場の実態や従業員のニーズ

に即した支援を行っています。

フレックス勤務・テレワーク勤務といったフレキシブルな働き方と、下記のような制度を活用することで、時間・場所の制約があっても、

いきいきと働き続けられるしくみとなっています。

サントリーグループは、ワークスタイルの革新を推進していくために、さまざまな情報・意見をお互いに発信・交換する場とし

てイントラネット上に「チャンス広場」というコンテンツを新設しました。現在、「現場体感」「価値創出」「業務効率化」「コミュ

ニケーション」という4つの切り口で、さまざまな情報・意見が交換されています。

イントラネット上の「チャンス広場」でさまざまな情報・意見を交換

Web会議の様子
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育児に関する制度

2005年4月施行の「次世代育成支援対策推進法」に基づいて、出産・育児支援制度を拡充しました。育児休職のほか、妊娠期〜育児

期まで利用できる短時間・時差勤務制度を導入しています。保育園などの送迎や子どもの生活時間に合わせられるように、働き方を幅

広く選択できるようにしています。

こうした取り組みの結果、2008年に厚生労働省より「次世代育成支援企業」認定マークを取得しました。2011年には男性の育児休職

取得促進を目的に育児休職の一部有給化した制度（ウェルカム・ベビー・ケア・リーブ）をスタートし、2015年の育児休職取得率は女

性が100％、男性が22％でした。年間での育児休職取得者は女性が172名、男性が75名となっており、育児休職を取得する男性が年々

増えてきています。

介護に関する制度

2011年4月より介護に関する制度（休職、短時間・時差・フレックス勤務）の取得可能期間を延長し、9月には介護による休職の適用

要件を明確化するとともに、短時間・時差・フレックス勤務の適用要件を緩和するなど、介護に関する施策も拡充しています。

「次世代育成支援企業」認定マーク※

京橋オフィス赤坂オフィスお台場オフィス

※「次世代育成支援企業」認定マーク「くるみん」：

　 子育てをしている労働者の仕事と家庭の両立支援のための環境整備、子育てをしていない従業員も含めた、多様な労働条件の整備に取り組んでいる企業として、

厚生労働省から認定を受けた企業が取得できるマーク

■育児期におけるサポートの充実

育児期におけるサポートを充実させるために、2012年に法人契約ベビーシッター費用補助による復職へのサポートや病時・緊急時のサ

ポートなど、産休育休前・中・後のサポートを実現する体制を整えました。また、マネジャーへの研修などを通じてマネジメント層の意識・

行動改革を図り、仕事と育児・介護の両立をさらに支援しています。

従業員参画型「子育てプロジェクト」から出された提言をもとに、以下のような休職前後から復職時およびその後と、さまざまな時点で

の支援策を導入しています。

 ・ 産休前：制度説明や産休者同士のネットワーク構築を目的に、産休前ガイダンスを対象者全員に実施

 ・ 休職中：会社の情報や先輩社員の事例を紹介するメルマガを月一回発信

 ・ 復職時：保育園への入園が困難な場合、つなぎベビーシッター制度にて一定期間の費用を会社が補助

 ・ 復職後：復職後の両立支援と早期フルモード化を目的に、病時・緊急時ベビーシッター制度や育休後フォローアップセミナーを実施

■男性従業員と上司が参加する「ちちおやガイダンス」を展開

自ら考え「考動革新」を起こしていくことを目指し、サントリーグループの男性従業員が中心となって「ちちおや会」を結成し、2011年

から活動を開始しています。さらに男性従業員のより一層の意識改革を目的に、2013年から「ちちおやガイダンス」を開催。ロールモ

デルの紹介や参加者同士の情報共有などを実施しました。これまでに情報交換会やガイダンスなどに延べ150名程度の男性従業員が

参加しています。今後も内容を充実させていく予定です。
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育児支援施策概要（2012年4月改定）

育児休職取得実績

※2012年までは、サントリーホールディングス（株）のみの数字です
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項目 内容

育児

産前産後休業 原則、産前6週間と産後8週間

育児休職 原則、子が満3歳に達するまでの間取得可能

ウェルカム・ベビー・ケア・
リーブ

育児休職開始当日からの連続5日間は有給
（子の出生から1歳半まで）

短時間・時差勤務
子が中学校進学まで
短縮時間は1日あたり2時間を限度 時差勤務は一定の範囲内で設定可能

フレックス勤務 事由は問わず、子の年齢制限も設けていない

テレワーク勤務
在宅勤務等、事業所外での勤務のこと
事由は問わず、子の年齢制限も設けていない

キッズサポート休暇
育児事由全般のための特別休暇（有給休暇）
中学校入学前の子1人につき1年間に5日、2人以上であれば1年間に10日

復職時のベビーシッター
サービス

保育園等への入園が困難な場合、法人契約先のベビーシッターを紹介し、保育園等への入園ができるまで、
最長7カ月間の費用補助

子の病時・緊急時のベ
ビーシッターサービス

子の病時や急な残業・出張等の緊急時に、法人契約先のベビーシッターを利用しやすくするため、入会金・
年会費等を会社が負担。子が小学校4年生になるまで利用可能。

ベビーシッター利用補助
家庭内での乳幼児、小学校低学年の児童の保育や保育所等への送迎
補助額は1日あたり1,700円

ジョブリターン制度
勤続3年以上で退職時に登録した者を再雇用の対象とする
養育する子（退職事由の子に限らない）が小学校に就学するまで（最長10年とする）

介護

介護休職
最長3年間 ただし通算93日以内であればこれを超えて取得可能
給付金1カ月あたり5万円

短時間・時差勤務
休職期間と合わせて最長9年まで取得可能
短縮時間は1日あたり2時間を限度　時差勤務は一定の範囲内で設定可能

フレックス勤務 事由は問わず、期間制限も設けていない

テレワーク勤務
在宅勤務等、事業所外での勤務のこと
事由は問わず、期間制限も設けていない

特別休暇
通院の付き添い等のための休暇（有給休暇）
要介護状態の対象家族1人につき1年間に5日、2人以上であれば1年間に10日

ホームヘルパー利用補助 1日につき1人分（上限15,000円）、年間50日を上限として支払料金の70％を補助

ジョブリターン制度
勤続3年以上で退職時に登録手続きを行った者を再雇用の対象とする
介護事由が消滅するまでとし、最長10年とする

余暇・
休暇

リフレッシュ休暇制度 勤続10年、15年、20年、25年、30年、35年、40年、45年に達した人に特別休暇および奨励金付与

育児・介護等各種制度
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介護支援施策概要

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

育児・介護

育児休職 95 107 114 174 205 247

育児短時間・時差 77 105 114 127 195 192

介護休職 0 1 1 1 2 1

介護短時間・時差 0 0 1 2 2 3

テレワーク勤務※ 294 2,116 2,234 3,243 3,196 3,557

キッズサポート休暇 126 213 314 378 663 464

ホームヘルパー 2 4 2 3 0 2

在宅保育サービス 8 11 25 35 37 16

余暇・休暇 リフレッシュ休暇 648 645 772 927 791 933

育児・介護等各種制度の取得者数推移

（名）

※2012年までは、サントリーホールディングス（株）のみの数字です

※2008年〜2009年は育児・介護事由のみ。2010年より拡大

■育児･介護休職からの復職を支援

サントリーグループでは、復職支援の一環として休職前や復職前に所属長との面談を義務づけています。また、休職中に自宅のパソコ

ンからイントラネットを閲覧し、社内の情報をいつでも確認できるようなシステムも構築。さらに、育児休職者に対して、毎月、復職後

に活用できるノウハウをメールマガジンとして送付するなど、復職への不安を軽減する施策を整備しています。

■育児・介護退職者等を再雇用

サントリーグループでは、妊娠・出産・育児・介護・配偶者の海外赴任を事由に退職した従業員が、再度職場に復帰したいと希望した

ときに再雇用する「ジョブリターン」制度を導入しています。一定の試用期間後の処遇は、退職時の資格・給与をもとに決定されます。

導入時の2007年から2015年までの間に40名が登録し、2015年末までに5名が復職しました。

退職事由 離職期間

妊娠・出産・育児 養育する子が小学校に就学するまでとし、最長10年

介護 介護事由が消滅するまでとし、最長10年

配偶者の海外赴任 配偶者が海外から帰任するまでとし、最長10年

ジョブリターン制度の離職期間
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従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

労使関係

労使が協力して「働きやすい職場」に
サントリーグループでは、労使一体となった課題解決への取り組みを進めています。重要な経営上の課題については、労使間で定期的

に開催している「経営状況に関する協議会」「決算協議会」「部門・テーマ別協議会」などを通じて検討・協議。サントリーグループの

経営施策について、労働組合から業務の現況をふまえた提言を受け、活発な議論を行っています。

人事・労務関連の諸制度の運用・改定も、労使双方の課題認識をもとに十分に協議した上で実施しています。こうした労使関係により、

企業運営の客観性や透明性とともに諸施策の実効性を高めています。なお、サントリーグループの労働組合ではユニオンショップ制※を

採用しています。

※ユニオンショップ制：職場において労働者が必ず労働組合に加入しなければならないという制度

労使が協力して働きやすい環境づくりに努めています。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

実施している主な労使協議会

名称 開催頻度 内容

経営状況に関する協議会 年2回 会社の経営方針、経営状況、事業執行状況等に関する協議

四半期決算協議会 年2回 グループ連結業績について情報共有

部門別協議会 年1回（各部門） R&D部門・生産部門・営業部門等の課題に関して協議

働き方向上委員会 年2回 労働時間問題の状況確認および改善に向けて協議

面接協議会 年4回 人事制度上の各面接実施状況の確認および改善に向けて協議

労使共通の重要課題についてテーマを定め、定期的に協議会を開催しています。2015年の

1年間で、25回の協議会を実施しました。

経営状況に関する協議会

■協議会で労使の協働を推進

サントリーグループとしての一体感の醸成を目的に、労使が協働でレクリエーション企画を運営しています。2009年にスタートした「ソフト

バレーボール大会」はグループ会社からの参加も増え、2015年の第7回大会では、従業員とその家族を合わせて約3,000名が参加しました。

■労使が協働してレクリエーション企画を実施

「ソフトバレーボール大会」
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従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

労働安全

従業員が安心して働くことが企業の活力につながるとの考えのもと、労働安全を推進しています。

労働安全への取り組みを推進
工場では、「安全」を職場業績評価基準の1つに掲げ、「安全衛生委員会」が中心となって、各職場の業務特性や実情に合わせた取り

組みを推進しています。2015年の労働災害発生件数は8件で度数率※1は0.00、強度率※2も0.000、でした。今後も引き続き、業務時・

通勤時双方での安全対策強化と、従業員の安全意識向上に努めていきます。

※1 度数率：死傷者数÷延べ労働時間数×100万

※2 強度率：労働損失日数÷延べ労働時間数×1,000

■ものづくりでの労働災害をゼロに

サントリーグループの生産研究部門では、2010年2月に制定した「サントリーグループ生産研究安全衛生基本方針」に則り、人の健康

と安全はすべてに優先するという考えのもと、最優先課題として労災ゼロ化活動に取り組んでいます。今後も現場一人ひとりの安全意識

の向上、設備面・作業面のリスク低減活動の継続といった地道な活動を弛（たゆ）むことなく進め、協力会社の皆様とも連携しながら、

労働災害ゼロに向けてグループ一丸となって活動を深化させていきます。

■海外での危機管理体制を構築

海外において緊急事態が発生した場合に備え、サントリーグループは海外勤務者やその家族の

安全確保のため、危機管理マニュアルを整備。報告ルートや対策体制を整えるとともに、海外

勤務者本人向けのポケットマニュアルを作成し、携行を促しています。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

■労働災害発生件数

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

休業災害件数 3 3 2 3 4 0

不休災害件数 14 10 8 12 13 8

計 17 13 10 15 17 8

（件）

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみの数字です
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従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

健康経営

■法定項目を超える詳細な健康診断を実施

多様な制度を導入し従業員の健康に配慮
従業員の身体と心の健康に配慮することは、企業の最も重要な責務の1つです。従業員一人ひとりが元気に活躍できるよう、健康診断

項目の充実やフォロー体制の整備を行っています。

サントリーグループでは、健康とは単に病気ではないということではなく、「心身ともに健康で、毎日元気に働き、やる気に満ちている」

状態だと考えています。こうした考えのもと、従業員・家族の健康をより一層推進するべく、2016年から「健康経営」を新たにスタート

しました。

サントリーグループでは、法定項目以上に詳細な検査項目で、健康診断を実施しています。40歳

以上の従業員には、毎年の定期健康診断に代えて、人間ドックの受診を義務づけています（会社

指定項目については全額会社負担）。産業医は全従業員の健康診断結果を確認し、有所見者へ

の面談と健康指導を実施しています。また、看護職が事業所を訪問して行う健康面談や臨床心

理士によるカウンセリングといった健康に関する相談体制を整備し、従業員の健康維持・増進を

支援しています。
産業医による問診

自然
と響きあう

社会
と響きあう
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マネジメント

お客様・お取引先
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従業員
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各種健康施策

各種制度

病気
けが
災害

失効年休を利用した特別休業
本人の業務外の傷病や不妊治療、家族の介護のため、取得できなかった有給休暇について、年間
10日を限度に60日まで積み立て可能

差額ベッド代補助 入院の際の健康保険の適用外となる部屋代について、かかった費用の70％を補助

人間ドックの利用

40歳以上の従業員は、定期健康診断として、会社指定項目については個人負担なしで必須受診（年
1回）

30歳以上の人（被扶養者も含む）は、日帰りコース5,000円の個人負担で利用可能（年1回を限度）

メンタルセルフチェック 年1回一斉実施、常時利用可

歯科検診 年1回実施

健康電話相談システム 社外専門スタッフが対応

心の相談・電話相談 社外専門スタッフが電話相談・面談に対応（面談の個人負担1回1,000円）
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各種健康施策の利用者数

（名）

※2012年までは、サントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

病気・けが・災害

失効年休 29 29 43 47 48 53

差額ベッド 22 18 25 40 33 20

人間ドック（40歳以上） 2,534 2,400 2,444 3,048 3,046 3,280

人間ドック（30歳以上） 334 359 433 896 894 866

人間ドック（家族） 1,124 1,170 1,064 1,766 1,837 1,950

歯科健診 2,918 2,932 2,834 3,571 3,617 3,753

健康電話相談システム 275 264 153 124 139 120

心の相談・電話相談 205 203 149 183 209 114

■産業保健スタッフによる面談実施

産業医、メンタル専門医、看護職、臨床心理士といった産業保健スタッフの体制を整えるとともに、いつでも気軽に相談しやすい雰囲

気づくりを目指しています。2014年からは看護職が全事業所に訪問し、全従業員と面談しています（初年度は課長層のみ）。今後も相

談体制を社内に周知するとともに、心身の状況や生活習慣を把握し、早期発見・早期対応につなげる取り組みを進めています。

■メンタルヘルスへの取り組み

メンタルヘルス疾患の予防と早期発見のため、従業員本人がストレスに気づいて対応する「セルフ

ケア」と、マネジャーによる職場環境改善や個別相談の実施などの「ラインケア」の双方から施

策を講じています。さらに、メンタル専門医、臨床心理士によるカウンセリング、ストレスチェッ

クなども適宜実施しています。また、休職者へのサポートを強化するなど、復職支援体制を整備

しています。

さらに、集合研修の際にラインケア研修やセルフケア研修を実施しています。

お台場オフィス・大阪オフィスは、国家資格を有するヘルスキーパーがマッサージや指圧など

の施術を行う「ヘルスケア（企業内マッサージ師）ルーム」を設置しています。心身の健康改

善やリフレッシュ手段の1つとして、年間約2,300名が利用しています。

「ヘルスケアルーム」を設置

施術の様子

メンタルヘルスセミナー
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メンタルヘルスケアのための主な施策

■ワークスタイル革新との連動

従業員一人ひとりが「心身ともに健康で、毎日元気に働き、やる気に満ちている」という姿を実現するには、働き方を大きく見直し、公

私の充実を図ることが不可欠です。サントリーグループでは、ワークスタイル革新としっかり連動させながら、健康経営を推進していき

ます。

■従業員の家族の健康も支援

サントリーグループは、さまざまな面から、従業員とその家族の生活をサポートしています。外部相談窓口には「心の相談・電話相談」

や「SOS総合窓口」などがあり、健康面はもちろん、法律相談まで幅広い分野に対応。従業員とその家族からの相談を受け付けています。

また、従業員の家族が人間ドックを受診する際の補助制度（2015年は1,950名が利用）など、従業員が生活で直面する問題や不安の

解消などにも役立つ制度を整えています。
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CSR マネジメント

サントリーグループは、真に人々や社会から信頼され、選ばれる、価値ある企業となるために、その基盤として法規制の遵守はもとより、

透明性の高い経営・組織体制を構築・維持しながら「Growing for Good」な企業の実現に向けた取り組みを強化しています。

また、ステークホルダーの人権を尊重した経営を推進することが極めて重要との認識のもと、人権についての活動方針を定め、さまざ

まな取り組みも行っています。

コーポレート・ガバナン
ス

リスクマネジメント

コンプライアンス 人権の尊重

社会から信頼される企業であり続けるた
めに、コーポレート・ガバナンスの充実に
努めています。

事業を継続して社会に貢献していくため
に、グループ全体のリスクを把握・分析し、
課題解決に向けて取り組んでいます。

社会の期待に応え、責任を果たしていく
ために、コンプライアンスを最優先する
組織・風土づくりを進めています。

企業活動における「人権」に対する関心
が高まる中、人権リスクマップを作成する
など、取り組みを強化しています。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

お客様・お取引先
と響きあう

CSR
マネジメント
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■グループ経営を担う各種会議体

サントリーホールディングス（株）の取締役会は、社外取締役1名を含む11名（2016年4月現在）の取締役で構成されています。取締

役会では、グループ全体の経営課題について具体的な検討・協議・意思決定を行うとともに、グループ各社の業務執行を監督する役割

を担っています。また、執行役員制度の導入により、経営の意思決定と業務執行を分離し、機動的な意思決定を実現しています。

■経営を監査する体制

サントリーホールディングス（株）の監査役会は、社外監査役2名を含む4名（2016年4月現在）の監査役で構成され、業務の執行状

況や内部統制システムの整備状況などを監査しています。監査役会室を設置し、監査役会の監査活動を補助しております。加えて、グ

ループ各社の業務執行状況などを監査・検証する内部監査部門としてグループ監査部を設けています。また、外部監査法人が会計監査

を実施し、会計や会計に関わる内部統制の適正性や適法性について、客観的な立場から検証しています。

自然
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従業員
と響きあう

お客様・お取引先
と響きあう

CSR
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サントリーグループのコーポレート・ガバナンス
サントリーグループは、「グループ経営」と「業務執行」を分離させる純粋持株会社制を導入しています。地域社会やお客様、ビジネスパー

トナーなどすべてのステークホルダーと良好な関係を保ち、企業としての社会的責任を果たすため、コーポレート・ガバナンスの充実に

努めています。

お客様や社会から信頼される企業であり続けるために、コーポレート・ガバナンスの充実に努めています。

CSR マネジメント

コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス体制

内部統制システムの強化
サントリーホールディングス（株）の取締役会で決議した「内部統制システムの基本方針」に基づき、コンプライアンスや情報管理、リ

スクマネジメントなどの取り組みを強化することで、より実効性のあるガバナンス体制の構築を目指しています。
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サントリー食品インターナショナル（株）のコーポレート・ガバナンス
東京証券取引所市場第一部に上場しているサントリー食品インターナショナル（株）は、監査等委員会設置会社です。これは、取締役

会の議決権を有する監査等委員である取締役が監査を行うことによる監査・監督の実効性の向上、ならびに、内部監査部門を活用し

た監査の実施による内部統制の実効性の向上を目的とし、より透明性の高いガバナンスを維持するために設けられました。取締役会を

構成する取締役11名（監査等委員である取締役を含む）のうち3名は社外取締役（2016年4月現在）です。

また、同社では、取締役会の決議によって重要な業務執行の決定の全部または一部を取締役に委任することができる旨を定めています。

これは、社外取締役を含めた取締役会においては、経営戦略、中期・長期計画および経営課題に関する議論等、より大局的・実質的

な議論を行うことで、経営戦略を実現し、目標とする経営指標を達成するとともに、個別の業務執行については経営委員会または社内

規程に基づく意思決定によるものとすることにより、意思決定の迅速化と取締役会の監督機能の強化を図ることを目的とするものです。

さらに、2015年6月には、コーポレート・ガバナンスコードの各項目をすべてコンプライし、これに基づいたコーポレート・ガバナンス方

針を策定し、公表しております。
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コーポレート・ガバナンス

内部統制システムに関する基本的な考え方およびその運用状況

業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備について、取締役会で決議した内容は次の通りです。(2015年改定)

Ⅰ．当社の取締役、執行役員及び使用人並びに当社子会社の取締役、執行役員その他これらの者に相当する者及び使用人の
職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

サントリーホールディングス株式会社（以下「当社」という）は、“グローバル総合酒類食品企業”を目指し、更なる持続的成長

とサントリーグループ全体の企業価値の最大化を図るために、下記のとおり、内部統制システムの基本方針を策定する。

1.サントリーグループは、サントリーグループ企業倫理綱領により、以下のとおり基本原則を示している。

「人と自然と響きあう」という企業理念を共通の志として、国際的企業市民としての自覚をもとに、市民社会のルールを尊重し、

コンプライアンスを最優先にする組織と風土が何より重要である。

サントリーグループの取締役、執行役員及び従業員一人ひとりは、企業市民として、社会的な倫理のうえに組織の意思決定を

行い、事業活動を展開する。

2.この実践のために、法令遵守・社会倫理の遵守をサントリーグループの全ての取締役、執行役員及び従業員の行動規範とする。

サントリーグループの取締役及び執行役員は、コンプライアンス経営の実践のため、法令・定款並びに企業倫理の遵守を率先

垂範して行うとともにコンプライアンス経営の維持・向上に積極的に努めるものとする。

3.グローバルリスクマネジメント委員会及びサントリーグループ内に設置される各リスクマネジメント委員会（グローバルリスクマネ

ジメント委員会及び各リスクマネジメント委員会を総称して以下「リスクマネジメント委員会」という）において、コンプライアン

ス体制の推進を行うとともに、重要課題を審議する。また、サントリーグループ内にコンプライアンス担当部門を設置し、活動

の徹底を図るため、当該部門を中心として、定期的に教育・研修活動を行うとともに、サントリーグループ全体のコンプライア

ンス体制の構築･推進を行う。

4.当社のリスクマネジメント委員会及びコンプライアンス担当部門はその審議内容及び活動を、適宜、取締役会及び監査役会に

報告するものとする。

5.サントリーグループの取締役、執行役員及び監査役がコンプライアンス上の問題を発見した場合は、速やかにリスクマネジメン

ト委員会に報告するものとする。また、コンプライアンスホットラインを社内・社外に設置し、サントリーグループの従業員がコ

ンプライアンス上の問題点について、直接報告できる体制とし、情報の確保に努めた上で、報告を受けたリスクマネジメント委

員会は、その内容を調査し、必要に応じて関連部署と協議し、是正措置をとり、再発防止策を策定し、全社にこれを実施させ

る体制とする。

6.必要に応じて、子会社に取締役又は執行役員を派遣し、適正な業務執行・意思決定や監督を実施する。また、当社の関連部署は、

子会社に対して助言、指導、支援を実施するものとする。

7.必要に応じて、子会社に監査役又はこれらに相当する者（以下「監査役等」という）を派遣し、監査の実施を行うものとする。また、

監査部門において、子会社に対する内部監査を実施する。

8.サントリーグループの従業員のコンプライアンスの状況・業務の適正性について、監査部門による内部監査を実施し、その結果

は、代表取締役社長に報告されるものとする。

9.財務報告の適正の確保に向けた内部統制体制を整備・構築する。

10.サントリーグループの取締役及び執行役員は、反社会的勢力との関係断絶及び不当要求への明確な拒絶のための体制を構築

し、推進するものとする。
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Ⅱ．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

1.総務担当役員は、社内の重要文書の保存及び管理について、文書管理規定等を必要に応じて見直し、改善を図るものとする。

2.取締役及び執行役員は、株主総会議事録、取締役会議事録、重要な意思決定に関する文書等（電磁的記録を含む。以下同じ。）

その他取締役及び執行役員の職務の執行に係る重要な情報を法令及び社内規定に従い保存・管理するものとする。

3.上記の文書等は、取締役、執行役員及び監査役が必要に応じて閲覧可能な状態を維持するものとする。

4.リスクマネジメント委員会において、個人情報を含む情報の保護・保存のみならず、情報の活用による企業価値向上を含めた情

報セキュリティ・ガバナンス体制を構築・推進する。

Ⅲ．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1.サントリーグループの経営上の戦略的意思決定は、取締役会に付議されるものとする。

2.業務執行におけるリスクは、各取締役及び各執行役員がその対応について責任を持ち、重要なリスクについて、取締役会にお

いて、分析・評価を行い、改善策を審議・決定するものとする。

3.グループ経営上重要なリスクは、リスクマネジメント委員会及び品質保証委員会において、グループ全体にわたる業務遂行上の

リスク及び品質リスクを網羅的・総括的に管理する。また、それぞれの重要なリスクについて、必要に応じ、当該リスクの管理

に関する規定の制定・ガイドラインの策定・研修活動の実施等を行うものとする。

4.新たに生じたグループ経営上重要なリスクについては、取締役会において、速やかに対応の責任を持つ取締役又は執行役員を

選定し、対応について決定するものとする。

Ⅳ．当社の取締役及び当社子会社の取締役、執行役員その他これらの者に相当する者の職務の執行が効率的に行われること
を確保するための体制

1.サントリーグループの取締役、執行役員及び従業員が共有すべき全社的目標を定め、担当取締役及び担当執行役員は、全社

的目標達成のための具体的目標及び権限の適切な配分等、当該目標達成のための効率的な方法を定める。

2.担当取締役及び担当執行役員は、目標達成の進捗状況について、取締役会又は経営報告会において確認し、具体的な対応策

を報告しなければならないものとする。

3.各取締役及び各執行役員の業務執行の適切な分担を実施し、責任権限規定に基づき、効率的な意思決定を図るものとする。

Ⅴ．当社子会社の取締役、執行役員その他これらの者に相当する者の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

1.子会社の取締役及び執行役員の業務執行の状況については、定期的に取締役会及び経営報告会において報告されるものとする。

2.子会社を担当する取締役及び執行役員は、随時子会社の取締役及び執行役員から業務執行の状況の報告を求めるものとする。

3.責任権限規定において、一定の事項については、当社の関連部署との協議・報告を義務付け、あるいは当社の取締役会の承認

を得るものとする。

4.監査部門は、子会社に対する内部監査の結果を、適宜、代表取締役社長に報告するものとする。

Ⅶ．当社の監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役
及び執行役員からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社は、監査役が必要とした場合、協議のうえ、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。

なお、当該使用人の異動、評価等は、監査役会の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取締役及び執行役員からの

独立性を確保するものとする。

また、当該使用人は、監査役の職務を補助するに際しては、監査役の指揮命令に従うものとする。

Ⅵ．その他の当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

親会社及び上場子会社を含めたグループ会社間の取引は、取引の実施及び取引条件の決定等に関する適正性を確保し、客観的

かつ合理的な内容で行うものとする。
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Ⅷ．当社の取締役、執行役員及び使用人並びに当社子会社の取締役、執行役員、監査役その他これらの者に相当する者及び
使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

1.監査役は、取締役会に出席し、代表取締役及び業務執行を担当する取締役及び執行役員は、随時その担当する業務執行の報

告を行うものとする。

2.サントリーグループの取締役、執行役員及び従業員は、監査役が事業の報告を求めた場合又は業務及び財産の調査を行う場合

は、迅速かつ的確に対応するものとする。

3.サントリーグループの監査部門は、定期的に当社の監査役又は監査役会に対する連絡会を実施し、内部監査等の現状を報告する。

4.内部通報制度の担当部署は、内部通報の状況について、必要に応じて当社の監査役又は監査役会に報告する。

Ⅹ．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又
は債務の処理に係る方針に関する事項その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1.当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払等の請求をした場合、当該請求

に係る費用又は債務が監査役の職務の執行に必要でない場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

2.監査役は、当社子会社の監査役等又は監査部門との意思疎通及び情報の交換がなされるように努めるものとする。

3.監査役会は代表取締役社長及び会計監査人と意見を交換する機会を設けるものとする。

Ⅸ．当社の監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、サントリーグループの取締役、執行役員及び従業員が、コンプライアンス担当部門等を通じて、監査役へ報告をしたこ

とを理由として、不利な取扱いを行うことを禁止する。

当社は、“グローバル総合酒類食品企業”を目指し、更なる持続的成長とサントリーグループ全体の企業価値の最大化を図るため

には、グループ横断的なコンプライアンス・リスクマネジメント等の内部統制システムの整備・運用が重要であると認識しております。

当事業年度における、内部統制システムの運用状況の概要は、次のとおりであります。

内部統制システムの運用状況の概要

１）コンプライアンスに関する取り組みの状況

・コンプライアンスホットラインを社内・社外に設置しており、イントラネット・ポスター掲示等を通じ従業員に対してその存在を

周知しています。通報・相談に関しては、関連部署が責任をもって事実関係の調査を行い、必要に応じて是正措置・再発防止

策を講じています。また、「サントリーグループ内部通報制度規定」により、通報者が通報・相談したことを理由に通報者に対

していかなる不利益取り扱いも行ってはならない旨を定めています。

・コンプライアンス担当部門を中心として、従業員等に対して、コンプライアンス・企業風土等に関する意識調査を実施するとと

もに、その結果をフィードバックし、更なるコンプライアンス意識の向上に努めております。

・従業員等に対して、贈収賄に関する法令・規制の遵守、贈収賄の全面的禁止を定めた「反贈賄宣言」の周知を図り、贈収賄規

制に関する教育・研修活動を開始しました。
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２）リスクマネジメント体制に関する運用状況

・グローバルな事業拡大に伴い、海外グループ会社を含めたサントリーグループ全体のグローバルリスクマネジメントを強化するため、

2015年4月に、グローバルリスクマネジメント委員会を新設しました。

・グローバルリスクマネジメント委員会及びサントリーグループ内に設置される各リスクマネジメント委員会（グローバルリスクマネジメン

ト委員会及び各リスクマネジメント委員会を総称して以下「リスクマネジメント委員会」といいます）を定期的に開催し、サントリーグルー

プのリスク抽出、対応策の立案及び対応状況の進捗確認を行いました。

・品質リスクについては、品質保証委員会を定期的に開催し、サントリーグループにおける品質保証上の課題の抽出、対応策の立案及

び対応状況の進捗確認を行いました。

・リスクマネジメント委員会及び品質保証委員会において、危機発生時の報告ルールを定める等、リスクが現実化した場合の対処方法

についても整備しました。

・情報セキュリティについては、情報の適切な保存・管理に向けた各種社内規定を整備しています。また、情報管理に関する啓発活動

を実施する等、不適切な情報管理及び機密情報流出の未然防止に向けた取り組みを行いました。

３）業務執行の効率性の向上に関する取り組みの状況

・取締役会を19回開催し、中期計画の策定、予算策定、Ｍ＆Ａ、設備投資等経営上の意思決定を行いました。

・取締役会において、サントリーグループの経営成績が報告され、サントリーグループにおける経営目標の達成状況、経営課題及びそ

の対応策について確認し、議論を行いました。

５）内部監査に関する運用状況

監査部門は、監査計画に基づき当社各部門及び国内外の子会社について内部監査を実施し、必要に応じて改善のための指示又は勧告

を行うとともに、監査結果を、適宜、代表取締役社長に報告しています。

４）監査役会に関する運用状況

・監査役は、取締役会、リスクマネジメント委員会等の重要な会議への出席等を通じ、取締役及び執行役員等から業務執行の報告を

受けています。

・監査役・監査役会は、監査部門から、内部監査等の現状について定期的に報告を受けています。

・監査役は、当社子会社の監査役等又は監査部門と意思疎通及び情報の交換を行っています。

・監査役会は、代表取締役社長及び会計監査人と意見を交換する機会を設けています。



187

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

お客様・お取引先
と響きあう

CSR
マネジメント

コンプライアンス推進体制

お客様や社会からの期待に応え、責任を果たしていくために、コンプライアンスを最優先する組織・風土づくりを進めています。

CSR マネジメント

コンプライアンス

■全従業員共通の価値を示した「企業倫理綱領」

サントリーグループの全従業員が共通の価値観をもち、共通の基準で行動できるよう、2003年に「サントリーグループ企業倫理綱領」

を制定しました。この綱領に基づき、グループ横断的な視点からコンプライアンス推進体制を整備しています。また、2012年にはこの

綱領を、従業員の「考動」を促すための指針とするため、社会的責任に関する国際規格ISO26000を参照して内容を改定し、企業理

念の実現のための土台を担う行動原則（Our Principles）と位置づけました。

■現場に根ざした推進体制

グループ横断的な視点からコンプライアンスを推進するために、その専門組織として、リスクマネジメント本部のもとにコンプライアン

ス室を設置しています。

コンプライアンス室では、方針に沿った具体的な諸施策の立案・実施や各職場での実践状況の把握、課題に対する提言・助言のほか、「コ

ンプライアンス・ホットライン（内部通報制度）」を設け、公平・公正に対応しています。

また、国内外のグループ各社ではそれぞれにコンプライアンスを推進する責任者を配置し、各社の課題に対応した独自の行動指針を策定・

周知するなど、主体的な推進活動を行っています。

コンプライアンス推進のしくみ
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■問題の早期発見・解決のためにホットラインを強化

サントリーグループでは「企業倫理綱領」に反する行為があることを従業員が知った場合、ま

ず上司に報告・相談することを基本としています。しかし、そうした報告・相談が適さない場合

に問題を早期に発見し解決するため、国内グループ全体の共通窓口としてコンプライアンス室

と、社外の法律事務所の2カ所に「コンプライアンス・ホットライン」を設置しています。さらに、

国内グループ11社が社内に独自の窓口を設けて運営しており、コンプライアンス室では独自窓

口担当者の対応力向上を目的に毎年研修を行っています。

また、コンプライアンスに関するプログラムの適用対象を、グループ各社の従業員だけでなく、

派遣社員等にも拡大し、サントリーグループのコンプライアンス・ホットライン窓口を周知する

とともに、「企業倫理綱領」に反する行為や問題発生のおそれがある場合について通報を促し

ています。さらに、一部のお取引先従業員にも順次適用を進めていきます。2015年の通報件

数は123件（国内グループ各社独自の窓口受付分を含む）で、そのうち約3分の2は労務・人事

ならびにマネジメントに関するものでした。それぞれの通報案件に対しては、コンプライアンス

室やグループ各社担当部署が当該案件関係者すべてのプライバシー保護に配慮した調査のも

と、是正・勧告などの対応を行い、問題の改善や再発防止策が徹底されていることを確認して

います。

また、グローバルリスクマネジメント体制の一環として、海外グループも包括した全世界共有の

通報受付窓口を、2016年4月より設置しました。

■通報者等の保護

サントリーグループでは「コンプライアンス・ホットライン」の設置と同時に、就業規則で通報者が不利益を被るような取り扱いを禁止

しています。また「内部通報制度規定」を制定し、通報者のみならず調査協力者への不利益な取り扱いを禁止すること、対応後に通報

者をフォローアップすることなど、通報者等の保護を徹底しています。

「コンプライアンス・ホットライン」
周知ポスター

コンプライアンス・ホットライン対応フロー

コンプライアンス実践のための活動

小冊子SUNTORY SPIRIT

■「企業倫理綱領」をグループ全体へ周知

サントリーグループの全役員･従業員が「企業倫理綱領」を理解し、日々の行動の中で実践し

ていけるよう、サントリーグループの理念や「企業倫理綱領」をまとめた小冊子「SUNTORY 

SPIRIT 〜私たちが大切にしていること」を配布しています。

毎年年初には、国内サントリーグループ全従業員が新たな気持ちで「企業倫理綱領」の内容

を再確認し、冊子巻末の「コンプライアンス宣言書」に自らサインをしています。同時に、世の

中で起きているコンプライアンス事例や、全社・各社それぞれの課題と認識している内容など、

さまざまなテーマで職場ディスカッションを実施し、コンプライアンスの基本についてリマイン

ドし、倫理観の醸成を図っています。また、海外グループ従業員にも「SUNTORY SPIRIT」を

配布し、周知に取り組んでいます。
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■継続的な情報発信でコンプライアンス意識の啓発活動

コンプライアンスを実践するために、社内イントラネット内の「コンプライアンス・ネット」で定期的に情報を発信しています。

「コンプライアンス・ネット」ではその時々に取り組んでいる活動と連動したテーマ、世の中の事例を通してコンプライアンスの本質を理

解するコンテンツなどを発信しており、各社のコンプライアンス推進責任者が中心となって、全従業員へ周知しています。さらに「コン

プライアンス・ネット」には、いつでも学習できるようにコンプライアンスの基礎知識やハラスメントチェックなど、セルフラーニング集

なども掲載しています。

また、2015年は酒席マナーに関する啓発ポスターを作成し、従業員が折に触れて酒席におけるマナー・モラルに対する意識をリマイン

ドできるよう取り組んでいます。

■グループ会社の推進活動を支援

グループ各社はそれぞれの会社の推進責任者が中心となって活動を行っています。コンプライアンス室では、各社の課題に応じた施策

の提案やツールの提供、集合研修の実施など推進活動を支援しています。また、国内グループ会社へ新たに着任する役員・管理職を対

象に、コンプライアンス経営の牽引役としての役割をより深く認識するための研修を実施しています。

■インサイダー取引防止体制の整備と社内啓発

グループ会社であるサントリー食品インターナショナル（株）および（株）ダイナックが東京証

券取引所市場に上場していることから、サントリーホールディングス（株）法務部およびサントリー

食品インターナショナル（株）管理本部総務部が東京証券取引所提供のコンテンツをベースと

したe-ラーニングを実施し、インサイダー取引防止の徹底に取り組みました。

啓発資料

事業活動における「企業倫理綱領」の実践
「企業倫理綱領」に定める「企業行動規範」の中で「3. 公正で透明な事業活動を展開します」とし、コンプライアンスを重視することを

明記しています。事業活動においては、さまざまなコンプライアンス上の課題について、各部門や専門チームが自主基準を設定・運用し

ています。

■公正な事業活動を徹底

サントリーグループは「独占禁止法」をはじめとする各種法令を遵守し、公正な事業活動を行うことを事業の大前提としています。

1992年に「独占禁止法遵守指針」を定めて以来、法改正や環境変化に合わせて指針を改定、運用しています。 「キャンペーンに関する

景表法上の留意事項」「下請法遵守マニュアル」のイントラネットへの掲載や、各部門・グループ会社向けの定期的な説明会の実施など

「独占禁止法」および関連法規の周知と遵守徹底を図っています。

また、お取引先やお客様に対する日々の活動において公正さを確保するべく、商品開発、販売、マーケティングの企画段階から専門部

署が積極的に関わり、法令遵守の観点から関係部署の対応方針や活動を検証しています。
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■委員会を設置して酒類の公正取引を推進

「酒類に関する公正な取引のための指針※」を踏まえ、酒類に関する法令および社内自主基準等を確実に遵守するため、サントリーグルー

プの酒類の販売を担うサントリー酒類（株）に「公正取引推進委員会」を設置し、公正な取引の推進に努めています。

※「酒類に関する公正な取引のための指針」は2006年に国税庁から提示された行政指導指針。過当競争などによる不当廉売から、酒

類事業者の経営が悪化し、酒税が減少することを防ぐためのものであり酒類事業者の経営安定のために、公正な取引条件の設定や

リベート類の透明化を求めている。独占禁止法を運用する公正取引委員会との連携も定めている。

■事業活動の透明性を保つために贈収賄などを禁止

サントリーグループは「企業行動規範」の中で、政治・行政・関連団体や企業など、相手がいかなる法人・個人・団体であっても、過度

な接待・贈答を禁止し、法令を遵守した健全で透明な関係を保つことを定めています。

また、業務上で関わる相手との関係や、日常的に起こりうるケースを想定し、具体的に取るべき行動や判断の指針を示した「サントリー

グループ共通行動指針」を作成しています。この指針はイントラネットに掲載し、グループ各社の全役員・従業員に周知徹底を図ってい

ます。

■グローバルコンプライアンスの取り組み

サントリーグループのグローバル展開に伴い、グローバルな推進体制構築、グローバルスタンダードへの対応に取り組んでいます。The 

Foreign Corrupt Practices Act(FCPA) 等の世界各国の贈賄に対する規制強化に伴い、2015年はグローバルスタンダードに合わせた

接待・贈答に関するガイドラインを制定し、説明会やｅラーニングにより周知理解の展開を図りました。2016年はグローバル反贈賄ポ

リシーを制定、接待・贈答に加え、寄付や政治献金などを含めた新たなガイドラインを制定していきます。また、グローバルコンプライ

アンス体制の一環として、海外グループも包括した全世界共有の通報受付窓口を、2016年4月より設置しました。

コンプライアンス意識の状況把握のため従業員意識調査を実施
コンプライアンス実践の状況および個別課題の有無をグループ全体にわたって把握するため、グループ国内全従業員を対象とした「意

識調査」を実施しています。その調査結果から、全社および各部・各部門の個別課題を把握し、グループ全体のコンプライアンス意識

醸成のための取り組みを検討します。また各社の経営層や管理職とその課題を共有し、各社各部の自主的な課題解決のアクションにつ

なげています。
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コンプライアンス

サントリーグループ企業倫理綱領

I．企業倫理憲章
分かち合いたい普遍的価値（6つのキーワード）

私たちが関わるすべてのステークホルダーに対して

1.誠実であること

2.公平で公正であること

3.透明であること

4.社会的な責任を果たすこと

5.多様な価値観の存在を受け入れること

6.信頼と思いやりをもって接すること

II．企業行動規範
1.  お客様の喜びと幸せに貢献できるよう、安全で安心な質の高い商品やサービスを提供するとともに、誠実で透明なコミュニケーション

に努めます。

 

ア. お客様の声に誠実に耳を傾け、商品やサービスの企画開発・原料調達から製造・販売に至るまで、お客様に一層ご満足いただけ

るよう大きな価値を創造し、提供します。

イ. お客様が必要とする情報を適切に提供するよう努めるとともに、製品表示や宣伝・広告等は誤認や誤解のおそれのない正確で分

かりやすい表現を心がけます。

ウ.お客様の安全・安心・健康に関わる重要な情報は、正確かつ分かりやすく速やかに開示します。

エ.お客様との双方向のコミュニケーションを通じて、一層の満足と信頼をいただけるよう努めます。

2. 法令を遵守し高い倫理観に則った活動を進めます。

ア.関係各国の法令を遵守し、国際規範を尊重するとともに、文化・慣習・伝統・宗教にも配慮した公正で透明な企業活動を行います。

イ.法令遵守や社会的倫理に関わる重要な情報は、適時・適確に開示します。

ウ. 企業活動を進めるうえで、内外の政治・行政組織、関連団体、企業はもとより、いかなる法人、個人とも、法令や手続きに則っ

て健全で透明な関係を保ちます。

エ.市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは一切の関係を持たず、毅然とした態度での対応を徹底します。

オ. 酒類を扱う企業グループの責任として、アルコール関連問題の予防に努めるとともに、適正飲酒の啓発活動に積極的に取り組みま

す。また、問題飲酒行為は決して行いません。

3. 公正で透明な事業活動を展開します。

ア. 取引先・競争会社との関係においては、不当あるいは不正な手段による利益追求を排除し、自由で公正な競争に基づいた企業活

動を展開します。

イ.取引先の選定においては、第三者との取引を含む合理的で公正な比較・評価に基づいて行います。

ウ.取引先等との接待や贈答品の授受については、公私のけじめを明白にして、健全な商慣習や社会的常識の範囲内で行います。
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4. よき企業市民として積極的に社会貢献活動を行います。

ア.活動する地域での相互交流を深め、その課題の解決や生活文化の充実に寄与するように努めます。

イ. 文化や芸術をはじめ幅広い分野の活動に取り組むとともに、こうした活動に取り組んでいる団体や個人等に対しても支援活動を行

います。

ウ.様々な機会をとらえ、未来を担う次世代の健全な育成に資する活動を行います。

エ.社会活動、ボランティア活動への参加を積極的に支援します。

5.地球環境の保全に真剣に取り組み、自然と調和し生物多様性に富んだ持続可能な社会を次世代に引き継ぎます。

ア.あらゆる生命の源であり、創業の原点とも言える水資源の持続可能性のため、水を守り、育みます。

イ.商品・サービスのバリューチェーンすべての段階で環境負荷の低減を目指します。

ウ.適切に構築された環境マネジメントシステムのもと、環境活動に取り組み、継続的改善につなげます。

6. すべての人々の人権を尊重するとともに、働きがいのある企業グループの実現を目指します。

ア.あらゆる企業活動において、児童労働や不当な労働の強制を認めません。

イ. 個人の人権と人格を尊重し、不当な差別やハラスメント等を排除して、公正な処遇がされる職場環境をつくります。人権侵害が発

覚した場合には、当事者のプライバシーを守りつつ、再発防止を含め速やかに適切な対応をとります。

ウ.心身ともに健康で、安全かつ安心していきいきと働くことができる職場環境を築きます。

エ. 多様な個性を持つ、すべての人が率直に意見や行動を示せるよう、互いの考え方や立場を尊重し、自由闊達で風通しの良い職場

風土の醸成に努めます。

オ. 一人ひとりが仕事に誇りと責任を持ち、個性を発揮しながら自律的に目標にチャレンジし、自身の成長とともに、ゆとりと豊かさを

実現できる活力ある企業グループを目指します。

7. 会社財産や情報等は、適切な保全・管理に努め有効に活用するとともに、第三者の権利を尊重します。

ア.有形・無形を問わず会社財産については所定のルールに従って適正に管理し、私的利用など業務以外の目的では使用しません。

イ.会社の秘密情報は第三者へ漏洩することのないよう、厳重に管理します。また個人的な不正・不利用も行いません。

ウ. 個人情報やお客様・取引先等の秘密情報を取得する場合は正当な方法で入手し、定められた範囲においてのみ使用し、適切に管

理します。

エ.業務に関する情報は、社内ルールに従って相互に共有に努め、連携して積極的に活用します。

オ.知的財産権の保全・確保に努めるとともに、第三者への権利供与の許諾等は、適正なルールに従って行います。

カ.第三者の所有する知的財産権は十分に尊重し、侵害または不正使用は行いません。
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人権課題に対する取り組みに向けて
サントリーグループは、2013年から、人権課題により一層取り組んでいくために、企業倫理綱領など既存の枠組みだけでなく、人権リ

スクマップの作成や調達先のモニタリングを開始しています。

人権方針の策定
サントリーグループは、人権についての活動方針を定め、その遵守に努めています。

企業活動のグローバル化が進み、企業の人権への取り組みに対して、社会からの関心が高まっています。また、サントリーグループにとっ

ても、CSR重点課題への取り組みにあたり、ステークホルダーの人権を尊重していくことが極めて重要だと考えています。人権に配慮し

た活動を推進するため、人権リスクマップを作成し現状を整理するとともに、従業員やサプライチェーンに対する働きかけを行うなど、

従来の取り組みを一層強化しています。

CSR マネジメント

人権の尊重

6．すべての人々の人権を尊重するとともに、働きがいのある企業グループの実現を目指します。

・ア. あらゆる企業活動において、児童労働や不当な労働の強制を認めません。

・イ. 個人の人権と人格を尊重し、不当な差別やハラスメント等を排除して、公正な処遇がされる職場環境をつくります。人権侵

害が発覚した場合には、当事者のプライバシーを守りつつ、再発防止を含め速やかに適切な対応をとります。

・ウ. 心身ともに健康で、安全かつ安心していきいきと働くことができる職場環境を築きます。

・エ. 多様な個性を持つ、すべての人が率直に意見や行動を示せるよう、互いの考え方や立場を尊重し、自由闊達で風通しの良い

職場風土の醸成に努めます。

・オ. 一人ひとりが仕事に誇りと責任を持ち、個性を発揮しながら自律的に目標にチャレンジし、自身の成長とともに、ゆとりと豊

かさを実現できる活力ある企業グループを目指します。

基本的人権を尊重し、労働環境や安全衛生に配慮した調達活動を推進します。

サントリーグループ 企業倫理綱領（抜粋）
（2003年制定、2012年4月改定）

II. 企業行動規範

サントリーグループは、企業理念「人と自然と響きあう」と企業倫理綱領に基づき、安全・安心で高品質な商品・サービスをお届

けするために、公正・公平な取引を実施し、サプライチェーンのお取引先とともに、人権・労働基準・環境などの社会的責任にも

配慮した調達活動を推進します。

お取引先との良好なパートナーシップを構築し、真に豊かで持続可能な社会の実現に貢献します。

サントリーグループCSR調達基本方針（抜粋）
（2011年制定）

2．人権・労働・安全衛生への配慮
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■意識啓発を徹底しセクシュアルハラスメントを防止

サントリーグループでは、「セクシュアルハラスメント防止マニュアル」を作成し、イントラネットを通じて従業員に周知徹底しています。

また、新任マネジャー研修などを通じて、セクシュアルハラスメントに対する注意を継続的に喚起しています。

人権リスクマップの作成と評価
サントリーグループは、2013年10月にCSR推進部・人事本部・コンプライアンス室が中心となり、人権リスクマップを作成しました。また、

作成したマップをデンマーク人権研究所「DIHR（The Danish Institute for Human Rights）」に送り、グローバルな総合酒類食品企

業として留意すべき事項についてアドバイスをもらいました。

人権尊重を推進する委員会の設置
サントリーグループでは、「企業倫理綱領」にあらゆる不当な差別やハラスメントなどを排除することを定めています。そのために、人

権の尊重と国籍・性別・年齢・障がいなどによる差別の排除を目的に、中央委員会と各事業所の人権推進委員で構成する「人権教育

推進委員会」を設置しています。誰もが安心して働くために、すべての従業員が人権について正しく認識することが大切であるとの考え

のもと、継続的な意識啓発に取り組むとともに、新任マネジャー研修、新入社員研修などにおいて、人権教育・啓発のプログラムを実

施しています。

ハラスメントの防止
「従業員意識調査」には、ハラスメントに関する項目を組み入れ、現状を把握し、取り組みの改善につなげています。さらに、内部通

報制度「コンプライアンス・ホットライン」の窓口を社内外に設置。女性担当者も配置して、相談しやすい環境を整えています。

■「職場を元気にする人権」をテーマに人権講演会を展開

サントリーグループでは、新任マネジャーや新入社員などを対象とした人権研修に加え、部門

単位でも人権講演会やセミナーを実施しています。2015年は全国の生産工場にてセミナーを

実施しました。内容としては人権を身近に捉えるという視点テーマで実施した講演会「職場を

元気にする人権」のDVD版視聴に加え、企業が人権啓発に取り組む意義などを取り上げました。

■ハラスメントeラーニングの実施

新人教育プログラムの一環として、新卒社員、経験入社員を対象にハラスメントｅラーニングを実施し、ハラスメントの基本の理解につ

なげています。また2016年は、国内のサントリーグループ全従業員を対象に、ケーススタディによるeラーニングを実施する予定です。

■パワーハラスメント禁止を従業員に徹底

職権や力の差などを背景にした威圧的な言動（パワーハラスメント）の禁止を企業行動規範に定め、従業員に徹底しています。パワー

ハラスメントに関しても、イントラネットを通じて、正しい理解と意識啓発のために定期的に情報発信を行っています。

従業員の意識向上に向けた取り組み
人権意識の向上や人権尊重の企業風土づくりを組織全体で実践していくため、啓発・教育活動を推進しています。

人権セミナー

■児童労働・強制労働に関するモニタリングを開始

サントリーグループでは、2014年から、児童労働・強制労働などの人権課題に関して、海外の調達先を訪問してヒアリングを開始。

2014年は、ビールの主要原料である麦芽・ホップの生産者を、2015年はウーロン茶の仕上げ場を対象に実施しました。

■アンケートによる確認

サントリーグループは、2012年から原料部と包材開発部の主要取引先を対象に、CSR調達アンケートを実施しています。アンケートでは、

基本的人権を尊重し、労働環境や安全衛生に配慮しているかを中心に確認しています。

サプライヤーとのCSR調達
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リスクマネジメント推進体制
グループのグローバルな事業拡大に伴い、海外グループ会社を含めたグループ全体のリスクマネジメント推進体制を強化するため、

2015年4月に「グローバルリスクマネジメント委員会（GRMC）」を新設しました。このGRMCのもと、各事業会社にリスクマネジメント

委員会やリスクマネジネントチームを設置しています（例：サントリー食品インターナショナル(株)に「リスクマネジメントコミッティ」を、ビー

ムサントリーに「グローバルリスク＆コンプライアンスコミッティ」を、またサントリービール(株)等に「リスクマネジメントチーム」を設置）。

これらの委員会やチームを通じて、自社リスクの把握や対策実行、クライシスマネジメント体制の整備などの活動を行い、お客様をはじ

めとしたステークホルダーの皆様に対する責任を果たすことを目指しています。

事業を継続して社会に貢献していくために、グループ全体のリスクを把握・分析し、課題解決に向けた取り組みを行っています。

CSR マネジメント

リスクマネジメント

リスクへの体制基盤構築・強化
経済のグローバル化や情報化、企業の社会的責任に対する意識の高まりなどにより、企業を取り巻くリスクはますます多様化・複雑化

しています。サントリーグループでは、毎年グループ全社を対象としたリスクの棚卸しを行い、ステークホルダーの皆様に大きな影響を

及ぼすおそれのあるリスクを特定し、対策を講じています。グループ全体として取り組むべき重要リスクを特定し、リスク対応主管部署

や各リスクマネジメント委員会でモニタリングを行い、グループ全体でリスクの低減活動を推進しています。

■クライシスへの対応基盤を整備

企業が直面するリスクは、ますます複雑化・多様化・巨大化し、リスクマネジメントの強化は避けて通れない経営課題となっています。

とりわけ、影響が広範囲に及ぶ危機に対しては、あらかじめ被害を想定した事業継続計画（BCP）の策定が不可欠です。サントリーグ

ループでは、「リスク・クライシス初動対応マニュアル」（2011年策定）をはじめ、クライシスへの対応基盤を構築しています。重大な危

機が発生した際には、迅速な意思決定と情報伝達を行い、適切に対処することで、災害による影響および被害を極小化し、グループの

社会的信頼を保持することを目指しています。このように、クライシスマネジメントのさらなる強化を図る中で、お客様をはじめステーク

ホルダーの皆様の安全・安心を最優先とすること、適切な情報開示を行うこと、全従業員が当事者意識をもって速やかに誠実に対処す

る姿勢をさらに高めています。

■国内グループ会社の体制基盤構築・強化

国内グループ会社のリスクマネジメント体制基盤の構築・強化を目的に、グループ会社各社とサントリーホールディングス（株）リスク対

応主管部署による「リスクマネジメントステアリング会議」を継続的に実施しています。双方向のディスカッションを通じて、各社固有の

リスク課題の共有、課題の解決に向けた対応策の検討を行っています。

■事業継続計画（BCP）の策定と実施

近年、自然災害（大規模地震、台風や集中豪雨による洪水・土砂災害、雪害、火山噴火など）や、インフルエンザ・ノロウイルスをはじ

めとする感染症など、経済・社会活動の継続を脅かすリスクが多発しています。サントリーグループでは、こうしたリスク発生時にも事

業をできる限り中断せず、減災してお客様に高品質な商品・サービスを安定的に供給するために、事業継続計画（BCP）を策定し、供

給責任を果たすための対策を実施しています。

また、サントリーグループ内の工場における生産活動だけでなく、原材料調達や物流、営業活動での事業継続計画を策定するとともに、

有事の際の本部機能、インフラの分散など有事対応体制の強化を継続的に図っています。
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災害時の対応体制

大規模災害時には、サントリーホールディングス（株）総務部を中心とした「対策本部」を設置し、傘下に各部門別の「対策チーム」を

配置して、迅速に初動対応を行います。対策本部では、従業員や家族の安否確認や被害情報の収集・整理をはじめ、各部の活動方針に沿っ

て実施する「事業所機能復旧」「情報システム復旧」「救援物資等手配」「生産機能復旧」「得意先・地域社会支援」などを統括します。また、

これらの体制や手順をイントラネットに掲載し、従業員がいつでも確認できるようにしています。東日本大震災が発生した2011年以降、

対応マニュアルの見直しや通信手段、災害備蓄品の増強、グループ会社を含めた災害発生時の体制強化を図っています。

「災害対策本部」立ち上げ訓練の様子

■大規模自然災害対策

安否確認システムの構築と訓練の実施

大規模地震をはじめとした自然災害が発生した際に、サントリーグループ従業員の安否確認を

迅速に行うしくみとして、各自が所有する携帯電話・パソコン・固定電話などの連絡手段を使っ

た安否確認システムを運用しています。

このシステムのスムーズな運用に向けて、安否確認訓練を年2回実施するなど、啓発に努めて

います。また、大規模地震を想定した防災訓練や徒歩による帰宅訓練など、定期的に実施訓

練を行っています。

■感染症対策

2009年に新型インフルエンザが流行（パンデミック）して以降、「インフルエンザ予防マニュアル」に基づく日常での予防対策、発生時

の対応プロセスを示したマニュアルを策定し、全従業員への周知を図るとともに、発生時の報告体制を明確化し、感染症の拡大防止策

を強化することで業務執行に影響が出ないように対策を講じています。加えて、強毒性感染症に関する行動指針を作成し（2015年改定）、

あらゆる感染症に対処しています。また、疾病のまん延時や強毒性の新型インフルエンザなどが発生した際にも事業を継続できるよう

BCPを策定しています。

■海外出張者への安全管理

近年、グローバル企業を中心に、海外出張時のさまざまなリスクへの対応が課題となっています。サントリーホールディングス（株）総

務部と人事部が連携して、2013年に海外出張者を一元的に把握できるシステムを立ち上げました。このシステムを活用して、海外出張

者の速やかな安否確認、有事の際のスピーディな対応につなげています。

反贈賄
The Foreign Corrupt Practices Act(FCPA) 等の世界各国の贈賄に対する規制強化に伴い、2015年は全世界のサントリーグループ役

員・社員に向け、反贈賄活動に関するサントリーグループの基本的な姿勢を宣言する（Anti-Bribery Measures）とともに、グローバ

ルスタンダードに合わせた接待・贈答に関するガイドラインを制定し、周知理解の展開を図りました。2016年はグローバル反贈賄ポリシー

を制定、接待・贈答に加え、寄付や政治献金などを含めた新たなガイドラインを制定していきます。
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■情報セキュリティガバナンス体制強化

企業の情報セキュリティに対して、より適切な管理を求める社会的要請が高まっています。サントリーグループでは「情報の保護」「情

報の活用」「事業継続性の維持」という3つの観点から「サントリーグループ情報セキュリティ基本方針」を定めています。

また、近年ユーザーが急増しているソーシャルメディア（フェイスブック・ツイッター・ラインなど）での情報漏洩などのリスクに備え、ソー

シャルメディアの利用姿勢を定めた「サントリーグループソーシャルメディアポリシー」を制定しました。

これらに基づきグループ全体の情報管理を進めるとともに、情報の取り扱いに対する従業員一人ひとりの意識強化を図っています。

1. Suntory Group, as a global group, is firmly committed to compliance with applicable anti-corruption laws and 

regulations around the world.

2. All Suntory employees worldwide are prohibited from giving or receiving bribes in any form, directly or indirectly, 

to anyone (public officials and private counterparties).

3. Suntory Group is committed to providing employees with clear guidelines such as Gifts, Entertainment and 

Hospitality.

4. Suntory Group is committed to maintaining accurate books and records and appropriate internal accounting 

controls systems, which shall be audited periodically by our independent auditors.

5. Suntory Group will communicate its compliance objectives, including how seriously it takes ethical conduct and 

compliance, to its employees, business partners, agents and other third parties.

6. Suntory Group will provide its employees comprehensive compliance and prevention of corruption training 

programs.

7. Suntory Holdings is committed to enhancing centralized monitoring processes worldwide.

8. Suntory Group wants and expects violations and concerns to be reported and will take action to investigate any 

complaints.

9. Suntory Group will provide employees with the resources to help them with compliance.

Anti-Bribery Measures

情報資産はグループ競争力の源泉です。私達はその戦略的な利活用において、お客様の信頼を得、社会的責任を果たします。そ

のために、情報資産を適切に保全することを重要な経営課題の一つとして捉え、情報セキュリティガバナンスを推進する上での基

本方針を以下のとおり定めます。

・情報セキュリティの責任体制を整備し、情報の取扱いに関するルールの策定と実施により、組織として適切な管理に取り組みま

す。

・保有する情報資産について、その重要性とリスクに応じた取扱いを明確にし、安全かつ適正な利用及び適切な保全に努めます。

・役員及び全従業員等を対象とした啓発と教育を継続的に実施し、その意識向上と情報セキュリティに関するルールの徹底を図

ります。

・情報セキュリティ事故の予防に努め、万が一問題が発生した場合には、速やかな復旧と是正措置を講じます。

・情報資産に関する各国の関連法規等を遵守するとともに、情報セキュリティに関する上記の取り組みの継続的な改善、向上に

努めます。

サントリーグループ情報セキュリティ基本方針

情報セキュリティの強化
業務遂行上の最重要リスクの1つである「情報セキュリティリスク」に対応するために、グループ全体で情報セキュリティガバナンス体制

を強化しています。
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■人的・法的管理の強化

情報システムの利用や機密情報の管理に関する規定・基準を構築し、その情報をイントラネッ

トで告知しています。また各グループ会社では、次のような取り組みを通じてグループを挙げた

周知徹底を図っています。

・脆弱性分析をもとにした情報管理体制の改善

・情報セキュリティの重要性と情報の取り扱いに関する認識を高めるためのeラーニングや説明

会の実施

・ソーシャルメディア利用リスクに関する規定類の整備と従業員への説明会の実施

・各社のリスクマネジメント推進責任者・リーダーによるメンバーへの働きかけ

情報セキュリティ eラーニング画面

■物理的・技術的管理の強化

お台場オフィス、大阪オフィスをはじめとする各事業所にセキュリティカードを用いた入館管理システムを導入しています。

また、セキュリティカードとパスワードを用いた認証機能により、全社の情報システムのアクセス管理を強化しています。

このほか、情報漏洩を防止するため、情報記録媒体へのデータ書き出し禁止措置、重要情報（個人情報・機密情報）を安全に保管す

るためのシステム（自動暗号化）設置、Eメール自動転送不能措置、社外からの不正アクセス・攻撃防止のためのファイアウォール設定

などの対策を行っています。

■マイナンバー制度への対応

2016年に導入された特定個人情報（マイナンバー）の制度に対応すべく、グループ各社において適切な安全管理措置を行なっております。

業務委託先においてもその対応が図られていることを確認しています。

■お客様の個人情報を保護

サントリーグループ各社は、商品の販売促進キャンペーンへご応募いただいたお客様や、健康食品などの通信販売をご利用のお客様を

はじめとする多くの方の個人情報をお預かりしています。これらの大切なお客様の情報を守るため、サントリーグループでは、個人情報

保護法・ガイドラインなどに基づき、グループ全体で個人情報保護に取り組んでいます。

■ＳＮＳリスクへの取り組み

急速なソーシャルメディア（ＳＮＳ）の普及により、個人が簡単に情報発信できるようになりましたが、他方、ネガティブ情報がＳＮＳを

通じて広く拡散され、企業価値の失墜を招くケースも見られます。

サントリーグループでは、ＳＮＳリスクの低減を図るために、活用に関する各種基準・ガイドラインの制定、リスクの早期発見、対応体

制の確立はもとより、従業員の感度醸成活動（ｅラーニング、セミナー、ＳＮＳ安全利用ガイドブック作成）にも取り組んでいます。

個人情報保護に関する従業員教育

個人情報保護の重要性を浸透させるために、グループ全従業員に対してeラーニングや説明会を実施しています。特に個人情報を直接取

り扱う部署では、より重点的に情報セキュリティ教育を行っています。

販促キャンペーン履歴管理システム

お客様の住所・氏名など個人情報の収集を伴う販売促進キャンペーンについては、業務委託先との間で機密保持契約書を締結した上で

「キャンペーン履歴管理システム」によって情報の入手から廃棄に至るプロセスを管理しています。また、保管が必要な個人情報は、社

内に構築された専用のデータベースで一元管理するなど、お客様の情報を確実に保護するよう努めています。

通信販売顧客の情報管理

通信販売顧客の情報は、通信管理センター内に整備した専用のクローズドシステムで一元管理

し、センターへの入退出者については静脈認証により厳重に管理しています。

静脈認証システム
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■自らの知的財産の活用

サントリーでは、商品や技術の研究・開発を通じて獲得した成果を知的財産として権利化活用し、サントリーグループならではの高付加

価値商品を継続して供給するための活動を進めています。また、社内で定める「発明・考案規定」により報償制度を設け、従業員の職

務発明（創作）の奨励と積極的な活用を図っています。

■他者の知的財産権の尊重

知的財産を活用する一方で、他者が保有する知的財産権を侵害しないよう、研究・開発活動の現場に密着して情報収集に努めています。

たとえば、新しい技術の採用にあたっては、すでに他者の特許が存在しないかを調査します。また、商品名の採用に関しては、先行商

標が登録されていないかなどを調査し、他者の知的財産に類似するか否かの判断には、専門家の意見も参考にしています。

知的財産権への取り組み
社会における知的財産権への意識の高まりや国による数々の施策により、知的財産の重要性は年々増してきています。サントリーグルー

プでは、知的財産権を統括する部署として知的財産部、商標部を設置しています。
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1899年の創業以来、サントリーは、その長い歴史の中で事業を拡大し、現在では、サントリーグループとして、酒類、食品事業にとど

まらず、健康食品、外食、花事業など広範な分野で活動しています。

さらに、アジア・オセアニア、欧州、米州における食品・酒類ビジネスなど、世界各国で幅広く事業を展開しています。

本サイトでは、グループ会社のさまざまな取り組みを掲載しています。

CSR の取り組み

グループ各社の CSR 活動
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グループ各社の CSR 活動

国内グループ会社の活動

スーパープレミアム・アイスクリーム「ハーゲン
ダッツアイスクリーム」の製造・販売

とんかつおよび揚げ物、和風・洋風・会席料
理などのレストラン運営（仕出弁当・ケータリン
グ）、ヒレかつサンドをはじめとする各種お弁
当・和風惣菜の製造および販売

「響」「魚盛」「鳥どり」などの多業態飲食店の
経営、ゴルフ場・リゾートレストランの運営受
託

花苗・鉢花、野菜苗および切花の開発・生産・
販売

国内・海外の食品事業

サントリー食品インターナショナル
（株）

酒類関連備品販売（酒販店様・飲食店様向け）、
企業の販促支援・代行 （キャンペーン企画・景
品提案・配送・事務局運営等）、ワイン等酒類
の店頭、通信販売

サントリーマーケティング&コマース
（株）

サントリーグループ各社の広報・マーケティン
グ支援業務・コンサートホール・美術館など文
化施設の管理運営・サービス業務・イベントの
企画・運営業務・コールセンターの運営・研修・
コンサルティング業務・人材派遣業務など

サントリーパブリシティサービス
（株）

ハーゲンダッツ ジャパン（株）

井筒まい泉（株）
カフェとしてもバーとしても利用場面の多い

「PRONTO」の経営およびフランチャイズ展開

（株）プロントコーポレーション

環境緑化システム「花のかべ」「ミドリエデザイ
ン」などの製造・販売・メンテナンス

サントリーミドリエ（株）

（株）ダイナック

サントリーフラワーズ（株）
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ハーゲンダッツ ジャパン（株）

本社所在地 〒153-0051　東京都目黒区上目黒2-1-1

設立 1984年8月

資本金 4億6,000万円

売上高 481億円（2015年度）

従業員数 224名（2015年12月末）

事業内容
スーパープレミアム・アイスクリーム「ハーゲンダッツアイス
クリーム」の製造・販売

ホームページ http://www.haagen-dazs.co.jp/

会社概要・理念
■“Dedicated to Perfection.（完璧を目指す）”

1984年8月の創業以来、ハーゲンダッツ ジャパン（株）は「お客様の期待を超えるフローズンデザートを提供することにより、お客様

に喜びと感動を提供し続ける」ことを使命として企業活動を行っています。

その活動を支える哲学ともいえる企業理念が「Dedicated to Perfection（完璧を目指す）」です。商品の開発からお客様のもとに届く

まで、品質・ブランドはもちろんのこと、すべての企業活動においてお客様の視点に立って完璧を目指し、私たちの使命を果たしていき

ます。

主なCSR活動
■CSR経営の推進

CSRに関する意識啓発を徹底

コンプライアンスの推進、情報開示、リスクマネジメントといった、企業の基礎的で根幹的な活動に注力しています。社長を委員長とす

るコンプライアンス委員会の定期開催、経営層・マネジメント層への研修などを通じて、企業人としてのあるべき姿を再確認しています。

また、社内イントラネットでコンプライアンス、リスクマネジメント、品質保証、環境などのさまざまなCSR活動に関する情報を全従業

員へ発信し、意識啓発を図っています。

さらに、従業員が倫理的に正しくない行為が行われていることに気づいた際、報告・相談できる窓口として「コンプライアンス・ホットラ

イン」を設置しています。このホットラインについては「コンプライアンス・ハンドブック」や各種研修で従業員に周知しています。

■食品の安全と品質への取り組み

原材料の品質を追求

お客様にハーゲンダッツ・モーメント（ハーゲンダッツを口にしたときの至福の瞬間）をお届けするために、品質には徹底的にこだわっ

ています。アイスクリームの主原料である牛乳には特にこだわり、酪農家の方々は牛一頭一頭の体調に合わせた飼料の調整や、牛乳の

成分を左右する牧草や土壌の成分まで管理しています。また、味を決めるフルーツやナッツ、チョコレートなどの副原料も世界各地から

厳選して使用しています。安全・安心な商品づくりはもちろん、お客様に感動していただける、より高品質な商品を提供することがハー

ゲンダッツブランドを高めていくと考えています。
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食品安全、および品質管理に関する認証を取得

ハーゲンダッツ群馬工場では1998年に「総合衛生管理製造過程による食品の製造または加工」

（厚生労働省HACCPプログラム）、2013年5月には国際的な食品安全マネジメントシステムであ

るFSSC22000も取得しました。このFSSC22000に則った管理を徹底することにより、原料調

達から、生産、物流までのすべての工程において、食品安全をさらに強固なものとしています。

品質に関する従業員教育を展開

すべての従業員が品質について正しく理解し、日々の業務を行えるように、社内イントラネットに「品質のこだわり」というページを設置

しています。このページでは、ハーゲンダッツの品質への取り組みがまとめて見られるようになっています。また、新入社員向けの研修には、

アイスクリームの品質に関するセミナーも組み込み、品質管理の大切さを十分に身につけられるように配慮しています。

群馬工場

■環境への取り組み

環境の国際規格ISO14001を取得

ハーゲンダッツ群馬工場では、2001年に環境の国際規格であるISO14001を取得。水道や電気の使用量の削減目標を設定して、環境

に配慮した商品づくりを行っています。さらに、製造の途中で出た原料の残りは、動物の飼料にするなど食品リサイクルに取り組み、資

源の有効活用を図っています。

また、本社・支店でも、2009年12月にISO14001を取得しています。

■お客様との関わり

お客様とのコミュニケーションを強化

お客様とのコミュニケーションを大切にし、いただいたご意見を事業活動に反映しています。2010年には「お客様満足のための基本方針」

を制定。この方針に則って、全従業員が行動しています。

ライフサイクル全体でCO2削減に向けた取り組みを推進

生産から物流、販売に至るまでCO2削減に向けた省エネ活動を推進しています。また、オフィスでも電気や紙などの使用量を管理して、

省エネ活動に取り組んでいます。

包材の軽量化

ミニカップ、リッド、スプーンや段ボールなどの包材を薄肉化し、包材軽量化による環境負荷低減に取り組んでいます。

廃棄物の削減

2015年度の食品廃棄物排出量は506トンで、アイスクリームは飼料や肥料にリサイクルするなど、再資源化にも積極的に取り組んでいます。

わたしたちは、社会のよき一員としての役割を果たすため、さまざまな活動を通じてあらゆるお客様のさらなる満足の確保、維持、

向上に努めます。お客様とのコミュニケーションを大切にし、お客様に信頼され、喜んでいただける安心・安全な商品、サービス、

情報の提供を行うとともに、お客様の声を企業活動に反映させていきます。

1.お客様からのお問い合わせ・ご指摘などに対して、迅速かつ的確に、丁寧に対応して参ります。また、公平、公正であるように

努めて参ります。

2.お客様に信頼され、喜んでいただけるさまざまな情報を、お客様に提供いたします。

3.お客様のご意見・ご要望や社会の求めるものを、社内に適切に反映させて参ります。

4.お客様の権利を保護するため、消費者保護に関する法規及び社内の自主基準を遵守いたします。

お客様満足のための基本方針

お客様相談室の行動指針
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また、ハーゲンダッツ ジャパン（株）は、上記基本方針・行動指針を行動規範として、ISO10002に則った「お客様対応規定」を制定しました。

この規定では、お問い合わせやご指摘をいただいたお客様の権利を認識し、企業活動へのお客様の満足を維持・向上することを目的に、

お客様対応に関しての積極的な取り組みと責務を明確にしています。さらに、この規定に基づいた詳細な基準・手順を定め、周知徹底

を図っていきます。

商品の開発にあたっては、モニタリング、マーケティングリサーチ、アンケート調査などを実施して、お客様のニーズを把握し、ご要望・

ご期待に応える商品・サービスを提供するよう努めています。また、お問い合わせ窓口も設置し、お客様からのご意見やご要望を受け

付けています。

お客様相談室に寄せられたお客様の声を活かして、栄養成分の表示や、商品パッケージのアイコン（フレーバーの写真）をわかりやすく

するなど、商品・サービスの改善に努めています。

■地域・社会に対する取り組み

■ビジネスパートナーとの関わり

ビジネスパートナーに向けた環境意識啓発活動

物流協力会社を対象に、環境意識啓発活動を行っています。毎年1回「ドライバーズスクール」を開催し、環境に配慮したエコドライブ

のコツなどをお伝えし、日々の運転で実践していただいています。

霧多布湿原ナショナルトラストを支援

主原料の牛乳の生産地である北海道根釧地区において、2007年から厚岸郡浜中町の霧多布湿原

ナショナルトラストへの支援を行っています。霧多布湿原は国内では3番目に大きな湿原で、1993

年にはラムサール条約にも登録されています。資金面の支援に加え、毎年当社従業員が地元の方々

とともに、木道の補修をするなど湿原の景観保全のボランティア活動を行っています。このボラン

ティア活動は2015年で9回目となり、24名の従業員が参加しました。この活動は、引き続き毎年

実施していく予定です。

フードバンクにアイスクリームを寄贈

2007年よりNPO法人セカンドハーベスト・ジャパンのフードバンク活動※に対し、アイスクリームを寄贈しています。また、当社従業員

が直接児童養護施設へアイスクリームをクリスマスプレゼントとして届けるボランティア活動も行っています。

※フードバンク活動：製造・流通過程などで出る、安全上は問題がないにも関わらず、廃棄される食品の寄付を受け、社会福祉施設などに無償で提供する活動

品質管理に関する監査を実施

サプライヤーの選定にあたっては、原材料のおいしさに加え、トレーサビリティなど食の安全・安心に関わる品質管理ができることを基

準とし、その確認のために必要な監査も実施しています。

食育＋キャリア教育の出張授業を開催

食育やキャリア教育を目的に、東京都・千葉県・埼玉県・神奈川県の小学校を中心に出張授業「おいしさってなんだろう？」というプログラム

を年間約30校で実施しています。「食への感謝の気持ち」や「仲間と協力する楽しさ」、また「仕事を通じて誰かに喜んでもらう嬉しさ」を多く

の子どもたちに体験してもらっています。

その他、2015年はハーゲンダッツのミルクの故郷である浜中町の中学校と高校で実施、また「サントリー東北サンさんプロジェクト」の一環

として、いわき市「中央台東第二児童クラブ」で授業をしました。

木道補修風景（2015年）

児童養護施設へ
アイスクリームを寄贈

クリスマスにアイスクリームを
届ける従業員の様子



205

■従業員に対する取り組み

公正な人事制度を整備

従業員がやりがいをもって働けるように、自己評価と上司からの評価を面接で話し合い、公正で納得性の高い評価制度を整備しています。

障がい者雇用を促進

主に本社事務職などの業務を対象に、障がい者雇用を行っています。

ワークライフバランスを推進

従業員の仕事と家庭・社会生活の両立を支援するために、ワークライフバランスに配慮した取り組みを推進しています。特に、長時間

勤務は従業員の心身への影響も大きいため、時間外勤務の削減を全社的課題と位置づけ、徹底した管理を実施するほか、労働時間の

適正化を図っています。（店舗勤務の従業員はシフト制の別勤務形態のため別途取り組みを行っています）

健康で働きやすい職場づくり

独自の取り組みとして、従業員一人ひとりの行動をポイント化する福利厚生制度「ロハスポイント」を導入しています。この制度は、マラ

ソン・ウォーキングイベントへの参加やスポーツクラブ利用など、健康によいことを実践するごとにポイントが加算される制度で、貯まっ

たポイントに応じてカタログから好きな景品をプレゼントしています。

また、心の健康にも配慮し、社外窓口を設置して相談を受け付けています。メンタルヘルスに関する研修も年1回実施するなど、疾病の

予防と早期発見に努めています。

さらに、職場における差別やハラスメントを防止するために研修会や職場勉強会を開催し、従業員の意識啓発に取り組んでいます。

次世代育成支援の取り組みを強化

従業員が長く働きやすい環境で活躍できるよう、育児休業制度や育児短時間勤務制度の充実・強化を図っ

ており、2008年に「次世代育成支援企業」認定マーク※を取得しています。2015年3月時点で、小学生以

下の子どもをもつ従業員は69名で、そのうち8名が育児時短勤務制度を利用しています。

※ 「次世代育成支援企業」認定マーク「くるみん」：子育てをしている労働者の仕事と家庭の両立支援のための環境整備、子
育てをしていない従業員も含めた多様な労働条件の整備に取り組んでいる企業として、厚生労働省から認定を受けた企業が
取得できるマーク

企業訪問を受け入れ

中高生を対象にハーゲンダッツ ジャパン（株）本社での企業訪問を受け入れ、「ブランド」「品質へ

のこだわり」「商品開発の流れ」などを学んでいただいています。2015年は46校383名の企業訪

問を受け入れました。

食育出前授業の様子 子どもたちが考えた新商品の
企画を発表

企業訪問の様子



206

（株）ダイナック

本社所在地
〒160-0022　東京都新宿区新宿1-8-1（大橋御苑駅ビル
7F）

設立 1958年3月

資本金 17億4,162万円

売上高 361億3,410万円

従業員数 945名

事業内容
「響」「魚盛」「鳥どり」「パパミラノ」などの多業態飲食店
の経営、ゴルフ場・リゾートレストランの運営受託

ホームページ http://www.dynac.co.jp/

会社概要・理念
■「食の楽しさをダイナミックにクリエイトする」それが私たちの仕事です

悲しみ、苦しみ、怒りのとき、人は食を欲しない。お祭り、語らい、出会い、記念日など、人間にとって食べることはいつも楽しさにつながっ

ている。私たちの仕事はそんな喜びあふれる生活に貢献することです。これは大変な仕事であり、終わりのない努力を要する仕事です。

しかし価値のある仕事でもあります。食の楽しさを縦横に切り拓き、お客様に喜んでいただけるプログラムをいっぱいもっている企業。

そんな企業を目指しています。

主なCSR活動
■CSR経営の推進

CSRの考え方

CSRの基本は本業を全うすることであり、安全・安心な「最高の商品」と「最高のサービス」を提供し、お客様からいただいた「ありがとう」

「おいしかったよ」「また来るよ」といった言葉を仕事の喜びにつなげて持続することと考えています。

コーポレート・ガバナンス

（株）ダイナックではコーポレート・ガバナンスの推進体制として、監査等委員会設置会社を選択しております。

取締役会は7名で構成され（監査等委員3名含む）、経営全般に関わる課題の意思決定を行っています。また、執行役員制度により迅速

な業務執行を図っています。

監査等委員会は社外取締役2名を含む3名で構成され内部統制システムを利用して、取締役の職務執行や経営全般の職務執行状況につ

いて監査を実施しています。加えて、外部監査法人が会計監査を実施し、第三者の立場から検証しています。内部監査は監査部を設置し、

業務執行の健全性の維持に努めています。

また、重要なリスクについてはリスクマネジメント委員会において網羅的・総括的に管理しています。さらにCSR推進を専門に担当する

執行役員を配置し、組織機能のすべてにおいてCSRの徹底を図っています。

コンプライアンスの徹底

「サントリーグループ企業倫理綱領」に基づき、コンプライアンス規定およびコンプライアンス・ホットライン規定を制定し、遵守の徹底

を図っています。
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■環境への取り組み

ISO14001認証を取得

環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001の認証を2009年12月に取得しています。（株）ダイナックの掲げる環境方針の実践に

向け、PDCAサイクルによって継続的に環境改善活動を推進しています。

■お客様との関わり

品質保証マネジメントシステムによる安全・安心の追求

食の安全・安心を追求し、お客様にご満足いただけるサービスを提供するために、品質保証マネジメントシステムを構築・運用しています。

これに基づき、品質保証本部が中心となって品質保証方針（計画）の策定や店舗の衛生検査・不良商品の分析を実施。さらに、内部監

査を実施して継続的な改善に取り組んでいます。

一．私たちはお客様からのお問い合わせ・ご指摘に対し誠意を持って迅速かつ適切に対応してまいります。

一．私たちはお客様のご意見・ご要望に対し心から感謝し積極的に企業活動に反映してまいります。

一．私たちはお客様の声に常に耳を傾けることで商品・サービスの向上に活かしてまいります。

お客様の声対応方針

リスクマネジメント

（株）ダイナックでは、経営危機管理、機密管理、リスクマネジメントに関して規定を設け、企業経営に関わるリスクマネジメントの充実・

強化を図っています。また、情報セキュリティについても、個人情報の保護、従業員の保護に関する規定のもと、個人情報の開示・訂正・

利用停止等対応基準、ITシステム利用基準などを制定し、厳格な運用に努めています。さらに、事業に関わるさまざまなリスクを抽出し、

リスク発生の未然防止と迅速な対応を図る体制づくりに取り組んでいます。

省エネルギーの取り組み

各店舗では、省エネルギーの取り組みとして、電気・水・ガスの使用量削減に目標を定めて取り組んでいます。

また、社用車の一部を環境負荷の少ないハイブリッド車に切り替えています。

食品廃棄物の削減・再資源化

（株）ダイナックは、食品リサイクル法を遵守し、生ごみなどの食品廃棄物の削減・再資源化に取り組んでいます。

「お客様の声対応方針」の制定

（株）ダイナックは、「お客様の声対応方針」を制定し、常にお客様満足度の向上に取り組んでいます。

お客様の声を店舗の活動に反映

ホームページなどからお客様の声を積極的に収集し、ご意見・お問い合わせを全店舗で共有できるネットワークを構築しています。また、

各店舗に対するご指摘は、店舗および営業責任者にフィードバックし、店舗の改善活動に反映しています。

従業員の意識啓発

イントラネット上で従業員向けにコンプライアンスをわかりやすく解説するとともに、コンプライアンス・ハンドブックを作成し、全従業

員に配布しています。また、各部署での勉強会や「従業員意識調査」を定期的に実施し、浸透度を確認しています。

さらに、コンプライアンス・ホットライン周知のため、啓発ポスターを全店舗に掲載しています。
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公正で納得性の高い評価制度

（株）ダイナックでは、職能資格制度を導入しています。管理職の従業員は、目標管理シートによって自身の目標を設定し、その結果を

上司との面談を通じて話し合い、納得性の高い評価・処遇につなげています。

労働時間の適正化

毎月、個々の労働時間を集計し、適正値を超える従業員をリストアップして、経営陣および所属部長に報告し是正を促しています。また、

労働時間短縮のプロジェクトを立ち上げ、人員配置の適正化、店舗オペレーションの見直しなどを行い根本的な解決を図っています。

育児・介護のサポート

法律を遵守した社内規則を制定し、育児・介護休業の取得を促進しています。また、対象者の要請があれば時短勤務、所定外労働の免除、

深夜業の制限なども行っています。

心身の健康管理を支援

従業員の健康管理については、定期健康診断の受診を徹底し、メンタルヘルスケアに関しては従業員のストレスチェックを毎年実施し

管理体制の充実に努めています。役員を含む管理職に対して管理者研修を実施しているほか、社外に相談窓口を設け、カウンセリング

とメンタルサポートを行っています。

■従業員に対する取り組み

ダイバーシティの推進

企業の発展には多様性の尊重が重要であると、（株）ダイナックは考えています。近年では、性別

や年齢にとらわれず多様な従業員が活躍できるよう社内体制を整備し、その結果、女性の管理職

も増えつつあります。

また、各店舗における地域への貢献も企業成長のために不可欠であり、特に障がい者雇用は重要

な課題だと考えています。外食産業は障がい者雇用率の低い業種ですが、（株）ダイナックでは法

定雇用率を上回る2.1％の雇用率を維持しています（2015年12月末現在）。今後も雇用率を上げる

だけでなく、地域の支援機関・ハローワーク・支援者・保護者と連携し、障がい者本人の働きが

いや生きがいとなるように、個々にきめ細やかな対応を心がけて取り組みを継続しています。
ダイナック三木サービスエリア店

（兵庫県）にて7年間勤務をしている
従業員
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（株）プロントコーポレーション

本社所在地 〒108-0075　東京都港区港南1-8-27（日新ビル）

設立 1988年2月1日

資本金 1億円

売上高 238億円（2015年度実績）

従業員数 277名（2015年12月）（連結）

事業内容
カフェとしてもバーとしても利用場面の多い「PRONTO」
の経営およびフランチャイズ展開

ホームページ http://www.pronto.co.jp/

会社概要・理念
■Dream comes true！

今年で創業28年を迎えた（株）プロントコーポレーションは、昼はカフェ、夜はバーとなるオンリーワン業態の「プロント」をはじめ、カフェ

業態や立ち飲みバーなどを主にフランチャイズで展開しています。

2001年には「プロントルネッサンスプロジェクト」という経営改革の一環で経営理念を再構築し、“Dream comes true！”を目標とし

て掲げました。これは「従業員が楽しく働ける会社」で「お客様に喜ばれるお店」を増やすことによって、加盟店・本部がともに成長し

ていくことを表現しています。

主なCSR活動
■CSR経営の推進

CSRに関する意識啓発を徹底

コンプライアンスの推進、情報開示、リスクマネジメントといった、企業の基礎的で根幹的な活動に注力しています。社長を委員長と

するコンプライアンス委員会の定期開催、幹部・管理職への研修、職場単位での研修、職場リーダーによる職場勉強会などを通じて、

企業人としてのあるべき姿を再確認しています。また、社内イントラネットでコンプライアンス、リスクマネジメント、品質保証、環境な

どのさまざまなCSR活動に関する情報を全従業員へ発信し、意識啓発を図っています。

さらに、従業員によって倫理的に正しくない行為が行われていることに気づいた際、報告・相談できる窓口として「コンプライアンス・ホッ

トライン」を設置しています。このホットラインについては「コンプライアンス・ハンドブック」や全従業員・直営キャスト全員に配布した

名刺サイズのカード、さらには各種研修で従業員への周知徹底を図っています。

CSRという概念を独自に解釈し、全従業員で共有

CSR経営を推進していくためには、全従業員が共通の価値観をもつことが何よりも重要だと考えて

います。すべての従業員に、プロントが考えるCSRを正しくわかりやすく伝えるためにCSRという言

葉を「Customer Smile Relationship（プロントグループに関わるすべての人たち（Customer）が

笑顔（Smile）になるような関係（Relationship）をつくる）」と定義し、プロント流CSRを推進。

ハンドブック「SHARING SMILE」を作成し、全従業員に配布。従業員には、心のこもったおもて

なしを提供することが、お客様の笑顔につながると伝えています。

「当たり前のことを、あえてメッセージ
として伝える」ことを主眼に絵本
タイプの「ハンドブック」を作成
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■品質への取り組み

品質マネジメントを徹底するためには、すべての商品の導入時からお客様のお口へ入るまで、一元管理が必要と考えています。そのため、

食材の安全性はもとより、食材の品質、食材流通時の品質、飲食時の品質など、すべてのシーンにおける品質条件を守るべく、さまざ

まな取り組みを行っています。

■環境への取り組み

プロントグループでは、2008年に「環境委員会」（現・エコ推進委員会）を設置。「環境方針」を制定して、さまざまな環境活動に取

り組んでいます。

1.プロントグループは、以下を重点実施項目として取り組みます。

　1.省資源・省エネを行いCO2の削減に努めます。

　2.廃棄物の減量化・再資源化に取り組みます。

　3.従業員自らエコオフィスを実現し、グリーン調達を推進します。

　4.従業員自らエコオフィスを実現し、グリーン調達を推進します。

　5.広く社会に環境情報を開示します。

2. 環境マネジメントシステムを構築し、環境目的･目標を設定して環境保全活動に取り組み､ 継続的改善・環境汚染の予防につな

げます。

3.環境関連の法規制･協定を順守します。

4. この環境方針は、プロントグループCSR基本理念である「関わるすべての人たちが笑顔になるような関係をつくる」ことをめざし、

全従業員・ビジネスパートナー様等携わる全ての人々に周知し、環境教育･啓発などを通じ、環境意識の向上に努めます。

「環境方針」

コンプライアンスの浸透を徹底

コンプライアンス面では、全従業員に冊子「SUNTORY SPIRIT 〜私たちが大切にしていること」

を配布するとともに、各部署間でコンプライアンスの意識啓発活動を実施し、問題点を抽出して

対策・啓発に努めています。また、全従業員向けに「コンプライアンス・ホットライン」を設置し、

従業員の抱えるさまざまな問題に速やかに対応しています。

リスクマネジメントの推進

食品の衛生管理、お客様の店舗における事故、地震などの災害を対象としてリスクマネジメント委員会を組織し、各リスクへの基本対

策を協議・立案しています。

また、情報セキュリティ・個人情報保護・機密情報保全などについては、専門担当部門を設置し、方針・規定の制定や社外への発信、

従業員への理解浸透を図っています。

さらに、自社ブランドの知的財産権を取得する場合に他社の知的財産を侵害しないよう、新規商品名や業態名を調査し、必要に応じて

商標や意匠権の取得を行っています。

衛生検査体制の確立

通常業務での品質・衛生環境チェックはもちろん、定期衛生検査や外部機関による衛生検査を導入し、店舗衛生品質の強化に努めてい

ます。さらにチェーン全体での衛生知識向上のために講習会や勉強会などにも取り組んでいます。手洗いマニュアルの改定やセンサー

式アルコール噴霧器の導入などを通じて、全従業員の衛生意識の向上を図り、店舗衛生管理マニュアルの遵守に努めています。

VOC（お客様の声）の反映

お客様からのご指摘やご意見・ご要望などを、貴重な外部評価と捉え、品質マネジメントの向上に反映すべく、VOC推進に努めています。

お客様から寄せられたご指摘情報を各部署へ素早くフィードバックするのはもちろん、VOCグループと各事業部内会議にて相談・協議

を行っています。

「SUNTORY SPIRIT」



211

ISO14001認証を取得

2009年12月に環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001の認証を取得し、継続的に環境活動を推進しています。

P LOVE GREEN 宣言

プロントは、2010年4月に「お客様の精神（こころ）と肉体（からだ）に安らぎと喜びを与え、明

日への創造を生み出すJUNCTIONとなる」という基本理念と、プロントのブランドカラーである

「Green」という原点を見つめ直し「P LOVE GREEN 宣言」を発表し、新たな活動をスタートさせ

ました。人と自然にやさしい、また、ワクワクするプロントらしい活動を「P LOVE GREEN」と名づけ、

メニューやグッズ、店内環境、エンターテインメントの提供や社会貢献活動にまで広げています。

※「プロント・ラブ・グリーン」キャンペーンに関するお知らせ
　 マークの付いた商品代金の一部は、2010年、東京都の「海の森」プロジェクトの寄付から始まり、2011年

東日本大震災以降は東北被災地の緑化復興へと活動に支援をしています。また、2016年からは次世代の子
どもたちに環境配慮の襷を渡すべく子どもたちとともに環境活動を実施しています。「Green」をテーマに国産・
産地指定素材や製法にこだわった厳選素材を使った新メニューを「PRONTO」全店続々と導入していきます。

　また、2016年4月14日・17日の熊本地震復興義援金に当面の間使用させていただきます。
　従業員一丸となり活動を支援しております。詳細は下記「P LOVE GREEN」リンクを参照ください。

「P LOVE GREEN 宣言」の活動の第1弾として、2010年5月から国産素材にこだわった商品売上げの一部を東京都の「海の森」

プロジェクトに寄付する「P LOVE GREEN キャンペーン」を開始しました。2010年度の東京都「緑の東京募金」への7,130,220

円の寄付にはじまり、その後も継続的に各緑化活動に寄付を行っています。

また、寄付だけに留まらず、従業員とフランチャイズ加盟店の希望者が「海の森」植樹祭に参加し、2010年から5年間にわたり、

述べ240名が参加し、約6,000本の苗木を植樹しました。

「海の森」プロジェクトは、ごみと建設発生土で埋め立てられた東京湾内の中央防波堤内側埋め立て地に苗木を植え、美しい森

に生まれ変わらせる計画で、2020年には東京オリンピック会場として活用されることが決まっています。

この活動をきっかけに、2011年以降は日本各地の環境緑化へと活動を広げています。

2011年の東日本大震災以降は被災地の緑化事業にも寄付し、2012年および2015年には農林水産大臣感謝状をいただきました。

加えて、少しずつですが復興復旧が始まった、岩手県吉里吉里地区で、高台に移転した幼稚園への植樹活動を実施、現地の方々

の冬に欠かせない「復活の薪」と名づけた薪づくりの支援、関東の千葉県においても被災した防災林などの植樹活動を現地の子

どもたちとともに実施しています。さらには、次世代の子どもたちへ環境学習の襷（たすき）を渡す活動を新たに加え、従業員一

丸となり活動を支援してまいります。

プロントのホームページにおいて、活動の詳細を報告しています。

今後も「Green」をテーマに国産・産地指定素材や製法にこだわった厳選素材を使った新メニューを拡充してまいります。

お客様・加盟店・従業員が協力して緑化を推進
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「P LOVE GREEN キャンペーン」の対象商品

「海の森」植樹祭

前田信弘副知事から東京都知事

津波警報時に逃げる高台の
避難路の森林整備

当社社長より寄付金を贈呈

茨城県神栖市で行われた
矢田部海岸防災林植樹

高台に移転した幼稚園の
周りの山桜の植樹

林野庁今井敏長官から農林水産
大臣感謝状（過去2回拝受）

水戸市の小学生300人と
植樹活動

東北の方々の冬に欠かせない
｢復活の薪｣ づくり

廃棄物の減量化・再資源化

プロントグループ全店でごみの完全分別に取り組んでいます。指定廃棄物処理業者と直接契約できるテナント店舗においては、生ごみ

の100％堆肥化を推進し、不燃ごみも100％再資源化･リサイクルしています。

また、2012年においてはコーヒー豆かすの再資源化にも取り組みました。
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コーヒー豆かすを再利用した植木鉢「CAFE TSUCHIKO」の開発

プロントで廃棄されるコーヒー豆かすは1日約2トン。おいしく飲まれている一方で毎日大量のコー

ヒー豆かすが廃棄されています。

試行錯誤を重ね、誕生したのがコーヒー豆かすと間伐材からできた植物由来の植木鉢「CAFE 

TSUCHIKO（カフェ ツチコ）」です。

「CAFE TSUCHIKO」には、細かな空気穴があるため土に十分な空気を送ることができ、根腐れ

が起こりにくく、植物に最適な環境をつくります。

また、植物由来の製品のため、植物が大きくなったら、そのまま大きな鉢や庭に植え替えることが

でき、自然に土に還ります。

店内の壁面にコーヒー豆かすを再利用

東京スカイツリー ®にあるプロント東京ソラマチ®店では、「聚楽（じゅらく）壁」にコーヒー豆かすを混ぜあわせ、消臭・店内の湿度

管理に役立てています。

多様な再資源化・リサイクルの推進

プロントグループでは、自然の恵みを商品としてお客様に提供していることから、その恵みをできるだけ循環させることが大切であり、

将来に向けて再生していく義務があると認識しています。そのため、グループを挙げて食品廃棄物の削減に積極的に取り組んでいます。

食品リサイクル法では外食産業には食品廃棄物の40％のリサイクル、または削減という義務数値が定められていますが、2014年にはそ

の目標を大きく上回る63％という数値を達成しています。
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環境に配慮した資材・包材を使用

テイクアウトに使用する紙袋・プラスチックカップ・紙おしぼり・紙ナプキンを軽量化しています。また、非木材を混入した紙の導入や、

印刷に使用するインキも大豆インキに切り替えるなど、環境に配慮した活動を推進しています。

さらに、年間約240万膳使用していた割り箸は、2010年6月までに、全店でシンジオタクチックポリスチレン（SPS）樹脂でできたリユー

ス箸への切り替えが完了しました。これは原木換算115本、森林面積に換算して約35平方メートルの森林保全につながり、年間18トン

もの廃棄物の削減になります。そのほか、お客様トレーは再生ABS原料を使用したリサイクルトレーを使用しています。

リペアによる長期使用で廃棄物を削減できる「PRONTOブロンズグラス」

お客様に「ザ・プレミアム・モルツ」のプレミアム感をより深く味わっていただくために開発した「PRONTOブロンズグラス」。ブロンズグ

ラスは、ガラス製グラスのように簡単には破損しないものの、美しい色合いは次第に劣化します。そこでプロントでは、リペアしてブロン

ズ本来の色合いをよみがえらせ、長期間使用することで廃棄物の削減につなげています。

店舗での節水活動を推進

水使用量削減のため、各店舗では節水コマや節水トイレを導入しています。また、2012年から全店舗で水使用量・排水量の可視化を進め、

水の使用量削減に努めています。

地球温暖化防止の壁面緑化も導入

プロントグループは大型ビル内のテナント出店が中心です。そこで、店内環境改善と地球温暖化防

止のために、店舗設計上可能な店舗では壁面緑化システムを導入し、CO2の吸収を推進しています。

空きびんをリサイクルした「PRONTO Eco Glass」を開発

2010年4月より、サントリーウイスキー「角瓶」の空きびんをリサイクルした「PRONTO Eco 

Glass」を導入しています。

紙袋の軽量化 リユース箸 お客様トレー

「角瓶」の空きびんを利用した
「PRONTO Eco Glass」

壁面緑化システムの導入
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ペットボトル再生素材を用いたユニフォームを導入

主要業態PRONTOを中心にペットボトル再生素材を用いたユニフォームを使用しています。

ペットボトル再生素材を用いた
ユニフォーム

社会福祉活動

ビジネスパートナー様などから年末年始に頂くカレンダーで、活用できずに不要となったものを回

収し、社会福祉法人港区社会福祉協議会様へ社会貢献の一環として寄付を実施しています。

環境活動に従業員も参加

従業員の有志がNPOに協力して富士山の樹海でのごみ清掃に参加しており、こうした活動を通じて店舗におけるごみ減量の意識を高め

ています。

また、サントリー「天然水の森 赤城（法人の森林（もり））」の整備活動への参加体験を通じて店舗で使う水の節水意識を高めるなど、

環境意識の啓発活動も行っています。

富士山の樹海での清掃活動 「天然水の森」の整備体験

（株）プロントコーポレーションでは、地球環境を経営資源の1つと認識し、環境との調和に配慮して、環境保全と循環型社会の

実現を目指し活動しています。その一環として、新規店舗・改装店舗を皮切りに、客席照明の発光ダイオード（LED）採用を進め

ています。LEDは発熱量が少なく、冷房などの室内空調への負荷も軽減できるため、標準店舗と比較して消費電力を50％削減で

きます。これはCO2換算で年間約7トンの削減に相当します。

2010年2月には、この改装プランが、環境省の「平成20年度省エネ照明デザインモデル事業※」に選ばれました。「Talk to the 

Lights 〜もう一度照明と語り合いませんか」をコンセプトにした照明計画では、従来の照明を抜本的に見直し、一層の省エネと

居心地のよさを演出できる照明設計を実施。客席をはじめ店内通路や外部看板の照明もLED電球に切り替え、消費電力とCO2排

出量を大幅に削減しました。

新店舗については、店内照明のほぼ100％をLED電球化していますが、既存店でも順次切り替え、現在では約7割の店舗でLED

電球化が実施されています。

当社は、今後も、お客様や従業員の環境意識を高め、エコ企業にふさわしい活動を展開していきます。

※ 省エネ照明デザインモデル事業：省エネ照明の導入を通じてCO2排出量の削減を加速させるため、省エネ照明を率先して導入する商業施設や店舗
などを公募し、全国に広く普及しうる省エネ照明導入モデルの確立を目的とする事業

プロント品川店が環境省の省エネ照明モデル事業に選定
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■お客様との関わり

お客様の声への対応方針に基づく活動を展開

（株）プロントコーポレーションは「お客様の声への対応方針」「行動指針」に基づいて、お客様満足度の向上を目指し、お客様対応に

取り組んでいます。

私たちは、一つ一つのお客様の声に対して、真摯に向き合い誠実・迅速に対応します。

また、お客様の声を頂けることに感謝し企業活動へ反映させます。

「お客様の声への対応方針」

1.『お客様の声』を感謝の気持ちで伺い対応する

2.誠実・迅速・公平・公正に対応する

3.『お客様の声』を企業活動へ反映させ、基本理念を体現した店舗づくりを行う

｢行動指針｣

お客様に適正飲酒を啓発

すべての店舗の入口に「20歳以下、ドライバー飲酒禁止シール」を掲出して、お客様に適正飲酒

の呼びかけを行っています。

20歳以下、ドライバー
飲酒禁止シール

店内の環境改善を推進

健康増進法への取り組みの一環として、新しい店舗は完全分煙とし、既存のお店では改装や改修

工事の際に、順次分煙化を進めています。今後も社会からの要請や法令等に対応して店内環境の

向上に努めていきます。

店内に分煙設備を導入

Webサイトでのアレルゲン情報開示

近年、社会問題ともなっている食物アレルギーによる重篤な事故を防止するため、主要業態PRONTOではメニューに7大アレルゲンの

特定原材料（卵・乳・小麦・そば・落花生・えび・かに）を情報開示しています。

さらにWebサイト上の特定アレルゲン情報では7大アレルゲンだけではなく、特定原料に準ずるすべての項目（20項目）を公開し、お客

様に安心してお食事を楽しんでいただける環境を整えています。

■地域・社会に対する取り組み

災害時の被災者支援

地震などの災害が発生したときには、携帯電話の無料電源供給や簡易トイレの無料提供、さらにライフラインが止まっていない場合に

は温かい飲み物の提供なども行っていく予定です。

■従業員に対する取り組み

従業員の心と体の健康をサポート

従業員のメンタルヘルス対策のために、外部専門家と提携した24時間対応の電話相談窓口を設置しています。また、体の健康管理とし

ては、通常の健康診断、生活習慣病検診、人間ドックなど、従業員が自らの健康維持に役立てられる環境を整えています。
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従業員に連休取得を義務づけ

従業員の仕事と生活の両立を支援するために、各種休暇制度を導入しています。ダイナミックホリデー制度は、従業員に5連休以上を年

2回以上取得することを義務づける制度です。また、レクリエーション制度なども導入しています。

従業員の成長・自己実現を支援

人材育成のため、各種内定者研修（入社前4回）をはじめ、入社時研修（1カ月）や、マネジメント研修、サービス研修、リーダーシッ

プ研修、メンタルマネジメント研修、海外研修、さらにはサントリーグループ共通の応募型研修も用意しています。さらにプロントビジ

ネススクールという研修制度を設け、ソムリエやワインアドバイザー、コーヒーマイスターなどの飲食専門資格をはじめとする専門技能を

もった人材育成に励んでおり、今後は社労士・宅建などの国家資格の取得支援も検討しています。

また、従業員の自己実現を支援するために、各自が異動希望を申請できる自己申告制度を設けて、希望者の約半数が希望を実現してい

ます。

さらに、今後は新卒・中途採用以外の新しい採用枠として、キャストの社員化にも積極的に取り組み、雇用の安定に貢献していきます。

ダイバーシティの推進

多様な人材を採用し、人事活性化を目指して、ダイバーシティを推進しています。障がい者雇用・外国人雇用の促進や主婦層の活用を

積極的に行っています。さらに次世代の人材の養成と共存を図るために、嘉悦大学との産学連携を通じてゼミ講師・インターンシップ

の受け入れにも取り組んでおり、今後も目白大学、飲食系専門学校との連携も実施する予定です。

プロントキッチン研修 ワイン研修
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井筒まい泉（株）

本社所在地 〒150-0001　東京都渋谷区神宮前4-8-5

設立 1965年11月30日

資本金 1千万円

売上高 108.11億円（2015年度実績）

従業員数 357名（2015年12月）

事業内容

とんかつおよび揚げ物、和風・洋風・会席料理などのレス
トラン運営（仕出弁当・ケータリング）
ヒレかつサンドをはじめとする各種お弁当・和風惣菜の製
造および販売

ホームページ http://mai-sen.com/

会社概要・理念
■お客様第一の心を大切に

とんかつ専門店のトップブランド「とんかつまい泉」で知られる井筒まい泉（株）は、1965年の創業以来、「お客様第一の心を大切に」をモッ

トーに、安心・安全で美味しい食材の提供に努めることで、着実な発展を遂げてきました。一介の主婦が創業者となり東京・有楽町に

開いた1号店を皮切りに、現在では直営レストラン9店舗に加え、百貨店や駅ナカを中心とした全国55店舗の直営店を運営するとともに、

仕出しやお弁当、通信販売事業など、こだわりの味をさまざまな事業を通じてお届けしています。

2008年からサントリーグループの一員となり、グループのバックボーンを活かしながら、伝統ある「まい泉」ブランドを大切に守り続け

ています。

私たちは、「お客様の美味しい笑顔」の為に、

商品を「まごころ」をこめて製造し、

「おもてなし」の心をもって販売することを

常に心がけていきます。

そして、会社を取り巻くすべての人に

「いい会社だね」といって頂けるように、

様々な努力を続けてまいります。

企業理念
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1.法令及び社会規範の順守

　私たちは、法令・社会規範・社内外の諸規則やルールを守り、高い倫理観に基づいて、社会に信頼される企業活動に努めます。

2.お客様第一主義の徹底

　 私たちは、何よりもお客様が第一であることを徹底し、お客様の喜びと幸せに貢献できるよう、安心・安全で質の高い商品とサー

ビスの提供に努めます。

3.社員の尊重

　私たちは、互いに個人を尊重し、誰もが活き活きと働くことができる職場づくりに努めます。

4.公平かつ公正な取引

　私たちは、お客様・取引先を始めとするすべての関係者との間で、公正で透明な事業活動に努め企業の社会的責任を果たします。

5.地域社会への貢献

　 私たちは、地域社会の一員として、地域社会との調和や連携に努めると共に、良き企業市民として積極的に社会貢献に取り組

みます。

行動規範

リスクマネジメントの推進

まい泉は、お客様の個人情報の取り扱いについて、管理ルールを設けて厳重に管理しています。個人情報を扱う機会の多い通信販売事

業においては、サントリーグループのネットワークを使用し、グループと同等のセキュリティ対策を実施しています。

また、近年、従業員のSNSを用いた不適切な情報発信が社会問題となっていることを踏まえて、独自の「SNSポリシー」を設けるととも

に、店長会議などを通じて従業員への意識啓発を強化しています。

ブランドマネジメントの強化

創業以来、約半世紀にわたって培ってきた「まい泉」ブランドの価値を守り、高めていくために、商標登録するとともに、ロゴマークの

使用についてはガイドラインやマニュアルを定めて厳格に管理しています。

主なCSR活動
■CSR経営の推進

企業理念・行動規範を全従業員で共有

まい泉が果たすべきCSRとは、創業以来の「お客様第一の心」をもって、「『お客様の美味しい笑顔』

の為に、商品を『まごころ』をこめて製造し、『おもてなし』の心をもって販売する」という企業理

念の実践にほかなりません。

まい泉では、CSR経営の原点とも言える「企業理念」に加え、従業員がなすべきことを示した「行

動規範」を策定しています。これらを携帯可能なカードにして全従業員に配布するとともに、朝礼

での唱和などを通じて浸透を図っています。

企業理念と行動規範を記した
カードを全従業員が携帯

■食品の安全と品質への取り組み

品質を支える「こだわり」

「とんかつまい泉」の美味しさへのこだわりに、「妥協」の文字はありません。お客様に本当に美味しいとんかつを召し上がっていただく

ために、豚肉をはじめとしたすべての食材・調理方法にこだわり、培ってきた味を妥協なく守り続けています。
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国内均一の品質管理体制

まい泉はこれまで、関西圏の店舗にも、高津工場から食材を輸送していましたが、関西のお客様により良い品質をお届けするために、

2013年に大阪工場を新設しました。高津工場で培った品質管理の手法やノウハウを展開することで、均一な品質を実現しています。

食品リサイクルの推進

早くから廃油の100％リサイクルを実現するなど、食品廃棄物の排出量削減とリサイクルに注力しています。｢ヒレかつサンド｣ 製造時に

切り落とされるパンの耳については、パン粉製造者や飼料製造者に販売するほか、ラスクの材料として利用しています。これらの取り組

みの結果、高津工場ではリサイクル率90％以上、店舗では約40％を維持しており、今後もさらなる向上に努めていきます。

衛生管理教育の徹底

「食の安全・安心」を支えるのは、従業員一人ひとりの食品衛生に対する知識と意識です。このため、パート・アルバイトを含めた全従

業員を対象に、徹底した衛生管理教育を実施しています。eラーニングに加えて、ネットワーク環境のない店舗のために紙での教材も用

意しており、受講率は100％を維持しています。

「ヒレかつサンド」の製造工程では、パンの耳をカットします。このパン耳をムダにしないよう、

まい泉ではこれまで飼料としてリサイクルできる業者に引き渡し、有効活用してきました。さ

らに、2012年には、飼料製造業者や養豚事業者との連携のもと、この飼料を使って育て

たオリジナル豚肉「甘い誘惑」を開発し、とんかつなどの原料として利用する取り組みを開始。

食品リサイクル法の定める再生利用事業者として届出・登録しています。2014年末時点では、

月に約12頭の提供ですが、今後はさらに規模を拡大していく方針です。

食品廃循環リサイクルによるオリジナル豚肉「甘い誘惑」

衛生管理体制の確立

まい泉では、レストランや直営店舗で調理したてのとんかつを提供していますが、食材の加工や下

ごしらえなどは、1995年に設立した高津工場（神奈川県川崎市）で行っています。高津工場では、

徹底した品質管理と独自の製造方法により、変わらない味と品質を守っています。

2008年には、規模の拡大にあわせて衛生管理面も含めた全面改装を行い、汚染防止のためのゾー

ニングと気圧管理、異物混入防止のための金属探知機、X線探知機などを導入しました。また、

品質衛生管理部を中心とした組織体制を整備しながら、エアシャワーや粘着ローラなど毛髪対策

や、作業室に入室する際のルールを徹底しました。さらに、カードロックの導入や、工場内の順路

を一方通行にするなど、物理セキュリティ対策も強化しました。これら設備面での取り組みと基準

やルールづくりを推進したことで、2010年には品質管理の国際規格であるISO9001の認証を取得

しています。

高津工場

オリジナル豚肉「甘い誘惑」

■環境への取り組み

ISO14001認証を取得

環境マネジメントシステムの国際規格であるISO14001の認証を2009年12月に取得し、全社的な環境活動を推進するための実務者を

置いて継続的に活動しています。

■お客様との関わり

お客様との対話を重視

創業以来のモットーである「お客様第一の心を大切に」を実践するため、「お客様相談室」を設置しているほか、代表電話やWebでの

お問い合わせフォームなどを通じて、お客様の声を積極的に収集しています。こうして収集した声は、広報部門が集計・分析し、毎月の

経営会議や店長会議で報告・共有し、商品・サービスの改善につなげています。
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Webサイトでの詳細な情報開示（ヒレかつサンド3切）

まい泉では、人気商品である「ヒレかつサンド」の“パサつき”を改善するために、パンの製法やレシピを変更し続けています。

2013年は、販売後、少し時間を置くとパサつきが感じられるという声を踏まえて、完成直後に実施していた検食を、お客様と同

じ条件になるよう、消費・賞味期限直前でも実施するようにして、美味しさの差をなくすように努めました。今後もできたての美味

しさに加えて、お客様の「喫食時品質」を重視した活動を継続していきます。

お客様の声を踏まえた改善事例

適切な情報開示

店頭や広告、Webなど、さまざまなメディアを通じた情報開示・広告宣伝については、すべて品質・衛生管理部およびマーケティング

部が遵法性や妥当性を確認した上で実施しています。特に、商品の一括表示や、店頭でのPOP・プライスカードなどについては、正確

な表示とわかりやすい表現に努めています。

また、情報発信に対するお客様のニーズや関心を踏まえて、適宜、情報開示の強化や改善に努めています。たとえば、近年、社会問題となっ

た優良誤認への対応では、メニューの表記をすべてチェックし、誤解を招きかねない表現や、根拠が曖昧な表現については自主的に変

更しました。

トレーサビリティの確保

「食の安全・安心」に関する意識の高まりに伴い、お客様やお取引先から、豚肉などの原産地についての問い合わせが増えています。こ

のため、産地証明書類などを整備し、お問い合わせにタイムリーにお応えしています。

商品ごとのカロリー表示・アレルゲン表示

近年の健康ブームを踏まえて、Webサイト上で商品ごとにカロリー表示を実施しています。また、お客様が安心してお食事を楽しんでい

ただけるよう、アレルゲン情報を開示しており、表示義務のある7品目に加えて、推奨20品目についても表示しています。

海外のお客様に配慮

近年、外国人のお客様が増加していることから、レストランでは5カ国語（日本語・英語・中国語・

韓国語・タイ語）表記のメニューブックを導入しています。今後のさらなるグローバル化を見据えて、

対応言語を増やしていく計画です。

レストランメニューの
5カ国語表記

■ビジネスパートナーとの関わり

お取引先の工場監査を実施

お客様に安全・安心なお食事をお届けするためには、豚肉など原材料の調達先などお取引先との信頼関係が不可欠です。このため、

新規の調達先と取引を開始する際は、国内・海外を問わず現地での工場監査を実施し、信頼できる調達先であることを確認しています。

また、既存の調達先についても定期的に監査を実施し、必要に応じて改善を要請するなど、サプライチェーン全体で安全・安心を守る

体制づくりに努めています。
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■地域・社会に対する取り組み

本店周辺の地域活性化に貢献

本社所在地である渋谷区の青山本店は地域商店街の中核的な存在として、地域の方々に親しまれています。地域の一員としての責任を

果たすため、地元商店街の「街づくりの会」に参画するほか、交通安全活動などにも協力しています。

■従業員に対する取り組み

従業員の成長を支える環境づくり

お客様に笑顔になっていただくには、商品・サービスを提供する従業員一人ひとりの自覚と成長が欠かせません。こうした考えをもとに、

まい泉では、職種別・階層別の研修体制を整備するとともに、外部研修も活用し、従業員の成長意欲に応えています。

食事を通じて子どもたちの成長を支援する「子どもプロジェクト」

次世代を担う子どもたちの健康な成長に寄与するため、2011年から「子どもプロジェクト」を展開

しており、子どもを対象としたスポーツ活動に「ヒレかつサンド」を提供しています。美味しさはも

ちろん、「カツ」と「勝つ」をかけたゲン担ぎ的な意味もあり、子どもたちからも好評です。

大和市少年野球教室での
ヒレかつサンド贈呈

モチベーションを高める独自のコンテスト

お客様に接する機会の多い店舗従業員の接客品質を高めるため、2012年は「スマイルコンテスト」、 

2013年は「社内接客コンテスト」を開催。2014年からは毎年「まい泉ホスピタリティ№1」をコン

セプトとした「M-1グランプリ」を開催しています。いずれも、店頭での模範となる笑顔や接客ぶ

りを表彰するもので、表彰者のモチベーションアップはもちろん、他の従業員への波及効果も表

れています。

2014年「M-1グランプリ」

従業員の心と体の健康をサポート

従業員が常にいきいきと働けるよう、年1回（夜間勤務者は2回）の定期的な健康診断を実施し、受診率は100％を維持しています。また、

産業医による定期的な相談会を開催し、体調管理はもちろん、メンタルヘルスのセルフチェック推進やチェック結果に対するフォローアッ

プも実施しています。さらに、安全な職場づくりに向けて、衛生委員会の主催で月1回職場巡視を実施しています。

社内業績表彰制度

特筆すべき業績への功労や社会貢献活動など、模範となる事績を上げた従業員を表彰しています。これによって会社業績の向上と士気

の高揚を図るとともに、企業理念の実現を目的とした「まい泉 of the year」制度を導入しています。

ワークライフバランスの推進

まい泉では、店頭を中心に女性従業員の比率が高いこともあり、早くから仕事と家庭を両立できる環境づくりに注力してきました。

2011年には産休・育休制度を導入し、多くの従業員が制度を活用しています。

ダイバーシティの推進

まい泉では、性別や年齢、国籍、障がいの有無を問わず、多様な人材が活躍できる職場づくりを目指しています。

障がい者の採用にも積極的で、2015年度末時点で11名が在籍しています。
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サントリーフラワーズ（株）

本社所在地 〒108-0014　東京都港区芝4-17-5（相鉄田町ビル4F）

設立 2002年7月＜サントリー（株）花事業部から分社独立＞

資本金 1億円

売上高 41億円（2015年度）

従業員数 47名（2015年12月31日現在）

事業内容 花苗・鉢花、野菜苗および切花の開発・生産・販売

ホームページ http://www.suntory.co.jp/flower/

会社概要・理念
サントリーは、1980年代から花を「人々の生活に潤いをもたらし、心の健康をもたらすもの」と位置づけ、酒類・食品分野で培った基

礎研究を応用して、植物の研究開発を行うとともに、お客様に「花のあるくらし」を提案してきました。サントリーフラワーズ （株）は、

事業の拡大に伴い、2002年7月に分社独立。現在では、グローバルフラワーカンパニーを目指して開発から生産・販売まで一貫した花

苗、野菜苗、鉢花、切花の4事業を国内外で展開しています。これからも企業ミッションである「新鮮味溢れる商品と 行き届いたサー

ビスで世界中の人々の笑顔と感動ある生活の良きパートナーとなる」ことを目指し日々活動してまいります。

主なCSR活動
■CSR経営の推進

グループ企業理念「人と自然と響きあう」を実現するために、「花のあるくらし」を提案する企業としての行動指針を、グループ企業倫

理綱領に基づき制定。社内への徹底を図ることで、コンプライアンス経営活動を全従業員で推進しています。

知的財産権を保護・活用

植物の育成者権や商標権などを活用した、サントリーフラワーズ（株）ならではの高付加価値商品を継続して提供できるよう、自社の

知的財産権の保護に努めるとともに、その侵害に対しては適切な処置を行っています。また、第三者が保有する知的財産権に配慮し、

権利侵害を行わないよう社内教育を徹底しています。

下請法を遵守

サントリーフラワーズ（株）にとって、花苗の生産委託をしている生産農家は事業を推進していくための大切なパートナーです。双方が

WIN-WINの関係を継続していくために、当社では、契約・発注・納品・検収・支払いの各段階で下請法を遵守しながら、公正な取引を行っ

ています。
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本社事務所の環境配慮

2011年7月の本社事務所の移転に伴い、新事務所では当初から天井の蛍光灯を半分に間引き、エントランスやリフレッシュコーナーに

LED照明を導入することで、移転後の電気使用量を2008年比で79.4％と削減しました。

物流におけるCO2削減

輸送エリア内での需給率を高め、商品の輸送距離をできる限り短くするなど、物流におけるCO2削減活動に取り組んでいます。

環境に配慮した商品の発売

近年の環境意識の高まりを受けて、サントリーフラワーズ（株）は、グリーンカーテン向け商品（エコゴーヤなど）や葉の蒸散効果の高

い商品（サンビーナス、テラスライムなど）といったお客様にエコな暮らしを提案できる商品を販売しています。また、育て方や楽しみ

方のご紹介も行っています。

お客様の声を活かした商品・サービスの改善

サントリーフラワーズ（株）のお客様センターに入るお客様のご意見・ご要望の情報は、すべて記録するとともに定期的に集計しています。

そして、情報を関係者で共有し、商品・サービスの改善や新商品の開発に活かしています。

安全・安心への取り組み

お客様に安心して「花のあるくらし」をお楽しみいただくため、オランダにある園芸作物の品質検査を行う公的機関の検査基準に沿って、

商品母株の微生物や細菌類を調べるウイルスおよびウイロイド検査を自主的に行っています。

■環境への取り組み

ISO14001認証を取得

サントリーフラワーズ本社では、2009年12月に、環境マネジメントシステムの国際規格であるISO14001（2004年版）の認証を取得し

ました。ISO14001の基本的な構造は、PDCAサイクルを繰り返すことにより、環境マネジメントのレベルを継続的に改善していこうと

いうものです。

2014年の取り組みとしては、パンフレットにおけるFSC認証用紙や大豆インキの継続使用、本社事務所の電気使用量のさらなる削減、

契約農家へ農薬使用時の環境配慮を引き続き要請するなどの活動を行いました。従業員に対する環境教育としては、入社研修時のほか、

年1回のeラーニングを実施し全従業員が受講しています。

今後も環境マネジメントシステムを効果的に運用し、継続的に環境活動をレベルアップしていきます。

■お客様との関わり

お客様に「花のあるくらし」「育てる楽しさ」を提案

多様化するライフスタイルに合った植物の楽しみ方を提案することで、お客様とのコミュニケーショ

ンの輪を広げていきたいと考えています。お客様に「花のあるくらし」「育てる楽しさ」をご提案し、

ご満足いただくために、サントリーフラワーズ（株）では、ホームページ上に販売店様を検索でき

るコーナーや育て方に関するQ&A、育て方動画、品種ごとの特性紹介などを掲載しているほか、

お客様センターを設置し、電話やEメールを通じてさまざまなご相談にお応えしています。また、

商品ラベル裏面には、植物の特性や栽培のポイントを記載しているほか、お客様のご要望にお応

えして通信販売の取扱商品もラインアップを拡充しています。

ホームページ

■地域・社会に対する取り組み

花を通して地域の活性化を支援

2012年から「赤い花で日本を元気に！」をスローガンに、公園や公共施設などに花を植え、コミュ

ニティの活性化に役立てていただく活動「赤い花プロジェクト」を全国で展開。花苗を全国各地の

団体へ寄贈してきました。プロジェクトに参加し、地域の皆様で花を育てることを通じて、会話や

笑顔の輪が広がった、というレポートを多数いただいています。2015年からは活動の輪をさらに

広げて、「大きな花プロジェクト」として活動を続けています。

「大きな花プロジェクト」の植栽
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東日本大震災の被災地に花・苗などを寄贈

2011年・2012年と「MUFG・ユネスコ協会 東日本大震災復興育英基金」が運営する「花壇再生プログラム」に花苗を提供したほか、

宮城県の小学校や、被災地のグリーンアドバイザーの活動用にも花苗を提供しました。また、従業員が岩手県陸前高田市を訪問し、

2011年は「ミリオンベル」「サンビーナス」を植えたプランターを仮設住宅の方々にお届けし、2012年〜 2014年は地域の皆様とも協力

し国道脇に花壇をつくるボランティア活動を行いました。「大きな花プロジェクト」では、東北エリアの児童館や学童保育で花苗を植え

るワークショップを行っています。

自己啓発を支援

自己啓発促進のために、サントリーグループ共通の自己啓発支援プログラム「SUNTORY Self Development Program」を導入し、従

業員が必要とするさまざまなプログラムを受講できるようにしています。

ワークライフバランスを推進

従業員の仕事と生活の両立を支援するため、育児休業制度、短時間・時差出勤制度を制度化。ノー残業デーの実施やWeb会議システ

ムも導入し、利用の定着を進めています。またマネジャーに対しては、メンバーの過勤時間を管理し、働きすぎの従業員がいればアラー

ムを発信するように指導しています。

■従業員に対する取り組み

新人事制度でチャレンジする風土の醸成と処遇の強化

サントリーフラワーズ（株）は、2014年1月に新人事制度を制定しました。この制度は、従業員が積極的にチャレンジしていくことを奨

励しており、その成果に応じてメリハリのある処遇を実現するため、資格制度と人事考課制度を見直しました。今後、従業員と会社がと

もに成長していくことを目指し、個々人が自己実現できる支援を強化していきます。

日本乳がんピンクリボン運動へ寄付しています

サントリーフラワーズ（株）の「プリンセチア」は「日本フラワー・オブ・ザ･イヤー 2009」や海外

の展示会でもゴールドメダルを受賞するなど、国内だけでなく海外においても高い評価をいただい

ています。また、プリンセチアの売り上げの一部を、日本乳がんピンクリボン運動（J.POSH）に

寄付し、活動を支援しています。

プリンセチア

次世代育成支援

サントリーフラワーズ（株）では「キッズガーデニングプロジェクト」として、全国の小学校に花苗

を寄贈（応募形式）し、子どもたちが花を育てる活動を支援しています。これは花を通して仲間と

協力することや、地域の方 と々の交流に役立てていただくことを目的にしています。

「キッズガーデニング
プロジェクト」

2011年岩手県陸前高田市を
訪問した従業員

2012年陸前高田国道脇花壇づくりに
参加した従業員とボランティアの皆様

2015年石巻市子どもセンターでの
ワークショップに参加した皆様
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サントリーミドリエ（株）

本社所在地
〒107-0051　東京都港区元赤坂1-2-3（赤坂見附MTビ
ル）

設立 2009年3月31日

資本金 5,000万円

売上高 2億5,600万円（2015年度）

従業員数 13名

事業内容
環境緑化システム「花のかべ」「ミドリエデザイン」などの
製造・販売・メンテナンス

ホームページ http://www.suntory.co.jp/midorie/index.html

会社概要・理念
■Green to Blue ― 緑の意味を、緑の価値を、変えていく緑

土に代わる新素材「パフカル」の開発から始まった、サントリーミドリエ（株）の都市緑化。この新しい土壌に、建物に負担の少ない壁

面緑化システム「花のかべ」を組み合わせ、都市に生きる人が緑を絶やさない環境づくりに参加できるしくみをかたちにしました。置く

だけの緑、飾るだけの緑から、自由にデザインできる緑へ。私たちは都市緑化事業の推進を通じてヒートアイランドを抑制し、緑のあ

る街づくり、地域環境や地球環境の改善に貢献していきます。

主なCSR活動
■CSR経営の推進

私たちの事業そのものが地球環境への貢献につながり、グループ企業理念「人と自然と響きあう」にも重なっています。そのため事業

の拡大・成長こそが本業を通じたCSR活動であると考えています。

コーポレート・ガバナンスについては、経営会議を通じて迅速な意思決定と業務執行を図り、経営を取り巻くさまざまなリスクについて

はサントリーグループの方針に基づいて未然防止と早期対応を行う体制を整えています。また、グループ企業倫理綱領に基づいてコンプ

ライアンス意識の徹底を図り、年1回クオリティアップ活動を通じて自己診断を行い、コンプライアンス経営を全従業員で推進しています。

■お客様との関わり

お客様に直接お問い合わせいただける体制を整備

サントリーミドリエ（株）は、直接、赤坂の本社内にお問い合わせいただける専用窓口を設けています。また、Webサイトにも窓口を広

げてご相談・ご要望を受け付けています。
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化学物質の管理

当社で扱う肥料については、法律に基づいて厳重に保管し、適正に管理しています。

廃棄物の削減

特に壁面・室内の緑化工事に際して、設計デザイン・施工法の改善に努め、廃棄する植物苗の発生をできる限り抑えるとともに、委託

事業者が適正に廃棄物を処理していることを確認しています。また、水資源の節減についても、サントリーグループの環境方針に基づき、

節水に努めています。

物流におけるCO2削減

グループ会社のサントリーロジスティクス（株）に業務を委託し、商品の配送や資材・苗の輸送に伴うCO2排出量の継続的改善を要請し

ています。

オフィスでの取り組み

サントリーグループが一体となった取り組みとして、会議はペーパーレスを基本とし、離席時のパソコン電源オフ活動を日常的に実施し

ています。

生物多様性への取り組み

2010年11月にオープンした、ヨドバシカメラ「マルチメディア京都」の壁面に採用された当社の緑

化システムは、総面積1,120m2の「花のかべ」です。このプロジェクトでは、生態系への配慮の観

点から地元京都の「糺の森」に生育する植物を中心に企画・施工しています。

■環境への取り組み

ISO14001認証を取得

サントリーミドリエ（株）は、2010年に環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001認証を取得し、目標を設定して継続的な改善

に取り組んでいます。

■地域・社会に対する取り組み

東日本大震災への支援活動

サントリーミドリエ（株）では、被災地の復興支援として募金活動を実施し、被災地に寄付しました。

国内最大級の「花のかべ」（京都）

事業を通じて中国の都市緑化に貢献

2012年4月、サントリーミドリエ（株）は上海市にトヨタ自動車（株）との合弁会社「トヨタサントリー

ミドリエ(上海)園芸（有）」を設立し、中国での都市緑化事業を協働して行っています。

上海・森ビルの車寄せに
設置した「花のかべ」

壁面・室内緑化に最適な緑化プランを提案

サントリーミドリエ（株）は、土に代わる新素材「パフカル」をベースに、植物の生育に適した緑

化資材を開発するとともに、豊富な植栽バリエーションを整え、壁面・室内緑化に最適な緑化プ

ランを提案しています。

また、お客様ごとに「グリーン・カルテ」を作成し、メンテナンスのプロである「グリーン･スタイリスト」

が定期的に植物の健康状態をチェックして、発育環境の保守･点検を行っています。グリーン・ス

タイリストの作業記録は、毎月報告され、品質・サービスの向上や資材の改良に結びつけています。
「グリーン・カルテ」に基づき

保守･点検する
「グリーン･スタイリスト」
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人材育成

従業員一人ひとりが自らの人生設計の中で能力を開発し、それを社業に発揮できるよう、キャリアごとの階層研修や職位ごとのスキル

研修プログラムを整備し、現場で個々の能力を最大限に発揮できる育成・支援を行っています。また、公平な評価と成果に応じたメリ

ハリある処遇によって、従業員の努力に報いることができる人事制度を運用しています。

このほか、サントリーグループ共通の応募型研修への参加も推奨し、自己啓発の機会を提供しています。

■お取引先への取り組み

国内外のお取引先と情報・意見交換

サントリーミドリエ（株）は、資材や苗などの調達先と積極的にコミュニケーションを取っています。

資材については、数カ月に1度、海外にある生産現場で品質基準を守っているかを確認するとともに、情報・意見を交換しています。

また、苗についても品質規格の一覧を共有化し、生産時・出荷時の検品を実施しているほか、月に1回程度、国内の生産現場での品質

確認、情報・意見交換を実施しています。

■従業員への取り組み

育児・介護支援として在宅勤務を導入

サントリーミドリエ（株）では、働きやすい職場環境づくりの一環として、育児・介護休暇制度のほかに在宅勤務（テレワーク）を導入し、

必要な従業員への短時間勤務を適用しています。また、長時間勤務を防止する施策として適正な労働時間管理を行うとともに、毎週水

曜日をノー残業デーに設定し、良好なワークライフバランスの維持に努めています。
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サントリーマーケティング＆コマース（株）

本社所在地
〒104-6231　東京都中央区晴海1-8-12（晴海アイランド 
トリトンスクエア オフィスタワー Z 31F）

設立 1975年1月

資本金 1億円

売上高 99億円（2015年12月期）

従業員数 169名（2016年1月1日現在）

事業内容

・酒類関連備品販売（酒販店様・飲食店様向け）
・ 企業の販促支援・代行 （キャンペーン企画・景品提案・配送・

事務局運営等）
・ワイン等酒類の店頭・通信販売

ホームページ http://www.suntory.co.jp/smc/

会社概要・理念
■会社概要

サントリーマーケティング＆コマース（株）は、2016年1月1日、（株）サントリーショッピングクラブとサントリーサービス（株）が統合し

て誕生した会社です。

主なCSR活動
■CSR経営の推進

個人情報を厳格に管理

サントリーマーケティング＆コマース（株）は、販促キャンペーンの受託事業やワイン等の酒類・関

連グッズの販売事業を行う中で、数多くのお客様情報をお預かりします。大切なお客様情報の紛

失や漏洩などの事故を防ぐために、JIS Q 15001：2006に準拠した個人情報の管理を厳格に行っ

ています。

コンプライアンス浸透・啓発

私たち一人ひとりがよき企業市民であると同時に、よき市民であることを常に念頭において業務を行えるよう「コンプライアンス・ハンドブッ

ク」を全従業員に配布するとともに定期的な勉強会を開き、コンプライアンス浸透を推進しています。

■企業理念

私たちは、社会のよき一員としての役割を果たすため、さまざまな活動を通じてあらゆるお客様のさらなる満足の確保、維持、向上に

努めます。

お客様とのコミュニケーションを大切にし、お客様に信頼され、喜んでいただける安心・安全な製品、サービス、情報の提供を行うと

ともに、お客様の声を企業活動に反映させていきます。

プライバシーマーク
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お客様の声を全社で共有

電話やEメール、インターネットなどを通じていただく、お客様からのお問い合わせやご意見・ご指摘などを、全社で共有し、商品の開発、

品質の改善などにつなげています。

■品質への取り組み

徹底した品質の確保・向上

サントリーグループの一員として、各種関連法規およびサントリーグループの品質方針を遵守し、

徹底した品質管理を行っています。

新規商材の開発、既製品の調達において企画・開発から、原材料の選定・調達・製造・流通・販

売に至る商品ライフサイクルに関わるすべてのプロセスで、徹底した品質の確保・向上に取り組ん

でいます。

■環境への取り組み

身近なことから環境配慮を実践

2009年には環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001の認証を取得。「全社員が参加できる、身近なことから取り組んでいこう」

という考えのもと、地球温暖化防止に取り組んでいます。事務用品などのグリーン購入もその1つです。また、空調設定温度の調節や照

明を間引き点灯するなどの取り組みのほか、物流部門では梱包資材の再利用や欠品による口割れ（分割・後送）出荷の防止などCO2の

削減につながる活動を積極的に行っています。

■お客様との関わり

ISO10002の自己適合を宣言

2011年1月、お客様対応に関する国際規格ISO10002に適合する社内マネジメントシステムの構築が完了しました。この規格では、お

客様本位の商品・サービスの向上を目指し、お客様の声を施策に反映させ継続的な改善・運用につなげることが求められています。こ

のシステムに基づいて、これまで以上にお客様対応の品質向上に努めています。

ハイボール用ジョッキの
液温度変化テスト

■地域・社会に対する取り組み

地域に根ざした貢献活動を展開

事業所周辺地域の清掃活動を定期的に行っています。また、個々の従業員には地域福祉活動、

ボランティア活動に積極的に参加できるよう、ボランティア休暇制度を設けています。

近所の公園での清掃活動の様子

ご要望に応える商品を提供

当社のお取引先である居酒屋、バー、レストランなどでは、食器類のスペースの確保に苦労されて

いるケースが多く見られます。

このような背景を受けて「スタッキングビアピッチャー」を開発しました。通常は重ねることのでき

ないビアピッチャーの形状を工夫し、 積み重ねて収納ができるようにした商品で、省スペースにつ

ながるとご好評をいただいています。

また、ハイボール、カクテルなどはつくる人によって味に違いが出てしまうことがあるとのお客様の

声を受け、定量のアルコールが正確に出てくる「ワンプッシュ型定量ディスペンサー」を開発し、大

ヒット商品となりました。

当社は、単に商品の品質だけではなく、飲食店様が提供する飲料・サービスの品質の維持・向上

にも徹底的にこだわっているのです。

「スタッキングプラスチック
水差し」と「ワンプッシュ型

定量ディスペンサー」
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大規模災害時の支援体制を構築

大規模災害の発生時には、従業員の安全確保と同時に地域への救援活動を行い、社会の一員としての役割を積極的に果たす体制を構

築しています。

自己啓発を支援

従業員一人ひとりの自己啓発を支援するため、サントリーグループのあらゆる研修プログラムの受講について支援しているほか、外部研

修機関との提携により自己啓発や能力開発に関する研修の受講を制度化しています。

健康増進のための取り組みを実施

産業医による定期的な健康相談会を設け、健康に不安があるときの相談、残業の多い従業員のケアを迅速に行う体制を整えることで、

疾病予防や健康の維持管理を推進しています。また毎週水曜日の「ノー残業デー」を全社的な取り組みとして徹底し、労働時間の適正

化とメリハリのある職場環境づくりを進めています。

職場のメンタルヘルス対策を推進

当社では、産業医と緊密に連携して、従業員のメンタルヘルス疾患の予防はもとより、早期発見、治療、療養、回復に努めています。また、

休職者の復職に際しては、きめ細やかなプログラムによりスムーズな復職を支援しています。

ライフワークバランスの推進

育児・介護のための休暇または短時間勤務制度が、単に法律どおりに決められているのではなく、実際に運用され、実績となっています。

■従業員に対する取り組み

公正でオープンな評価を徹底

公正でオープンな人事評価を行うため、目標設定にあたっては上司と部下が面談し、納得のいく設定に努めています。また、考課結果

は必ず本人にフィードバックし、透明性を確保しています。
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サントリーパブリシティサービス（株）

本社所在地
〒135-0061　東京都江東区豊洲3-2-24 豊洲フォレシア
16F

設立 1983年3月1日

資本金 1億円＜サントリーホールディングス（株）100％出資＞

売上高 63億4,000万円（2015年12月期・連結ベース）

従業員数 2,144名：契約社員、アルバイト等含む（2016年4月時点）

事業内容

サントリーグループ各社の広報・マーケティング支援業務、
企業PR 施設・商業施設インフォメーションなどのサービス
業務、コンサートホール・美術館など文化施設の管理運営・
サービス業務、イベントの企画・運営業務、コールセンター
の運営、研修・コンサルティング業務、人材派遣業務　他

ホームページ http://www.sps.sgn.ne.jp/

会社概要・理念
サントリーパブリシティサービス(株)（SPS）は、サントリー初のビール工場が開設された1963年に工場のご案内業務を始めました。製

造工程をご案内するという「おもてなし」を通じてファンをつくるという試みは、当時、画期的な取り組みでした。以来、「おもてなし」

を提供する範囲を、サントリーホールをはじめとした音楽ホールや美術館など文化施設、商業施設、公共施設に広げ、現在、約80の

施設＝「場」の運営をお任せいただいています。

また、多くの「場」を運営し、お客様のご満足を追求するプロセスで、サービス向上や人材育成のノウハウが蓄積されました。それらを

企業や団体へ、研修のかたちで提供し、サービススキルの向上やチームづくり、人材育成にお役立ていただいています。

コンプライアンス活動を推進

コンプライアンス体制を構築・運用していくために、情報セキュリティ、個人情報管理、長時間労働対策、コンプライアンス全般に関す

る社内教育（集合研修の実施・e-ラーニングの実施・教育用ハンドブック作成・社内イントラネット上のコンプライアンスページの管理）

などに取り組んでいます。また、各職場でコンプライアンスの周知・啓発を実施しています。

主なCSR活動
■CSR経営の推進

従業員自らサービス憲章「OUR CREDO」を作成

サントリーパブリシティサービス（株）には、サービスに必要なホスピタリティマインドの醸成と継

承のために、3つのモットーと18のスタンダードからなる独自のサービス憲章「OUR CREDO」が

あります。「OUR CREDO」は、サービス提供者としての気持ちや行動の指針となるものを従業員

自らの手により明文化し、誰にでもわかりやすくまとめたものです。この憲章の内容を実際のサー

ビスに活かすために、従業員全員が常にこの「OUR CREDO」を携帯しています。

特にサービスの現場ではミーティング時にスタッフ一人ひとりが、サービスの事例を振り返り「OUR 

CREDO」と照らし合わせることで、ホスピタリティマインドを共有しています。
サービス憲章「OUR CREDO」
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販売する商品にも環境視点を採用

商品を新たに開発する際や、取り扱う際には、（1）商品や包材に環境に負荷のかかる素材を使用しない、（2）包材識別マークを付ける、

（3）過剰包装を行わない、などの環境視点での基準を設けています。また、製造元の環境への取り組み状況もあわせて確認しています。

地域の環境美化に貢献

サントリーパブリシティサービス（株）の本社がある地域の清掃活動に、本社の従業員が参加しています。

スタッフが目指す姿を定めて接客サービスの質を向上

スタッフに必要な接客・サービスの意識、マインドやスキルを細かく具体的な項目に落とし込み、それに沿ってスタッフの育成や研修を

実施。実際の接客についても、目指す姿に基づいて確認・検証しています。

商品の表示内容の見やすさ・わかりやすさを確認

商品のパッケージやラベル、取扱説明書などへの表示内容については、サントリーグループ基準に則り、表現のわかりやすさ、文字や

絵の大きさ、文字と背景色のコントラスト、表示の位置などの項目を確認しています。

お客様視点を把握して事業に反映

当社が運営を受託している施設では、随時お客様へのアンケートを実施しています。お客様よりご指摘いただいた内容については、そ

の施設で働くすべての従業員で共有し、改善に向けて取り組んでいます。また、各施設で働く従業員同士がお互いにお客様の立場に立っ

て訪問しあい、サービスの質を確認しています。

■環境への取り組み

ISO14001認証を取得

2009年12月に環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001の認証を取得しています。従業員の環境意識を高めるためにeラーニン

グや勉強会などを定期的に開催し、今後もより高い意識で環境活動を推進していきます。

■お客様との関わり

お客様の個人情報の管理を徹底

個人情報保護法に基づき、個人情報管理台帳を作成して、個人情報の管理を行っています。年2回、個人情報管理台帳の見直しを行う

とともに、個人情報管理台帳の申請書フォーマット類・管理ルールなどの見直しを随時実施しています。

■ビジネスパートナーとの関わり

下請法の遵守を徹底

下請法説明資料・注文書のひな型を用意し、定期的に実態調査を行っています。新しく設置された部署については、下請法対象会社と

の取引における注意点などについての説明会を実施し、下請法を遵守するよう確認を行っています。

次世代環境教育「水育（みずいく）」出張授業を展開

「水育（みずいく）」は、次世代を担う子どもたちに、人間にとっての水の大切さや関わりの深さな

どを伝え、水を育み自然を愛する心を育てるサントリー独自のプログラムです。サントリーパブリシ

ティサービス（株）では、サントリーに提案を行い、子どもたちに伝えたい内容をともに考えてき

ました。年間を通して約200校の小学校の「出張授業」を担当しています。

「水育」出張授業

「サービス憲章」視点でのトレーニングを実施

日常業務の中だけでなく、広い視野に立ってサービスの感度を高める取り組みとして、定期的に事

業部の垣根を超えてワークショップを実施しています。これはロールプレイングやサービス経験の

共有を通じて、お客様の気持ちに添ったサービスを提供できているか、多角的に検証するトレーニ

ングです。

「OUR CREDO」振り返りの
ミーティングを実施



234

企業調査を実施して信頼性を確認

新たにお取引を開始する際、サントリーパブリシティサービス（株）は新規にお取引を開始するお取引先についての企業調査を実施する

ほか、「反社会的勢力の排除」の契約条項を盛り込んだ契約書を交わして、お取引先の社会的立場や信頼性を確認しています。

また、食品やグッズなどの開発を委託しているお取引先に対しては定期的に製造現場を調査。品質管理・環境への取り組みなどを確認

しています。

健康維持・増進をサポート

毎月1回以上、産業医・産業保健師による健康相談日を設けています。健康相談日には体の健康はもちろん、メンタルヘルスについての

相談も実施し、心と体の疾病の予防と早期発見に役立てています。また、電話相談窓口「心とからだの相談窓口」も設置し、気軽に

相談できる体制を整えています。

ダイバーシティの推進

サントリーパブリシティサービス（株）は、「多様性を認めあう」を全社の方針とし、多様性を認め合う風土づくりや施策に積極的に取

り組んでいます。当社は従業員の9割を女性が占めますが、お客様や価値観の多様化を鑑み、男性社員や外国籍社員の採用も増やして

います。

次世代の育成支援

サントリーパブリシティサービス（株）は、次世代を担う子どもたちの成長を支援するさまざまな活動を展開しています。

「小学校5年生美術館ガイドツアー」

地域の子どもたちが美術に触れ合う機会を積極的に創出するため、山口県萩市内の小学5年生を対象に学校単位で山口県立萩美術館・

浦上記念館に来ていただき、美術館マナーの説明と展覧会ガイドツアーを実施しています。これは教育委員会と協議を重ね、実施に至っ

たものです。

「子どもレセプショニスト体験」

地域の子どもたちに文化芸術に親しみをもってもらうきっかけとして、江戸川区総合文化センターや岡崎市シビックセンターでは、小学

生を対象に、コンサートホールでお客様をご案内する仕事を体験する職業体験の機会を提供しています。

■地域・社会に対する取り組み

災害時支援

指定管理者として管理運営を行っている公共文化施設は、地域の方々をはじめ多くの方が訪れま

す。そのため、災害時や緊急時に迅速かつスムーズな対応ができるよう、所轄消防署の指導のも

とで定期的に防災訓練や応急救護研修、AED（自動体外式除細動器）研修などを実施しています。

また、本社では大規模地震対応マニュアルを整備し、継続的な啓発活動を行っています。

防災訓練の実施

地域社会への貢献活動

公の施設の指定管理者として、施設の魅力を最大限に活かした文化事業の企画・立案を行い、ホ

スピタリティあふれるサービスの提供に努めています。特に、地域の方々が自ら企画や運営に参画

できるプログラムや青少年育成を目的とするオリジナリティが高い企画、近隣施設へのアウトリー

チ活動など、文化振興・活性化につながる取り組みや、利用者の声を運営に活かすしくみを通じ、

どなたにも利用しやすく、長く愛される施設運営を目指しています。

親子で参加するコンサート

■従業員に対する取り組み

長時間勤務の是正を強化

労働者の健康障害防止のための基本方策や健康保持増進のための対策などの審議を行う機関として、労働法の要請に則って「衛生委

員会」を設置し、過勤の削減策などを共有しています。衛生委員会での報告内容は、社内のほかの会議でも報告・検討され、長時間

労働への対応を強化してきました。また、特に管理者層については、長時間労働がもたらす影響やその内容を伝え、労働時間管理の重

要性を理解する研修の場を定期的に設けており、従業員の過勤削減、健康管理に関する意識の醸成を行っています。
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障がい者雇用を促進

事務や物販、文化施設の来館者対応など、幅広い分野で障がいのある従業員が活躍しています。全社で目標とする雇用者人数を掲げ、

法定雇用率2.0％の達成・維持を目指して、障がい者雇用に取り組んでいます。2016年2月末時点での雇用率は2.2％です。

また、一人ひとりの適性に合わせた仕事に従事できるよう、全国の各拠点で管理者層が障がいに対する理解を深めるとともに、現場業

務の特性や必要なスキル、業務量などをきめ細かく確認し、能力を発揮できる業務の創出に努めています。あわせて、通勤や就業に関

してもできる限りの配慮を行っています。

ワークライフバランスを推進

従業員が仕事でもプライベートでも充実した日々を送れるよう、ワークライフバランスに配慮した制度や運用を推進しています。産前産

後休暇や育児休業制度、時間単位での代休取得制度をはじめ、時短勤務や時差勤務なども導入し、従業員の柔軟な働き方をサポート

しています。

新たな研修制度で従業員の能力開発を支援

2011年より新たな研修制度を導入し、入社時研修、サントリーグループ共通の応募型研修のほか、職位別研修、キャリア研修を実施

しています。自己学習支援も積極的に推進しており、通信教育やeラーニングを導入し、個々人の課題に合った能力開発の機会として提

供しています。また、OJTに役立つ学びと対話の場として、社内セミナーを実施し、従業員同士のつながりや学びを促進しています。研

修以外の全社活動（会議体やプロジェクト）も教育の機会と捉え、従業員のキャリア開発・人材育成につなげています。

また、目標設定に基づく「成果考課」と、期待役割に基づく「行動考課」による人事考課制度を導入しており、上司との面談によって

納得性の高い評価を行っています。
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グループ各社の CSR 活動

海外グループ会社の活動

ウイスキーをはじめとしたスピリッツの製造・
販売

Beam Suntory Inc. 
ビーム サントリー

健康食品および加工食品の製造・販売

Cerebos Group 
セレボス・グループ

清涼飲料の製造・販売

Tipco F&B Co., Ltd. 
ティプコF&B

清涼飲料の製造・販売

Suntory Garuda Group 
サントリーガルーダ・グループ

清涼飲料の製造・販売

Frucor Group 
フルコア・グループ

中国における酒類・飲料の製造・販売

Suntory(China)Holding Co.,Ltd. 
サントリー（中国）ホールディングス

欧州を中心とした飲料事業の経営戦略の立
案、経営管理等

Suntor y Bevera ge & Food 
Europe 
サントリー食品ヨーロッパ

ペプシ系ボトラー

Pepsi Bottling Ventures Group　
ペプシ・ボトリング・ベンチャーズ・
グループ

清涼飲料の製造・販売

Suntor y  Peps iCo V ietnam 
Beverage 
サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバ
レッジ

ワインの製造・販売

Château Lagrange S.A.S. 
シャトー ラグランジュ

ワインの製造・販売

Weingut Robert Weil 
ロバート ヴァイル醸造所
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本社所在地 510 Lake Cook Road, Deerfield, IL 60015 USA

設立 2015年5月（ジムビームブランズとしては1966年11月）

事業内容 ウイスキーをはじめとしたスピリッツの製造・販売

ホームページ http://www.beamsuntory.com/

Beam Suntory Inc.

ビームサントリー

会社概要・理念
世界の人々を感動させるスピリッツづくり

ビームサントリーは、世界第3位の規模を誇るプレミアムスピリッツ会社です。「Growing for Good」をビジョンに掲げる当社は、世界

の人々を感動させるスピリッツづくりを通して、人と人とのつながりをもたらすことを使命としています。

財務的な目標としては、世界で最も成長の早いプレミアムスピリッツ会社になることです。有名ブランドの構築をはじめ、有利な市場の

構築や獲得、成長を促すために、ビジョンを行動に移す戦略を通じて、目標を達成していきます。

主なCSR活動
■CSR理念

「Growing for Good」ビジョンをCSRに

よき企業市民であり、社会的責任を果たすリーダーであることは、ビームサントリーの事業の中核をなすものです。親会社、お客様、

消費者、ビジネスパートナー、従業員、コミュニティなどあらゆるステークホルダーの皆様に貢献し、成長し続ける会社でありたいと考

えています。そして、私たちの商品・コミュニティの基礎をなす貴重な資源を守るというサントリーの伝統を共有しています。

ビームサントリーのCSRは3つの領域（環境保全、コミュニティ支援、責任ある適正飲酒の普及）に注力しています。この3つを果たすた

めに、時間、資源、エネルギーを注いでいます。これらを重視することが企業の本質的価値であり、当社の気質であるからです。

■CSRマネジメント

コーポレート・ガバナンス

ビームサントリーの「行動規範と倫理規定」は、私たちが誠実で最高品質のビジネスを行うための指針となっています。この規定には、

「Growing for Good」を踏まえたビジネス慣行、正しいビジネス（Beam Suntory way）を行うための方針が記載されています。

従業員は、業界の規定だけではなく、当社の方針、手順、基準に従い、業界を主導する企業としての役割を果たさなければなりません。

ビームサントリーでは、「グローバル・リスク・コンプライアンス委員会」を設置し、地域ごとの「リスク・コンプライアンス委員会」に加

え、グローバル展開やサプライチェーン監査に関する各委員会も設けています。

行動規範と倫理規定の策定

ビームサントリーとそのすべての従業員は、最高水準の企業倫理を維持しながら、市場において

積極的に競争できると信じています。

また、当社の従業員、役員、ディレクターは、ビームサントリーが策定した「行動規範と倫理規定」

に記載された健全な商慣行と倫理規定に従うことで、誠実で最高品質のビジネスを行い、継続的

にすべてのステークホルダーから信頼されることを目指しています。
「行動規範と倫理規定」
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コンプライアンスの推進

従業員には四半期ごとのCEO主催ミーティングなどの社内の機会を通じて、「正しいやり方、ビームサントリーのやり方でビジネスをする」、

または要件に遵守して、可能な場合はベストプラクティスを通して行う、というメッセージを一貫して発信しています。また、コンプライ

アンストレーニングは、実地研修やオンラインでも対面式の講習でも実施しています。また、ビームサントリーは、世界のどこからでも1

日24時間週7日利用できる多言語のホットラインを用意しています。

品質マネジメント

ビームサントリーの各生産拠点では、すべて品質マネジメントシステムの規格であるISO 9001の認証を取得しており、さらに多くの生産

拠点でISO 22000（食品の安全性）、HACCPの認証も取得しています。また、共同生産を行っている下請けのびん詰業者にもISO規格

の主要項目を含む技術監査を義務づけているほか、各生産拠点では定期的に社内の厳しい監査を実施しています。

積極的なリスクマネジメント

ビームサントリーは、上層部が主導となり事業へのリスクの特定や監視・管理する体制を整えています。統合リスクマネジメント（ERM）

プログラムでは、潜在的リスクのある主な領域を積極的に特定し、エグゼクティブリーダーシップチームが指名した従業員がリスク低減

に関する監視を担当します。「エグゼクティブリーダーシップチーム」は、定期的なミーティングを開き、戦略について議論しています。

実際にリスクや危機が発生した場合には、リスクの低減のために適切な対応を特定し、ビームサントリーの「グローバルメジャーインシ

デントマネジメント（MIM）プロトコル」に沿って実行されます。

クライシスマネジメント

重大事故は、迅速かつ効果的に管理するために、「グローバルメジャーインシデントマネジメント（MIM）チーム」が取り扱います。

FACTS（Failure and Accidents Technical Information System）の事故調査は、「グローバルテクニカルサービスチーム」が、関連

する事業のジェネラルマネジャーおよびリスク管理担当者と協力して行います。

重大事故が発生した場合、「グローバルMIMチーム」が招集され、実状の把握とリスクの精査を行い、リスクを低減するための適切な

対応を図ります。「MIMチーム」は主要ステークホルダーに情報を伝えるために、適切な報告計画を作成します。重大な事故に対応す

る際には、従業員、お客様、地域住民の安全が何よりも優先されます。「グローバルMIMチーム」は、ガバナンス、統括、地域「MIMチー

ム」への指示を担当し、「グローバルテクニカルサービスチーム」は、環境、安全、品質、セキュリティ、ブランド保護、保険／リスク

マネジメントなど各部門の技術リーダーの協力を得て、現場をサポートします。各生産拠点のジェネラルマネジャーと地域のリスク管理

担当者が監督する地域「MIMチーム」は、予防リスクアセスメント、リスク低減計画、緊急時対応計画、緊急時対応行動、損害の評価、

事業の回復などに取り組みます。

情報セキュリティ

ビームサントリーは、個人情報についての法令に遵守しており、アメリカにおける個人情報管理は、欧米間で合意されているセーフハー

バー・ルールに基づいて管理しています。

知的財産権の管理

ビームサントリーは、法務部内にグローバルな知的財産権（IP）の専門家を置き、IPチームが知的財産権の保守や告発、侵害の防止な

どに取り組んでいます。

■品質保証への取り組み

品質管理方針・指標

ビームサントリーでは、生産拠点に品質と食品安全衛生のISO認証の取得を要請しています。さらに、これらの基準を超える独自のグロー

バル基準を達成するために、品質、食品衛生、環境、健康、安全を網羅する統合マネジメント方針に基づいたベストプラクティスの手

法を取り入れています。全生産拠点に重要業績評価指標があり、それらの品質要件を超えるための改善計画を確立しています。

さらに生産拠点では、TRACC方式（サステナブルな方法で継続的改善方式を実施するためのソフトウエアベースのガイド）に従って生産・

継続的改善方式を実践しています。今後も、企業にとって最も貴重な資源である「従業員（安全）」「ブランド（品質）」「世評（コンプラ

イアンス）」「環境」を守りながら、システム、プロセスをはじめ、事業活動のすべてを、従業員とステークホルダーの尽力によって改善

していきます。
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グローバルマーケティング指針

責任のある飲酒に対する当社のリーダーとして取り組む姿勢は、各管轄で適用されるすべての関連法、規制および業界の規範や規定を

遵守することから始まります。そのため、ビームサントリーのグローバルマーケティング指針は、当社のすべてのブランドと地域で統一さ

れており、広告をはじめ、消費者への販促、マーチャンダイジング、ブランドのWebサイト、POS、ダイレクトマーケティング、商品開発、

プロダクトプレイスメント、および消費者イベントにまで及びます。

責任あるマーケティング

ビームサントリーは、スピリッツ製品のマーケティングにおいて業界標準の設定におけるリーダーシップを担う企業として誇りをもってい

ます。2007年にはアメリカで最も厳しい広告配置基準を自主的に採用し、合法的な購入年齢に満たない消費者への露出を削減していま

す。メディアオーディエンスにおける法律で酒類の購入を許可された年齢者の割合は、業界標準が71%なのに対し、当社は75%以上を

指定しています。また当社では、アルコール飲料を購入できる法定年齢（LPA）の成人のみをマーケティングの対象にしています。加えて、

アルコール飲料を購入できる法定年齢に達していない消費者が当社の広告メッセージを目にする機会を制限するため、「Spring Break」

に関連するマーケティングプログラム、公園などの遊び場から500フィート以内の家庭外広告、ビデオゲームへの広告を禁止しています。

DRINK SMART®

DRINK SMART®は、法定飲酒年齢の消費者に飲酒に関して責任ある選択情報を提供するグローバルなプラットフォームです。また、

消費者が率先してアルコールの不適切な使用を減らす活動のためのツールも提供しています。

DRINK SMART®のWebサイトとロゴは、ソーシャルメディアからテレビ放送まで、すべてのビームサントリーのグローバルなマーケティ

ング資料に含まれています。

■お客様との関わり

お客様の声の収集

お客様や消費者からいただいたご意見に耳を傾けるため、複数のデータベースを保持し、情報をITシステムで管理しています。フィードバッ

クいただいた課題は、調査のために該当する部署に送られ、適切に対応しています。

■スピリッツ類の販売への責任

ビームサントリーの責任ある飲酒についての考え方は、当社のあらゆる行動の基盤になっています。そのため、責任あるマーケティング

やアルコール教育を実施しているほか、飲酒運転・未成年者飲酒の防止に注力している世界中の多様なプログラム、パートナーシップ

および団体のスポンサーとなり、資金を提供しています。また、すべての従業員が雇用と同時に当社とそのブランドの大使として、常に

責任ある飲酒を家族や友人に対して示し、促進できるよう、必要な知識を従業員に確実に提供するようにしています。

■ビジネスパートナーとの関わり

ビームサントリーは、責任ある企業市民であり、人を公正・公平に扱うための基準を維持しています。「ビームサントリー・グローバルシ

チズンシップポリシー」は、当社、従業員、サプライヤー、お取引先に対するガイドラインとなっています。

このポリシーは、強制労働、奴隷労働、強制収容労働の禁止を規定しており、2010年制定の「カリフォルニア州サプライチェーンの透

明性に関する法律」に従って情報開示をしています。また、英国現代奴隷法2015にも当社のサプライチェーンに奴隷労働、人身売買が

ないことを確認しています。

尊重、受容、行動、配慮、管理、敬意

このシンプルな6つの原則に基づき、DRINK SMART®では、責任ある飲酒のための情報

発信やグローバルな取り組みを展開しています。

DRINK SMART®に関する詳細は下記（英語サイト）を参照してください。

「DRINK SMART®」の6つの原則
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■環境への取り組み

環境マネジメント

ビームサントリーでは、計画を立案する「環境マネジメント委員会」、技術サポートを担うグローバル環境管理部、計画に沿って実行す

る生産拠点の所長および環境保健事業公団（EHS）の専門家の3グループが、環境への取り組みを推進しています。

「環境マネジメント委員会」は、事業＆サプライチェーン部、環境管理部、法務部、広報部の代表者で構成される業務横断的なグロー

バル組織で、方針の指導やガバナンス、統括、指示、進捗管理、問題提起などを担っています。グローバル環境管理部は、環境サス

テナビリティに関するビジョン、戦略、ベストプラクティスの共有を推進しています。また、コンプライアンスの検証、グローバルスタンダー

ドの設定、パフォーマンス測定、スキルと能力の開発なども担います。そして各生産拠点の所長、EHS専門家は、環境マネジメントシス

テムおよび環境イニシアチブの設定・実施・改善だけでなく、担当の生産拠点でのパフォーマンス改善や報告にも取り組みます。

なお旧ビーム社の各生産拠点は、環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001認証を取得しています。

ミッションの尊重

2014年11月、トップグローバルリーダー 78名が、私たちのミッションを明確にする会議を実施しましたが、その過程でサントリーホー

ルディングス（株）がいかに環境問題に対して熱意をもっているかが証明されました。インターネット、環境サステナビリティガイド、リー

ダーシップブログ、環境活動のビデオなどさまざまなコミュニケーションツールを使って、環境サステナビリティについての情報を共有し

ました。

従業員への環境教育

当社の従業員が環境サステナビリティ活動に参加することを奨励しています。たとえば、飲料産業環境会議(BIER)などの自発的な環境

プログラムや環境グループ、また「KY EXCEL」のようなさまざまな地域コミュニティのプログラムやグループに参加する機会があります。

また、こうした活動に参加する彼らの貢献を評価しており、環境に大きく貢献する活動をしたチームや個人には「ビジョンイントゥアクショ

ン賞(VIA)」を毎年贈っています。

環境への配慮

当社は、コジェネレーション技術の活用、廃棄物削減・リサイクル、生産における水使用量削減など、これまで環境負荷低減のための

活動により着実な成果を残してきました。今後も、引き続き水とエネルギー使用率および廃棄物埋立処分量の削減に努めます。過去10

年の環境負荷削減に関する技術とシステムへの投資額は6,000万ドルになります。効果的かつ効率的な天然資源の活用は、私たちの生

産拠点の長期的な成功のために重要な要素です。

ビームサントリーにとって、当社の価値観は市場で継続的な成功をおさめるために不可欠な要素です。誠実、品質、責任、迅速性、

強靭性などの価値観は当社の成功のために重要なものです。当社の成功は従業員、サプライヤー、投資家、価値あるビジネスパー

トナー、職場であり生活の場でもあるそれぞれのコミュニティからの評価に基づいています。

【ポリシーの構成】

1.労働環境／安全衛生

2.児童就労

3.強制労働

4.差別

5.労働時間

6.賃金および手当

7.環境

8.マネジメントシステム

9.サプライヤーおよび請負業者

当社は、主要サプライヤーや請負業者にも当社に対して同様の約束を要求しています。このポリシーに準拠することで、当社は業

界のリーダーシップを発揮し、その上で、各ブランドの強化、優秀な人材を引き付け、確保する力の向上、サプライチェーンのよ

りよい管理と成果をもたらします。

ビームサントリー・グローバルシチズンシップポリシー
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汚染防止と化学物質の管理

当社は、グローバルな規格に基づいた安全データシートに従って、有害化学物質の安全な使用、保管、輸送を管理しています。また、カー

サ・サウサ社はAMOCALI（民間組織）とSEMARNAT（環境天然資源省）による「クリーンフィールドプログラム」に参加し、農薬の

安全な使用と容器のリサイクルを心がけています。

水資源の管理

水は最大の原材料です。この貴重な天然資源を守るため、水域保全活動を行っています。ビームサントリーは、水ストレスが高い地域

を中心に、継続的に全世界の生産拠点の水使用量を減らす活動を続けています。

水資源保護を目的とした活動

当社は、半透性沈殿物制御構造、回収池、調整池などを活用して、水の流出、土壌侵食、水質の悪化を防ぐなどの雨水、地下水、地

表水の源泉を守る活動を行っています。

水使用量、排水量削減

水使用量と排水量の削減は、当社の重要課題です。いくつかの生産拠点では水を再生する高度なシステムがあります。

ビームインディア　機器の洗浄に使った工業用水を濾過、再利用することで、水の使用量と排水を削減しています。また豪雨などで地

中に吸収される水を減らすため雨水を回収し、再利用しています。

ビームサントリーメキシコ（カーサ・サウサ社）　高度な水再生システムにより処理水の質が大幅に改善されました。拠点のコンポスト事

業で再利用し、また、地域の消防署で消防車や消火設備にも再利用されています。

セント・クロイ島、バージン諸島　高度な水再生システムによりプロセス用水を再生し、拠点内で再利用しています。これにより水の使

用量と排水量が大幅に削減されます。メーカーズマーク工場でも2015年に同様のシステムを導入する予定です。

地球温暖化防止の取り組み

ビームサントリーは、継続的に全世界の生産拠点のエネルギー使用率削減を目指しています。

工場や製造過程での省エネルギー活動

セゴビア、スペイン　天然ガスを使用した熱電併給プラント（コジェネレーションシステム）を利用し、生み出された熱と電力は蒸溜過

程で使用しています。余った電力は、地元の電力会社に販売しています。このコジェネレーションプロセスは、熱と電力が別々の設備の

場合よりも30％高効率であることが立証されています。

フランクフォート、ケンタッキー州　ボトル詰めエリアと加工エリア全体でLED照明を使用し、照明の質を向上するとともに、エネルギー

使用量とコストを削減しています。

物流における省エネルギー活動

2014年、クルボアジェの出荷のうち20％を鉄道によりコニャックからル・アーヴルまで輸送しました。トラックから鉄道輸送に切り替

えたことで、総温暖化ガス排出量が約92％（約763トン）減りました。

オフィスでの省エネルギー活動

ディアフィールド、イリノイ州　全世界のオフィスで最新のWeb会議や印刷技術を活用してエネルギー消費量を抑えています。本社では、

共同のワークスペースを設けています。特色ある施策としては、日光を感知して自動的に調光する照明があります。

マドリード、スペイン　マドリード市初のサステナブルオフィスビルです。外部からの騒音を最小限に抑え、ソーラーパネルや遮熱性の

あるメタリックの外壁により省エネ効果を最大限に高めています。また余ったエネルギーをビル内でやり取りできるシステムも備えていま

す。

クレアモント、ケンタッキー州 「ジムビームアメリカンスチルハウス」　米国グリーンビルディング協会よりLEED（Leadership in Energy 

and Environmental Design）のゴールド認証を取得しました。LEEDは、設計・建築・運営におけるビルの省エネパフォーマンスを評

価するアメリカの優れたプログラムです。アメリカンスチルハウスの認証取得は、エネルギー使用、照明、水や原材料の使用、その他の

サステナブルな施策など、蒸溜所に直接よい影響を与える特色のあるグリーン設計・グリーン建築が認められたものです。
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「ジムビームアメリカンスチルハウス」は、LEED（Leadership in Energy and 

Environmental Design）のゴールド認定を取得しています。この認定は、リーダー

シップ、革新性、環境保護、社会的責任で優れた実績のある施設のみが取得でき

ます。「ジムビームアメリカンスチルハウス」における環境の持続性性能には以下の

ような特長があります。

・25％にリサイクル建材を使用

・節水型の設備、蛇口、水洗トイレにより水使用量を年あたり50%削減

・79%の建築廃材がリサイクルされ、埋立処分を回避

ジムビームアメリカンスチルハウス

資源の有効利用

ビームサントリーは、廃棄物埋立量およびリサイクル・再利用量をモニタリングし、報告しています。今後も、生産資材、製品の包装・

容器のリデュース、リユース、リサイクル活動に努めます。

廃棄物の削減と再資源化

メキシコ、カーサ・サウサ社では廃棄物の99.8％をリサイクル・再利用し、年平均47,000m3が埋立処分を回避しています。利用済みのリュ

ウゼツラン（テキーラの原料）の繊維を回収して堆肥をつくっています。この堆肥は、地中の水分保持に役立ち、また新たなリュウゼツ

ランの養分にもなります。

ケンタッキーのバーボン樽は100％有効に再利用しています。ほとんどは他の蒸溜酒製造会社で活用され、その他は家具などの木製品

に生まれ変わります。バーボン樽には、サステナブルな木材のホワイトオークを調達しています。サプライヤーもホワイトオークのサステ

ナブル調達に共感・協力しています。

穀類、糖液を扱う蒸溜所では、それらを回収し有効に再利用するプロセスをもっています。多くは家畜の飼料に再利用されています。また、

排水処理プロセスの過程で出るバイオソリッド（汚泥）は、土壌改良に再利用しています。

容器の3R

「ビームサントリー・デザイントゥバリュー（Design-to-Value）チーム」は、製品デザインを向上させながら包装材を減らす方法を追求

し、最終的にお客様にも環境にも、よりよい影響をもたらすことを目指しています。このチームの成果としては、より軽量なボトルデザ

イン、ガラス容器からポリエチレン樹脂容器への切り替え、無駄な段ボール・包装材の廃止などがあります。これらにより、包装資材量

が削減され、合計コストと環境への負荷が削減されました。当社はリサイクルと再利用活動も推進しています。アイルランドのクーリー

蒸溜所は、法的義務によって包装資材廃棄物の回収・リサイクル資金を拠出する企業をサポートする包装コンプライアンス制度「REPAK」

のメンバーです。

また、カーサ・サウサ社は2014年に「メキシコ・ベストリサイクル・ストックウェアハウス」を受賞しました。

生物多様性保全を目的とした活動

ジムビーム自然保護区

創立200年を記念して、1995年に、ケンタッキー州レキシントンから32km離れたケンタッキー川

の岸壁沿いに115エーカーの「ジムビーム自然保護区」を非営利団体「ネイチャーコンサーベーショ

ン」と協力してつくりました。化学物質を使わない自然な方法やバイオ技術を使ってケンタッキー

の土手の再生プロジェクトを複数完了しました。ジムビームは何エーカーもの湿地帯を開発、保護

しています。また、従業員を定期的にボランティア清掃するように促すなど、地域と連携した活動

をしています。

ケンタッキー保全パートナー企業賞

メーカーズマーク蒸溜所は、620エーカーの敷地の一部を自然保護地区、自生植物保護地区と指定したことにより、野生生物と環境に

よい影響を与えた企業として認められ、ケンタッキー州魚類・野生生物局局長から「ケンタッキー保全パートナー企業賞」を授与されま

した。

自然豊かな工場周辺
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ケンタッキー州環境保護局と環境保全プログラムを実施

ケンタッキー州にあるビームサントリーの全拠点が「ケンタッキーエクセル」メンバーとして活動。毎年従業員が主導する環境チームが

自主的にいくつかの環境プロジェクトを展開しています。

自然と共生する工場で従業員の環境チームが活躍

メーカーズマーク蒸溜所の環境チームでは、敷地内に鳥の巣箱を設置したり、在来種の植物を植

えたり、ケンタッキー野生生物局と協働で生物多様性の維持と生息地の改善のための活動を推進

しています。

工場周辺に生息するハクトウワシの営巣を従業員がサポート

ケンタッキー州にあるブッカーノー工場周辺には、ハクトウワシが生息しています。工場の従業員たちは、ハクトウワシのために、繁殖

期ごとに営巣づくりを手助けしています。また、ブッカーノー工場の樽貯蔵庫では、メンフクロウの巣箱を設置するなどし、絶滅危惧種

の保護に取り組んでいます。

野生鳥類とミツバチの保護

当社のアードモア蒸溜所（スコットランド）は英国鳥類保護協会のスポンサー企業になっています。

以前は「東スコットランドシーイーグル回帰プログラム」に協賛していましたが、2013年から同協

会ネイチャーオブスコットランド賞の「スピーシーズチャンピオン賞」部門のスポンサーをしていま

す。また、ジムビーム蒸溜所やメーカーズマーク蒸溜所は、野生鳥類の保護活動を行っています。

両蒸溜所はいろいろな種類の鳥やコウモリの巣箱をつくり、維持しています。クルバジェ蒸溜所は、

ミツバチの保護を支援しています。（年間ミツバチの巣箱2つ-1150m2の花畑に参加）

環境チーム

ケンタッキーには、地元の豊富な石灰岩を使った、ドライストーン工法（モルタルなどを使

わずに石を積み上げる工法）によるアメリカの歴史的建造物が数多くあります。現在この

地域の象徴ともいえるこれらの建造物が、存続の危機にひんしています。

特に、ケンタッキー州ブルーグラス地方の石壁は、この地域の代名詞として世界的に有名

で、ここに住む人々やここを訪れる人々が引かれてきたその稀有な景観は、急速に消えつ

つあります。

歴史的な石壁が、開発、道路拡張工事、放置により消滅したり、運び出されたり、埋め

られたり、砂利に砕かれたりしています。また、技術を継承できる熟練した職人の減少も

深刻です。

メーカーズマークは、「ドライストーンコンサバンシー（www.drystone.org）」を支援して

います。「ドライストーンコンサバンシー」は、技術継承者の育成と復元プロジェクトを複

数行っている、アメリカで唯一の組織です。

石壁の保存　メーカーズマーク工場の取り組み

■地域・社会に対する取り組み

工場見学

アメリカ、カナダ、メキシコ、スコットランド、アイルランド、フランス、スペインで生産工場見学を実施しています。
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従業員のボランティア活動

従業員の職場や住まいのある地域で、さまざまな慈善活動を行い、コミュニティをサポートしています。環境保全、災害時支援、ユナイテッ

ド・ウェイ（※共同募金の団体）、ヘルスリサーチ、高等教育、文化施設など、コミュニティが必要とする重要な貢献活動に資金面で大

きな援助をしています。

また、ビームサントリーは従業員の慈善活動を支持します。「ビームサントリー・ケアズプログラム」では、全従業員に、年2日間の有給

休暇を取り、彼らの選んだコミュニティで奉仕活動をすることを奨励しています。（全員が参加した場合の合計活動時間は年88,000時

間以上になります）

被災者支援活動

近年、自然災害が多く起きています。こうした事態を深刻に受けとめ、ビームサントリーでは世界のあらゆる被災地の復旧活動に赤十字

を通じた資金援助や人道支援を行っています。また、各地で起こった自然災害に対し、安全できれいな飲料水を多くの被災地に贈って

います。

文化・芸術振興活動

従業員の職場や住まいのあるコミュニティで、地域に密着した取り組みを行っています。たとえば、本社の近くで行われる北アメリカで

最も歴史のある音楽祭「ラヴィニア音楽祭」の主要スポンサーをしており、アメリカ有数のオーケストラ、シカゴ交響楽団も毎年公演し

ています。36エーカーのラヴィニア公園は、静かな森の中にあり、音楽に親しむには最適な場所で、15歳までの子ども、高校生、大学

生は、芝生エリアに無料で入場して、クラシック演奏を聴くことができます。

また、サポート企業となっている本社近くのシカゴ植物園は、385エーカーに26区画の庭と4つの自然エリアをもつ自然の宝庫です。毎

年恒例のさまざまなイベント、プログラムを主催し、年中無休、入場無料です。

若者や軍人への取り組み

未成年飲酒など当社商品の不適切な飲用を撲滅するため、ビームサントリーは毎年多額の投資をしています。たとえば、当社は「ク

ラスルームチャンピオンズ」（オリンピック選手を指導者として学校に送る団体）や「適正飲酒普及協会(FAAR, www.responsibility.

org)」の設立メンバーです。また、2008年以来、軍人と傷痍軍人の家庭に緊急の経済的支援などを提供する非営利団体「Operation 

Homefront（オペレーションホームフロント）」の募金活動と認知向上を支援しています。

地域コミュニティでの環境教育

当社は、地域コミュニティの環境教育活動に参加しています。たとえば、ケンタッキー州クレアモントの「キッズフィッシングダービー」「蒸

溜酒サミット」など、さまざまなステークホルダーが参加するイベントへの協賛です。また、ケンタッキーにある大学や州知事が参加す

る安全衛生展示・協議会を対象とした「EHSリーダーシップラーニング講座」を主催しています。

働きやすい職場づくり

当社は、労使間でのオープンなコミュニケーションと情報共有の場があり、各生産拠点での定期的な安全衛生トレーニングを実施して

います。プロセス管理を徹底して効率化した「リーン生産方式」を実施している生産拠点では、毎日打ち合わせを行っており、特に安

全性について話し合っています。このような話し合いでは総じてオープンで自由なコミュニケーションを大事にしています。

ワークライフバランスの推進

ビームサントリーは、ワークライフバランスを推進するため、従業員のフレキシブルな就業時間・就業場所をサポートする「グローバル・

ガイドライン」を用意しています。このガイドラインに基づいて、各地域の人事部門では各地域に合った制度を策定し、従業員の業務へ

の意欲とパフォーマンスを最大限に保つようサポートしています。一方、従業員は地域の法規制に準拠したフレックス勤務やフレックス

ロケーション勤務制度を利用できます。

フレックスタイム勤務

上司の許可を得た上で、1日の基準就業時間（コアタイム）を決めて勤務時間をずらす「ピークタイムフレックス勤務」や、週総労働時

間を決めて出勤日を通常の週5日から減らす圧縮週労働日数制などがあります。

■従業員に対する取り組み

ビームサントリーは、多様性のある職場環境づくりに努めるとともに、公平な雇用機会を提供しています。 また、当社への入社条件を

満たし、希望する応募者は、人種、肌の色、宗教、性別、国籍、遺伝、障がい、年齢、退役軍人であるかにかかわらず選考の対象とし、

多様性を尊重しています。
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職場の安全衛生と従業員の健康管理

当社の全生産拠点に、労働安全衛生マネジメントシステムOHSA18001に準拠した安全マネジメント基準を設けています。また、最低

安全要件を明確にしたグローバル安全基準を策定し、全生産拠点でその要求事項を満たす安全行動プログラムと手順を展開しています。

当社は従業員の健康増進を奨励しています。定期的な健康診断に加え、精神的・身体的健康を促進する機会や健康サービスの提供を行っ

ています。
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会社概要・理念
■Our Mission

Suntory Beverage & Food Europe

サントリー食品ヨーロッパ
・オランジーナサントリーフランス

・ルコゼードライビーナサントリー

・シュウェップスサントリーエスパーニャ

・シュウェップスインターナショナル

本社所在地
40-52 bd du parc, 92200 Neuilly-sur-Seine - FRANCE 2 
Longwalk Road, Stockley Park, Uxbridge UB111BA - UK

事業内容 欧州を中心とした飲料事業の経営戦略の立案、経営管理等

ホームページ http://suntorybeverageandfood-europe.com

サントリー食品ヨーロッパ

本社所在地
SIL, Media arena 5-6, 1114BC Amsterdam-Duivendrecht, 
THE NETHERLANDS

シュウェップスインターナショナル

本社所在地 40-52 bd du parc, 92200 Neuilly-sur-Seine - FRANCE

オランジーナサントリーフランス

本社所在地 2 Longwalk Road, Stockley Park, Uxbridge UB111BA - UK

ルコゼードライビーナサントリー

本社所在地 Paseo de la Castellana 202, 28046 Madrid - SPAIN

シュウェップスサントリーエスパーニャ

9つの中核商品:9つの中核ブランド
オランジーナ、シュウェップス、

ルコゼード、ラ・カセーラ、プルコ、
トリーナ、オアシス、ライビーナ、

サニーデライト

■Our Vision

すべての事業活動の中心に地域のお客様を据え、上質で完成された味わいとともに、他にはない体験ができる飲料を提供することで、

2 〜 4部門でトップ企業になることを目指します。
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■行動指針：やってみなはれ

■私たちの仕事に対する姿勢

独自の「やってみなはれ」精神を原動力に、果敢に目標に取り組み、飲料に革新をもたらします。

主なCSR活動
■CSRの基本的な考え方

Growing for Good

グループの発展と競争力の向上は、事業とサステナビリティをいかに結びつけるかによります。当

社は、サントリーグループの企業精神と長期ビジョンに倣い、“Growing for Good”を目指してお

り、常に進化し、お客様に喜んでいただける最高品質の飲料をつくるとともに、サステナブルな社

会の発展に積極的に貢献しています。これからも、人と自然と響きあいながら、新たなビジネスの

かたちを創造していきます。

私たち企業の継続的な成長を図るための戦略として、独自のQEHS（品質、環境、健康、安全）

方針を策定しました。私たちの基準は、EUや各国政府が要求する基準よりも厳格であり、

自社のQEHSマネジメントシステムをとおして実践されています。この方針は厳格で正確に

適用されており、お客様のニーズにマッチした高品質の商品の提供につながっています。

QEHSマネジメント
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■お客様への取り組み

お客様第一主義

私たちは常にお客様のご期待に応える飲料づくりを心がけています。より砂糖を減らし、より多くの天然原料を使って、それでいて美味

しさを損なわない飲料を、熱意とチャレンジ精神、イノベーション精神をもって追求しています。 

加糖水準の低減

“甘さを控えながら美味しい飲料を”

当社の人気商品のほとんどは、美味しさをそのままに糖分含有量を徐々に減らし、お客様にローカロリーで甘さを控えた飲料を楽しん

でいただいています。実は、これが当社の商品開発の重要なポイントで、現在、全ビジネス部門が一体となって同じテーマに積極的に

取り組んでいます。

安全性と品質の保証

“優れた商品を目指して”

私たちは、当社商品の高い安全性と信頼性をお約束します。すべての原材料は、サントリー品質方針「All for the Quality」に基づき、

品質管理工程を通じて厳しい検査を受けています。

また、品質と天然原料にこだわり、果物をベースに、人工の着色料や香料、保存料を含まない幅広い商品ラインナップの提供を目標に

しています。

責任ある摂取への取り組み

“全商品に栄養成分を表示”

全商品のパッケージの他、さまざまな形態で有益な栄養成分情報を明確に表示しています。この成分情報によって、お客様はニーズに合っ

た商品を選ぶことができます。また、お子様には十分な判断力が備わっていないことから、当社は12歳以下を対象にした販売促進活動

を全世界で中止しました。

フランスにおいては、VIVONS EN FORMEとの協調関係により、整った栄養バランスを促進する健康プログラムで若年者の肥満防止

を促進しています。また小学校において、運動と適切な食事を持続できるように、地域活動も支援しています。より良い栄養摂取に向け、

味覚に関する知識を増やせるよう、食べたことのない野菜や果物の味を体験できる多彩なワークショップやベジタブルガーデンづくりな

どを行っています。
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■従業員およびビジネスパートナーへの取り組み

Suntory Beverage & Food Europeの企業ビジョンはすべての従業員とビジネスパートナーに向けられています。

私たちは、「やってみなはれ」精神のもと、従業員が果敢に挑戦し、革新をもたらすことを奨励しています。これには情熱と前向きな姿勢、

献身が必要であり、これらが私たちの大切にしている価値観です。

「やってみなはれ」精神の促進

「やってみなはれ」精神を原動力に

「やってみなはれ」で何事にも挑戦する従業員を支え、後押しできるよう、活気ある職場環境づくりに努めています。この「やってみなはれ」

は、従業員やパートナーが行動を起こし、革新をもたらし、価値を創造するエネルギーになっています。そして、このことがサントリーグルー

プ、ひいては社会の発展につながっていることを信じています。

従業員に対する取り組み

従業員の健康がパフォーマンスを生み出す

私たちは、従業員の健康とパフォーマンスには密接なつながりがあると考えています。このことから、厳格な安全衛生方針を、特に工

場における安全衛生を重視して策定しています。従業員の雇用について、「すべての人々に対する機会均等の理念」を支持するSBFE行

動規範と均等の方針を掲げ、個々の従業員の育成に取り組んでいます。充実した管理・研修プログラムにより、従業員一人ひとりが起

業家となるような手段やツールを提供しています。

また、ルコゼードライビーナサントリーでは、ワークライフバランスの取り組みとして、フレックスタイムの方針を策定しており、従業員

は労働時間の短縮や変更を要請することができます。

フランスでは、従業員それぞれの職務に対してより良い支援ができるよう、ベストプラクティスなどを含む管理プログラムを推し進めてい

ます。

2013年には、ジェンダーダイバーシティを確実に推し進めるための協定について、フランス政府と調印を行っています。

パートナーとの長期の関係

信頼が結果につながると信じて

ビジネスパートナーと長期にわたる信頼関係を築くことを重視しています。この信頼によって、品質、革新、環境保護における私たちの

取り組みをビジネスパートナーと共有し、確かな行動計画をたて、サステナブルにビジネスを展開できます。当社の企業姿勢をまとめた「取

引先行動規範」を策定しており、ビジネスパートナーの皆様に受諾いただいています。
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■社会との熱意の共有

社会は、喜び・情熱・活気・期待に満ちています。この前向きな価値観を社会の皆様と共有したいという思いから、前向きな姿勢で前

向きな変化を促すプロジェクトを支援しています。

若者のスポーツへの参加を支援

スポーツが前向きな若者を育てる

スポーツは子どもの教育と発育に重要な役割を果たし、健康なライフスタイルと前向きな価値観を

形成する上で大事な要素です。オランジーナ・シュウェップス・フランスでは、毎日、100万人の

子どもが、80種目以上のスポーツに参加できるUNSS(フランス・スクール・スポーツ連合)などの

地域プログラムを支援し、若者のスポーツや運動への参加を推進しています。また国民的スポー

ツチームのスポンサーとなってスター選手と提携するなど、若者のスポーツ参加への意欲を育てて

います。

スポーツを使った革新

スポーツによって前向きな変化をもたらす

人々が社会貢献活動に参加する機会としてスポーツは欠かせない存在であり、社会に前向きな変化をもたらします。オランジーナ・シュ

ウェップス・フランスは、ラグビーチーム、フレンチフレアのパートナー企業として、恵まれない若者にラグビーのもつ前向きな価値を広

めています。

ルコゼードライビーナサントリーでは、スポーツ用具や用品を地域のチームやクラブに提供するオンパックキャンペーンを実施。当選した

クラブには、Random Acts of Kitout（ランダム・アクツ・オブ・キットアウト）プログラムの一環として、一流のアスリートが応援の訪

問を行いました。

「私」と「私たち」のつながりをつくります

自分のために少し、皆のために少し

一人の幸福からみんなの幸福が生まれるべきだと私たちは考えます。楽しくバランスのとれた個人の生活習慣を促進する一方、個人のも

つ前向きなエネルギーを、それを必要としている皆で分かちあうこと。これはオランジーナ・シュウェップス・スペインで行っている‘Me-

We’プログラムの基本理念です。このプログラムでは、従業員個人の幸福を支援する一方、フードバンクなどへの寄付活動により、恵

まれない人 と々も幸福を分かちあうことを目的としています。
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■環境保全

地球温暖化ガスは気候に重大な影響を与えています。その点から、私たちの事業活動が環境に与える影響を減らすことを最優先事項の

1つに挙げています。環境への影響を測定・分析し、事業の全工程でCO2排出量を削減するため計画を策定し、実行に移しています。

ルコゼードライビーナサントリーでは、英国政府機関Defraの持続可能性のロードマップを尊重し、積極的に部門の持続可能性を強化

しています。コールフォードの拠点では、「ゼロ廃棄物埋め立て地」としての運用や、自家発電のプラントも建設しています。

環境負荷の測定

2007年からCO2排出量を分析

2007年以来、3年ごとに当社で排出するCO2を測定しています。これによって環境負荷の大きい事業活動を特定でき、社内プロセスの

見直しとビジネスパートナーの協力を経て、詳細な行動計画を策定できます。

消費エネルギーの削減

最新設備による環境保全

10工場で全ISO14001シリーズの認証を取得しています。この国際規格に準拠するよう、定期的に生産プロセスを見直し、高効率で、

省エネルギー効果のある新たな設備を導入しています。ガダーニュにあるフランス工場では、びん詰プロセスの改善により、40％のエ

ネルギー削減を達成しました。

容器包装の最適化

リデュース、リユース、リサイクル

当社のCO2排出の要因のうち、容器包装は大きな割合を占めています。製品の安全性と品質を保ちながら、容器包装を改善し、環境

負荷を削減することは当社の最優先事項であり、課題でもあります。

・リデュース：容器包装の軽量化
　使用原材料の削減とCO2排出量の削減のため、容器包装の軽量化に努めています。

・リサイクル：リサイクルの推進と改善
　 びんと⽸についてはほぼ100％リサイクルしていますが、その他の容器包装材については100％ではありません。そのため、びんのリ

サイクルプロセスの改善、容器包装材の回収におけるお客様のご協力、この2つの課題に取り組んでいます。具体的には、ライビーナ
のペットボトルの一部をリサイクルしているほか、100％リサイクル プラスチックからつくられるドリンク ボトルを準備しています。また、
イギリスで販売されている大半の商品には、消費者に「責任を持ったごみの処分」を喚起するメッセージを掲載しています。

・リユース：容器包装材のリサイクル促進とリターナブルパッケージの使用
　使用原材料の削減と環境負荷低減のため、リターナブルパッケージの使用とR-PETなどのリサイクル材の採用に取り組んでいます。

■水の保全

水は、量においても質においても、特に責任をもって管理しなければならない大切な資源です。飲料業界のリーディングカンパニーとして、

また水域保全活動を先導するサントリーグループの一員として特別な責任をもって、私たちの製品の最大の成分である水を守ります。 
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水使用量の削減

必要とする最低限の水使用に努めて

すべての工場で水使用量の削減を強く意識し、常に生産プロセスの最適化を図っています。新しい設備と技術を駆使し、また、研修な

どにより、水を守る独自の社風を社内に浸透させています。

原材料調達のエキスパートに

調達パートナーに対して、「自然保護」の項目を含むアンケートを実施

サントリー食品ヨーロッパでは、飲料の原料となる果物などのサプライヤーとともに、長期にわたって連携していくことを目指しています。

そのために、サプライヤーに対して、原材料がどの農園で生産され、どの工場でどのようなプロセスを経てできたのかについて、自然保

護や、持続可能性の観点で厳しい監査を義務づけています。

人と自然と響きあう

果汁飲料「ライビーナ」に使用される「カシス」の生産地で野生動物を含む自然環境保護活動を推進

サントリー食品ヨーロッパでは、ルコゼードライビーナサントリー（LRS）が製造する果汁飲料「ラ

イビーナ」に使用される「カシス」の生産地を保護するために、2004年から自然保護団体「Wildlife 

Trusts」の協力を得て、生物多様性保全に長年取り組んでいます。また、LRSコールフォード工場

周辺の広大な森林地帯の自然環境を保護するために「生物多様性行動計画（BAP）※」を策定してい

ます。野生動物が生息する森林や草原の調査に基づき、生物の種類を増やす年間計画を立て、森

林や草原の整備を地域の方 と々協力して行っています。

※ 生物多様性条約では、締約国にBAP（Biodiversity Action Plan）の策定を求めており、民間企業・団体は
自主的に策定している場合もあります。

水と生きる

すばらしい生態系の中心にある水を使って地球上の生命を育む

サントリーの理念「水と生きる」に啓発を受け、良質の水を自然に還すことに配慮しています。水は私たちのすばらしい生態系の中心に

存在し、地球上の生命の維持に欠かせないものです。水の処理工程では特に厳しい管理を自ら課し、自然の生態系維持に取り組んで

います。

“地域社会への貢献”

サントリー食品インターナショナルケニアでは、ケニアの首都ナイロビで子どもたちに安全な水を

提供している「ケンゲミ救援センター（KRC）」に、子どもたちが集落の近くまで水を運ぶ重労働

を軽減するため、運搬車のトゥクトゥク（オート三輪車）を2015年10月に寄贈しました。

■サステナブルな農業

当社の飲料は天然成分（果物、砂糖、水）からできています。それゆえ、商品の安全性と品質を保証し、ビジネスの未来を約束するた

めには、サプライヤーと密接に協力してサステナブルな方法を実行していかなくてはなりません。 

豊かな自然に囲まれた
コールフォード工場
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Pepsi Bottling Ventures Group

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズ・グループ

本社所在地
4141 ParkLake Ave., Suite 600, Raleigh, NC 27612, 
USA

設立 1943年

事業内容 ペプシ系ボトラー

ホームページ http://www.pepsibottlingventures.com/

主なCSR活動
■品質への取り組み

品質マネジメント

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズは、品質管理を徹底し、高品質な商品を提供するため、ペプシコグループ共通の品質基準と自社独自

の品質基準を遵守するとともに「AIBフードセーフティ（GMP）指導・監査システム※1」を導入しています。また、国際食品安全イニシア

チブ（GFSI）の承認した食品安全システムスキームであるFSSC22000※2の認証も取得しています。

※1  安全な食品を製造するためにとらなければならない行動のガイドラインであるGMP（適正製造規範）を重視した食品安全管理システム

※2  Food Safety System Certification 22000(FSSC22000)：ISO22000とISO/TS22002（以前のPAS-220）を組み合わせたGFSI承認の食品安全認
証スキームであり、食品製造のための食品安全に関する前提条件プログラム

省エネルギー・CO2削減に寄与する車両と配送システムの導入

2009年、ペプシ・ボトリング・ベンチャーズは、全米のペプシボトラーで初めて、CooLift（クーリフト）パレットと特注の昇降式トレー

ラーを組み合わせた自動オーダーピッキングシステムを導入しました。このシステムの導入で、配送時間が短縮され、配送員の体力的負

担も軽減されました。また、日々最適な配送ルートを選び、配送時間とガソリンを削減しています。さらに、ハイブリッド車の採用率は

50％を達成しています。

2012年には2つ目の自動ピッキングシステムをWestern Optimized Warehouseに導入いたしました。加えて、2015年末までにノース

カロライナおよびサウスカロライナにおける業界の7つの配送システムを統合したため、使用ガソリンも50％削減しました。

■環境への取り組み

水使用の最適化

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズの商品にとって欠かせない重要な水。その水に対する責任は、

製造工場では極めて重要となります。最先端の逆浸透ろ過装置は、水の純度と節水を最適化でき

るように設計されています。また、逆浸透ろ過装置や他の製造過程から出される排水は、下水処

理前に再利用され、さらに節水活動を徹底させています。また、ペプシ・ボトリング・ベンチャー

ズは新しい浄水システムに投資を続けています。その結果、高純度の原料水を精製し、1ガロンの

商品を製造する過程で必要となる何ガロンもの水を削減することができるのです。ペプシ・ボトリ

ング・ベンチャーズは2015年、1.72ガロンから1ガロンの商品を製造するという高い水利用効率を

達成しました。
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製品ラインでペットボトル容器を製造－エネルギー使用量削減

2012年ペプシ・ボトリング・ベンチャーズでは、ペットボトル容器の外部調達を停止し、ノースカロライナにある2つの自社工場で製造

を開始しました。自社で製造、ラベリングを行うことで、梱包資材運搬用トラックを11台から1台に減らすことができました。また、ペッ

トボトル自体を平均20％軽量化すると同時に、再利用プラスチックも10％使用しています。さらに新たに導入した設備は、外部調達で

使用されていた設備と比較すると、エネルギー効率が20％改善されています。

プラスチック製ケース・パレット－再利用

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズの商品の31％は、配送に多目的プラスチックケースとパレットを使用しています。何年も繰り返し使用

できる素材を採用することで、埋め立て処理される段ボールや木材を使う必要がなくなりました。破損してしまったケースやパレットは

製造工場に送られてリサイクルされ、再び新しく生まれ変わります。その他の商品には、リサイクル可能な収縮フィルムを使用し、補助

梱包を使わないように努めています。

持続可能な建設

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズは、ハリスバーグ、ノースカリフォルニアにシャーロットメトロポリタン周辺地域を担当する新しい配送

施設の建設を開始いたしました。この施設は持続可能な建設、エネルギー効率、低環境負荷を考慮した設計がされています。ペプシ・

ボトリング・ベンチャーズにとって初めての内部外部ともに100％ LEDの施設となります。また、高効率の自然ガス輻射暖房を採用し、

入念に設計された雨水貯蓄池により雨水を周囲の水源に誘導しています。この新しい施設は2016年4月に完成し、業務を開始します。

リサイクルセンターの集中化－再生利用

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズの製造工場は、リサイクルセンターとしての役割も果たしています。段ボール、ストレッチフィルム、金属、

ペットボトルといった資源は分別回収され、リサイクルセンターに集められます。顧客から返品された賞味期限切れの商品は粉砕処理さ

れ、再利用可能なパッケージは外部に販売します。さらに車両庫では、古い車や廃油、バッテリーやタイヤがリサイクルされています。

これによって、2015年はペプシ・ボトリング・ベンチャーズの総廃棄量のリサイクル率は89.9％でした。
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■お客様との関わり

お客様の声を商品・サービスに反映するしくみ

お客様から寄せられるご意見・ご要望は、毎月ペプシコから報告を受け、社内で改善につなげるし

くみを整備しています。たとえば、ペットボトルキャップをアメリカ国内で統一規格化されているロー

ハイトキャップに転換した際に、お客様から「キャップが開けにくい」とのご意見をいただいたため、

ビジネスパートナーと連携してキャップをきつく締めすぎないよう改善を図りました。

ローリー市「ヒューマンリレーションズアワード」受賞

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズは、本社のあるノースカロライナ州ローリー市および近郊のトラ

イアングル地域において、地域社会への社会貢献・慈善活動を行っています。この長年にわたる

活動に対して、ローリー市から「Human Relations Award（ヒューマンリレーションズアワード）」

を受賞しました。

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズが行っている地域社会への社会貢献・慈善活動は、財政的な支

援に加え、当社飲料商品の提供、ボランティアの派遣、広告、看板などを支援するとともに、従

業員のボランティア活動も推奨・支援しています。また、多くの慈善事業団体においてリーダー主

導型のボランティア活動を当社の役員が推進しており、Matched Giving（マッチド・ギビング※）

に加えて、役員がボランティアに参加した際には寄付が増額となる当社の慈善プログラムもありま

す。

※ Matched Givingは自社の従業員が自発的に慈善団体へ行った寄付やボランティア活動と同等の金額（あるい
は寄贈品）を会社もその慈善団体に寄付・寄贈する慈善プログラム

健康的な食生活のサポート

お客様の食生活において飲料の栄養バランスを改善することを目的とした数多くの取り組みの1つとして、ペプシ・ボトリング・ベンチャー

ズは、お客様の健康に貢献するドリンク各種を販売しています。 お客様は、いつでもペプシコのWebサイトから、当社商品の栄養組成

に関する情報を入手することができます。

地域に根ざした活動

ノースカロライナ州のローリーにあるWake Tech Foundation（ウェイク・テック財団）に財政支援を行い、職業訓練の機会の増強、

起業家やビジネスパートナーシップの育成を目的としたキャンパス拡大を支援しました。

ノースカロライナ自然科学博物館付属の自然科学リサーチセンターのグランドオープンにあたってスポンサーを務めました。初日の来館

者は70,000人に上りました。この博物館は、ノースカロライナ州の博物館の中でも最大の来館者数を誇ります。

■地域・社会に対する取り組み

自然災害の被災地支援

2010年にハイチ地震の被災者にボトル入りミネラルウォーターを提供しました。2011年には、ハリケーン・アイリーンの被災者のために、

ノースカロライナ ディザスター リリーフ ファンドに多くの資金援助を行いました。また、ハリケーン・サンディの被害を受けた従業員と

一般住民にボトルウォーター、燃料、援助物資を供給するというかたちで、救済に大きく携わりました。

工場周辺の河川上流の水質保護活動を実施

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズ（PBV）の本社工場は、アメリカ・ノースカロライナ州中央部のヌー

ス川上流域に位置します。ヌース川上流域には、住人や地元企業など約30万人に生活水や飲料水

を提供している貯水池があります。この地域では、人口が急速に増加していることから、ヌース川

の水域をきれいに保ち、持続的に豊かな水を地域に提供する重要性はいっそう増しています。そこ

でPBVでは、2005年から地元の森林保全団体、自治体、土地所有者らと「ヌース川上流クリーン

ウォーターイニシアティブ」を通じて連携し、河川の水質を守るため、土壌の保全に取り組んでい

ます。また、外来種を取り除き、在来野生生物の生息地を取り戻すなど水質によい影響を与える

活動にも取り組んでいます。
ヌース川上流
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会社としての運動促進プログラムも、当社の東方部門で大きな成功を収めてきました。同様のプロ

グラムを作成しているいくつかの企業 (UPS、ボーイング、フォルクスワーゲンなど) のように、ペ

プシ・ボトリング・ベンチャーズも作業中の従業員の傷害リスクを軽減するために、このプログラ

ムを採用しました。ストレッチ、痛みを管理するためのボディセラピー的自己マッサージ技術、商

品取り扱い時の人間工学に基づいた荷上げ技術が、このプログラムの重要な要素となっています。

作業環境の安全は、ペプシ・ボトリング・ベンチャーズが最も真剣に捉えている課題です。「安全第一」を厳守するため、当社では数多

くの施設に「安全の日」を設定しています。「安全の日」の活動は、ハイウェイパトロールによるインストラクター主導のトレーニングから、

消火訓練やフォークリフト訓練など、実践的な活動まで多岐にわたります。「安全の日」のイベントは、安全かつ生産的な作業環境に向

けた最適な実践方法を作業者に楽しく学んでもらう機会です。

フォークリフト訓練の様子「安全の日」に参加する
ハイウェイ・パトロール

「Work Smarter NOT Harder 
(ハードでは無くスマートな仕事）」

「Stretch for Success 
（成功のためのストレッチ）」

■従業員に対する取り組み

従業員が健康でいきいきと働ける職場づくり

従業員の健康を守るために安全管理部から改称した安全衛生部が健康管理を行い、より健康的に

働けるように指導をしています。また、すべての従業員に対して毎年健康診断の受診を促し、従業

員とその配偶者に無料でインフルエンザの予防接種を行っています。 毎年選抜された工場で行わ

れる「安全管理の日」では、地元の病院や健康の専門家を招き、正しい水分補給の方法や心臓の

健康といったトピックスについて講演を行っています。AED（自動体外式除細動器）は全工場に設

置されており、選ばれた従業員が基本的な応急処置方法と心肺機能蘇生法の訓練を受けています。

また「水曜日のウォーキング」という活動が昼休み時間に毎週開催され、いくつかのグループが集

まり、ストレッチやウォーキングをチームで楽しんでいます。「金曜日は新鮮フルーツの日」は全事

業所で毎月1回開催され、健康的な朝食や軽食を提供し、従業員の健康維持・増進を図っています。

さらに、総体的に組織の健全性を維持するため、1年おきに従業員意見調査を実施しています。

従業員の意見に耳を傾けて話し合いの場を設けることで、組織全体の変革へとつなげています。

選択された施設において、従業者数に応じたバイオメトリックテストも行われています。スクリーニ

ングは、当社従業員に、現在の健康状態に関する知識や意識を植え付けるのに役立っています。

従業員は自分の健康状態に関する理解を深めることになり、状況の改善が必要な場合には担当医

に相談することもできます。予防的健康維持は従業員の健康と安全の主要なテーマの1つです。

「金曜日は新鮮フルーツの日」
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本社所在地
18 Cross Street, #12-01/08, China Square Central, 
Singapore 048423

設立
1983年シンガポール取引所メインボードに上場、2012年
12月に上場廃止し、サントリー食品インターナショナル（株）
の傘下に入る

事業内容 健康食品および加工食品の製造・販売

ホームページ http://www.cerebos.com

コーポレート・ガバナンス

セレボス・グループは、コーポレート・ガバナンスに高い基準を設定しています。2009年にはビジネス・タイムズの「Governance and 

Transparency Index（ガバナンスと透明度に関するインデックス）」で26位にランクづけされました。また、取締役会の役員は、さま

ざまな業界での豊富な経験を有する有能なビジネスリーダーたちです。互いに協力して、事業をさらなる大きな成功へと導いていきます。

主なCSR活動
■CSR経営の推進

セレボス・グループのCSR戦略

CSR経営はセレボス・グループのビジネスの根幹となっています。永続的に企業活動を行うためには、優れたビジネスの手法や実践はも

ちろんのこと、企業や食品のブランディングをCSRの実践によって強化していくことが重要です。当社のCSR方針は、その効果を最大限

に高めるために、トリプルボトムライン指針を採用しています。これは経済的価値（会社の利益）のみならず、社会的価値（チャリティ

と地域社会参加）、環境価値（環境配慮の実践）にも焦点を当てたものです。

Cerebos Group

セレボス・グループ
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環境に配慮したサステナブルな工場が完成

2010年にタイとマレーシアに開設した2つの新工場は、環境にやさしく、エネルギー効率のよさが特徴です。太陽電池、省エネ型電球、

自然採光、ボイラーやクーラーを管理する省エネユーティリティシステムと、生産ラインで使用した水を衛生システムに再利用するしく

みなどを取り入れています。この2つの工場はGMP（工程設計）、ISO9001（品質マネジメントシステム）、ISO14001（環境マネジメント

システム）などの国際基準の認証を取得しています。さらに、タイ工場はOHSAS18001（労働安全衛生マネジメントシステム）も取得し

ています。セレボス・グループは、今後も環境負荷低減に向けた取り組みを推進し、持続可能な未来に向けて、地域社会とともに成長

し続けます。

■環境への取り組み

ISO14001認証を取得

セレボス・グループは6カ国に9つの工場を有しており、すべての工場がISO14001の認証を取得しています。特にタイとマレーシアに設

立した最新工場は、環境に配慮した機能を設計段階から組み込み、運営にも活かしています。アジアでは、すべての事業がISO14001

とOHSAS18001（労働安全衛生マネジメントシステム）の認証取得に向けて取り組みを進めており、良好な環境マネジメントを維持し

つつ、さらなる改善を目指しています。 

工場での取り組み

セレボス・グループのオーストラリアの工場は、DUES（Department of Utilities, Energy and 

Sustainability）とともに、資源の使用量削減とリサイクルに力を注いでいます。

現在は、スタッフ啓発プログラム、液体廃棄物処理方法の改善、下水使用量の削減、水を使用

しないボトルコンベヤー注油法の試験導入などを進めています。また、環境に影響を与える包装

廃棄物の削減にも取り組んでいるほか、当社は2000年にオーストラリアの包装協定「National 

Packaging Covenant」の方針への支持を表明しています。使用済みのパッケージ廃棄量の削減、

生産プロセスの効率化、パッケージ材料の再利用やリサイクルによる資源の節約等の取り組みを

通してパッケージに関わる環境への影響を最小限に抑えています。近年セレボスオーストラリアで

は、パッケージに関わる環境への影響をさらに抑えるため、デザイン、リサイクル、製品管理責任

の具体的な目標を打ち出した5カ年計画を設定しました。ニュージーランドではセレボスグレッグ

スがパッケージの機能、資源利用の効率化、環境影響の少ない材料の使用、ライフサイクルの終

わりへの配慮に焦点を当てたパッケージの製品管理責任スキームに参加しました。

タイ国ピントンの
「Bird's Nest」工場

品質保証

セレボス・グループは、ベストプラクティス企業を目指す取り組みの一環として、2011年にグループ品質保証部門を立ち上げました。グ

ループ品質保証部門の使命は、食品安全・規制遵守を「農場から食卓まで」すべてのプロセスで徹底することにあります。これはセレボ

スの企業理念やビジョンに沿っており、セレボス・グループ全体に一貫して浸透している原則、方針、基準が手引きとなっています。こ

れらの原則、方針、基準は、以下の領域に重点を置いています。

・Customer Focus：お客様重視

・Enhanced Innovation：革新の強化

・Risk Management：リスク管理

・Essence of Lean, Clean & Green：無駄がなく、清潔で、環境にやさしい

・Brand Image & Reputation Protection：ブランドイメージと評判の維持

・Ownership, Shared Responsibility & Accountability：オーナーシップと説明責任

・Strategic Partnership：戦略的パートナーシップ

グループ品質保証部門は、サプライチェーンのさまざまな機能や管理職と連携し、品質管理に関連するしくみを構築しており、よりよい

組織と品質管理のもと、部門を超えたグループ全体で最高品質を実現しています。

「Bird's Nest」のボトリング工程タイの新工場
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廃棄物削減のプログラムを導入

セレボスのシンガポールオフィスでは、2010年に廃棄量とリサイクルプログラムを導入し、10.4ト

ンの紙と2.97トンのガラスのリサイクルに成功しました。取り組み開始から5年目には、新たに廃

棄物を紙、プラスチック、ガラスの3つに分別するシステムを導入しました。色分けしたサインを

ゴミ箱に貼り付け、容易に識別、分別できるようにしています。2015年第4四半期の開始から、

2,030kgの紙、プラスチック、ガラスがリサイクルされています。

シンガポールオフィスで実施された廃棄物削減とリサイクルプログラムの導入成功に続き、台湾で

もこのプログラムを実施することになりました。現在、台湾ではエコなライフスタイルが奨励され、

全従業員が日々の活動から取り組みを始めており、コンセントをこまめに抜く、両面印刷をする、

空調の温度管理をする、といった環境に配慮した数々の省エネ活動を続けています。「小さな努力

の積み重ねで、地球環境の保全に貢献できる」というメッセージは従業員一人ひとりに届き、環境

に対する理解が進み、このプログラムは大きな成功を収めました。 現在も従業員に毎月エコアイ

デアを提案し、環境保護のためにできることを続けています。

各地で広がるセレボスの「BRAND'S®」

セレボスタイは、アジアで展開する商品「BRAND'S®（ブランズ）」と同様の栄養分を持ち、さら

に新しい味と香りをプラスした「BRAND'S®　We-Like」を発売しました。新しい味の香りのつ

いたパッドを大衆紙の一面に載せ、地下鉄利用者すべてに配付するという革新的なアイディアで

販売を促進しました。また、「BRAND'S®」を買うお客様にFacebookやインスタグラム経由で写

真をアップロードしてもらい、賞品を獲得してもらうオンラインのフォトコンテストも実施しました。

「BRAND'S®」の新しい味と香りによって、料理に「BRAND'S®」を使うのを躊躇していた人にも

受け入れられ、今後は従来とは異なる新しい考えや価値観をもつ10代や若い世代の新たなお客様

の獲得にもつながると期待されます。

また、セレボスはオーストラリアとニュージーランドでコーヒー事業、とりわけカフェ市場で確固た

る存在感を示しています。オーストラリアでは数多くの卸売業者との取引があり、ニュージーランド

では全国チェーンのカフェ「Robert Harris（ロバート・ハリス）」の45店舗を所有しています。さら

に、自社ブランドコーヒーを扱うコーヒーショップ「Toby's Estate（トビーズ・エステート）」「Atomic

（アトミック）」「Caffe L'affar（カフェ・ラフェール）」も経営しています。 セレボスのプレミアムコー

ヒーブランド「Orb（オーブ）」は、小売店向けに売り出した商品で、ニュージーランド最大のスーパー

マーケットチェーン「Countdown（カウントダウン）」内にある新しいカフェの開店と同時にカフェ

内で発売しました。今ではCountdownのカフェ店内でOrbコーヒーを飲むことも可能で、コーヒー

豆を購入して自宅でOrbコーヒーを淹れることもできます。

セレボスは、競合相手との差別化や顧客管理を徹底し、お客様との関係をさらに強化していきます。

そしてブランドに対するロイヤリティを確立し、持続可能な成長を実現していきます。

■お客様との関わり

お客様満足の追求

セレボス・グループでは、2002年からお客様とのよりよい関係を維持することをマーケティングの基本理念としています。その一環とし

て、すべての地域で、CRM（顧客関係管理）システムを運用し、お客様ニーズを把握するとともにお客様満足度の向上につなげていま

す。 当社が管理する顧客データは数百万名以上に達し、なお増え続けています。データベースから、お客様と直接コミュニケーション

を図るなど、より交流を深めながらブランドへの親近感を高めています。

オーストラリアでは前年度比-5％のエネルギーと排気量の削減を目標として設定し、複数のエネルギー削減の取り組みを導入しました。

取り組みの例として、センサーやスイッチ増設によるこまめな照明管理管理、ハロゲンランプをLEDに更新、生産プロセスの向上による

ガス使用量の削減などがあります。これらの取り組みによりCO2排出量が8.2%削減（437kg/トンから401kg/トン）され、エネルギー

消費量を2.9％削減（4.78GJ/トンから4.64GJ/トン）しました。廃棄物の埋立量に関しては、麻袋を必要に応じて植物園や動物園に寄

付するなどしてすべてリサイクルし、その他の材料もパシフィックウーヴンを通してリサイクルし、埋め立て地への影響を削減しています。

コーヒー豆の殻も地方政府がコンポストとして公園で使われています。これらの取り組みにより、廃棄物の埋立量が17％削減（48.4kg/

トンから40.2kg/トン）されました。コーヒーのローストにおいて水の使用量を削減する取り組みも行い、水の使用量を34.4％削減

（0.29m3/トンから0.19m3/トン）しました。

「BRAND'S® We-Like」
キャンペーン
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お客様との交流がデジタル化

コミュニケーションや会話の方法は、ここ数年間で劇的に変化しました。こうした変化から、お客様との交流や商品のブランディング方

法に新しい視点を取り入れています。私たちは徐々に、伝統的なメディア媒体によるキャンペーンから、デジタルマーケティングに注力し、

デジタル世代の顧客層へと展開していきます。

私たちは、デジタル化によってよりお客様との距離を縮められる可能性があります。このチャンスを活かして、データ分析とデジタル技

術を駆使したお客様との交流方法により、お客様のライフスタイルをいち早く把握していきます。また、デジタルマーケティング力を強

化し、お客様との関係を維持しながら魅了し続けることで、ブランドに対するロイヤリティを構築し持続可能な成長を達成していきます。

■ビジネスパートナーとの関わり

セレボス・グループは、CSR活動におけるベストプラクティス企業を目指す活動の一環として、ビジネスパートナーと協業し、人権、労

働基準、環境保全などの社会的責任を各自が果たすことに取り組んでいます。これによって、セレボス・グループのビジネス活動だけで

はなく、ビジネスパートナーのビジネス活動も持続可能になると考えています。

2012年には調達部門を設立し、新たに設立された地域調達部では、すべてのビジネスユニットにわたる調達プロセスにおいて矛盾がな

く、よい労働慣行を実現できるよう貢献しました。 また、地域調達方針も策定し、調達活動やサプライヤーの選定におけるガイドライ

ンを設けています。

また、すべてのビジネス活動においてビジネスパートナーと綿密に連携しています。たとえば、セレボスグレッグスは製造プロセスで使

用するラベルの下地材を「Eco-label（エコ・ラベル）」と呼ばれるリサイクル可能なものに切り替えました。これまで使用していた下地材

はグラシンからできており、リサイクルができず年間総廃棄物量の2.75％を占めていました。「Eco-label」は100％リサイクル可能なポ

リプロピレンからできているため、回収後は工場外でプラスチックパレットなどの製品に再利用されます。グラシンの下地材を納入して

いたサプライヤーから、ニュージーランドの廃棄物管理法遵守のため「Eco-label」を代替品として使うという提案を受けました。セレ

ボスの環境方針では「当社の環境パフォーマンスを常に意識し、継続して改善する努力をする」こと、「セレボスの事業活動すべての分

野で環境問題に配慮する」ことを掲げており、「Eco-label」への切り替えはこの方針に適うものです。

地域の取り組みへの支援

セレボス・タイでは、タイの人々にBRAND's Bird's Nest 母の日キャンペーンを通して、ソムサワリー王女が後援するQuality Mother 

Foundationが設立した小児がんの支援団体（Children Cancer Foundation）への支援を促しています。これは私たちの子どもたちが

タイの将来を担う存在であり、治療を受け、完治し、日常生活を取り戻す機会を可能な限り得るべきと認識しているからです。さらに、

BRAND'sは、白血病と戦う女の子とその母親が骨髄を提供した事例のテレビCMを制作しています。

■地域・社会に対する取り組み

地域に根ざした社会貢献活動

セレボス・グループが社会的に信頼される企業であるために、地域貢献は重要な要素です。日頃から従業員とその家族、恵まれていな

い人たちの生活がより豊かになるよう、革新的で意義のある活動を提供する機会を探しています。当社の貢献活動は健康・教育・スポー

ツ・芸術分野と多岐にわたっています。
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セレボス従業員によるボランティア活動

セレボスオーストラリアとセレボスニュージーランドは、「Charity & Community Program（チャリティ＆コミュニティ・プログラム）」

制度を設け、従業員に年に1日、有給のボランティア休暇を与えています。これによってセレボスの従業員は地域社会での社会福祉に積

極的に参加しています。

2015年は、セレボスオーストラリアの従業員たちがニュージーランドの慈善団体City Mission（シティミッション）とオーストラリアのフー

ドバンク活動団体と協力してボランティア活動を行いました。空いている時間を使い、地域社会の少数派や恵まれない人々の生活を改

善することができ、活動に参加した従業員も「大変やりがいのあるものだった」と話しています。

セレボスオーストラリアは、1998年からフードバンク活動を支援していますが、過去2年はさらに関係を深め、商品の寄付、資金の提

供、従業員の参加を強化しています。2014年1月には、シンガポールでセレボスオーストラリアの従業員が商品にピッキング、梱包、パ

レット積み、食品の配布の準備の手伝い等で650時間近くのボランティア活動を行いました。2015年に、セレボスは24,000カートン

（138,000オーストラリアドル相当）の食品を寄付しました。また、ドナルド・マクドナルド・ハウスにコーヒーマシーンや資金の寄付も

行いました。これらは、病気の子どもがいる家庭を支援するために一時的に貸し出されます。2015年にはこの取り組みを支援するため

に100,000オーストラリアドル以上を寄付しています。

オーストラリアにあるカフェやエスプレッソバーにスペシャルティコーヒーを納入しているToby's 

Estateは、２つの慈善事業団体Yaama Dhiyaan（ヤーマディーアーン） とHope Street（ホープス

トリート）と提携し、地域社会への支援を行っています。 Yaama Dhiyaanでは、従業員が8年以

上にわたって学生にバリスタになるための研修の助成金を支給しています。Yaama Dhiyaanは、

オーストラリアで初、そして唯一のアボリジニ・先住民のためのカレッジで、若者の就業を支援し

ています。

また、Hope Streetがワゴン車のカフェの開店を支援するプロジェクトを開始しました。そこで働く

人々が安定した収入を得、自尊心をもち、よりよい生活を送れるようにすることが目的です。「Charity 

& Community Program」を通じてボランティアの機会をもつことは、セレボスの従業員からも高

く評価されており、セレボスの事業活動においても従業員が積極的に関わり、革新的なアイデア

を生み出したり、アクティブに仕事に取り組んだりするなど、活気づいてきています。

夢をはばたかせよう — 「台湾の子どもたちの可能性を引きだそう」をセレボスが支援！

セレボス台湾は、「台湾の子どもたちの可能性を引きだそう」プロジェクトを立ち上げました。これは、

学校を基点とした「創造性の開発」プログラムと、全国展開している「Hope in a Bottle（ホープ・

イン・ア・ボトル）」プログラムという2つのプログラムで構成されています。この取り組みは、身体

的・精神的・知的潜在能力を引き出し、夢の実現を支援することにより、台湾の子どもたちの生活に、

よい変化をもたらすことです。

「創造性の開発」プログラムでは、経済的な理由から学業的支援が必要な台湾の学校に、芸術と

創造性を重視したカリキュラムを提供しています。セレボスのボランティアスタッフも、地域や文化

に関連する色やモチーフ、建築様式について学ぶ1日がかりのプログラムに毎週学生とともに参加

し、学生個々のアートプロジェクトやさらにスケールの大きな地域のアートプロジェクトに発展させ

ています。

「Hope in a Bottle」は、学生個人やグループに対し、コミュニティに有意義な影響を与える企画

を彼らが考えることを通じて、大きな夢を抱くことを支援する全国的なプログラムで、セレボスは助

成金を提供しています。 また、セレボスが主催する「Hope Coaches（ホープ・コーチズ）」や「Hope 

Team（ホープ・チーム）」のボランティアが学生たちにガイダンスを行い、プロジェクトや夢の実現

を果たした学生チームから学ぶ機会を提供しています。

次世代のニーズに焦点を当てることで台湾にサステナブルで活気のあるコミュニティを創出すると

いう当社の長期的な取り組みが、このプログラムを通じて実証されています。

「Hope in a Bottle」
プログラム参加者
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模範的CSRとして評価

セレボス・グループのCSR活動は、シンガポールで高く評価されています。最近では、シンガポー

ル健康科学局から「Excellent Stakeholder and Partnership Award」、またシンガポールHRイ

ンスティテュートから「Leading HR Practices Award」など、企業の社会的責任に関する賞を授

与されています。2015年に、セレボスは初めてサステナビリティレポートを発行しました。

レポートでは、セレボス・グループが近年取り組んでいる活動の概要とともに、持続可能な組織

を目指す上での取り組みも紹介しています。セレボスは、アジアサステナビリティレポートアワード

2015でアジアの初めて発行したサステナビリティレポートのカテゴリーで最終候補の1社に選ばれ

ました。

世界各地で多様なCSR活動を展開

セレボス・グループは、タイのボランティア医師財団「Volunteer Doctor Foundation in Thailand」や、大学入試を控えた学生の受

験勉強を支援する「BRAND'S®サマーキャンプ」など、長期的なボランティア活動に参加しています。BRAND'S®サマーキャンプは、

25年目で大学入試を支援した学生が50,000名を超えました。また、シンガポールの従業員は、援助を必要とする子どもたち100名を

セレボスのクリスマスパーティに招待し、子どもたちのためにプレゼントを贈ったり、特別なプログラムを通して楽しみました。さらに、

セレボスのボランティアスタッフが、シンガポールの恵まれない家庭に4,000食を届ける大規模な料理イベントに参加しました。

BRAND'S®サマーキャンプ セレボス・クリスマスパーティ 料理イベントに参加した
セレボス従業員

セレボスは富邦（フホン）台湾マラソンを支援し、参加ランナーに内臓を除去した鶏を丸ごと使ったスープ「BRAND'S®　Essence of 

Chicken（エッセンスオブチキン）」を50,000本提供しました。また、ランナーを応援するために、20名の著名なソーシャルメディアユー

ザー (ブロガー等)を大会に招き、「BRAND'S® Healthy Cheer Squad（健康応援団）」を組織して、コース上にあるバルーンで示され

たkm標識の前をランナーが通り過ぎる際に声援を送りました。「健康は続く、夢も続く―――思いもかけないマラソンの夢」という大会

のテーマに即した大会となりました。 
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各地域での活動

・オーストラリア

セレボスは、オーストラリア・ニュージーランドのマクドナルドに納入するため、熱帯雨林を維持

することを目的に設立された国際的な非営利団体「Rainforest Alliance（レインフォレスト・ア

ライアンス）」が認証したコーヒー豆を毎年2,000トン以上仕入れ、安定した供給に貢献していま

す。また、Food Bankを継続的に支援しており、5万食以上の食事を、必要な人々に提供してい

ます。

・シンガポール

BRAND'S®は「BRAND'S® Funival（ファンニヴァル）」の期間中、ワールドビジョンインターナショ

ナルと提携し、「BRAND'S® Essence of Chickenを飲んで、寄付をしよう」という慈善募金活動

に従事しました。買い物客は１シンガポールドルで「BRAND'S® Essence of Chicken」を購入し、

慈善活動という大義のためにその場で飲むという趣旨の活動です。2,000シンガポールドル以上

が寄付され、開発援助や緊急人道支援に取り組む国際NGO「World Vision International（ワー

ルドビジョンインターナショナル）」に贈られました。この寄付金は、弱い立場にある子どもたち

が巻き込まれている世界の貧困問題に、将来積極的に取り組んでいくワールドビジョンのユース

使節団を育成するための資金となります。

・マレーシア

マレーシアで開催された「Smart Achievers Campaign（スマートアチーバーズキャンペー

ン）」では、研究と課外活動両方に秀でた学生を表彰しました。また、「Cerebos Charity 

Warehouse Sales（セレボスチャリティウェアハウスセールス）」を開催し、14日間にわたる

「BRAND'S®キャンペーン」と合わせて、災害救助に対する寄付と助成を呼びかけました。

BRAND'S®の
ボトルキャップコレクション

「Habitat for Humanity」を支援

セレボス・グループのFood & Coffee部門は「家を建てる、コミュニティを築く、希望を生む」を

理念に、オーストラリアとニュージーランドで活動を展開している「Habitat for Humanity（ハビタッ

トフォーヒューマニティー）」を支援し続けています。 また、資金援助にとどまらず、2名の従業員

がエチオピアに赴き、このNGOが進める住居建築プロジェクトに参加しています。エチオピアはセ

レボス・グループの扱うコーヒー豆の産地でもあります。

住居建築プロジェクトに参加した
セレボス・グループ従業員

セレボスの従業員と
ワールド・ビジョンの受益者

（ボークレア、タイ）

STSPMFを企業チャリティに設定

■ワールド・ビジョン・インターナショナル

BRAND'S®は、参入するアジア市場すべてで「良い方向に変える」ことをテーマに恵まれない子

どもたちの支援をしています。そのために、ワールド・ビジョン・インターナショナルと共同し、

180,000シンガポールドルを募るともに、180名の子どもを支援しています。募った寄付金はすべ

て各地のワールド・ビジョンの受益者に配布されました。コミュニティや支援している子どもごとの

ニーズに合わせ、清潔な水、学費の支援を通した教育、学校の資材や教師の教育、よりよい栄養

や医療を提供しています。

セレボス・グル ープは慈 善 募 金 基 金「STSPMF（The Straits Times School Pocket Money 

Fund）／ストレーツ・タイムズスクールのポケットマネー・ファンド」創設メンバーとして、2000

年の創設以来、継続して協力を行っています。この団体の活動趣旨は、収入の低い家庭の子ども

たちが、文房具などを購入できずに学校に通っていることを、世間にもっと知ってもらうことです。

STSPMFは子どもたちに対し、給食費、バス代や文房具代などの援助を行っています。援助を受

けた子どもたちの数は設立当時の3,000名から12,000名（2012年）に増加。支援金の総額は

130万シンガポールドルから、現在は490万シンガポールドルに達しています。 慈善募金基金「STSPMF」に寄付
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■従業員に対する取り組み

ビジネスの成長には優れた人材が不可欠であるとの考えから、セレボス・グループの2020年に向けたビジョン「Create our Future（私

たちの未来を創ろう）」は、あらゆる階層で活発なリーダーシップを重視しています。 このビジョンは、セレボス・グループが2020年ま

でに「最もエキサイティングな企業、最も学ぶべき組織、最も必要とされる会社、そして最も給与の高い企業」となることです。商品革

新、研究開発、お客様との強固な関係により、このビジョンの実現を目指します。

セレボス・グループは、「GfW（Grow from Within ／内部からの成長）」戦略を開発しました。これは、セレボス・グループの従業員

の潜在能力を引き出し、セレボス・グループの成長を目指した戦略的意思決定権を従業員に与えることで、ビジョンの達成を支援するも

のです。GfWは2つの主要な取り組み「Heart of Performance（ハートオブパフォーマンス）」と「Cerebos-NUS リーダーシップ開発

プログラム（LDP）」で構成されています。

人材の開発 – Heart of Performance

GfW戦略の基盤であるこの取り組みは、社内からリーダーを育成するために、コーチングのアプローチを用いて、セレボス・グループ

の管理職全員にスキルを習得させることを目指しています。セレボス・グループのリーダーはそれぞれのマネジャーのどのスキルを育成

させるべきか見極め、必要なツールを提供します。ラインマネジャーや上級・最高経営幹部の支援に向け特別に考案された「Heart of 

Performance」は、パフォーマンス力とリーダーシップ力の開発を図ります。

人材の開発 - Cerebos-NUS リーダーシップ開発プログラム（LDP）

LDPは、セレボス・グループの将来のリーダーであり、成長の牽引役となる中間管理職向けプログラムです。このプログラムには、クア

クアレリ・シモンズ社による世界大学ランキングで、2013年5月9日に世界第8位にランクインしたシンガポール国立大学（NUS）との連

携プログラムも含まれ、5カ月間にわたるリーダーシップ開発プログラムをセレボス・グループ向けにカスタマイズしています。LDPの基

盤となっているのは、リーダーシップ能力と戦略的な優先順位づけができる能力です。LDPは、学習を参加型で有意義なものとするよ

うにしています。

従業員のボランティア活動を支援

セレボス・グループは、従業員が社会と共生するため、CSRの精神を職場とライフスタイルに組み込んでいます。2002年には「健康委

員会」（現在の名称：クオリティワークライフ委員会）を設立し、各部署から代表者が参加し、従業員の関心に応じたさまざまな活動を

行っています。委員会メンバーは、毎年炊き出しや教科書・文房具を恵まれない子どもたちに提供するなどの地域貢献活動・ボランティ

ア活動など、従業員の創造力や興味を促すさまざまな企画を立案・実施しています。

また、セレボスは従業員に時間を使うかたちのボランティアの機会も提供しています。シンガポールではボランティア休暇を使い、慈善

団体を支援することができます。ニュージーランドでは従業員が「City Mission」で服の仕分けや、恵まれない家庭に寄付する食品の

梱包作業を支援する機会を提供しています。ニュージーランドの従業員は合計32日「City Mission」を支援しました。

従業員の成長を支援

セレボス・グループのビジョンであるアジア・太平洋地域で最も優れた健康・加工食品会社になるため、従業員、お客様、および株主

のために価値を創造するため、従業員の成長を支援しています。

長年にわたり、当社は従業員とつながり、従業員の声に耳を傾けるプラットフォームとしくみを確立してきました。セレボス・グループは、

従業員調査、半年ごとの従業員集会、管理職との対話、「Heart Talk（ハートトーク）」セッションを実施しています。「Heart Talk」セッショ

ンでは、従業員に人事問題に関する疑問を解消したり、考えを共有したりする機会を提供します。一方、管理職との対話では、最高経

営幹部に対して会社の方向性や事業戦略に関して従業員が質問できる機会を設けています。

このように、従業員が経営幹部と距離を縮め、交流する機会をもつことで、人として魅力的で気力あふれる従業員育成の一助となって

います。
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健康的な行動で社会に貢献

2003年から「チャリティポイント」システムを導入しています。社内で企画した健康維持活動に従

業員が参加すると、1チャリティポイントを取得できます。1チャリティポイント＝5シンガポールド

ルに換算され、そのお金はその従業員の名前で「STSPMF」に寄付されます。活動への参加は従

業員の健康だけではなく、恵まれない子どもたちの学校での食事などにつながっています。プログ

ラムは個人でもグループでも、すべての職位の従業員が楽しめるように、多様なプログラムを展開。

一人ひとりのニーズや趣味に合わせています。

毎年12月に行われるシンガポールマラソンは、従業員が参加し、1キロ走るごとに100シンガポー

ルドルを寄付するというプログラムが特徴的なイベントとなっています。セレボス・グループの功績

が認められ、当社はシンガポール健康促進増進委員会から「Singapore HEALTH Award 2012 - 

Platinum Award（プラチナアワード）」を受賞しました。また、2014年にはシンガポール労働省

（MOM）ワーク・ライフ戦略に関する三者構成委員会から、「Work-Life Excellence Award（ワー

クライフエクセレンスアワード）」を授与されました。

オーストラリアのセレボスの従業員は、年に100ドルのフィットネス支援金を受け取ることができま

す。これにより、従業員はフィットネス活動を行い、健康でいられることができます。

2015年に、セレボスは公正雇用慣行のための三者連合が発行する本で、優良ワーク・ライフ戦略のトップ50リストに含まれました。先

進的な職場の慣行により、より多くの従業員が生産性に貢献しながら、健康的でアクティブなバランスの取れた私生活を過ごせています。

セレボスは、本の従業員に積極的にレクリエーションやボランティア活動に参加するように促す組織を取り上げる「Play」セクションで

特集されました。

また、セレボスはシンガポール全国労働組合会議、女性開発事務局、公正雇用慣行のための三者連合が祖組織する「Mums SG50 

Special Award」で最優秀企業に選ばれました。この賞は、法令で求められる以上の柔軟なワーク・ライフ手当を従業員の人生やキャ

リアに応じて提供している企業を表彰するものです。

2015年のチャリティマラソン
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本社所在地
Metropolitan Tower 10th Floor Jl.R.A.Kartini Kav.14, 
TB.Simatupang, Jakarta Selatan, Indonesia 12310

設立 2011年7月

事業内容 清涼飲料の製造・販売

主なCSR活動
■CSRの考え方

私たちの使命（ミッション）

 ・ サントリーガルーダ・グループは、私たちの企業理念を支える3つの価値観に基づき、企業活動を行っています。

 人的価値の向上

 企業倫理の徹底

 調和的統一

 ・ 人的価値を備え、（社会の）革新者となりうる「ノーブルピープル」コミュニティをつくる。

 ・ 社会・経済・環境などの面から継続的なプログラムを通して社会福祉に貢献する。

地域社会における企業の社会的役割と企業の発展に伴い、サントリーガルーダ・グループは社会貢献活動を重点課題と位置づけていま

す。地域コミュニティに適応したプログラムが必要と考え、「ガルーダフードサハティ」という包括プログラムを策定しています。サハティ

とは「共感」を意味し、当社はこの言葉をキーワードに活動を推進しています。

「ガルーダフードサハティ」の5つの柱は以下の通りです。

 ・ 教育

 ・ 公衆衛生

 ・ 環境

 ・ 社会的な寄付

 ・ 地域社会支援

会社概要・理念
サントリー食品インターナショナル（株）とインドネシアの食品・飲料企業ガルーダフードグループとの合弁会社であるサントリーガルーダ・

グループの企業理念は、「静」と「動」に要約されます。「静」は自身をコントロールし、課題に対し、あせらずに集中力をもって対処す

ることであり、「動」は変化をおそれずに、迅速にチャレンジすることです。 この2つの企業理念はそれぞれが独立したものではなく相互

関連性があります。「静」が「動」につながり、また「動」が「静」を生み出していくのです。

PT Suntory Garuda Beverage

サントリーガルーダ・グループ
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■地域・社会に対する取り組み

教育に関する活動：工場見学

小学生・中学生・高校生・大学生などを対象にした工場見学を実施しています。当日は、当社のことをよく知っていただくために会社の

紹介をした後、実際の工場を見学いただき、製造品質管理基準に基づいて安心な商品を生産するプロセスを見ていただいています。こ

の工場見学プログラムは西ジャワ州のボゴール工場でだけ行われていたものですが、2016年からはサントリーガルーダ工場のすべてで

このプログラムを実施しています。

インドネシアにおける教育に関わるコミットメントの一部として、ガルーダフード・セハティでは、ガジャマダ大学のジョグジャカルタ・キャ

ンパスで産業業界に入るためのキャリア・セミナーを行いました (2015年12月23日)。サントリーガルーダ・ビバレッジの人財ゼネラリス

ト責任者、トリ・アンゴロ・ズルカルナエンによる講演には、280名の学生が熱心に聞き入っていました。

2015年11月4日、サントリーガルーダ・ビバレッジの人財ゼネラリスト責任者、トリ・アンゴロ・ズルカルナエンは、スマランでディポネ

ゴロ大学の学生数百人向けに、「ASEAN経済共同体を意識した新卒向けの就職戦略」についてのプレゼンテーションを行い、その後も

数多くの生徒との対話を行いました。このイベントは、教育に焦点を当てたMirai OchaのCSR活動の柱でもあります。

教育に関する活動：「セハバット インスピラシク」プログラム

ガルーダフードグループが取り組む「Sahabat Inspirasiku（セハバット インスピラシク）プログラム」は、グループ内の従業員がボランティ

アで学校を訪問し、さまざまな職業に関する情報や仕事にまつわる面白い話などを語って、学生たちに仕事への興味をもってもらうた

めの活動です。この活動は、小学生から有名大学の学生を対象としています。

2015年11月23日、ガルーダフードの人財関連のビジネス・パートナーであるパトリシア・リニ氏は、タルマヌガラ大学で、「良い履歴書

の書き方―自分の価値を伝え、面接の機会を得るために」と題するプレゼンテーションを行いました。
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公衆衛生に関する活動：献血活動

サントリーガルーダ・グループは、インドネシア赤十字社（PMI）と協力して献血活動を行っており、献血をライフスタイルとして定期的

に実施することを奨励するキャンペーンを継続しています。これらの活動が認められ、サントリーガルーダ・グループはインドネシア赤十

字社より表彰を受けました。 献血推進活動とキャンペーンが開始された2011年以来、このプログラムは最優先事項として、全社で行

われています。

■環境への取り組み

3R（リデュース、リユース、リサイクル）

「セハバット インスピラシク プログラム」では、小学生を対象に３R（リデュース、リユース、リサイクル）への取り組みを紹介する教育

プログラムを実施しています。この教育プログラムは、小学生のうちから環境問題や環境を改善するための廃棄物処理の重要性を理解

してもらうためのものです。 当日は、紙くずやピーナッツの殻から再生紙をつくる訓練に参加するほか、廃棄物を筆箱や写真立て、ティッ

シュボックス、多機能収納ボックスなど、さまざまなものへ再生します。

「コモド・コミュニティ」との協調により、サントリーガルーダは、西ジャワ州バンドンのチブリアル村の農民を対象とした社会

活動プログラムを行いました。この活動は、周辺環境に対するバンドンの人々の関心を高めることを目的としており、薬草も植

えています。

Go Green
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■地域社会支援活動

サントリーガルーダと従業員によるボランティア活動:子どもリハビリセンターへの支援

2016年1月9日、サントリーガルーダとその従業員は、ジャカルタにある知的障がい児向けリハビリセンターのヤヤサン・バクティ・ルフー

ルでチャリティ・イベントを催しました。この活動は、助け合いの意識を人々にもってもらうことを目的としています。
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本社所在地
Sheraton Saigon Hotel & Towers, 88 Dong Khoi 
Street, Ben Nghe Ward, District 1 Ho Chi Minh City, 
Vietnam

事業内容 清涼飲料の製造・販売

ホームページ http://www.suntorypepsico.vn/en

Suntory PepsiCo Vietnam Beverage Co., Ltd.

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジ

コンプライアンスおよび研修

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジは、行動規範と汚職防止方針を厳守しています。これらの方針は、毎年必須の研修およびオ

ンラインセミナーを通じて従業員に明確に伝えられています。従業員は、目にした違反についてはいかなる場合も報告し、それぞれ直

属の上司、人事責任者、環境管理委員会に直接伝えるか、匿名のホットライン「スピークアップ」を利用するよう奨励しています。

リスクマネジメント

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジはリスクの特定に努め、影響を軽減するための災害復旧計画と危機管理方針を定めています。

また、ITリスクの対策にも取り組んでおり、情報セキュリティの行動規範やオンライン研修にも組み込まれています。さらに、IT部門は、

当社のデータおよび知的財産の保護におけるプロトコルを厳格に遵守しています。2016年3月からは、ERP※システム向けバックアップと

しての利用を意図して、災害復旧施設が準備されています。

※ERP:Enterprise Resource Planningの略

品質保証

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジの安全品質方針は、サントリーとペプシコグループが規定した基準に沿っており、全工場が

FSSC22000認証を取得済みです。 さらにAIB（国際検査統合基準）監査が全事業所で実施されているほか、営業チームには品質に関

する情報をお客様に伝える際に役立つ特別なツールキットが提供されています。

主なCSR活動
■CSR経営の推進

コーポレート・ガバナンス

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジの監査役会は、ステークホルダーの利益向上を目指して全社にわたる監視と検証を行ってい

ます。監査役会は社外監査法人で構成されており、取締役会に属しています。また、コーポレート・ガバナンスの強化を確実にするため

に、内部統制、リスクマネジメント、法律および規制への準拠、行動規範などの問題に対する報告が誠実性かつ有効性をもっているか

どうか監督、検討しています。
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健康への貢献

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジはボトラーとして、お客様の健康に貢献する商品を提供すべく、サントリーおよびペプシコ

と連携を図っています。高品質な純水の保証とファッション性との程よい結び付きにより、Aquafinaはベトナムで最も人気の高いボトル

入りウォーターブランドの1つです。純粋な味というメッセージに基づき、すべてのボトルで小気味よい爽快感とともに純粋な味を提供し

ています。毎日4本2ℓの「Aquafina」を飲めば、心と体を浄化することができます。「7UP Revive」には、水、電解物、ビタミンB3、

B6、B12が含まれています。健康にRTDの「Oolong TEA+ Plus」には、ウーロン茶から抽出された、脂肪の吸収を抑えるウーロン茶

重合ポリフェノール（OTPP）が含まれています。「C.C.レモン」は、ビタミンCを重要な栄養と考える多くのベトナム人のお客様が積極的

にビタミンCを取り、その健康効果を得られます。

「Oolong TEA+ Plus」
ペットボトル 455mℓ、
350mℓ、⽸ 320mℓ

「C.C.Lemon」 390mℓ 「7UP Revive」 500mℓ 「Aquafina」 500mℓ

■お客様との関わり

お客様対応

お客様満足は最優先事項であり、お客様からのご意見やご要望を募るホットラインが設置されています。お客様のご意見は定性調査の

重要な部分を占めており、サービスの強化とともに、きめ細かいマーケティング活動や満足度の向上に役立てられています。2015年と

2016年において、小売店からのフィードバックを得るためのホットラインの運用を行っています。また、当社はサービスの速度と品質を

向上するため、ATMを通じて小売店に対するインセンティブの支払いや、配送業者の搬入搬出作業をパレット化し倉庫業務の品質を向

上させるだけでなく、冷蔵庫内の商品を中心に店舗内での取り扱いやすさの改善を図っています。

■ビジネスパートナーとの関わり

ビジネスパートナーとの協業

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジでは厳格なガイドラインに従って調達を行っており、サプライヤーにはサプライヤーを管理す

るためのオンラインツール「Sedex（Supplier Ethical Data Exchange）」への参加を奨励しています。さらに、軽量ペットボトルやキャッ

プの導入など、環境保護志向の事業改善に向けて、主要サプライヤーと連携を図っています。

■地域社会との関わり

「利益三分主義」の考え方によるCSRは、SPVBの持続可能な事業戦略の中核です。優れた企業市民として、SPVBでは、教育、水と環

境、健康、そしてベトナム全土のSPVBの従業員が資金を提供し、実施する奉仕活動であるHelping Handsなど、ベトナム社会に焦点

を当てたCSR活動を行っています。 

SPVB配送倉庫のパレット化商品陳列管理にタブレットを使用する販売員
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「Waterhope（ウォーターホープ）」プロジェクト

「Water Hope Quang Nam」は、2013年からベトナムのクアンナム省で始められた社会企業モデルです。このプロジェクトには、ペプ

シコ・アジア・パシフィック、SPVB、The Wholistic Transformation Resource（WTRC）が後援組織として参画しています。障がい者、

孤児、恵まれない患者等を対象とするQuang Nam Sponsoring Associationが、プロジェクトの実際の運営を担当する地域パートナー

として選定されています。

Waterhopeプロジェクト開始セレモニー

このプロジェクトは、ボランティア精神の基盤を提供するとともに、関係する地域社会開発プログラムを支援し、維持するための持続可

能かつ存続可能な社会企業を確立することを使命としています。また、このプロジェクトの目的は、商業的に存続可能な「水ステーション」

を通じて入手可能かつ安全な水の提供、地域開発サービスの提供のためコミュニティ・ハブや社会企業としての製品やサービスを提供

することによる地域住民の収入向上や地域経済の活性化を提供することにあります。

成果：

・クアンナム省で年間23,640名に清潔な水を提供。

・コミュニティセンターの支援活動として、年間16名の恵まれない3 〜 5歳の子どもたちの面倒を見ている幼稚園を支援。

・年間6名の地域住民の直接雇用を創出。

・ 2014年と2015年に、約290名の地域住民に対する、公衆衛生、栄養、清潔な水、下水設備に関する合計9つのコミュニケーション

プログラムの実施。
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2015年、ベトナムの小学生に、ベトナム社会の水資源保護と衛生問題に対する意識向上を目的に、次世代環境教育「水育（み

ずいく）」を開始いたしました。このプロジェクトはサントリーグループ、地域政府、学校、NGOなどとの連携により、実施さ

れています。

2015年は、水について学習する教室を60回組織し、120の屋内外教室を通して1,600名を超える小学生が参加しました。そ

して、多くの生徒がプロジェクト参加後に水の節約や、水資源の保護に対する意識が向上したり、学校で節水やゴミ拾いなど

の小さな活動を行うようになるなど、自然と意識を変えていきました。また、こうした教室に加え、学校設備や学校トイレに

関する調査とその改善も行いました。

2016年は、ベトナムでの「水育」を実施する2年目となります。このプロジェクトでは、バクニン市、ハノイ市、ホーチミン市

にある10の小学校に在籍する2,400名の小学生を対象とした、Water Saving & Protecting Festival（節水＆水の保護フェス

ティバル）や中期的なセミナーなどの新しい活動を提供していきます。

次世代環境教育「水育（みずいく）」

ベトナムでの「水育」

「水育」オープニングセレモニー
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2015年3月、SPVBはVietnam National Union of Students（ベトナム全国学生連盟）との長期的協調関係に関する合意書

に署名し、2015グリーン・サマー・キャンペーンから支援を開始しました。

このキャンペーンは、全国からの多数のボランティアの参加を得て、地方の道路、橋、授産所の建設や修復、交通安全活動

への参加、都市部でのコミュニケーション活動などの活動を通じて、社会への貢献が効果的に行われました。SPVBと7UP 

Reviveブランドの強力な協調関係を背景に、2015年6月から8月にかけて実施されました。「7Up Revive - Keep the Green 

Summerキャンペーン2015」のメッセージとともに、SPVBと7Up Reviveブランドはベトナムの将来を担う活発な若者の育成

を目指しています。

「7UP Revive」「Aquafina」「C.C. Lemon」「マウンテンデュー」など、6,000ケースのSPVB商品を提供しただけでなく、

SPVBと7UP Reviveブランドの寄付金すべてが、ボランティア用の12,000着のユニフォームの作成、全国での開始セレモニー、

村の水道配管など19の設備建設、遠隔地にある小学校に10台の水浄化システム、その他ベトナム全土の大学に対するCSRサ

ポート活動などに用いられました。また、SPVBと7UP Reviveブランドは、北部と南部それぞれでキャンペーン中に行われた

ブランドに関する写真コンテストの受賞者たちに、合計50台の7UP Reviveエクササイズ用具の提供を行いました。

グリーン・サマー・キャンペーン

Helping Hands ヘルピング・ハンズ

Helping Handsは、従業員ボランティアと募金プログラムであり、従業員に地域社会をはじめ地球全体を支援する機会をもたらすもの

です。このプログラムは、SPVBのコアバリューを向上し、企業風土を構築するとともに、事業と社会の両方の持続可能な成長に対する

長期的なコミットメントと貢献に従業員の参加を促すため、2011年8月に立ち上げられました。従業員により集められた募金は、マッ

チング募金として会社も同額を寄付いたします。また、このプログラムは、従業員、地域社会、事業のすべてに対して、良い基盤になっ

ています。2016年3月、10の「Helping Hands委員会」が組織され、以降、2,700名のボランティアと14,000人/時間のボランティア

活動が行われました。5億VNDを使用し、山岳地域の児童向けに2つの学校、2つの家屋、2つの図書館を建設、数千名の奨学金、1,600

件の眼科手術支援、公的施設の障がい者や高齢者に対するギフト贈与など、85のHHプログラムが開始されています。

SPVB 「Helping Hands委員会」による
眼科手術支援

SPVBの
Helping Handsのボランティア
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教育 – DYNAMICコンテスト

才能のあるベトナムの若者に、国内外の人々との交流や学習の機会を行えるチャンスを提供するため、SPVBは長期にわたりあらゆるリ

ソースを活用してきました。さまざまなプログラムや奨学金を提供し、スキルを備えた持続可能な労働力をベトナム国内で生み出せるよう、

学校への支援に取り組んでいます。また、当社では、全国の学校や大学に、経営研修生（MT）プログラム、トークショー、インターン

シップや工場見学の機会も提供しています。訪れた学生は当社の商品、工場の業務、歴史、CSR活動について学んでいます。

企業としての際立った教育活動の1つは、「DYNAMIC - 未来の事業家たる学生達」と題した全国的コンテストです。このコンテストは、

学生が理論と実践の間のギャップを狭め、将来的に責任のある企業家として成功を収められるような基盤を構築することを目的として、

SPVBや他企業の協賛で、ホーチミン市経済大学により行われています。このコンテストは、1996年の開始以来、ベトナム全土から

30,000名にも上る学生が参加しています。コンテストを12年続けて支援しており、SPVBは主な財政スポンサーとしてだけではなく、コ

ンテストの品質をよりよいものにする役割も担っています。

「DYNAMICコンテスト」表彰式 工場見学の受け入れ 経営研修生（MT）プログラム

■環境

環境マネジメント

すべてのSPVBプラントがISO14001認証を取得しており、法規制に完全に準拠しています。当社は、環境の持続可能性を測る重要業

績評価指標（KPI）を立て、水の使用量とエネルギー消費量削減目標の管理をしています。KPIの数値は製造会議で毎週検討・見直し

を行っています。当社の2015年の削減目標に対するKPIの達成度は以下のとおりです。

2015年の目標と実績

水の保全

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジは、水の保全について方針と目標を掲げています。水の使用量および排水量の削減に向け、

処理工程、ボトル洗浄、定置洗浄（CIP）での水の再利用にも取り組んでいます。

省エネ

当社工場では、エネルギー消費量とCO2排出量削減を目標としています。排熱再生、可変負荷のモーター /ポンプ/エアコン向けVFD、

電力節約照明、オフィスの自動タイマー、ブロワ―用エコオーブンなどの方法があります。
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省資源

当社の工場では、廃棄物削減とリサイクル率向上を目標として、固形廃棄物の発生率およびリサイクル率を測定しています。当社は、

3R活動（リデュース、リユース、リサイクル）を徹底することの重要性を認識しています。

資源を節約し、輸送時の消費エネルギーを削減するために、より軽量な容器包装を開発し（社内の生産・設計が連携して実施）、3Rを

商品設計に取り入れています。また、ペットボトルのラベルの材質はPVCからOPPに、ガラスびんのラベルはPVCからACLラベルにそれ

ぞれ変更し、環境負荷の低減と適切なリサイクルの推進につなげています。 さらに工場では使用済み原料を回収し、再利用またはリサ

イクル用に第三者機関に売却しています。

汚染防止および化学物質管理

当社は、土壌・水・大気汚染を防ぐためのあらゆる法規制の遵守を徹底しています。全工場で環境影響評価を実施し、政府の承認を得

ています。また、危険廃棄物管理システムを導入し、各事業所で適切な処理および廃棄を確実に実施するために環境部門のリーダーを

配置しています。

人材開発

人材はもっとも重要な資産だと考え、当社では高品位な能力開発プログラムを従業員に提供しています。2015年には、専門者コースが

組織され、（60,360時間のトレーニングと等価な）45の初歩的スキルと一般スキルのコースが催され、(単位人数あたり25時間のトレー

ニングとなる）1,250名のSPVB従業員の参加を得ました。また、当社では、高品質に責任を負う、あらゆる職務レベルについて、リーダー

シップトレーニングの予定に含めることに注力いたしました。従業員に対してさらに多くの学習機会を提供するためのクラスルーム形式

のトレーニングの提供に加え、管理職、役員、そして従業員向けにベトナム語と英語によるeラーニングコースも立ち上げ、運用しています。

廃水処理システム廃棄物管理

■従業員

多様性

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジは、現地採用と国内労働力の開発を推進しています。加えて、当社はダイバーシティを尊重し、

従業員と経営層の啓発を行っています。経営における重要業績評価指標の1つは、女性の雇用比率です。この指標は、ベトナム全体で

重要と考えられています。

フロントラインマネージャープログラム2015
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2015年には、SPVBでの評価査定の機運を促すため、初めての評価査定オンラインツールが7月に導入されました。この試みは、ライ

ン管理者と従業員からの多大な協力により成り立っています。2015年12月11日までに、1300 e-kudos以上が贈与されています。

タワー・ワトソンが主催する、98%を超える回答率を得た2015年の健康調査では、SPVBは16のカテゴリー中、経営、サステナビリティ

への参画、多様性と受容、報酬と評価、キャリア開発と成長など15のカテゴリーでスコアを更新し、ベトナム国内平均、アジア・パシフィッ

クFMCG平均や世界でも高い水準にある調査平均と比較しても高いスコアを記録しています。

当社の業績評価は、人事部の積極的な関与により、職務横断的で公平かつ成果に応じた評価となっています。従業員が差別されてい

ると感じたときはいつでも、所属系統の上長に相談したり、あるいは「スピークアップ」ホットラインも利用することができます。

ワークライフバランス

健全なワークライフバランスを推進させるために、サントリー・ペプシコ・ベトナム・ビバレッジは、柔軟性のある勤務時間を管理職クラ

ス以上に提供しています。フレックスタイムに加え、1歳未満の幼児を抱える女性従業員は育児のために勤務時間を短縮することができ

ます。過度な残業を防ぎ、自宅勤務制度も取り入れています。さらに、SPVBではチーム構築やチーム旅行等のチーム活動の促進に加え、

スポーツプログラム、健康食の日や健康な生活スタイル促進キャンペーンなどの健康増進活動を行い、従業員とその家族の意識を健康

維持と予防的健康管理に向けるようにしています。

安全衛生

安全衛生の課題に関する経営層と労働者間のオープンな対話を奨励し、コミュニケーション会議を四半期ごとに開催しています。また、

安全に関する訓練や研修を実施し、全従業員に対して年1回の健康診断を提供しています。

SPVB健康食品の日
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本社所在地
Tipco Tower 118/1 Rama Road, Samsen Nai, Phyathai 
Bangkok 10400

設立 1989年10月

事業内容 清涼飲料の製造・販売

ホームページ http://www.tipco.net/

Tipco F&B Co., Ltd.

ティプコ F&B

会社概要・理念
■環境と社会的責任とともにビジネス開発

ティプコグループのすべての取り組みは、お客様、ステークホルダー、そして地域社会に貢献するために推進しています。

主なCSR活動
当社は、ステークホルダーの皆様に対する責任に基づいて事業を展開しています。また、「ティプコグループは環境と社会との調和を図

り事業を発展させます」というコミットメントのもと、コミュニティの一員として、誇りと品位をもって社会の皆様と共存するよき市民と

して、当社は環境的・社会的責任を果たすべく尽力しています。このコンセプトをすべての従業員に浸透させ、取締役会、シニアエグゼ

クティブ、マネジャー、スーパーバイザー、従業員などに、同じ規範に沿うことを求めています。さらに、企業の責任に関する方針およ

び理念に関する文書を作成し、一貫性のある徹底したコンプライアンスガイドラインとしています。

加えて、企業の環境的・社会的責任マネジメントに対する効果を確実なものにするため、当社は環境推進・社会振興作業部会を設置し

ました。当部会は、各工場や本社の責任者、従業員、局長など、環境と社会活動の支援・推進に携わる管理職の代表によって構成さ

れています。

その責任と役割は、以下のように定義しています。

・政府機関や、担当地域の皆様からの支持を求めて、環境・社会活動に取り組む

・認可予算に基づき環境・社会活動を実行する

・工場の環境経営が法的項目や関連基準を確実に満たすための管理、検証、活動を行う

・地元メディアに対し環境・社会活動についての情報を提供するPRセンターとなる

・年間活動計画を作成し、環境推進・社会振興プロジェクトのための予算を提案する

・良好な企業イメージの維持に関わる活動や、環境推進・社会振興に関わる活動を行う
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外部からの評価

優れたコーポレート・ガバナンスの実績をガバナンスガイドラインに反映させているとして、当社はタイ証券取引所におけるグッド

コーポレート・ガバナンス原則の上場企業に入っています。この原則は2006年に制定されたもので、後にOECD（Organization for 

Economic Co-operation and Development/経済協力開発機構）のグッドコーポレート・ガバナンス原則やASEAN地域の規範と一

致させるため、2012年に改定されました。

ティプコグループは社会および経済環境の変化を反映するため2010年にグッドコーポレート・ガバナンスと行動規範ハンドブックを改訂

しました。また、透明性と説明責任を有し、見通しができる運営を推進するために、組織の再編成を行うとともに、ステークホルダー

との適切な関係性についてのガイドラインも包括的規則と基準を設けて明確に規定しました。加えて、ハンドブックの内容に含まれる養

成プログラムは、食品事業の全事業部門で実施され、従業員がグッドコーポレート・ガバナンス原則とティプコグループの行動規範を

完全に理解し厳守すること、また、当社の持続可能な成長の基盤となるコンプライアンスの文化を醸成すること、すべてのステークホ

ルダーに付加価値を提供できることを目指しました。

2014年は、革新的な農業技術を応用して健康的な商品を開発し、地域の農家に栽培技術を向上するプログラムを実施したことが評価

され、「CSR Recognition 2014」のRising Star（ライジング スター）賞を受賞しました。また、タイの工業省が主催する「CSR-DIW 

Continuous Award（地域社会に貢献した企業に贈られる賞）」を受賞するとともに、同国のManagement System Certification 

Institute（企業のマネジメントシステム認証機関）の基準に基づくCSRレポートを発行しました。このことは、当社が引き続きCSRへの

堅実な支援と貢献を行っていることを示しています。

■CSR推進体制

「環境推進・社会振興作業部会」の役割

「環境推進・社会振興作業部会」は、活動の計画と検証を行う会議を催し、業務実績を幹部に定期的に報告しています。本作業部会の

活動計画は、以下の3つの領域に分かれています。

1.社会

・周辺地域の慈善団体に寄付金とTipco商品を寄贈し、周辺地域や政府機関と共同してコミュニティ訪問を行いました。

・当社の年度予算から社会・地域コミュニティ支援活動に必要な予算を配分。

2.環境

・周辺地域や乾燥問題を抱える地域での植林活動。

3.宗教

・宗教式典を支援するためTIPCO商品を寄贈。

「CSR Recognition 2014」
Rising Star賞受賞 「CSR-DIW 

Continuous Award」

「CSR-DIW Continuous Award」受賞
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作業ガイドラインの策定

当社は、品位、透明性、公平性、ステークホルダーと当社間の利害対立の回避を基本とした作業ガイドラインを策定しています。ガイ

ドラインでは、ステークホルダーとの事業運営に関する機密保持についても言及しているほか、クレームや不正についてご報告いただく

窓口も設置しています。

ガイドラインのリストは以下の通りです。

・ 法律・倫理に関わるクレームの通報先として、全ディレクターの住所、電話番号、メールアドレスなどの連絡先を当社Webサイトにて

公開する

・当社へのフィードバックを募る

・地方自治体や地域、地域のリーダーの方 と々の対話を行う

・情報を検証し取締役会に報告することで、クレーム対応のプロセスを確立する

■従業員第一

人材開発

継続的な成長を推進する原動力は人材であると、ティプコグループは考えています。そのため、従業員意識調査を実施し、組織のイメー

ジ、世評、福利厚生、執行部、コーポレート・ガバナンスなどについて、彼らの意見を把握する機会を設けています。

2014年の調査結果は5ポイント中4.63ポイントと前年の4.58ポイントから上昇しました。項目別に見ると「腐敗防止」が最も得点が高く、

「社会・環境責任」が後に続いています。最も得点が低かった項目は「変動報酬」「社内コミュニケーション」「職場環境」でした。今後

はこれらの改善に取り組んでいきます。

また当社は、業務の目標に応じた基本能力やマネジメント能力を従業員が備えているかを確認し、見直しを図っています。管理職を対

象とした能力開発プログラムを策定し、またその他の従業員は、潜在能力を引き出し、業務に活かせるよう、コアコンピテンシー・イン

デックスの測定結果に基づき個々に計画を立てています。それによって従業員はあらゆる能力開発の機会が与えられ、ティプコグループ

のビジョン達成に貢献しています。

■お客様中心主義

社会を豊かにする取り組み

近年、お客様の健康への関心がいっそう高まり、その影響で健康関連商品の数は増える一方です。ティプコグループは、健康志向のお

客様のニーズを満たす商品の研究開発を行い、商品開発のために必要な高品質の素材をさまざまな生産地から調達することに注力して

います。

当社は常に、国内外の健康関連商品の市場において牽引役となるべく尽力しています。100％果汁、ミネラルウォーター、ウーロン茶など、

特に良質かつ新鮮でおいしい商品の生産に重点を置いています。さらには、Webサイトや、ティプコブランドの商品を毎日の生活に取り

入れていただくことを通じて、ヘルスケアについてのお客様の知識と理解を促進し、健康をリードする企業になることを目指しています。

ティプコグループは、タイ国民の皆様の健康を願っています。

■品質への取り組み

品質保証

ティプコグループの工場では、徹底した品質保証を行っています。商品の品質を最優先とすること

を当社の理念として定め、さまざまな国際品質基準の評価と認定を得るべく、長年にわたって品

質改善に取り組んでいます。

■環境への取り組み

工場での環境負荷を低減

工場では、クリーンエネルギーの利用をはじめとするエネルギー転換を積極的に行っています。ま

た、プラチュアップキリカーン工場では、商品ライフサイクルにおけるCO2排出量を把握して表示

する「カーボンフットプリント・プロジェクト」に参画し、CO2排出量削減に取り組んでいます。
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住民のリサイクル活動の支援

ティプコグループは、プラチュアップキリカーン工場で行われた「リサイクル材管理センター」の活動を支援しています。この活動は包装・

家庭ゴミ管理システムの使用を地域住民に普及させる一環として取り組まれているもので、従業員はリサイクル材をリサイクル材管理セ

ンターに売る活動を支援しています。

■ステークホルダーとの関わり

ステークホルダーの役割

当社は社内外のステークホルダーの権利を重視しており、腐敗防止や、責任ある政治的関与、ステークホルダーに対する公平・公正な

処遇、社会的・環境的責任、労働法遵守、従業員の権利の尊重について網羅した「企業倫理綱領」を定めました。また、主要3者に

ついての行動規範も定めました。主要3者とは、管理職（ディレクター、シニアエグゼクティブ、マネジャー、スーパーバイザー）、従業

員、主要ステークホルダーを指します。特に経営に関する行動規範は、株主、従業員、お客様、お取引先／債権者、競合他社、環境、

地域社会貢献・振興の7つの異なるグループのステークホルダーに関する取り組みを明記しています。企業倫理綱領および行動規範は、

当社の品質と品位についてのコミットメントに基づいています。

■地域社会との関わり

赤十字社への支援

ティプコグループは、2008年から赤十字社へ献血者用の飲料を提供しています。

2014年、当社は下記のさまざまな社会環境活動を実施しました。

社会

・ メーリム・サミング間の高速道路で起きたワゴン車横転事故の現場にミネラルウォーター「AURA
（アウラ）」を提供

・ 2014年、献血者やその他赤十字社のさまざまな活動を支援するため、タイ赤十字社にティプコ
の飲料商品を5,000ケース提供

・タイ飲料協会にティプコの果汁飲料を提供

・ チェンマイ県メーリム郡にあるクイーン・シリキット植物園にて、プーミポンアドゥンラヤデート
国王陛下を讃えて行われた「第3回サイクリング・トーナメント」にミネラルウォーター「AURA」
を提供

・ 泰國義徳善堂（Ruamkatanyu Foundation）と共同で寄付金とTipco商品をタイ・キリスト教
視覚障害者財団（THE CHRISTIAN FOUNDATION FOR THE BLIND IN THAILAND (CFBT)）
に寄贈

環境

・ チェンマイ県の大気汚染問題に取り組む天然資源局のキャンペーンを支援するため、ミネラルウォーター「AURA」（500mℓ）100本
を提供

・ 「Conserve Our Trees（森林保全）」プロジェクトへの支援として、ティプコの果汁飲料をティプコ・アスファルト社に提供

・ チェンマイ県メーリム郡のエコロジーツアー推進プログラムの一環である「Tiger Bike Tour of Beautiful Garden（タイガーバイク・
ツアー・オブ・ビューティフル・ガーデン）」の支援

教育

・当社のパートナーである農家および当社従業員の子どもたち199名に合計486,500バーツ相当の奨学金を支給

・プラチュアップキリカーン県バーンブン学校へ、幼稚園教諭雇用のための継続的な資金提供を行い、月単位で生徒の昼食に米を提供
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芸術、文化、宗教の伝統

・ チェンマイ県メーリム郡にあるポンヤン寺院およびTheparam（ティーパラム）寺院へ、仏教レント期間の初日の儀式の際、ミネラル
ウォーター「AURA」、儀式に使うろうそく、供物を寄贈

・ 仏教レント期間の初日に、アユタヤ県ワンノーイ郡Sanub Tub（サナップツップ）町にあるThammanimitr（タンマニミット）共同寺院
にて積徳の儀式に参加。儀式に使うろうそく、電球、ティプコ果汁飲料を寄贈

・ ウボンラーチャターニー県Wat Pa Bhodiyarn（ワットパーポティアン）にてティプコグループが
毎年行っている積徳の儀式に参加

このほかにもティプコグループは、地域訪問や政府機関・学校・寺院などさまざまな組織への従業員派遣などを行っています。

■腐敗関与防止の表明

当社は、タイ・インスティチュート・オブ・ディレクターズ、タイ商工会議所、タイ上場企業協会、タイ銀行協会、国家汚職防止委員会とともに、

「タイにおける腐敗防止の共同行動2010」に準拠する旨の宣言に参加することを取締役会で可決しました。詳細は以下の通りです。

1.腐敗防止方針についてのガイドラインを明文化。当社行動規範に反映し、取締役会で承認

2.「腐敗防止共同行動に関するタイ民間企業連合評議会」への参加意思を表明し、取締役会にて腐敗防止方針を決定。いかなる形の
腐敗も防止する旨の宣言を可決

また当社は、腐敗への関与を防止するため以下の対策を講じています。

1.すべての行動プロセスが、厳密に法令に準拠するよう全役員、管理職、一般社員に周知。怠慢や知識の欠如により業務上過失があっ
た場合には、回避しようとせず、政府当局の罰則を甘受します

2.違反または汚職を通報する手段を確立し、また通報者を保護する対策を講じています

　（腐敗関与防止方針・行動原則の詳細については、当社ホームページ内コーポレートガバナンスの項をご覧ください）
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Frucor Group

フルコア・グループ

会社概要・理念

主なCSR活動
■CSR経営の推進

総合清涼飲料メーカーであるフルコア・グループは、エナジードリンク、果汁飲料、ミネラルウォーター、スポーツ飲料、乳飲料など、

さまざまなタイプの飲料を提供しています。フルコア・グループのほとんどのブランドは、ニュージーランドとオーストラリアの家庭で親

しまれ、中でもエナジードリンクは両国でマーケットリーダーとして市場をけん引しています。また、ニュージーランドでは果汁飲料部

門のトップシェアを占めるとともに、ソフトドリンク全体では同国第2位の規模を誇っています。

このように市場から支持をいただいている理由の1つは、従業員全員が共有している価値観とその企業風土にあります。「“One team”（一

丸となって）、“Straight up”（まっすぐに、率直に）、“Value you”（一人ひとりを尊重しながら）、“Trailblazing”（先駆者となって）、“Go 

for it”（やってみなはれ）」―この理念を全員で実践することで、市場において独自の地位を築くことができていると考えています。

フルコア・グループの2つの工場は、品質管理ならびに食品安全性の国際規格ISO9001の認証取

得およびISO22000を基準としています。委託製造業者に対しては専門チームが監査と運用管理

を行い、品質管理と食品安全規格の遵守を徹底しています。

フルコア・グループは「あらゆる部門で無駄を省く」という方針を掲げて全社で活動しています。

工場での製造工程における「5S（整理・整頓・清潔・清掃・しつけ）」ならびに「生産性向上プロ

グラム」の実施は外部表彰の対象にもなりました。また、製造、品質、物流、研究開発、財務、

IRなど各部門で「KAIZENプロジェクト」を行っています。当社では、8年にわたり、整理、整頓、

清潔、清掃、躾けの5Sを実践し、また製造スタッフのほとんどがニュージーランド資格省（NZQA）

の競争生産レベル2の資格を得ています。最近では、生産性改善プログラムでの競争要素を向上

するとともに、8名の従業員がシックスシグマ・グリーンベルトの解説者としての資格を取得しまし

た。今年は、さらに10名の従業員をグリーンベルトレベルまで引き上げ、1名をブラックベルトレ

ベルにまで引き上げる計画です。毎年、フルコアの工場では800を超える改善アイディアが実施さ

れています。こうした継続的な改善に向けた当社の意欲により、2015年、サントリーの世界改善

フォーラム（WKF）での初代受賞会社となりました。2016年には、ニュージーランドのオークラ

ンドで、フルコアが第2回のWKFイベントを主催することになっています。

品質管理と食品安全性の確保を徹底

「KAIZENプロジェクト」を継続

本社所在地 86 Plunket Ave, Manukau City, Auckland 2104, 
New Zealand

事業内容 清涼飲料の製造・販売

ホームページ http://www.frucor.com
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「Hunger For Making Drinks Better（よりよい飲料を求めて）」というのが、フルコア・グループの事業全体に掲げられた目標です。こ

の目標が、特に「Better For You（お客様にとってよりよい）」に沿った商品をつくり、お客様により多くの選択肢を提供するための取り

組みにつながっています。

ニュージーランドでは現在、6つの代表的ブランドで低糖・無糖商品を提供し、将来的にも拡張する方向にあります。ニュージーランド

とオーストラリアで展開している水を除くすべてのブランドには、1日の摂取エネルギー量に対する割合をロゴで表示しているため、お客

様にとってその飲料1本で1日に必要なエネルギー量をどの程度摂取できるか、一目瞭然です。

フルコア・グループは天然植物由来の甘味料であるステビアを世界で初めて使用した飲料企業の1つです。ステビアはフルコア・グルー

プの多くの飲料で砂糖の代わりに使用されています。

フルコア・グループでは、お客様によりよい飲料をお届けするために、あらゆる資源を投入しています。数百万ドルを費やした最先端の

卓越したR&Dセンターは、革新を追求する私たちの姿勢の表れです。 

目下進行中の無糖・低糖飲料のさらなる開発により、さらにおいしい「Better For You」な飲料を提供し、お客様の将来的ニーズに応

えることを約束します。

よりよい飲料を求めて

■環境への取り組み

フルコア・グループの環境方針は、ISO14001認証を維持することを特に重視しています。環境への意識を高めるための従業員教育、

関連法規の遵守、容器包装のライフサイクル管理、エネルギーや水使用量と廃棄物の削減、リサイクル推進活動などを重点項目として

います。

環境方針

廃棄物削減を重点項目と位置づけ、さまざまな取り組みを推進しています。また、フルコア・グルー

プは、ニュージーランドとオーストラリアの複数の業界団体に所属し、公共の場所やイベント会

場でのリサイクル活動、包材設計の改良、容器リサイクルに関する地域を基盤とした研究開発へ

の資金提供など、廃棄物排出量の削減とリサイクル率向上への取り組みを推進しています。フル

コア・グループの環境改善計画は、リサイクル率向上とエネルギー・水使用量を大幅に削減する

ことを目標にし、体系的にサステナビリティに取り組んでいます。

廃棄物削減とリサイクルを推進

2016年、フルコア・グループのウィリー工場において、マルチシステムのエネルギー準位監査を

完了するよう、エネルギー効率局ECCAと協調して作業することになっています。政府からの支援

とその勧告に基づき、現場でのエネルギー利用の最適化と削減を行うべく、二次的なエネルギー

効率改善施策を推し進めています。また、過去においては、オークランド工科大学と共調し、液

状廃棄物に関する調査を行い、継続的改善計画の一環として、その結果を生産ライン効率の改

善に役立ててきました。

エネルギーと水資源を有効利用

エナジードリンク「V」のライン

■お客様との関わり

私たちの価値観の1つである「Value you（一人ひとりを尊重しながら）」。その言葉の通り、フルコア・グループでは、互いに相手を尊重

する姿勢で、お客様に接しています。それがお客様との非常に良好な関係を築き、常に業界最高の企業として認識していただくことにつ

ながっています。2014年には、ニュージーランド・ブリティッシュペトロリアム・サプライヤー賞のリスペクト賞を受賞し、すべての地区で、

納入・営業チームの親身で一貫したサービスが表彰されました。またフルコア・ニュージーランドのヘレン・ウオルフグラムはニュージー

ランドコンビニエンスストア協会賞のベスト・アカウントマネージャー 2014を受賞しました。フルコア・オーストラリアでは、ユナイテッ

ド・コンビニエンス・バイヤー・アワードにおいて、エナジー・ドリンク・サプライヤー・オブ・ザ・イヤーとプロダクト・オブ・ザ・イヤー

（受賞商品「V Kaboom」）の2部門で受賞を果たしました。オーストラリア事業展開は、Advantage Groupの2015年の年間調査により、

全国のガソリンスタンドおよびコンビニエンスストアにおけるNo.1サプライヤーとしても認められています。
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■ビジネスパートナーとの関わり

原材料は、できる限り地元産のものを調達するようにしていますが、一部は海外から調達しています。フルコア・グループでは、すべて

の調達先に対し、従業員の待遇に関する社会的基準の遵守や地域の環境方針・規格の遵守を要請しています。フルコア・グループが調

達するすべての原材料は、フルコア・グループの品質規格への適合を保証するため、厳格な原材料確認検査と調達先での製造工程検査

を受けています。

■地域社会との関わり

フルコア・ニュージーランドは、Life Education Trust（子どもの教育を支援するNPO）の主要スポンサーとして、健康をテーマにした

教育プログラムを提供する活動をしています。また、2006年に砂糖たっぷりの炭酸飲料やエネルギー飲料を小中学生に販売しないとい

う自主協定をニュージーランド保健省、教育省と締結しました。フルコア・ニュージーランドの40種以上の商品が、学校や（幼稚園・保

育園など）就学前教育における栄養・食物環境の改善を目的とした保健省や心臓財団の学校向けプログラム「Fuelled4Life(生命のた

めに）」の基準を満たしています。

子どもたちの健康支援

■従業員に対する取り組み

フルコア・グループでは企業理念「Value you（一人ひとりを尊重しながら）」に基づき、安全衛

生を従業員一人ひとりが取り組むべき最重要項目の1つに位置づけています。フルコアでは、全

社的に、ニュージーランドとオーストラリアの従業員に対して「危険予知・リスク撲滅・安全維持」

を促しています。積極的に事故・災害の可能性を探し出し（危険予知）、チーム一丸となってその

除去に取り組み（リスク撲滅）、全員が確実に業務を完了し、家路につくこと（安全維持）に努め

ています。 

改善につながる機会を探るべく、双方の地域区分において、主轄の安全担当チームによる議論

も定期的に行われています。従業員が業務中にけがをした場合は、回復とリハビリをサポートし

ます。また、外部機関とも積極的に連携し、国の基準を上回るように努めています。 

また、従業員の健康的なワーク・ライフ・バランスを促進するため、個々人に合った、従業員が

信頼できる支援プログラムを実施しています。

労働安全衛生を推進

フルコア・グループは、従業員のボランティア活動を支援しています。フルコア・オーストラリアのチームが、地域のフードバンクで一日

ボランティア活動を行いました。

従業員のボランティア活動

フルコア・グループは、度々エーオン・ヒューイット社のベスト・エンプロイヤーに名を連ねており、

素晴らしい人材を確保していることを誇りに思っています。リーダーシップを重視して人材を育成

すること、全従業員とビジョンおよび戦略を共有することに重点を置いています。グローバルな

視野や競合に勝つための思考を従業員が身につけることを応援するフルコア・グループ独自の社

風が継承されています。

研修と能力開発で従業員の成長を支援
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Suntory(China)Holding Co., Ltd.

サントリー（中国）ホールディングス

本社所在地
6th floor, Spring International Plaza, No.699, Zhaohua 
Road Changning district Shanghai China, 200050,

設立 2011年

売上高 465億円（2015年度）

従業員数 約3,900名（2015年12月）

事業内容 中国における酒類・飲料の製造・販売

ホームページ http://www.suntory.com.cn/

主なCSR活動
■CSR経営の推進

企業倫理綱領の共有

サントリー（中国）ホールディングスでは、従業員と正しい倫理や行動規範を共有するため、就業

規則やルールを定めた従業員手帳の配布に加え、中国現地スタッフの日本での研修を通じて、サン

トリーグループの価値観や理念、企業倫理綱領の徹底と意識啓発を行っています。

■品質への取り組み

品質保証センターを設立

2004年7月、サントリー中国内に中国（上海）品質保証センターを設立しました。設立以降、最新の分析機器を導入し、サントリーグルー

プの中国における品質保証の拠点となり、商品の設計から原材料の調達、流通のすべての過程で、品質保証をサポートしています。なお、

2016年1月より三得利分析技術（上海）有限公司として分社化・独立させ、サントリーグループの残留農薬分析グローバルセンターの機

能を強化させました。ウーロン茶葉を含めた中国産原料の品質保証、さらにコーヒー豆の残留農薬分析業務を加え、安全性科学センター

のバックアップも行っています。

商品開発センターでの研修

ウーロン茶葉のトレーサビリティシステムの確立

ウーロン茶の安全性を保つために、原材料から、製造、出荷、お客様のお手元に届くまでを記録にとり、その情報を追跡しています。

茶葉が製造され、お客様のもとに届くまでの一連の流れの中で何重にも検査し、記録を残して管理しています。
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残留農薬の分析

中国産原料についてリスク要因となる農薬を中心に、430項目の検査をロットごとに定期的な分析

を行い、安全性を保証しています。また、茶農家が正しく農薬を使用するよう指導を行っています。

サプライヤーとの農薬品質管理会議

国際規格ISO17025認証の取得

中国（上海）品質保証センターは「茶葉中の残留農薬分析」において、「中国合格評定国家認可委員会」

からISO17025認証を取得しました。ISO17025は分析・試験結果の品質を要求する国際規格で「試

験を実施する管理的・技術的能力がある」ことを認めるものです。同センターは、サントリーが原

料として使用するウーロン茶葉の品質保証で中心的な役割を果たしており、分析する茶葉のサンプ

リング、分析、データ解析、結果報告、現地へのフィードバック、現地茶園の確認など多岐にわた

る活動を行っています。今後も食の安全・安心のために信頼ある体制づくりに取り組んでいきます。

ISO17025認定書

TPM活動の徹底

匯源三得利（上海）飲料では、スタッフ部門においてもTPM（Total Productive Maintenance：全員参加式生産保全）活動を展開しており、

毎朝の５S活動に加え活動板を用いた月例方針進捗管理を徹底することにより業務の効率化に努めております。

毎朝の５S活動 活動板による方針管理

■環境への取り組み

省エネ活動

匯源三得利（上海）飲料は自社工場を持っておりませんが、委託工場での生産に対して「連続稼働時間の延長化」や「洗浄殺菌方法の

効率化」に関わる技術指導をすることにより、従来は月間で水消費量：2,380m3、蒸気消費量：169トンであったところ、水消費量：

1,790m3、蒸気消費量：127トンまで改善することができました。

包材軽量化

2014年4月から三得利の⽸飲料向けには、軽量化された⽸ぶたを導入しています（3.7g/個の⽸ぶたを2.7g/個へ軽量化し27％減量）。

これによりアルミニウム使用量を年間約24トン削減し、CO2排出量は年間8トンの削減となる計算となります。 また、PET飲料向けにも

軽量化キャップ（2.5g/個のキャップを1.5gに軽量化）や軽量化ボトル（26.5g/本のボトルを21.2gに軽量化）の導入をしています。

3.7g⇒2.7gに軽量化した⽸蓋 2.5g⇒1.5gに軽量化された
キャップ

26.5→21.2gに軽量化された
ペットボトル
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会社概要・理念
■エクセレンス

シャトー ラグランジュは、高品質なワインの製造を通して「生活文化」の発展に貢献してきました。記録によると、その歴史は少なくと

も1631年にまでさかのぼります。優良なワインは、フランス語でいうところの「テロワール」、つまり大地の恩恵であり、自然の賜物で

あることはいうまでもありません。1983年にサントリーグループに加わってからは、「人と自然と響きあう」というグループ理念を私たち

も導入しています。この理念を実践するため、ぶどうの木の手入れからびん詰め工程に至るまで、環境に配慮しつつ、常に世界最高級

のワインづくりに励んでいます。

主なCSR活動
■品質への取り組み

品質管理と製品の安全性を徹底

「品質」という言葉には2つの意味があると考えます。1つ目はワインそのものの品質です。世界中

のお客様に私たちの情熱を伝え「エクセレンス」という理想を保証するため、統合農業の手法に配

慮しながら真の高級ワインづくりに取り組んでいます。ぶどう園が立地する「地域」と栽培する「品種」

の個性を最大限引き出すべく、果実が最適に成熟するようにぶどう園ひとつひとつの手入れを丹念

に行っています。また、お客様の健康のために、ぶどう園での農薬の使い方にも細心の注意を払っ

ています。

2つ目は、製造工程の品質管理です。シャトー ラグランジュでは品質管理責任者を任命し、ぶどう

の木の剪定（せんてい）から出荷までの全工程で品質管理を徹底しています。さらに、2007年に

は最新式のびん詰めラインを導入し、びん詰め段階でのガラスの破片や虫などの異物混入を防止し

ています。こうした多くの品質管理に関する手順や記録、チェックを徹底し、安全で魅力的な商品

を提供しています。

Château lagrange S.A.S.

シャトー ラグランジュ

本社所在地 33250, Saint-Julien Beychevelle, France

設立 1983年12月15日

事業内容 ワインの製造・販売

ホームページ http://www.chateau-lagrange.com

ぶどうの品質保証

トレーサビリティを強化

シャトー ラグランジュでは、高級ボルドーワインに特有の伝統的な販売システムを尊重しています。

これは、「ラ・プラス・ドゥ・ボルドー」で、特に「プリムール」と呼ばれる先物販売の期間中にワ

イン商が買いつけを行うものです。商品はワイン商を介してお客様のもとに届けられるため、トレー

サビリティを維持し、またお客様からの反応を直接的に得ることは容易ではありません。そこで、

商品の追跡を可能にするため、すべてのびんのキャップシールにコード番号をつけています。製造

工程においては多くの製品分析を実施し、記録します。原料に加え、ワインに使用されるコルク・

びん・ラベル・ケースなどすべての資材を検査し、その結果をコード番号で記録することで、ワイン

1本1本の履歴を一貫してトレースすることができます。
キャップシールに印字されたコード番号
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TERRA VITIS（テラ・ヴィティス）
の認証

■環境への取り組み

環境ラベル「TERRA VITIS（テラ・ヴィティス）」の認証を取得

環境と人の健康を守りながら、生態学的に持続可能な手法で高品質のぶどうを生産していること

が認められ、シャトー ラグランジュは2005年に「TERRA VITIS（テラ・ヴィティス）」の認証を受

けました。これは統合農業に関するラベルで、厳格な規制の遵守や年次監査が義務づけられます。

ボルドーでは当社を含む38のワイン生産者がこの環境活動に参加しています。

水使用量の削減

シャトー ラグランジュでは、水資源の保全のため、水使用量を把握・改善し、徹底した節水活動を行っています。

地球温暖化防止のためのCO2排出量の削減

シャトー ラグランジュは、環境に配慮を行い、初めてCO2排出量を測定したフランスにある醸造所5社のうちの1社です。温室効果ガス

を低減するため、常に製造工程の見直しに努めています。2007年は発酵工程を見直すことで電気消費量を8.5％削減できました。

再資源化とリサイクルを推進

刈り込んだぶどうの枝木や発酵後に残るぶどうの皮を堆肥化して、肥料の購入量を減らしています。

また、業務全体を通して、空になったワイン樽や化学製品の容器などを有効に活用するため、資源の3Rを推進しています。2011年からは、

ワイン樽を調達する際に、これまで梱包に使用していたプラスチックフィルムを廃止しました。現在、環境マネジメントの国際規格であ

るISO14001認証に向けて準備を進めています。

■お客様との関わり

顧客との交流

「プリムール」と呼ばれるボルドー特有のワイン先物買いシステムがあるため、生産者が消費者と直接接触する機会は限られています。

しかし、ワイン商によるワイン・テイスティングのイベントが世界各地で数多く行われているため、そうした機会にワイン愛好家の方々と

直接交流することができます。シャトー ラグランジュの顧客である、ボルドーの150社ほどのワイン商とよい関係を維持することで、国

際的な販売促進ネットワークを活用することができます。当社では、専門家だけでなくアマチュアの方の訪問も歓迎しています。ワイン

を愛するすべての方々のご予約をお待ちしています。

より健康的で安心できる商品の提供

お客様の健康的なライフスタイルをサポートするために、ぶどう園などの農薬散布をより少なくする研究を他の10カ所の醸造所と共同

で行っています。

■地域社会に対する取り組み

広報活動の実施

広報担当マネジャーや広報関係スタッフがイベント運営やイベントへの参加を通じて、各種団体、ジャーナリスト、ソムリエ、ワインスクー

ルなどとの交流を図り、私たちの「テロワール」の神秘や品質追求のための取り組みについて理解を促進しています。

訪問客の受け入れ

毎年、6,500名ほどのお客様が当社を訪れます。訪問は予約制で、ワイン醸造学者、ソムリエ、シェフ、工業学校やビジネススクール関係者、

ワイン鑑定家、ワインライターといった人々が見学やテイスティングを行います。
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安全の確保と健康の維持

「衛生・安全委員会」では、設備や用具の点検、就業中の姿勢の確認、製品の取り扱い、安全テスト、安全靴・防音保護具・安全ゴー

グルの装着に配慮することで、従業員の就業中の安全を確保しています。 また、定期的な健康診断を行い、従業員の健康管理をサポー

トしています。

■従業員に対する取り組み

働きやすい職場づくり

シャトー ラグランジュは社内従業員組合を有し、従業員の権利の尊重に努めています。また従業

員の横のつながりが希薄だと一般にいわれるフランス社会としては珍しく、従業員同士が親睦を深

められるような社内行事の後援をしています。2015年冬にはスキー旅行が企画され、従業員とそ

の家族60名以上が参加しました。

地域社会との交流

慈善オークションへの参加や地元のスポーツイベント・団体への寄付、シャトー庭園での音楽祭の開催など、積極的に地域社会との交

流を図っています。世界のワインの聖地・ボルドーを具現化するワインの複合施設「ラ・シテ・ドゥ・ヴァン」の建設にあたっても他のシャ

トーと協働してサポートしています。また、シャトー ラグランジュは、毎年約8,000名のランナーが参加する世界的に有名なメドックマ

ラソンで給水所を設置するなどの協力をしています。2015年も9月に開催された第31回メドックマラソンに協力しました。

シャトー庭園での音楽祭 建設中の
ラ・シテ・ドゥ・ヴァン

ラ・シテ・ドゥ・ヴァンの
内部イメージ

社内従業員組合スキー旅行
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Weingut Robert Weil

ロバート ヴァイル醸造所

本社所在地 Muhlberg 5D-65399 Kiedrich Rheingau, Germany

設立 設立1868年／サントリーグループは1988年に出資

事業内容 ワインの製造・販売

ホームページ http://www.weingut-robert-weil.com

会社概要・理念
■つくり手としての最高品質へのこだわり

1868年の創業以来、ドイツ皇帝ウィルヘルム2世も愛飲したという「ロバート ヴァイル ワイン」の

名声を140年以上にわたり支え続けているのは、高品質を追求するフィロソフィです。最高級畑グ

レーフェンベルグで収穫されるぶどうは高いクオリティを確保するために、ドイツでの平均的収穫

量の半分以下である40hl/ha※まで落としています。また、貴腐ワイン用ぶどうの収穫は一粒一粒

丁寧に手摘みするという徹底ぶりです。ワインの発酵タンクも畑ごとの個性あふれるワインを別々

に仕込むため、貴腐ワイン用の超小型タンクにはじまり、さまざまな大きさのタンクで手間をかけ、

丁寧に発酵させています。

※労働効率を表す単位

主なCSR活動
■CSR経営の推進

安全・安心で高品質な商品を提供

お客様に安心してご愛飲いただける安全な商品を生産・提供し続けるしくみをつくることは、ロバー

ト ヴァイル醸造所の経営上の最重要課題です。品質に対して厳しい自己規制を志向する生産者だ

けが入会できるドイツ高級ワイン生産者連盟にも加盟し、特に栽培と醸造工程において最高の品質

を追求しています。

■環境への取り組み

環境にやさしい方法でぶどう栽培を行っています。有機肥料のみを使用し、除草剤は使用していません。また、ぶどうの特性を活かし、

害虫や病気から守っています。さらに、水の節約など、環境への配慮を意識した活動を推進しています。

■ビジネスパートナーに対する取り組み

包材の調達や倉庫の改装・びん詰めラインなどの設備投資の発注先などに関して、品質保証上の安全性を最重要視しながら、公平か

つ公正な競争機会を提供しています。
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キャリア支援

主に生産系の従業員を対象に、休日を利用してほかの銘醸ワイナリーでの技術研修を会社が企画するなど、各人の能力開発やキャリア

支援に積極的に取り組んでいます。

■地域・社会に対する取り組み

地域社会への貢献活動

地域の公共機関やワイン連盟、さらにはラインガウ地区にある他のワイナリーとの緊密な交流を図

り、地域活動に積極的に取り組んでいます。

■従業員に対する取り組み

多様な働き方の支援

従業員約30名の小規模なワイナリーですが、ノウハウを蓄積した従業員に長期的に勤務してもらう

ために、満足度の高い労働環境を整備しています。2007年は2名の従業員が産休および育休（ド

イツ労働法で認められている数カ月の有給休暇）を取得しました。産休・育休制度に加えて、約2

カ月間の在宅勤務制度を設けるなど、仕事と家庭の両立を重視する、従業員の多様な働き方を支

援しています。

ロバート ヴァイル醸造所の従業員
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社外からの評価

社外からの表彰

2015年

サントリー食品インターナショナル株式会社（本社：東京都中央区、社長：鳥井信宏）は、このたび、

温室効果ガス排出量の削減および気候変動リスクの緩和に対する活動において、「CDP」から高い評

価を受け、気候変動パフォーマンス先進企業「Climate Performance Leadership Index（CPLI）」で

ある「Aリスト」に選定されました。

CDPは、企業や都市の重要な環境情報を測定・開示・管理・共有するための国際NPOです。運用資

産総額95兆米ドルを有する822の機関投資家を代表して、全世界を対象に気候変動情報開示を求め

る質問書を送付し、その回答をもとに評価を行い、公表しています。当社は全世界の調査対象企業の

中で上位5％のパフォーマンス評価を獲得し、「Aリスト」企業113社のうちの1社として認められました。

CDPがサントリー食品インターナショナル（株）を「気候変動パフォーマンス先進企業」（Aリスト）に2年連続で

選定

2015年11月5日

サントリーグループは、「環境ブランド調査」の総合指標である「環境ブランド指数」において5年連続首位になりました。

「環境ブランド調査」は、日経BP環境経営フォーラムが、毎年、主要560企業ブランドを対象に、全国の消費者1万人以上にインター

ネットによるアンケート調査を実施し、各企業の環境に関する取り組みがどのように伝わっているかを調査するものです。

「環境ブランド指数ランキング」5年連続首位に

2015年7月8日

サントリー食品インターナショナル株式会社（本社：東京都中央区、社長：鳥井信宏）

は、このたび、経済産業省と東京証券取引所が共同で選定する「なでしこ銘柄」に女

性活躍推進に優れた企業として選定され、3月18日（水）イイノホール（東京都千代田区）

にて開催された「平成26年度ダイバーシティ経営企業100選表彰式・なでしこ銘柄発

表会　シンポジウム」で発表されました。 

「なでしこ銘柄」は、経済産業省と東京証券取引所が共同で、東証一部上場企業の中

から、業種ごとに、女性が働き続けるための環境整備を含め、女性人材の活用を積極

的に進めている企業を選定するものです。選定銘柄は、「女性のキャリア促進」に関す

る「実績（パフォーマンス）を開示している企業」を対象に、「女性のキャリア促進」と

「仕事と家庭の両立サポート」の2つの視点から方針・取り組み・実績の3つの側面にお

ける評価と「株主資本利益率（ROE）※」をもとに選定されます。

※2011－2013年度の3年間の平均ROEが業種平均以上の銘柄をスクリーニング

サントリー食品インターナショナル（株）が女性活躍推進に優れた企業として平成26年「なでしこ銘柄」に選定 

―　経済産業省と東京証券取引所による共同選定　―

2015年3月19日
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社外からの評価

アンケート結果

サントリーグループ CSRレポート 2015 アンケート結果

「サントリーグループ　ＣＳＲレポート2015」について、合計256名の方からご回答をいただきました。（2016年4月末現在）

読者の皆様から高い評価と数多くの貴重なご意見をいただき、大変うれしく思います。今後のレポート作成および当社の活動に反映さ

せていただくため、皆様からのご意見・ご感想をお待ちしています。読者の皆様から高い評価と数多くの貴重なご意見をいただき、大

変嬉しく思います。
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データ集

主要 CSR データ

主要経営データ

サントリーグループ CSRサイトなどで報告している主要指標（経営・環境・社会）の実績をまとめています。

■連結経営成績

連結売上高 事業別売上構成（2015年度）

地域別売上構成（2015年度） 連結経常利益
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連結営業利益 連結当期純利益

■従業員数

従業員数 事業別従業員数（2015年度）

地域別従業員数（2015年度）
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環境データ

事業活動と環境負荷の全体像（対象期間:2015年1月1日～ 12月31日、国内生産拠点（委託先を除く））

環境データは、サントリーグループ売上高の過半を占める事業会社群が所有する国内生産24工場、海外生産43工場を対象としています。

※1 BOD（Biochemical Oxygen Demand）：生物化学的酸素要求量。水の汚染度を表す指標の1つ

※2 電力由来のCO2排出量はGHGプロトコル2007年CO2排出係数を使用

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

人数 595 737 762 835 815

サントリーグループ内部監査員数の推移
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※投資額：投資目的の50％以上が環境保全を目的としたものは全額環境投資とみなしました（検収ベース）

※償却費：投資50％以上が環境保全を目的としたものを2003年までさかのぼり償却費を算出しました

※直接把握が可能な管理活動、研究活動の費用は原則として全額を直接把握しました。直接把握が困難な費用については、工程別に過去の実態調査に

基づいた比率で案分・配賦しました

項目
2014年度 2015年度

環境投資額 環境費用額 環境投資額 環境費用額

事業エリアコスト

公害防止コスト
・水質汚濁防止

・大気汚染防止 ほか
690 1,938 531 1,957

地球環境保全コスト

・CO2削減

・省エネルギー

・コジェネレーション

・嫌気処理 ほか

738 2,713 872 3,391

資源循環コスト

・再循環による節水

・汚泥減量化

・廃棄物再資源化

・下水道処理費 ほか

4 2,813 335 2,462

合計 1,432 7,463 1,737 7,810

上・下流コスト
・容器包装の再資源化委託料

・環境対応容器包装対策 ほか
0 993 0 1,067

管理活動コスト

・環境マネジメントシステム構築・維持

・CSRレポート、展示会

・工場緑化 ほか

0 1,382 0 1,252

研究開発コスト ・環境負荷低減のための研究開発活動 186 486 76 320

社会活動コスト

・天然水の森

・愛鳥活動

・水育（みずいく）活動 ほか

92 447 105 478

環境損傷対応コスト 0 0 0 0

合計 1,710 10,772 1,918 10,928

（百万円）
（対象期間：2015年1月1日〜 12月31日）

サントリーグループ（国内事業計）の環境保全コスト
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サントリーグループ（国内生産拠点）の環境保全効果

水使用実績2015年（国内生産24工場、海外生産43工場）

項目 単位 2014年 2015年 原単位ベースでの
対前年度削減効果

事業内エリア
コスト

公害防止
汚染物質
排出量削減

SOx
総量（t） 1.6 1.5

0.3t/年
原単位（g/kℓ） 0.4 0.3

NOx
総量（t） 131.1 157.3

17.2t/年
原単位（g/kℓ） 30.3 34.0

地球環境保全

CO2
排出量削減

CO2
（燃料＋電力）
由来

総量（千t） 344.6 349.1
19.0千t/年

原単位（kg/kℓ） 79.6 75.5

エネルギー
消費量削減

燃料
原油換算（千kℓ） 108 109

6,254kℓ /年
原単位（ℓ /kℓ） 24.9 23.6

電気
総量（百万kWh） 307 313

15,283千kWh/年
原単位（kWh/kℓ） 70.9 67.6

資源循環

水資源
使用量削減

用水
総量（千m3） 21,839 21,877

1,451千m3/年
原単位（m3/kℓ） 5.0 4.7

廃棄物
排出量削減

副産物廃棄物
排出量

総量（t） 239,801 236,697
19,508t/年

原単位（kg/kℓ） 55.4 51.2

再資源化率 （％） 100 100 －

（対象期間：2015年1月1日〜 12月31日）

サントリーグループ（国内生産拠点）の経済効果

項目 2014年度 2015年度

リサイクル（副産物売却）収入 286 315

省エネルギーによる費用削減額 405 644

（百万円）

※電気由来のCO2排出量はGHGプロトコル2007年CO2排出係数を使用

■水使用量の削減

※サントリーグループ売上高の過半を占める事業会社群が所有する国内生産24工場、海外生産43工場

※原単位は製造kℓあたりの使用量、削減率は対前年比

エリア 使用量（千m3） 原単位削減率※

日本 21,877 6.2％減

米州 8,015 11.9％減

欧州 5,433 0.5％減

アジア・オセアニア 4,877 5.8％減
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水使用量（国内生産24工場）

■地球温暖化防止

CO2排出実績2015年（国内生産24工場、海外生産43工場）

CO2排出量（国内生産24工場）

※サントリーグループ売上高の過半を占める事業会社群が所有する国内生産24工場、海外生産43工場

※原単位は製造kℓあたりの排出量、削減率は対前年比

※電気由来のCO2排出量はGHGプロトコル2007年CO2排出係数を使用

エリア 排出量（千t） 原単位削減率※

日本 349 5.2％減

米州 182 11.0％減

欧州 120 1.7％減

アジア・オセアニア 103 5.1％減

※電気由来のCO2排出量はGHGプロトコル2007年CO2排出係数を使用

・結果：前年比 総量で1.3％増加　原単位で5.2％減少。

※原単位は製造1kℓあたりの使用量を表す

・結果：前年比 総量で0.2％増加、原単位で6.2％減少。
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※原油換算係数は、経済産業省資源エネルギー庁2005年標準発熱量より算出

・結果：前年比 総量で1.0％増加、原単位で5.4％減少。

燃料（原油換算）購入量 （国内生産24工場）

電力購入量（国内生産24工場）

輸配送時におけるCO2排出量（国内事業）

・結果：前年比 総量で1.8％増加、原単位で4.7％減少。
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モーダルシフト率の推移

■大気汚染防止

SOx排出量（国内生産24工場）

※2012年は電力ピークカット対応で自家発電機の稼動を行ったため増加しました

NOx排出量（国内生産24工場）
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PCB使用機器の保有数（2016年1月現在）

保管中 使用中 保有合計

コンデンサ 16 0 16

変圧器 11 0 11

照明器具安定器 2,093 0 2,093

■廃棄物の削減

副産物・廃棄物の排出量（国内生産24工場）

排出物の種類 主要用途

2012年 2013年 2014年 2015年

排出量

(t)

再資源

化率(％ )

排出量

(t)

再資源

化率(％ )

排出量

(t)

再資源

化率(％ )

排出量

(t)

再資源

化率(％ )

植物性残さ（糖化粕・茶
粕・コーヒー粕など）

・飼料

・肥料
181,280 100 181,515 100 187,439 100 186,184 100

汚泥（余剰汚泥など） ・肥料 28,145 100 30,100 100 29,522 100 27,194 100

木くず（樽材、パレット）
・家具材

・合板原料
3,434 100 3,266 100 2,693 100 1,610 100

ガラス・陶磁器くず
・ガラス材料

・路盤材
4,054 100 4,109 100 3,928 100 4,136 100

紙くず（段ボール、紙ラ
ベルなど）

・再生紙

・段ボール原料
5,040 100 5,727 100 6,192 100 6,175 100

廃プラスチック類

・パレット

・固形燃料

・補助燃料

5,734 100 4,026 100 4,287 100 4,938 100

金属くず（アルミ、鉄）
・アルミ

・スチール原料
2,435 100 2,600 100 3,016 100 3,277 100

その他 1,459 100 2,870 100 2,725 100 3,182 100

合計 231,580 100 234,214 100 239,801 100 236,697 100

副産物・廃棄物の排出量、再資源化率および用途（国内生産24工場）
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従業員への環境教育

■2015年度環境eラーニング受講状況

■2015年度環境教育研修

対象 受講者

国内サントリーグループ 24,984名

内容 対象 受講者数

入社時研修（環境経営講義） 新入社員 全員

ISO14001自覚・特定教育 工場従業員 全員

ISO14001事務局研修 ISO14001担当者 25名

ISO14001内部監査員研修 ISO14001内部監査担当者 70名

エコプロダクツ勉強会 商品開発担当者 19名

森林整備体験研修 国内グループ従業員 1,488名

廃棄物処理法セミナー 関連する部門の従業員 135名

産業廃棄物「現地確認」実地研修 関連する部門の従業員 20名

水育「森と水の学校」

■水育「森と水の学校」参加者累計（3校計）
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■水育「出張授業」参加者累計

社会データ

■雇用・就業状況

人事データは、サントリーホールディングス（株）・サントリー食品インターナショナル（株）と雇用契約を結ぶ社員を対象としています。

従業員数データ（2015年12月31日現在）

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※契約社員等：嘱託社員およびアルバイト

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

2010年 2011年 2012年
2013年 2014年 2015年

SHD SBF 合計 SHD SBF 合計 SHD SBF 合計

男性 41 43 42 37 17 54 43 15 58 42 13 55

女性 0 0 1 2 0 2 2 0 2 3 1 4

役員 41 43 43 39 17 56 45 15 60 45 14 59

男性 1,408 1,420 1,489 1,309 634 1,943 1,348 628 1,976 1,392 607 1,999

女性 109 129 140 132 29 161 146 31 177 166 33 199

マネジャー相当職 1,517 1,549 1,629 1,441 663 2,104 1,494 659 2,153 1,558 637 2,195

男性 2,512 2,497 2,447 2,393 704 3,097 2,398 737 3,135 2,432 741 3,173

女性 860 871 900 931 151 1,082 959 168 1,127 964 188 1,152

メンバー相当職 3,372 3,368 3,347 3,324 855 4,179 3,357 905 4,262 3,396 932 4,328

正社員数 4,889 4,917 4,976 4,765 1,518 6,283 4,851 1,564 6,415 4,954 1,569 6,523

男性 435 431 419 389 54 443 296 55 351 205 45 250

女性 90 80 98 93 15 108 88 18 106 81 15 96

契約社員等※ 525 511 517 482 69 551 384 73 457 286 60 346

派遣社員 723 629 616 566 44 610 516 44 560 542 49 591

（名）
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正社員数（2015年12月31日現在）

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

平均年齢・平均勤続年数（2015年12月31日現在）

採用人数

（名）

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

2010年 2011年 2012年
2013年 2014年 2015年

SHD SBF SHD SBF SHD SBF

新卒

男性 162 106 75 66 22 75 26 81 20

女性 27 33 50 45 10 51 16 43 18

経験者

男性 18 4 20 23 1 20 0 19 2

女性 5 14 21 15 12 11 9 8 6

合計 212 157 166 149 45 157 51 151 46

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

2010年 2011年 2012年
2013年 2014年 2015年

SHD SBF SHD SBF SHD SBF

平均年齢 38.3歳 38.3歳 38.6歳 38.5歳 40.4歳 39.0歳 40.9歳 39.6歳 41.7歳

平均勤続年数 15.4年 15.4年 15.5年 15.3年 17.0年 15.8年 17.4年 16.3年 17.3年
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事由別退職者数・離職率

新卒採用者在職率

（名）

※2013年以降のデータは、サントリーホールディングス（株）とサントリー食品インターナショナル（株）を合算

※1 定年には自由選択定年も含む

※2 正社員を対象とする

※3 会社都合は、工場閉鎖・事業売却。転籍は自己都合に含む

※4 離職率は、定年退職者を除く退職者をもとに算出

※2008年〜 2010年新卒者を対象に計算

※サントリーホールディングス（株）のみ集計

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

定年※1 166 99 76 47 29 42

自己都合 25 21 26 33 45 42

会社都合※3 0 0 0 0 0 0

その他 7 10 5 19 7 5

合計※2 198 130 107 99 81 89

離職率※4 0.51% 0.43% 0.52% 0.53% 0.70% 0.64%
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女性の登用状況

管理職・非管理職別、男女別要員数（グループ全体）

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※2015年12月31日

※本社勤務地での集計
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障がい者雇用数と雇用率（2015年6月1日時点）

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

年間総実労働時間

※サントリーグループの標準的な事業所での所定内勤務時間は1日7.5時間、休日数は年間121日、年間所定内勤務時間は1,830時間です

※労働時間については、2013年まではサントリーホールディングス（株）のみの数字です

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）
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年次有給休暇取得実績

育児休職取得実績

※労働時間については、2013年まではサントリーホールディングス（株）のみの数字です

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

※2012年までは、サントリーホールディングス（株）のみの数字です
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2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

育児・介護

育児休職 95 107 114 174 205 247

育児短時間・時差 77 105 114 127 195 192

介護休職 0 1 1 1 2 1

介護短時間・時差 0 0 1 2 2 3

テレワーク勤務※ 294 2,116 2,234 3,243 3,196 3,557

キッズサポート休暇 126 213 314 378 663 464

ホームヘルパー 2 4 2 3 0 2

在宅保育サービス 8 11 25 35 37 16

余暇・休暇 リフレッシュ休暇 648 645 772 927 791 933

育児・介護等各種制度の取得者数推移

（名）

※2012年までは、サントリーホールディングス（株）のみの数字です

※2008年〜2009年は育児・介護事由のみ。2010年より拡大

研修の種類 内容 人数

応募型研修※ 従業員自らが描くキャリアプランを実現していくために必要なビジネススキルの習得を主眼とした研修で、
約30種のコース（年間2期）を設置

767

英語力強化※
英語でのビジネスコミュニケーション能力を強化するため、事業所での会話レッスンや、オンラインレッス
ンなど、さまざまなコースを用意。各自がレベルに応じたプログラムを効果的に受講できるよう、多彩な
支援コンテンツを整備

701

eラーニング
業務遂行能力のレベルアップ・業務革新手段の習得を目的とした研修
ビジネススキル・語学・パソコンスキルなどのコースを整備

79

通信教育通学費
補助制度

能力向上を目的とした通信教育・通学にかかる費用の半分を会社が補助する制度（上限あり）
対象となる講座は、業務遂行上必要なスキル（計数・法知識など）の習得、語学向上、資格取得など

200

主な自己啓発支援プログラムおよび2015年度の受講者数

※ 本人の意思に基づく任意参加制であり、研修費用の一部を会社が負担します

育成制度

名称 内容
2015年

実績
2010 ～ 2015

年累計

キャリア
チャレンジ

グローバル業務遂行に必要なスキルを個別に設定・修得（語学力・異文化理解・異文化コミュ
ニケーション・論理的思考力）

10 48

ビジネスス
クール留学

国内留学・海外留学としてビジネススクールで、英語による経営管理学修士（MBA）を習得 3 22

トレーニー
海外グループ会社でのオンザジョブトレーニングを通じて、専門性を磨くとともに、語学力・
コミュニケーション力および異文化理解を修得

10 43
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2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

休業災害件数 3 3 2 3 4 0

不休災害件数 14 10 8 12 13 8

計 17 13 10 15 17 8

（件）

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみの数字です

労働災害発生件数

各種健康施策の利用者数

2015年度の仕事に対する意識

※2012年までは、サントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

（名）

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

病気・けが・災害

失効年休 29 29 43 47 48 53

差額ベッド 22 18 25 40 33 20

人間ドック（40歳以上） 2,534 2,400 2,444 3,048 3,046 3,280

人間ドック（30歳以上） 334 359 433 896 894 866

人間ドック（家族） 1,124 1,170 1,064 1,766 1,837 1,950

歯科健診 2,918 2,932 2,834 3,571 3,617 3,753

健康電話相談システム 275 264 153 124 139 120

心の相談・電話相談 205 203 149 183 209 114
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■お客様の声

お客様からのお問い合わせ・ご意見やご指摘の内容（2015年実績：98,894件）

※1 ご指摘：お客様から商品や企業活動に対して寄せられたご不満、ご不快の声

※2 お問い合わせ・ご意見：上記以外にお客様から寄せられた幅広いご質問やご意見

■被災地支援

主な義捐金の拠出

年 件名 寄付金額 寄付相手先 ニュースリリース

2010
2010ニュージーランド南島大
地震

325万円
Cristchurch earthquake appeal 
fund

2010 宮崎県における口蹄疫被害 1,000万円
宮崎県、社会福祉法人宮崎県共
同募金会

宮崎県における口蹄疫被害に対する義
捐金について

2010 チリ大地震 500万円 チリ大使館
チリ大地震による被害に対する義捐金
について

2010 ハイチ大地震 1,000万円 日本赤十字社
ハイチ大地震の被災地に対する義捐
金について

2011 タイの洪水被害 約250万円 タイ王国政府 タイの洪水被害に対する支援について

2011
2011ニュージーランド南島大
地震

620万円 ニュージーランド赤十字社
ニュージーランド地震に対する義捐金
について

2011
豪州・クィーンズランド州にお
ける洪水被害

800万円
クィーンズランド州 The Premier's 
Disaster Relief Appeal

豪州・クィーンズランド州の洪水被害
に対する義捐金について

2011 〜 東日本大震災

2011年　43億円
2012年　20億円
2013年　25億円
2014年　20億円

（累計108億円）

岩手県、宮城県、福島県、セーブ・
ザ・チルドレン・ジャパンほか

東日本大震災に対する義捐金について

2014 広島における土砂災害 100万円 中国新聞社会事業団

2015 ネパール大地震 300万円 ネパール地震被災救済基金
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GRIガイドライン（G4）対照表

当社のサステナビリティ報告は、GRIの「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第4版」（G4）の「中核」に準拠しています。

一般標準開示項目
※ 中核準拠に該当する項目のみを記載

項目 該当ページ

戦略および分析

G4-1
a.組織の持続可能性の関連性と組織の持続性に取り組むための戦略に関

して、組織の最高意思決定者（CEO、会長またはそれに相当する上級幹部）
の声明を記載する。

・トップコミットメント

組織のプロフィール

G4-3 a.組織の名称を報告する。
・サントリーグループ企業情報
　※Webサイトをご覧ください

G4-4 a.主要なブランド、製品およびサービスを報告する。 ・事業紹介　※Webサイトをご覧ください

G4-5 a.組織の本社の所在地を報告する。 ・企業概要　※Webサイトをご覧ください

G4-6
a.組織が事業展開している国の数、および組織が重要な事業所を有してい

る国、報告書中に掲載している持続可能性のテーマに特に関連のある国
の名称を報告する。

・グループ企業紹介
　※Webサイトをご覧ください

G4-7 a.組織の所有形態や法人格の形態を報告する。
・企業概要　※Webサイトをご覧ください

・コーポレート・ガバナンス

G4-8
a.参入市場（地理的内訳、参入セクター、顧客および受益者の種類を含む）

を報告する。
・グループ企業紹介
　※Webサイトをご覧ください

G4-9

a.組織の規模（次の項目を含む）を報告する。

・総従業員数

・総事業所数

・純売上高（民間組織について）、純収入（公的組織について）

・株主資本および負債の内訳を示した総資本（民間組織について）

・提供する製品、サービスの量

・企業概要　※Webサイトをご覧ください

・事業紹介　※Webサイトをご覧ください

G4-10

a.雇用契約別および男女別の総従業員数を報告する。

・雇用・就業状況

b.雇用の種類別、男女別の総正社員数を報告する。

c.従業員・派遣労働者別、男女別の総労働力を報告する。

d.地域別、男女別の総労働力を報告する。

e.組織の作業の相当部分を担う者が、法的に自営業者と認められる労働者
であるか否か、従業員や請負労働者（請負業者の従業員とその派遣労
働者を含む）以外の者であるか否かを報告する。

f. 雇用者数の著しい変動（たとえば観光業や農業における雇用の季節変動）
があれば報告する。
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G4-11 a.団体交渉協定の対象となる全従業員の比率を報告する。 ・労使関係

G4-12 a.組織のサプライチェーンを記述する。

・お客様・お取引先と響きあう／商品・
サービス

・すべてのプロセスにおけるお客様視点
の品質保証

・CSR調達

G4-13

a.報告期間中に、組織の規模、構造、所有形態またはサプライチェーンに
関して重大な変更が発生した場合はその事実を報告する。たとえば、

・所在地または事業所の変更（施設の開設や閉鎖、拡張を含む）

・株式資本構造の変化、その他資本の形成、維持、変更手続きの実施に
よる変化（民間組織の場合）

・サプライヤーの所在地、サプライチェーンの構造、またはサプライヤーと
の関係の変化（選択や終了を含む）

〜当該期間においては該当なし〜

G4-14
a.組織が予防的アプローチや予防原則に取り組んでいるか否か、およびそ

の取り組み方について報告する

・ISO26000を活用したCSR活動のステッ
プアップ

・グループ品質マネジメントの推進

・環境マネジメント

・アルコール関連問題への取り組み

G4-15
a.外部で作成された経済、環境、社会憲章、原則あるいはその他のイニシ

アティブで、組織が署名または支持したものを一覧表示する。

・ISO26000を活用したCSR活動のステッ
プアップ

・グループ品質マネジメントの推進

・環境マネジメント

・アルコール関連問題への取り組み

・CSRの考え方

G4-16

a.（企業団体など）団体や国内外の提言機関で、組織が次の項目に該当
する位置付けにあるものについて、会員資格を一覧表示する。

・ガバナンス組織において役職を有しているもの

・プロジェクトまたは委員会に参加しているもの

・通常の会員資格の義務を超える多額の資金提供を行っているもの

・会員資格を戦略的なものとして捉えているもの

・サントリーが参画している業界団体

・アルコール関連問題への取り組み

特定されたマテリアルな側面とバウンダリー

G4-17

a.組織の連結財務諸表または同等文書の対象になっているすべての事業体
を一覧表示する。

・財務情報　※Webサイトをご覧ください

b.組織の連結財務諸表または同等文書の対象になっている事業体のいず
れかが報告書の掲載から外れていることはないか報告する。

・CSR情報の掲載方針

G4-18

a.報告書の内容および側面のバウンダリーを確定するためのプロセスを説
明する。

・CSR情報の掲載方針

b.組織が「報告内容に関する原則」をどのように適用したかを説明する。 ・CSRの考え方

G4-19
a.報告書の内容を確定するためのプロセスで特定したすべてのマテリアル

な側面を一覧表示する。
・CSRの考え方
・GRIガイドライン対照表
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G4-20

a.各マテリアルな側面について、組織内の側面のバウンダリーを次の通り
報告する。

・当該側面が組織内でマテリアルであるか否かを報告する。

・当該側面が、組織内のすべての事業体（G4-17による）にとってマテリア
ルでない場合、次の2つの方法のどちらかを選択して報告する。

・G4-17の一覧に含まれており、その側面がマテリアルでない事業体また
は事業体グループの一覧。

・G4-17の一覧に含まれており、その側面がマテリアルである事業体また
は事業体グループの一覧。

・組織内の側面のバウンダリーに関して具体的な制限事項があれば報告する。

・CSRの考え方

・GRIガイドライン対照表

・CSR情報の掲載方針

G4-21

a.各マテリアルな側面について、組織外の側面のバウンダリーを次の通り
報告する。

・当該側面が組織外でマテリアルであるか否かを報告する。

・当該側面が組織外でマテリアルである場合には、当該側面がマテリアル
である事業体または事業体グループ、側面がマテリアルとされる理由と
なった要素を特定する。また、特定した事業体で当該側面がマテリアル
である地理的所在地を記述する。

・組織外の側面のバウンダリーに関する具体的な制限事項があれば報告する。

・CSRの考え方

・お客様・お取引先と響きあう／商品・
サービス

・CSR調達

・アルコール関連問題への取り組み

・GRIガイドライン対照表

G4-22
a.過去の報告書で提供した情報を修正再記述する場合には、その影響お

よび理由を報告する。
〜当該期間においては該当なし〜

G4-23
a.スコープおよび側面のバウンダリーについて、過去の報告期間からの重

要な変更を報告する。
〜当該期間においては該当なし〜

ステークホルダー・エンゲージメント

G4-24 a.組織がエンゲージメントしたステークホルダー・グループの一覧を提示する。
・CSRの考え方

・社会との対話

G4-25
a.組織がエンゲージメントしたステークホルダーの特定および選定基準を

報告する。
・CSRの考え方

・社会との対話

G4-26

a.ステークホルダー・エンゲージメントへの組織のアプローチ方法（種類別、
ステークホルダー・グループ別のエンゲージメント頻度など）を報告する、
またエンゲージメントを特に報告書作成プロセスの一環として行ったもの
か否かを示す。

・CSRの考え方

・社会との対話

G4-27

a.ステークホルダー・エンゲージメントにより提起された主なテーマや懸念、
およびそれに対して組織がどう対応したか（報告を行って対応したものを
含む）を報告する。また主なテーマや懸念を提起したステークホルダー・
グループを報告する。

・CSRの考え方

・社会との対話

報告書のプロフィール

G4-28 a.提供情報の報告期間（会計年度、暦年など）。 ・CSR情報の掲載方針

G4-29 a.最新の発行済報告書の日付（該当する場合）。 ・CSR情報の掲載方針

G4-30 a.報告サイクル（年次、隔年など）。 ・CSR情報の掲載方針

G4-31 a.報告書またはその内容に関する質問の窓口を提示する。
・PDFダウンロード（CSRコミュニケー

ションブック）
　※Webサイトをご覧ください
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G4-32 

a.組織が選択した「準拠」のオプションを報告する。

・GRIガイドライン対照表
b.選択したオプションのGRI内容索引を報告する（以下の表を参照）。

c.報告書が外部保証を受けている場合、外部保証報告書の参照情報を報
告する。（GRIでは外部保証の利用を推奨しているが、これは本ガイドラ
インに「準拠」するための要求事項ではない）。

G4-33

a.報告書の外部保証に関する組織の方針および現在の実務慣行を報告する。

・社会との対話

b.サステナビリティ報告書に添付された保証報告書内に記載がない場合
は、外部保証の範囲および基準を報告する。

c.組織と保証の提供者の関係を報告する。

d.最高ガバナンス組織や役員が、組織のサステナビリティ報告書の保証に
関わっているか否かを報告する。

ガバナンス

G4-34
a.組織のガバナンス構造（最高ガバナンス組織の委員会を含む）を報告する。

経済、環境、社会影響に関する意思決定の責任を負う委員会があれば
特定する。

・コーポレート・ガバナンス

倫理と誠実性

G4-56
a.組織の価値、理念および行動基準・規範（行動規範、倫理規定など）を

記述する。

・トップコミットメント

・CSRの考え方

・コンプライアンス

項目 該当ページ

マネジメントアプローチ開示

G4-DMA

a.側面がマテリアルである理由を報告する。当該側面をマテリアルと判断す
る要因となる影響を報告する。 ・トップコミットメント

・CSRの考え方

・お客様・お取引先と響きあう／商品・
サービス

・自然と響きあう／環境

・社会と響きあう／文化・社会貢献

・従業員と響きあう／ダイバーシティ経営

b.マテリアルな側面やその影響に関する組織のマネジメント方法を報告する。

c.マネジメント手法の評価を、次の事項を含めて報告する。

・マネジメント手法の有効性を評価するしくみ

・マネジメント手法の評価結果

・マネジメント手法に関連して調整を行った場合、その内容

特定標準開示項目

項目 該当ページ

経済パフォーマンス

G4-EC1 創出、分配した直接的経済価値 ー

G4-EC2 気候変動によって組織の活動が受ける財務上の影響、その他のリスクと機会 ・環境ビジョン

■経済
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項目 該当ページ

原材料

G4-EN1 使用原材料の重量または量 ・事業活動と環境影響

G4-EN2 使用原材料におけるリサイクル材料の割合 ・廃棄物の削減と再資源化の推進

エネルギー

G4-EN3 組織内のエネルギー消費量 ・地球温暖化防止

G4-EN4 組織外のエネルギー消費量 ・地球温暖化防止

G4-EN5 エネルギー原単位 ・地球温暖化防止

G4-EN6 エネルギー消費の削減量 ・地球温暖化防止

G4-EN7 製品およびサービスが必要とするエネルギーの削減量 －

水

G4-EN8 水源別の総取水量 ・水資源の有効活用

G4-EN9 取水によって著しい影響を受ける水源
・「天然水の森」（水源涵養/生物多様性

の保全）

G4-EN10 リサイクルおよびリユースした水の総量と比率 ・水資源の有効活用

生物多様性

G4-EN11
保護地域の内部や隣接地域または保護地域外の生物多様性価値の高い地
域に所有、賃借、管理している事業サイト

・自然環境の保全・再生

G4-EN12
保護地域や保護地域外の生物多様性価値の高い地域において、活動、製品、
サービスが生物多様性に対して及ぼす著しい影響の記述

・自然環境の保全・再生

G4-EN13 保護または復元されている生息地 ・自然環境の保全・再生

■環境

G4-EC3 確定給付型年金制度の組織負担の範囲 ー

G4-EC4 政府から受けた財務援助 〜当該期間においては該当なし〜

地域での存在感

G4-EC5 重要事業拠点における地域最低賃金に対する標準最低給与の比率（男女別） 〜当該期間においては該当なし〜

G4-EC6 重要事業拠点における、地域コミュニティから採用した上級管理職の比率 ・雇用・就業状況

間接的な経済影響

G4-EC7 インフラ投資および支援サービスの展開と影響
・「天然水の森」（水源涵養/生物多様性

の保全）

G4-EC8 著しい間接的な経済影響（影響の程度を含む） 〜当該期間においては該当なし〜

調達慣行

G4-EC9 重要事業拠点における地元サプライヤーへの支出の比率 ・公正・公平な取引
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G4-EN14
事業の影響を受ける地域に生息するIUCNレッドリストおよび国内保全種リ
スト対象の生物種の総数。これらを絶滅危険性のレベルで分類する

〜当該期間においては該当なし〜

大気への排出

G4-EN15 直接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ1） ・地球温暖化防止

G4-EN16 間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ2） ・地球温暖化防止

G4-EN17 その他の間接的な温室効果ガス（GHG）排出（スコープ3）
・環境負荷低減

・地球温暖化防止

G4-EN18 温室効果ガス（GHG）排出原単位 ・地球温暖化防止

G4-EN19 温室効果ガス（GHG）排出量の削減量 ・地球温暖化防止

G4-EN20 オゾン層破壊物質（ODS)の排出量 －

G4-EN21 NOx、SOx、およびその他の重大な大気排出 ・汚染防止・化学物質管理

排水および廃棄物

G4-EN22 水質および排出先ごとの総排水量
・サイトレポート
　※Webサイトをご覧ください

G4-EN23 種類別および処分方法別の廃棄物の総重量 ・廃棄物の削減と再資源化の推進

G4-EN24 重大な漏出の総件数および漏出量 〜当該期間においては該当なし〜

G4-EN25
バーゼル条約2付属文書I、II、III、Ⅷに定める有害廃棄物の輸送、輸入、輸出、
処理重量、および国際輸送した廃棄物の比率

〜当該期間においては該当なし〜

G4-EN26
組織の排水や流出液により著しい影響を受ける水域ならびに関連生息地の
場所、規模、保護状況および生物多様性価値

〜当該期間においては該当なし〜

製品およびサービス

G4-EN27 製品およびサービスによる環境影響緩和の程度 ・容器包装の3R

G4-EN28 使用済み製品や梱包材のリユース、リサイクル比率（区分別） ・容器包装の3R

コンプライアンス

G4-EN29 環境法規制の違反に関する高額罰金の額、罰金以外の制裁措置の件数 〜当該期間においては該当なし〜

輸送・移動

G4-EN30
製品の輸送、業務に使用するその他の物品や原材料の輸送、従業員の移
動から生じる著しい環境影響

・物流での取り組み

環境全般

G4-EN31 環境保護目的の総支出と総投資（種類別） ・環境マネジメント

サプライヤーの環境評価

G4-EN32 環境クライテリアにより選定した新規サプライヤーの比率 ・公正・公平な取引

G4-EN33
サプライチェーンにおける著しいマイナス環境影響（現実的、潜在的なもの）、
および行った措置

〜当該期間においては該当なし〜

環境に関する苦情処理制度

G4-EN34
環境影響に関する苦情で、正式な苦情処理制度を通じて申立、対応、解
決を行ったものの件数

〜当該期間においては該当なし〜
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項目 該当ページ

雇用

G4-LA1 従業員の新規雇用者と離職者の総数と比率（年齢、性別、地域による内訳） ・雇用・就業状況

G4-LA2
派遣社員とアルバイト従業員には支給せず、正社員に支給する給付（主要
事業拠点ごと）

－

G4-LA3 出産・育児休暇後の復職率と定着率（男女別） ・ワークライフバランスの推進

労使関係

G4-LA4
業務上の変更を実施する場合の最低通知期間（労働協約で定めているか否
かも含む）

・労使関係

労働安全衛生

G4-LA5
労働安全衛生プログラムについてモニタリング、助言を行う労使合同安全
衛生委員会に代表を送る母体となっている総労働力の比率

－

G4-LA6
傷害の種類と、傷害・業務上疾病・休業日数・欠勤の比率および業務上の
死亡者数（地域別、男女別）

・労働安全

G4-LA7 業務関連の事故や疾病発症のリスクが高い労働者数 －

G4-LA8 労働組合との正式協定に定められている安全衛生関連のテーマ ・労働安全

研修および教育

G4-LA9 従業員一人あたりの年間平均研修時間（男女別、従業員区分別） －

G4-LA10
スキル・マネジメントや生涯学習のプログラムによる従業員の継続雇用と雇
用終了計画の支援

・人材育成

G4-LA11
業績とキャリア開発についての定期的評価を受けている従業員の比率（男
女別、従業員区分別）

・人材育成

多様性と機会均等

G4-LA12
ガバナンス組織の構成と従業員区分別の内訳（性別、年齢、マイノリティグ
ループその他の多様性指標別）

・雇用・就業状況

・ダイバーシティの推進

男女同一報酬

G4-LA13 女性の基本給と報酬総額の対男性比（従業員区分別、主要事業拠点別） ・人事の基本的な考え方

サプライヤーの労働慣行評価

G4-LA14 労働慣行クライテリアによりスクリーニングした新規サプライヤーの比率 ・公正・公平な取引

G4-LA15
サプライチェーンでの労働慣行に関する著しいマイナス影響（現実のもの、
潜在的なもの）と実施した措置

・CSR調達

労働慣行に関する苦情処理

G4-LA16
労働慣行に関する苦情で、正式な苦情処理制度により申立、対応、解決
を図ったものの件数

〜当該期間においては該当なし〜

■社会

労働慣行とディーセント・ワーク
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項目 該当ページ

投資

G4-HR1
重要な投資協定や契約で、人権条項を定めているもの、人権スクリーニン
グを受けたものの総数とその比率

－

G4-HR2
業務関連の人権側面についての方針、手順を内容とする従業員研修を行っ
た総時間（研修を受けた従業員の比率を含む）

・人権の尊重

非差別

G4-HR3 差別事例の総件数と実施した是正措置 〜当該期間においては該当なし〜

結社の自由と団体交渉

G4-HR4
結社の自由や団体交渉の権利行使が、侵害されたり著しいリスクにさらさ
れているかもしれないと特定された業務やサプライヤー、および当該権利
を支援するために実施した対策

〜当該期間においては該当なし〜

児童労働

G4-HR5
児童労働事例に関して著しいリスクがあると特定された業務やサプライ
ヤー、および児童労働の効果的な根絶のために実施した対策

〜当該期間においては該当なし〜

強制労働

G4-HR6
強制労働事例に関して著しいリスクがあると特定された業務やサプライ
ヤー、およびあらゆる形態の強制労働を撲滅するための対策

〜当該期間においては該当なし〜

保安慣行

G4-HR7 業務関連の人権方針や手順について研修を受けた保安要員の比率 ・人権の尊重

先住民の権利

G4-HR8 先住民族の権利を侵害した事例の総件数と実施した措置 〜当該期間においては該当なし〜

人権評価

G4-HR9 人権レビューや影響評価の対象とした業務の総数とその比率 ・人権の尊重

サプライヤーの人権評価

G4-HR10 人権クライテリアによりスクリーニングした新規サプライヤーの比率 ・公正・公平な取引

G4-HR11
サプライチェーンにおける人権への著しいマイナスの影響（現実のもの、潜
在的なもの）および実施した措置

・CSR調達

人権に関する苦情処理制度

G4-HR12
人権影響に関する苦情で、正式な苦情処理制度により申立、対応、解決
を図ったものの件数

〜当該期間においては該当なし〜

人権
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項目 該当ページ

顧客の安全衛生

G4-PR1
主要な製品やサービスで、安全衛生の影響評価を行い、改善を図っている
ものの比率

・グループ品質マネジメントの推進

・すべてのプロセスにおけるお客様視点
の品質保証

製品責任

項目 該当ページ

地域コミュニティ

G4-SO1
事業のうち、地域コミュニティとのエンゲージメント、影響評価、コミュニティ
開発プログラムを実施したものの比率

・「天然水の森」（水源涵養/生物多様性
の保全）

・愛鳥活動

・次世代環境教育「水育」

・従業員への環境教育

・被災地支援

・地域貢献

G4-SO2
地域コミュニティに著しいマイナスの影響（現実のもの、潜在的なもの）を
及ぼす事業

・自然環境の保全・再生

腐敗防止

G4-SO3
腐敗に関するリスク評価を行っている事業の総数と比率、特定した著しい
リスク

・リスクマネジメント

G4-SO4 腐敗防止の方針や手順に関するコミュニケーションと研修 ・コンプライアンス

G4-SO5 確定した腐敗事例、および実施した措置 〜当該期間においては該当なし〜

公共政策

G4-SO6 政治献金の総額（国別、受領者・受益者別） ・リスクマネジメント

反競争的行為

G4-SO7
反競争的行為、反トラスト、独占的慣行により法的措置を受けた事例の総
件数およびその結果

〜当該期間においては該当なし〜

コンプライアンス

G4-SO8
法規制への違反に対する相当額以上の罰金金額および罰金以外の制裁措
置の件数

〜当該期間においては該当なし〜

サプライヤーの社会への影響評価

G4-SO9
社会に及ぼす影響に関するクライテリアによりスクリーニングした新規サプ
ライヤーの比率

・公正・公平な取引

G4-SO10
サプライチェーンで社会に及ぼす著しいマイナスの影響（現実のもの、潜在
的なもの）および実施した措置

・CSR調達

社会への影響に関する苦情処理制度

G4-SO11
社会に及ぼす影響に関する苦情で、正式な苦情処理制度に申立、対応、
解決を図ったものの件数

〜当該期間においては該当なし〜

社会
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● お客様・お取引先と響きあう／商品・サービス

● 自然と響きあう／環境

● 社会と響きあう／文化・社会貢献

● 従業員と響きあう／ダイバーシティ経営

【顧客の安全衛生】【製品およびサービスのラべリング】【エネルギー】【水】【生物多様性】【地域コミュニティ】【研修および教育】【多

様性と機会均等】【サプライヤーの環境評価】【サプライヤーの労働慣行評価】【サプライヤーの人権評価】【サプライヤーの社会

への影響評価】【マーケティング・コミュニケーション】　

サントリーグループは「4つの取り組み」（上記）のもと、これらに関連性の高い側面（下記）に積極的に取り組んでいます

「4つの取り組み」と関連性の高い側面

G4-PR2
製品やサービスのライフサイクルにおいて発生した、安全衛生に関する規
制および自主的規範の違反事例の総件数（結果の種類別）

・グループ品質マネジメントの推進

・すべてのプロセスにおけるお客様視点
の品質保証

・適切でわかりやすい情報開示

製品およびサービスのラベリング

G4-PR3
組織が製品およびサービスの情報とラベリングに関して手順を定めている
場合、手順が適用される製品およびサービスに関する情報の種類と、この
ような情報要求事項の対象となる主要な製品およびサービスの比率

・適切でわかりやすい情報開示

G4-PR4
製品およびサービスの情報とラベリングに関する規制ならびに自主的規範
の違反事例の総件数（結果の種類別）

・適切でわかりやすい情報開示

G4-PR5 顧客満足度調査の結果 ・お客様コミュニケーション

マーケティング・コミュニケーション

G4-PR6 販売禁止製品、係争中の製品の売上 〜該当なし〜

G4-PR7
マーケティング・コミュニケーション（広告、プロモーション、スポンサー
活動を含む）に関する規制および自主的規範の違反事例の総件数（結果の
種類別）

・アルコール関連問題への取り組み

顧客プライバシー

G4-PR8
顧客プライバシーの侵害および顧客データの紛失に関して実証された不服
申立の総件数

〜当該期間においては該当なし〜

コンプライアンス

G4-PR9
製品およびサービスの提供、使用に関する法律や規制の違反に対する相当
額以上の罰金金額

〜当該期間においては該当なし〜


